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【別紙６ 当事者の主張】 

 

１ 争点１（本件継続給付の適否） 

(1) 原告らの主張 

ア 本件継続給付の適法性 5 

  本件事故により放出された放射性物質は，半減期等によって自然減少するの

みであり，航空機の飛行などのように，将来的な政治・経済情勢等により変化

することはなく，今後，同一態様の侵害行為が継続するところ，原告らは，各

原告に応じた損害の賠償を個別に求めているのではなく，その受忍限度を超え

て違法性が認められるべき原告らについて共通する，本件事故に係る損害の賠10 

償を求めている。 

  そうすると，その損害賠償請求権の成否及びその額は，あらかじめ一義的か

つ明確に認定できるから，本件継続給付は適法である。 

イ 被告東電の主張に対する反論 

  被告東電は，本件継続給付の対象期間が特定されておらず，かつ，実現が不15 

可能な行為であるなどと主張する。 

  しかしながら，空間放射線量はいずれ自然減少により自然放射線による線量

水準に回復する上，これを被告らの除染活動により早めることもできるから，

毎時０．０４μＳｖ以下とすることは当然実現可能である。その具体的方法は，

複数存在するものの，そのいずれかには特定できる。 20 

  本件原発の廃止終了のために行われるべき措置は，被告東電が自ら公表する

「福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマッ

プ」等に記載されている。被告東電が自認している以上，特定性及び実現性に

欠けることはないことは当然であり，被告東電の主張は失当である。 

(2) 被告東電の主張 25 

  本件継続給付は，その請求の対象期間が特定されていない上，実現が不可能な
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行為を前提とするものであって，全体として不適法な請求である。 

  すなわち，いわき市全域の空間放射線量が毎時０．０４μＳｖとなる原状回復

措置を行うこと及び本件原発における各原子炉の廃止措置すなわち廃炉措置を

行うことを前提とする点において，その具体的な内容がいずれも特定されていな

い。また，いわき市全域の空間放射線量を一定以下に下げることが実現可能であ5 

ることは何ら裏付けられておらず，かつ，その計測方法も明らかではなく，結果，

その終期を特定することもできない。 

２ 争点２（本件事故についての民法７０９条適用の有無） 

(1) 原告らの主張 

ア 原告らが民法７０９条によって請求することの意義 10 

  原告らは，被告東京電力に対し，原告らが被った深刻な被害が被告東京電力

の「故意とも同視し得る重大な過失」によってもたらされたものであることを

理由として，民法７０９条に基づき損害賠償（慰謝料）等を請求している。 

  不法行為法の原則規定である民法７０９条が，責任要件として故意又は過失

を要求している趣旨は，故意又は過失という「非難性」を帰責の根拠とする近15 

代市民法の大原則である過失責任主義である。原告らは，その過失責任主義に

基づいて，自らが被った損害について賠償がなされることを求めている。加害

者の非難性（故意又は過失）を前提とした民法７０９条等の不法行為責任を問

うか，その非難性の立証を不要として無過失責任として賠償請求をするかは被

害者の選択に委ねられるのであり，加害者が，選択するものではあり得ない。20 

その被害者の選択（非難性を前提とした請求）を制限するには，明文の規定が

必要であるところ，原賠法にそのような明文規定は存在しない。 

  なお，被告東京電力による住民の法益に対する重大な侵害行為については，

ひとり不法行為法の領域においてのみ，その非難性が問題となるものではない。

すなわち，被告東京電力の旧経営者に対する検察審査会の起訴議決に基づく強25 

制起訴，原子炉の安全確保のための規制法令に違反する行政法上の違法性も問
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題となっており，その何れも非難性が問われている。不法行為法という私法の

領域においてのみ非難性の審査を免れることは，未だに非難性に基礎を置く賠

償責任を認めようとしない被告東京電力に対し，私法の領域においてのみ永続

的に特権を与えることになり著しく不合理である。 

イ 特別法が一般法による請求を排除するには明文の根拠を要すること 5 

  ある社会的事実が複数の「拠権規範」の要件を充足する場合，それぞれの拠

権規範ごとの請求権が競合して発生することになる。それぞれの拠権規範に基

づく訴訟物（請求権）が競合して成立するのであって，いわゆる特別法と一般

法においても同様である。特別法たる拠権規範が，一般法たる拠権規範による

請求権の発生を阻害することは，以上の命題に変更を迫るものであるが，その10 

ような変更には特別法による明文に基づく一般法の適用排除が必要となる。 

  実際，不法行為法の特別法である自動車損害賠償法３条，独占禁止法２５条，

製造物責任法３条及び鉱業法３条は，民法７０９条等による請求を排除してい

ないことは被告東京電力も認めるとおりである（最高裁判所も，自動車損害賠償法

３条が適用される場面において民法７１５条による請求を認めている。）。 15 

  原賠法においては，同法４条３項が，商法７９８条１項，船主責任制限法及

び製造物責任法を明示的に排除しているのに対し，民法７０９条以下の不法行

為責任はあえて排除されていない。 

ウ 原賠法は民法７０９条による請求を排除しないこと 

  被告東京電力が主張する原賠法が民法７０９条の適用を排除する根拠は，原20 

賠法４条１項の責任集中，同法５条の求償権行使の故意限定，同法１６条１項

の政府による援助という他の法令には存しない特別の規定が組み合わさるこ

とによって，完結した原子力損害賠償に係る法制度が定められている，という

ものである。 

  しかし，原子力事業者が故意又は過失によって原子力損害を生じさせた場合，25 

一般不法行為法たる民法７０９条に基づく損害賠償責任が成立する一方で，原
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賠法３条１項に基づく損害賠償責任も成立する（上述の請求権の競合）。そうであ

れば，結局は，上述の３つの規定（原賠法４条１項，５条，１６条１項）も当然に

適用されると解されるのであって，被告東京電力の主張は失当である。原賠法

１条に定める「原子力事業の健全な発達」という同法の目的からしても，原子

力事業者への責任集中（同法４条１項）及び求償権行使の故意限定（同法５条）は5 

適用され，「被害者の保護」という同法の目的からしても政府による援助の定

め（同法１６条１項）は適用される。 

  なお，自動車損害賠償法も強制保険・共済制度を導入し，被害者から保険会

社への直接請求権を認めるなど特殊な法体系を形成しているが，上述のとおり，

民法７０９条又は同法７１５条による請求は認められている（損害賠償を担保10 

するための供託強制等を定める鉱業法も同様である。）。 

エ 民法７０９条の適用に関する裁判例について 

  被告東電が引用する水戸地裁２００８（平成２０）年２月２７日判決は，原賠

法４条１項が主要な争点となったものであり，原子力事業者に対する民法７０

９条による請求を排除したとする判示も「特別法が一般法に優先する」という15 

ものに過ぎない。東京地裁２００４（平成１６）年９月２７日判決については，

本訴訟とは異なり，民法７０９条に基づく請求を予備的に行っていたものであ

り，原賠法３条１項による主位的請求が認められているのであって，民法７０

９条による請求の可否への判断は不要だった事案である。いずれの裁判例も先

例的価値に欠ける。 20 

(2) 被告東電の主張 

ア 原告らの被告東電に対する民法７０９条に基づく損害賠償請求は，本件事故

による精神的苦痛の損害を求めるものであり，これは，原子力損害（原賠法２条

２項）に当たる。 

  原賠法は，本件事故と相当因果関係のある原子力損害について民法の損害賠25 

償責任に関する規定の特則を定め（原賠法３条～５条），民法上の不法行為又は
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債務不履行の責任発生要件に関する規定の適用を排除しているから，原告らは，

被告東電に対し，民法上の不法行為に基づく損害賠償請求をすることができな

い。 

  仮に，被告東電が民法上の不法行為責任を負うとすると，原賠法上用意され

ている求償権の制限（原賠法５条），賠償金の補填としての補償金等の支払（原5 

賠法８条，１０条）や政府による援助（原賠法１６条）が得られないこととなるが，

このような結果は，賠償資力を原子力事業者に確保させることにより被害者保

護を図るとともに，原子力事業者の健全な発達を図るという原賠法の目的に反

する結果となる。 

イ また，後記の被告東電の主張のとおり，本件津波等に起因する本件事故は，10 

地震に関する専門機関を含めて誰もが予想していなかった程度の地震及びそ

れに基づく津波によるものであるから，慰謝料の算定に当たって被告東電の過

失を審理対象とすべきではなく，かつ，被告東電には過失が認められないから，

慰謝料の増額事由としても斟酌される余地はない。 

３ 争点３（被告国の規制権限不行使の違法の成否等） 15 

(1) 原告らの主張 

ア 規制権限不行使の違法の判断枠組み等について 

 (ｱ) 原子炉施設の安全規制に関する法令の趣旨，目的について 

ａ 原子力基本法 

  平成１４～１８年当時，原子力基本法（平成２４年法律第４７号による改20 

正前の昭和３０年法律第１８６号。）は，「原子力の研究，開発及び利用を推

進することによつて，将来におけるエネルギー資源を確保し，学術の進歩と

産業の振興とを図り，もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与

すること」を目的として（１条），「原子力の研究，開発及び利用は，平和の

目的に限り，安全の確保を旨として，民主的な運営の下に，自主的にこれを25 

行うものとし，その成果を公開し，進んで国際協力に資するものとする。」
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（２条。下線部は強調のため裁判所で付した。以下同じ）という原子力利用

の基本方針を定めていた。 

  本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，原子力基本法２

条２項に「前項の安全の確保については，確立された国際的な基準を踏まえ，

国民の生命，健康及び財産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資5 

することを目的として，行うものとする。」とする規定が追加されているが，

平成１４年及び平成１８年当時においても，原子力の利用は「安全の確保」

を旨として行うこととされていたのであるから，国民の生命，健康及び財産

の保護は同法の目的とされ，我が国における原子力政策の基本とされていた

ものといえる。 10 

ｂ 炉規法 

  原子力発電所の設置については，炉規法（平成２４年法律第４７号による

改正前の昭和３２年法律第１６６号「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律」。）が，「原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）の

精神にのっとり，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に15 

限られ，かつ，これらの利用が計画的に行われることを確保するとともに，

これらによる災害を防止し，及び核燃料物質を防護して，公共の安全を図る

ために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び

運転等に関する必要な規制等 を行うほか，原子力の研究，開発及び利用に

関する条約その他の国際約束を実施するために，国際規制物資の使用等に関20 

する必要な規制等を行うこと」を目的として（１条，実用発電用原子炉の設

置には） 経済産業大臣の許可を必要とすること（２３条１項１号），設置許

可に当たっては原子炉施設の位置，構造及び設備が原子炉による災害の防止

上支障がないものであることが必要であること（２４条１項４号）などを定

めていた。 25 

  本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，炉規法の目的が
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「原子力施設において重大な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準

で当該原子力施設を設置する工場又は事業所の外へ放出されることその他

の核原料物質，核燃料物質及び原子炉による災害を防止し，及び核燃料物質

を防護して，公共の安全を図る ために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄

の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関し，大規模な自然災害及びテロリ5 

ズムその他の犯罪行為の発生も想定した必要な規制を行うほか，原子力の研

究，開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実施するために，国際規

制物資の使用等に関する必要な規制を行い，もつて国民の生命，健康及び財

産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的とする」

（１条）ものであることが明確にされているが，平成１４年及び平成１８年10 

当時においても，原子力災害を防止して「公共の安全を図る」こと，すなわ

ち国民の生命，健康及び財産の保護は炉規法の目的とされていたものといえ

る。 

ｃ 電気事業法 

  設置許可がなされた後の，電気事業の用に供する原子力発電所の運転につ15 

いては，炉規法（平成２４年法律第４７号による改正前のもの）７３条で２

７条から２９条までの適用が除外され，電気事業法（平成２４年法律第４７

号による改正前の昭和３９年法律第１７０号。）による規制が行われていた。 

  電気事業法は「電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによつて，

電気の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健全な発達を図るとともに，20 

電気工作物の工事，維持及び運用を規制することによつて，公共の安全を確

保し，及び環境の保全を図ること」を目的として（１条），事業用電気工作物

を設置する者は，事業用電気工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合

するように維持しなければならないこと（３９条１項），その技術基準を定

める経済産業省令においては，事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，25 

又は物件に損傷を与えないようにすること（３９条２項１号），経済産業大
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臣は，事業用電気工作物が３９条１項の経済産業省令で 定める技術基準に

適合していないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者に対し，そ

の技術基準に適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは

移転し，若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制

限することができること（４０条。技術基準適合命令），技術基準適合命令に5 

違反した者は３００万円以下の罰金（１１８条７号。法人にも罰金併科（１

２１条）。平成１ ４年法律第１７８号による改正後は，３年以下の懲役若し

くは３００万円以下の罰金，又はその併科（１１６条２号），法人には３億円

以下の罰金（１２１条１号））を科せられることなどを定めていた。 

  本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，炉規法７３条の10 

適用除外が削除され，技術基準は炉規法４３条の３の１４に，技術基準適合

命令は同法４ ３条の３の２３に引き継がれた。 

ｄ 省令６２号 

   電気事業法３９条１項による委任に基づき，省令６２号（昭和４０年通商

産業省令第６２号「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」。平15 

成１４年７月３１日時点においては，平成１５年経済産業省令第１０２号に

よる改正前のもの。）４条１項は，技術基準として，「原子炉施設並びに一次

冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が

地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又は高潮，基礎地盤の不同沈下等によ

り損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，基礎地盤の改良その20 

他の適切な措置を講じなければならない。」と定めていた。 

  平成１８年１２月３１日時点における省令６２号（平成２０年経済産業省

令第１２号による改正前のもの。）４条１項は，「原子炉施設並びに一次冷却

材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が想定

される自然現象（地すべり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基礎地盤の25 

不同沈下等をいう。ただし，地震を除く。）により原子炉の安全性を損なうお
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それがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じな

ければならない。」と定めていた。本件事故後，平成２３年経済産業省令第５

３号による改正により，省令６２号５条の２に「津波による損傷の防止」の

基準が追加されるなどし，平成２５年６月２８日には技術基準規則（平成２

５年原子力規制委員会規則第６号「実用発電用原子炉及びその附属施設の技5 

術基準に関する規則」。）が制定され，実用発電用原子炉に適用すべき技術基

準の内容は同規則に引き継がれた。 

(ｲ) 本件における規制権限の存在 

ａ 原子炉施設の主要建屋敷地高さを超える津波に対して技術基準適合命令

を発する権限が認められるか。 10 

  被告国は，原告らの主張する津波対策は，いずれも基本設計に関する事項

であるから，詳細設計についての規制である技術基準省令６２号に基づく技

術基準適合命令により是正させることはできなかったと主張する。 

  しかしながら，上記(ｱ)で述べた法令の規制体系に鑑みれば，経済産業大

臣は，原子炉施設が省令６２号１項４号の技術基準に適合しないと認められ15 

る場合には，当該原子炉施設が技術基準に適合するよう技術基準適合命令を

発することが可能であり，この場合における技術基準適合命令が基本設計の

変更に及び得ないという制約があったとは認められない。 

  なお，本件と関連する国家賠償請求事件においては，結論として被告国の

責任を否定した名古屋地裁判決等を含めて，全ての地裁判決が被告国の上記20 

主張を排斥している。 

ｂ 「長期評価」の津波地震の想定に基づいて福島第一原発に対する個別的な

技術基準適合命令の発令権限の存否について  

    ２００２年「長期評価」の津波地震の想定は福島第一原発が「津波により

原子炉の安全性を損なうおそれがある場合」に当たること（津波の予見可能25 

性）を基礎づけ，経済産業大臣の福島第一原発に対する個別的な技術基準適
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合命令の発令権限を基礎づけるものであること 

  ２００２年「長期評価」の津波地震の想定による「津波の予見可能性」に

基づいて，福島第一原発については，「津波により原子炉の安全性を損なう

おそれがある場合」（技術基準省令６２号４条１項）に該当するに至ったこ

とから，経済産業大臣は，福島第一原発を対象として技術基準適合命令を発5 

する個別的な権限を有するに至った。この点についての原告らの主張の概要

を整理すると以下のとおりである。 

  すなわち， 

① ２０００（平成１４）年７月３１日に，地震調査研究推進本部・地震調査

委員会が公表した２００２年「長期評価」の津波地震の想定は，地震学上の10 

客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見であることから，決定論的安全評

価を前提とした原子炉施設の安全規制において考慮すべきものであった。 

② 「長期評価」の津波地震の想定を前提として，同年２月に既に公表されて

いた，津波シミュレーションの手法の最新知見を取りまとめた土木学会・「津

波評価技術」の推計手法により福島第一原発へ襲来し得る津波を推計するこ15 

とは，どんなに遅くとも２００２
．．．．

（
．
平成
．．

１４）
．．．

年
．
末
．
までには可能であり，そ

れは被告東電の２００８年推計と同様に福島第一原発の主要建屋敷地高さ

（Ｏ.Ｐ.＋１０ｍ）を大きく超え津波高さとしてＯ.Ｐ.＋１５．７ｍに相当

するものである。 

③ 非常用電源設備等が１階及び地下階に設置されていたタービン建屋等は20 

敷地を超える津波に対する防護措置が全く講じられておらず，２００６
．．．．

（
．
平
．

成
．
１８）
．．．

年の溢水勉強会の知見を待つことなく，２００２（平成１４）年の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

時点において
．．．．．．

，敷地を超える津波が襲来した場合には，非常用電源設備等が

被水して機能喪失し，ＳＢＯによる重大事故に至り得ることは当然のことと

して認識されていた。 25 

④ 以上から，「長期評価」の津波地震の想定を踏まえれば，どんなに遅くとも
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２００２（平成１４）年末には，福島第一原発は「原子炉施設が津波によっ

て損傷を受けるおそれがある場合」，又は「津波により原子炉の安全性を損

なうおそれがある場合」に該当し，被告東電は電気事業法３９条によって適

切な防護措置を講ずる技術基準適合性確保義務を負うに至り，経済産業大臣

は同法４０条によってこの被告東電の義務を確実に履行させるための個別5 

的な技術基準適合命令を発令する規制権限を有するに至っていた。 

  以上のとおり，原子炉施設の主要建屋敷地高さを超える津波に対する一般

的な技術基準適合命令発令の規制権限の存在，及び，「長期評価」の津波地震

の想定を前提とした福島第一原発に対する個別的な技術基準適合命令発令

の規制権限の存在を前提として，経済産業大臣がこの規制権限を行使しなか10 

ったことの国家賠償法１条１項適用上の違法性について，以下，主張する。 

(ｳ) 規制権限不行使の国賠法上の違法性の判断枠組み 

ａ 規制権限不行使の国賠法上違法の違法性の判断に際しては，法令の趣旨，

目的を踏まえ，かつ権限の不行使を決定した判断過程を特定し，その当時の

具体的な事情を踏まえて，その合理性の有無を評価すべきこと 15 

  規制権限不行使の国賠法上の違法性について，最高裁の示す判断枠組みは

以下のとおりである。 

  「国又は公共団体の公務員による規制権限の不行使は，その権限を定めた

法令の趣旨，目的
．．．．．．．．

や，その権限の性質等に照らし，具体的事情の下
．．．．．．．

において，

その不行使が許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠くと認められる20 

ときは，その不行使により被害を受けた者との関係において，国家賠償法１

条１項の適用上違法となるものと解するのが相当である。」（傍点は引用者。

以下，特に断らない限り同じ。） 

(a) 法令の趣旨，目的を重視すべきこと 

  この判示が示すように，規制権限不行使の国賠法上の違法性の判断に際し25 

ては，まず何よりも「権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権限の性質等」
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を十分に踏まえる必要がある（法令の趣旨，目的の重視）。 

  本件において原子炉施設の安全規制（技術基準適合命令の発令）の権限を

定めた法令の趣旨，目的については，上記(ｱ)で述べたとおりである。 

(b) 判断対象の時期と当時の具体的事情を特定することの重要性 

  また，上記判示が示すように，その違法性についての判断は「具体的事情5 

の下において」著しく合理性を欠くものであるかが判断される必要がある。

よって，当然のことながらが，違法性が問われる時期を明確にして，当時の

事情を踏まえて，違法性の有無について判断を行うことが求められる。 

(c) 本件では２００２年８月保安院対応の合理性が判断の対象となること 

  本件では２００２年「長期評価」の公表を受けても，保安院において，福10 

島第一原発が「津波により原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合」

に該当しないとの判断（２００２年８月保安院対応）がなされた結果，保安

院において被告東電に対して福島第一原発における津波対策を求める行政

指導の必要性も，技術基準適合命令の発令の必要性の検討も一切なされるこ

とはなかった（争いのない事実）。 15 

  よって，本件では，そもそも「長期評価」の公表を踏まえても福島第一原

発が技術基準省令６２号４条１項の「原子炉施設が津波によって損傷を受け

るおそれがある場合」（「津波により原子炉の安全性を損なうおそれがある場

合」と同義）に該当しない（その結果として，技術基準適合命令を発する権

限もないこととなる。）と判断した２００２年８月保安院対応の合理性が判20 

断の対象となる。 

ｂ 最高裁判例の国賠違法の判断定式にその他の要件を付加する必要がない

こと 

(a) 名古屋判決の国賠違法の判断枠組みの整理 

  名古屋判決は，規制権限不行使の国賠違法の判断枠組みに付加して，その25 

前段として，国賠法１条１項の違法は，①「国または公共団体の公権力の行
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使に当たる公務員が個別の国民に対して負担する職務上の法的義務に違反

すること」，②「当該公務員が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすこと

なく漫然と当該行為をしたと認めうるような事情があることが必要である

と判示している。 

(b) 判示①及び②は不要であること 5 

    名古屋判決の②判示部分では，違法な所得税更正処分に対する国家賠償請

求事件の最高裁判決等が引用されている。同最高裁判決は，税務調査に当た

って相手方の協力を受けられないまま，過大に所得金額を認定した更正処分

を行い，それが後に更正処分取り消し訴訟において一部認容された後に，慰

謝料等の国賠請求に対する判断が示されたものである。それゆえ，その判示10 

部分は，事実関係等まったく異なる原発訴訟に妥当しない。また，同様に，

名古屋判決①判示部分については，従来，最高裁は，国会・国会議員の『立

法不作為』に対する国賠請求のほか，課税処分や建築確認という『作為』に

関する調査・審査の違法が争われた国賠請求で示されたものである。規制権

限不行使の違法が争われたこれまでの最高裁判決において，特に言及もされ15 

ておらず，原発事故賠償訴訟においても，不必要な判断定式である。 

イ 判断過程審査方式をとるべきとの被告国の主張が失当であること 

(ｱ) 被告国の主張 

    被告国は，「本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在り

方」に関して，本件は，津波（自然災害）による原子炉事故による災害発生の20 

予見可能性が問題となっている事案であることから，「原子力工学はもとより，

多
．
方面
．．

にわたる極めて高度な最新の科学的，
．．．．

専門技術的知見
．．．．．．．

に基づいた将来予
．．．

測に
．．

係る総合的
．．．

判断」が必要とされるものであるから，裁判所が判断代置審査

をすることは許されず，ⅰ）判断基準に合理性が認められない場合，又はⅱ）

判断基準への適合性判断過程に看過し難い過誤，欠落がある場合に限り，違法25 

と判断されるべきである（「２段階の審査」による判断過程審査）とする。 
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(ｲ) 原告らの反論 

    伊方最判の事案の訴訟物は，原子炉施設の設置許可処分という区分
．．

すること
．．．．

のできない一つの行政処分
．．．．．．．．．．．．

であり，その一つの行政処分の総体としての違法性

の有無が問われているものである。そして，原子炉施設が「災害の防止上支障

がない」（原子炉等規制法２４条１項４号）といえるか否かについては，津波等5 

の自然災害による事故のリスクにとどまらず，伊方最判が判示するとおり「当

該原子炉施設そのものの工学的安全性
．．．．．．

，平常運転時
．．．．．

における従業員，周辺住民

及び周辺環境への放射線の影響，事故時
．．．

における周辺地域への影響等を，原子

炉設置予定地の地形，地質，気象等の自然的条件
．．．．．．．．．．．．．．．

，人口分布等の社会的条件
．．．．．．．．．．．

及

び当該原子炉設置者の右技術的能力
．．．．．

との関連において，多
．
角的，総合的見地か
．．．．．．．．．

10 

ら検討
．．．

する」必要があり，これら全ての課題と局面における安全性の確保が，

「単一の設置許可処分の違法性の有無」という形で審判の対象とされているも

のである。 

  しかも，設置許可処分の時点では，設置許可申請書という書類上における基

本設計しか示されておらず，具体的な設計内容を示す詳細設計は未だ明らかに15 

されておらず，したがって当然のことながら原子炉施設は未だ影も形もない状

態での書面審査が求められることとなる。 

  よって，伊方最判の事案では，「原子
．．

力工学はもとより，多
．
方面
．．

にわたる極め

て高度な最新の科学的，
．．．．

専門技術的知見
．．．．．．．

に基づいた総合的
．．．

判断」が求められる

のであり，この点は被告国の指摘するとおりである。 20 

  これに対して，本件では，既に基本設計による設置許可処分を踏まえ，更に

詳細設計によって具体的に設計条件が特定され，かつ現実にも原子炉施設が設

置され，運転段階に至っており，このように現実に設置され稼働している原子

炉を前提として，技術基準への適合性が問われているものである。しかも，本

件で判断の対象とされる事項は，技術基準省令６２号４条１項の「想定される
．．．．．

25 

津波
．．

によって原子炉施設の安全性を損なうおそれがない」といえるか否かとい



 

15 

 

う点に限られるのであり，かつ，具体的な判断対象も（上記伊方最判の事案と

の対比でいえば）「長期評価」の津波地震の想定に地震学上の客観的かつ合理

的根拠が認められるか否かという点に絞られるものである。よって，本件では，

「原子力工学はもとより，多方面にわたる総合的判断」が求められるものでは

ない。 5 

  被告国の主張は，実質的には，判断過程審査方式を通じて保安院の規制判断

に広範な専門技術的裁量を認めるべきというものであるが，本件において判断

の対象となる２００２年８月保安院対応は，専門家による審議会等を通じた調

査・審議を経ていない以上，経済産業大臣の判断に広範な専門技術的裁量を認

める前提を欠くものである。 10 

ウ 規制権限不行使の国家賠償法上の違法性の評価に際して考慮すべき法令の

趣旨，目的について（特に事前警戒・予防の考え方に立つ規制が求められるこ

と） 

  規制権限を定めた法令の趣旨，目的については，上記アで整理したとおりで

ある。 15 

  これとともに，本件では法令の趣旨，目的については，特に以下の諸点を考

慮する必要がある。 

(ｱ) 事業者の技術基準適合性確保義務を確実に履行させるために技術基準適合

命令の発令権限が定められていること 

    経済産業大臣に技術基準適合命令を発する権限が認められるのは，原子炉施20 

設が「津波により原子炉の安全性を損なうおそれがある場合」等，技術基準に

適合していないとされる場合であり（技術基準省令６２号４条１項該当性），

法３９条によって原子力事業者が技術基準への適合性確保のための防護措置

を義務づけられる事態にあることを前提としている。 

    そして，原子力事業者の技術基準適合性確保義務を定めた同法３９条と，こ25 

れを受けて経済産業大臣の技術基準適合命令の権限を定めた同法４０条の規
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定の前後関係，及び，本来，原子炉施設の安全性は，原子力事業者において自

主的に確保すべきものであることを考慮すれば，法が経済産業大臣に技術基準

適合命令の権限を付与した趣旨は，電気事業法３９条（及び技術基準省令６２

号）の技術基準適合性確保義務を確実に履行させるための手段として，位置づ

けられているものといえる。 5 

(ｲ) 原子力安全規制法制においては事前警戒・予防の考え方に立った規制が求

められること 

  原子力安全規制法制においては，「万が一にも深刻な災害が起こらないよう

にする」ため，最新の科学・技術水準への即応が要請され，事前警戒・予防の

考え方に立つ規制が求められることとなる。 10 

  そのため，具体的には， 

① 典型的な警察規制においては「危険がないのに誤って規制する」ことを避け

るため一般経験則や確定的な科学的知見によって具体的危険の存否を判断す

ることとなるが，原子力安全規制法制においては，「危険があるのに誤って規

制しない」ことを避ける必要があり，事前警戒・予防の考え方を徹底する必要15 

がある（下山意見書１～２頁）。 

② そのため，最新の科学・技術水準への即応が要請されることとなり，確立し

た科学的知見に限定されることなく生成途上の科学的知見（相当程度の科学的

信頼性のある仮説を含む）を踏まえて抽象的危険（同２頁）の段階でも規制措

置を講じることが求められる（同１０頁１３行目～１１頁１０行目）。 20 

③ 規制権限を行使する発動要件としての危険の程度についても，「危険の切迫

性」を求めることは制度趣旨に反することとなり，原発の安全性に対する合理
．．

的な疑い
．．．．

がある段階で，最新の科学・技術水準に準拠し，即応する結果回避措

置をできる限り先取り的に講じることが求められる（同上）こととなる。 

  切迫性・明白性を要件としている過去の最高裁判決は，典型的警察規制の事25 

案（新島漂着砲弾爆発事故訴訟と大阪ナイフ保管義務懈怠訴訟の各最高裁判決）であり，
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事前警戒・予防が求められる本件には妥当しない。 

(ｳ) 原子炉施設の安全規制においては，地震学上の客観的かつ合理的根拠を伴

う知見に基づいて「想定される最大規模の地震・津波」を想定すべきこと 

ａ 「既往最大」にとどまらず「想定される最大規模の地震・津波」を考慮す

べきこと  5 

  技術基準省令６２号４条１項が「津波により原子炉の安全性が損なわれる

おそれ
．．．

がある場合」に防護措置を求めていること，その実質的な意味を定め

る安全設計審査指針の指針２において「過去の記録
．．．．．

，現地調査等を参照して
．．．．．

予想される自然現象のうち最も苛酷と考えられる自然力
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」を考慮することが

求められていることからしても，「既往最大の考え方」にとどまることは到10 

底許されないものである。 

  よって，原子炉の安全規制においては想定すべき自然現象については，技

術基準省令６２号４条１項，及びその内容を実質的に規定する安全設計審査

指針の指針２から，「既往最大」では足りず，地震学上の知見に基づいて「想

定される最大規模の地震・津波」を当然に考慮すべきものであることが導か15 

れるところである（この点は，本件訴訟上も争いのないものとなったといえ

る）。 

ｂ 「通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見」にとどまらず，

地震学上の客観的かつ合理的根拠を伴う知見については，安全規制において

考慮すべきこと 20 

  被告国は，規制権限行使の義務付けのためには，「通説的見解といえる程

度に形成，確立した科学的知見」が必要であると主張し，①「客観的かつ合

理的根拠をもって形成，確立した科学的知見
．．．．．．．．．．．．

に基づく」②「具体的な法益侵

害の危険性が予見できること」が必要と主張し（９１頁），「学会や研究会で

の議論を経て，専門的研究者の間で正当な見解であると是認され，通説的見25 

解といえる程度に形成，確立した科学的知見」との説明も行っており，「通説
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的見解」として確立していることを求めていた。 

  ただ，被告国も，終盤に至り，原子炉の安全規制においては，通説的見解
．．．．．

に至っていない
．．．．．．．

知見であっても「審議会等の検証に耐え得る程度の客観的か
．．．．

つ合理的根拠
．．．．．．

によって裏付けられた知見」については規制に取り入れていく

べきであり，原子力規制機関は，そうした知見の有無について，適時かつ適
．．．．．

5 

切
．
に，調査する義務を負うとして，従前の主張を実質的に修正するに至って

いる。 

  以上より，原子炉施設の安全規制においては，「通説的見解といえる程度

に形成，確立した科学的知見」にとどまらず，地震学上の客観的かつ合理的

根拠を伴う知見については，安全規制において考慮すべきことについては，10 

訴訟上も争いがなくなったところである。 

エ 規制権限の不行使の違法性を基礎付ける事情等（長期評価等に対する被告国の対

応等） 

  原告らは，下記事情等により，被告国の平成１４年，平成１８年，平成２０

年及び平成２２年における各規制権限不行使の違法性を主張する。 15 

(ｱ) ２００２年８月保安院対応が著しく合理性を欠くこと 

ａ 国の津波防災関係省庁が，１９９８（平成１０）年には「７省庁手引き」

において一般防災を前提として「想定最大」を考慮すべきこと，及び想定地

震の発生位置は既往地震を含め太平洋沿岸を網羅し，特に津波地震を考慮す

ることの必要性を明らかにし，かつ被告東電も福島県沖に津波地震を想定し20 

た津波推計を実施し規制行政庁に報告していたこと 

(a) 「７省庁手引き」が「想定最大」の考慮，及び太平洋岸を網羅した地震想

定，そして津波地震への特別の考慮を求めていたこと 

  １９９３（平成５）年の北海道南西沖地震津波による大災害の経験を受け，

当時の国土庁等の７省庁は，１９９８（平成１０）年に，「地域防災計画にお25 

ける津波対策強化の手引き」（「７省庁手引き」）を作成し，同「手引き」の別
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冊である「津波災害予測マニュアル」とともに地方公共団体に提示し，この

「７省庁手引き」等は各地における津波防災行政に活用されるに至っていた。 

  「７省庁手引き」は，一般防災行政において想定すべき地震・津波につい

て「信頼できる資料の数多く得られる既往最大津波と共に，現在の知見に基
．．．．．．．

づいて想定される最大地震により起こ
．．．．．．．．．．．．．．．．．

される津波
．．．．．

をも取り上げ，両者を比較5 

した上で常に安全側になるよう，沿岸津波水位のより大きい方を対象津波と

して設定するものである。 

  この時，留意すべき事は，最大地震が必ずしも最大津波に対応するとは限
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

らない
．．．

ことである。地震が小さくとも津波の大きい「津波地震」があり得る
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことに配慮
．．．．．

しながら，地震の規模，震源の深さとその位置，発生する津波の10 

指向性等を総合的に評価した上で，対象津波の設定を行わなくてはならない」

との考え方を示した。 

(b) ４省庁報告書による日本海溝沿いを網羅した津波地震の想定 

  「７省庁手引き」の公表と並行して，建設省（当時）など４省庁は「７省

庁手引き」の策定と合わせて，１９９７（平成９）年３月に，「太平洋沿岸部15 

地震津波防災計画手法調査報告書」（「４省庁報告書」）を作成し，翌１９９８

（平成１０）年３月に公表した。 

  ４省庁報告書の想定地震の断層モデルの位置設定は，１８９６年明治三陸

地震及び１６７７年延宝房総沖地震という既往の津波地震に基づきつつ，既
．

往地震が確認されていない福島県沖を含む太平洋岸を網羅する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

という考え20 

方に立つものであった。 

(c) 被告東電が１９９８年推計において福島県沖の日本海溝に津波地震を想

定して原発の安全性を評価し，かつ規制行政庁に報告していたこと 

    「７省庁手引き」等が示した「想定される最大規模の地震津波」について

も考慮するという点に関しては，被告東電においても，当時，４省庁報告書25 

において示された「想定される最大規模の地震」を考慮に入れ，「既往地震を
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含めて太平洋沿岸を網羅するように設定する」という波源モデル設定の考え

方に沿って，実際に海底地形，海岸地形，防波堤等を詳細に反映させた高精

度の津波シミュレーションを実施して原発の安全性を評価し（「１９９８年

推計」），これを規制行政庁に報告していている。 

ｂ ２００２（平成１４）年２月の「津波評価技術」の公表により原子炉施設5 

に襲来する津波の推計手法について最新の知見が取りまとめられたこと 

  ２００２（平成１４）年２月に土木学会津波評価部会は，「津波評価技術」

を公表した。電事連の委託の目的からしても，「津波評価技術」は津波シミュ

レーションにおける推計の「誤差・バラツキ」についての対応を目的とする

ものであり，津波推計手法としては当時の最新の知見を取りまとめたもので10 

ある。 

  よって，同年７月の「長期評価」の公表を踏まえれば，遅くとも同年末ま

でには「長期評価」の津波地震の想定に基づいて福島第一原発に襲来し得る

津波（後の２００８年東電推計の示すＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの想定津波）につ

いて推計することが可能であった。 15 

ｃ 「津波評価技術」においては「想定最大」の考えに基づく「想定津波の設

定の考え方」を定めることはそもそも目的とはされておらず，実際にも「津

波評価技術」を規制基準とするとの正規の決定もなかったこと 

(a) 「津波評価技術」が想定すべき地震についての審査基準として採用され，

かつ合理的であったとの被告国の主張 20 

    被告国は，①原子力規制機関は，平成１４年２月以降，津波に対する安全

性の審査又は判断の基準として「津波評価技術と同様の考え方」を「採用」

していた，②「津波評価技術」の波源設定に関する考え方は，地震地体構造

の知見に基づいて「想定される最大規模の地震津波」を決定論的安全評価に

取り込むものであり合理性が認められると主張している。 25 

  しかし，被告国のこの主張は事実に反する。 
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(b) 「津波評価技術」においては，「想定最大」の考えに基づく「想定津波の設

定の考え方」を定めることはそもそも目的とはされていなかったこと 

  「津波評価技術」が電事連の委託に基づいて策定されるに至った経過の概

要は以下のとおりである。 

  すなわち，電事連は，「７省庁手引き」の内容が原子力発電所の津波対策の5 

あり方にも影響することを考慮し詳細な検討を行って，これに対する対応方

針を確定し，その結果を１９９７（平成９）年１０月１５日に「７省庁津波

に対する問題点及び今後の対応方針」（電事連「対応方針」）に取りまとめた。

電事連「対応方針」は，「７省庁手引き」等の示す津波対策の内容を分析し，

従来からの原子力事業者の考え方との大きな相違点を，①「対象とする津波10 

の想定」の問題と，②「津波推計における誤差」の問題という，二つに区別

して整理している。 

  電事連は，この二つの課題について，いわゆる「電力共通研究」を実施す

るに至ったが，この電力共通研究は，「高度化研究」と「体系化研究」の二つ

に区分されて調査・研究委託がなされたことが，電力中央研究所の所員で津15 

波評価部会にも関与した松山昌史氏らによって明らかにされている。 

  松山氏は，「７省庁手引き」等に対応した電事連「対応方針」に基づく「電

力共通研究は２件あり，１つはさまざまな波源の調査やそれに基づく数値計

算を行う『高度化研究』で，電力９社から（塗りつぶし）や（塗りつぶし）

等に委託して行われた。もう一つは，高度化研究の成果を踏まえ，学術的見20 

地から審議する『体系化研究』で，こちらが土木学会に委託された。津波評

価部会を作り，学識経験者と電力事業者が入って，いわゆる学会活動として

行われた。」と述べている。 

  １９９９（平成１１）年１１月に始まる津波評価部会による検討（体系化

研究）に先行して，１９９８（平成１０）年８月には，「電共研（電力共通研25 

究の略。引用注）高度化研究」が開始されるに至った。そして，「対象津波波
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源の種類，規模，位置等の検討」すなわち，地震・津波想定に関する波源の

考え方の検討は，この「高度化研究」において，１９９８（平成１０）年８

月から１９９９（平成１１）年８月までの期間を掛けて検討されたことが分

かる。そして，「高度化研究」の一環として，「対象津波波源の種類，規模，

位置等の検討」を担った機関は，「東電設計，三菱総研，ユニックＪＶ」とさ5 

れている。 

  以上より，電事連「対応方針」に基づいて実施されるに至った電力共通研

究のうち，「対象津波波源の種類，規模，位置等の検討」すなわち，地震・津

波想定に関する波源の考え方の検討については，「高度化研究」として東電

設計ら３社のコンサルタント会社に委託され，地震学者による関与や専門的10 

な学識を踏まえた詳細な検討もないままに取りまとめられたものであるこ

とが分かる。 

  これに対して，電事連から土木学会に委託されたのは，電力共通研究のう

ちの「体系化研究」であり，その目的は「誤差・バラツキ」への対応を主と

するものであり，かつ実際にも「津波評価技術」は，パラメータスタディと15 

いう手法を用いてこの「誤差・バラツキ」への対応を行うことを主眼として，

津波シミュレーションの手法を工学的に体系化することを目的とするもの

であった。 

  以上より，「津波評価技術」の公表によって得られた新たな知見は，波源の

不確定性や津波推計計算上の誤差・バラツキに対する対応として，パラメー20 

タスタディを中心として津波シミュレーションの手法の体系化を主とする

ものであり，原子炉施設における地震・津波に対する安全規制の審査基準の

定立，とりわけ「想定すべき地震についての基準」の定立は，そもそもその

目的とはされていなかった。 

(c) 保安院が法令に基づいて「津波評価技術」を安全規制の審査基準として正25 

規に採用した事実は認められないこと 
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  保安院が，想定すべき地震について「津波評価技術と同様の考え方」を審

査基準として採用したとの被告国の主張は，以下のとおり事実に反するもの

である。 

  すなわち， 

① 「津波評価技術」を審査基準として「採用」したとの被告国の主張自体が，5 

基準として採用した経過と時期，決定した機関，決定した内容等の具体的事

実の適時もなく，またそれを基礎づける証拠の指摘もない。 

② 保安院自体が，本件事故後に，国会事故調査委員会の照会に対して，「津波

評価技術」を「基準として採用していない」と回答している。 

③ 津波に対する安全性の審査又は判断の基準は，原子力安全委員会の安全設10 

計審査指針等によって既に示されており，民間の土木学会がこれに代わる審

査基準を定立する権限はそもそもない。 

④ 電事連から土木学会への委託の目的からしても，「津波評価技術」は津波

シミュレーションにおける推計の「誤差・バラツキ」についての対応を主た

る目的とするものであり，「想定最大」の考えに基づく「想定津波の設定の考15 

え方」を定めることはそもそも目的とはされていなかった（上述）。 

⑤ そもそも，民間の土木学会が法令に基づくことなく作成した「津波評価技

術」には原子炉の安全規制基準としての適格性がなく，かつ民間規格を法令

に基づく安全規制に取り入れる手続きも経ていない。 

  また，被規制者の電力関係者が津波評価部会の構成員の相当数を占め，そ20 

の経費を電気事業連合会が負担していたこと，策定手続きが非公開であった

ことなど，そもそも，民間規格を規制に援用するための適格性も認められな

い。 

⑥ 保安院は，「津波評価技術」の地震想定に基づく被告東電の２００２年推

計及びこれに基づく海水ポンプ等に対する防護工事施工について報告を受25 

けたものの，同推計及びこれに基づく防護措置について安全規制の観点から
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の検討を行っていないと明言している。 

  以上より，「津波評価技術」が原子炉施設において「想定すべき地震・津波

についての審査基準」として採用されたとの被告国の主張は事実にも反する。

そもそも，「津波評価技術」自体，「想定すべき地震・津波について基準」を

示すことを目的としているものではなかったのであるから，被告国の主張は5 

その前提からして誤りといわざるを得ない。 

ｄ 第１期津波評価部会では日本海溝寄りの津波地震の発生可能性について

は詳細な検討・議論はなされなかったのであるから，「『津波評価技術』が当

時の科学的知見を踏まえて福島県沖の日本海溝寄りには津波地震は想定さ

れないとした判断は合理的でありこれを採用した保安院の対応にも合理性10 

がある」との被告国の主張は前提に欠けること 

(a) 「津波評価技術」の地震想定に基づく２００２年推計により安全性を確認

した保安院の対応に合理性があるとの被告国の主張 

    被告国は，「津波評価技術」は，策定当時（平成１４年２月）の科学的知見

の集積を踏まえて客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見の評価15 

をした結果，福島県沖の海溝寄りの領域と三陸沖の海溝寄りの領域では地体

構造が異なると判断し，福島県沖の日本海溝寄りには津波地震は想定されな

いと判断したと主張し，「津波評価技術」の地震想定に基づいて安全性を確

認した規制対応が合理的であったとする。 

(b) 「津波評価技術」の地震想定は「想定される最大規模の地震・津波」につ20 

いての専門家による調査・審議及び判断を経たものではないこと 

  しかし，土木学会の第１期津波評価部会は津波推計手法の体系化を工学的

に検討することを目的としており，地震学の知見に基づき個別の領域におけ

る地震の発生可能性を検討することはそもそも目的としていなかった。 

  そのため，実際にも，土木学会の第１期津波評価部会では，個別の地震に25 

ついては検討されておらず，福島県沖の日本海溝寄りにおける津波地震の可
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能性をそもそも議論していない。このことは千葉地裁でなされた佐竹健治氏

の証言，東京高裁での今村文彦氏の証言によって繰り返し確認されたところ

である。 

(c) 「津波評価技術」の地震想定が「既往最大」＋パラメータスタディにとど

まるものであること 5 

  この点については，２０１６（平成２８）年に「津波評価技術」の改訂版

である「原子力発電所の津波評価技術 ２０１６」が作成された際にも，従

来の「津波評価技術」から改訂された主なポイントの解説のなかで，２００

２（平成１４）年版の「津波評価技術」では想定すべき「地震規模」につい

ては，「既往最大を基本
．．．．．．．

」とされていたと明示されているところである。 10 

  この点に関しては，被告国も，「津波評価技術」の日本海溝沿いの地震想定

が「既往最大の地震・津波」の考え方にとどまっていたこと自体については

これを認めた上で，「既往最大の地震想定に加えてパラメータスタディを行

うことで合理的である」と主張してきたところである。 

(d) 小括 15 

    以上より，「津波評価技術」の日本海溝沿いの地震想定が，「想定される最

大規模の地震・津波」についての専門家による調査・審議及び判断を経たも

のであるから合理的なものであったとの被告国の主張は失当である。 

ｅ 「長期評価」公表直後に「長期評価」を規制上考慮する必要はないとした

２００２年８月保安院対応が専門家による調査・審議を経たものではなく専20 

門技術的裁量を認める前提を欠くものであり著しく合理性を欠くこと 

(a) 被告国が保安院の対応が合理的であったことの根拠として挙げる「２００

２年８月保安院対応」について 

  推進本部は２００２（平成１４）年７月に，２００２年「長期評価」を公

表し，「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りのどこでもＭ８クラスの津波25 

地震が起こり得る」との判断を示した。被告国は，２００２（平成１４）年
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における「長期評価の見解」に対する経済産業大臣（保安院）の対応が合理

的であったと主張するが，その中心的な理由は，同年８月に保安院担当者（川

原修司氏・耐震班長）が，被告東電の津波担当者（高尾誠氏）に対して，「長

期評価の見解」の地震学上の根拠を確認させ，その報告に基づいて，「長期評

価の見解」の信用性が低いとして決定論に基づく規制には取り入れず確率論5 

的安全評価において取り扱うとの被告東電の方針を受け入れた対応（２００

２年８月保安院対応）に合理性があったとする。 

(b) ２００２年８月保安院対応が２０１８年に至るまで，各種事故調査報告書

においても，本訴でも２０１８年に至るまで，その存在すること自体が一切

示されることもなかったこと 10 

  しかし，被告国が，「長期評価の見解」に基づいて規制権限を行使しなかっ

た保安院の対応の合理性を基礎づける決定的事実とする「２００２年８月保

安院対応」については，被告東電の事故調査報告書，政府事故調査報告書及

び国会事故調査報告書においても，その存在自体についてさえ，何らの言及

もない。 15 

  また，２０１８年に至るまで，２００２（平成１４）年８月に保安院の川

原修司耐震班長と被告東電の高尾氏の間で，「長期評価」の信頼性を巡って

やり取りがあったこと自体，一切，主張もされていなかった。 

  そうしたところ，被告国は，他地裁で国賠法上の違法判断を受けたことな

どから，２０１８年になって，本訴でも，川原陳述書を提出するとともに，20 

保安院が取った合理的な対応の主張・立証として２００２年８月保安院対応

の事実を初めて主張するに至ったものである。 

  ３つの事故調査報告書においても２００２年８月保安院対応の存在自体

が示されることもなかったこと，本件事故から約６年半もの長期間にわたっ

て被告国においても被告東電においても２００２年８月保安院対応の存在25 

を公にすることがなかったこと，本訴でも２０１８年に至るまで，被告国に
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おいて，２００２年８月保安院対応によって安全規制上の適切な対応がなさ

れたとの主張が一切なされることがなかったことからすれば，２０１８年に

至るまで，被告国においても，２００２年８月保安院対応が「長期評価」の

津波地震の想定に対する適切な規制判断を示すものとは考えていかなった

ことが強く推定されるところである。 5 

  川原陳述書が示す２００２年８月保安院対応によって，経済産業大臣の規

制判断の合理性を基礎づけようとする被告国の新たな主張は，その主張がな

されるに至った経過からして信用性を欠くものといわざるを得ない。 

(c) 高尾メール以外には記録が一切存在せず，かつ規制判断をしたとされる川

原氏は記憶もしていないのであり川原陳述書の信用性は乏しいこと 10 

  川原陳述書には，被告東電の原子力技術部土木調査グループにおいて津波

対策を担当していた担当者（高尾誠氏）が，「長期評価」公表直後に，被告東

電の社内の関係者及び他の電力会社の津波担当者と情報交換したメール，並

びに「長期評価」について佐竹健治氏に照会した際のメールが資料として添

付されている。 15 

  これに対して，川原修司氏の陳述書の本文をみても，川原氏は「今から１

５年以上前の出来事で，正直言って，明確な記憶があるものではなく」（４

頁）と述べており，同氏は，ほとんど当時のことを記憶しておらず，もっぱ

ら添付のメールと書面を見てのコメントに終始している。 

  また，同氏が陳述に際して参考にした資料は高尾氏の上記メールに限られ20 

ている。保安院自体の記録は一切添付されておらず，川原氏の陳述でも言及

がない。 

  「長期評価」公表直後における被告東電と保安院の協議及び対応について

は，川原陳述書の証拠提出後に国会でも取り上げられたところであるが，被

告東電においても保安院においても，同陳述書添付の
．．．．．．

メール以外には
．．．．．．．

公的な
．．．

25 

記録
．．

が作成も
．．．．

保存
．．

も
．
されていな
．．．．．

い
．
ことが，国会における質疑を通じて確認さ
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れている。 

  以上より，高尾メールにのみ依存し２００２年８月保安院対応の合理性を

主張する被告国の主張は，それ自体信用性の乏しいものといわざるを得ない。 

(d) 「２００２年８月保安院対応」が著しく合理性を欠くこと 

   地震調査研究推進本部において第一線の地震学者による集団的な調査，審5 

議及び判断として，防災行政に生かされることを予定したものとして２００

２年「長期評価」が公表された以上，「長期評価」の津波地震の想定について

は適正かつ慎重な検証が求められる状況であった（この点は被告国も争わな

い。）。 

  これを踏まえれば，保安院が，「長期評価」の公表直後に自らは専門的な調10 

査・検討を行うことなく被告東電に「長期評価」の根拠を調べさせ，かつそ

の誤った報告
．．．．．

に基づいて，「長期評価」を決定論としては考慮しないとの被

告東電の方針を承認した対応（２００２年８月保安院対応）は，規制行政庁

としての調査義務を尽くしたものとはいえず著しく合理性を欠くものとい

わざるを得ない。 15 

  その要点を整理すれば，次のとおりである。 

① 保安院は，「長期評価」の津波地震の想定に地震学上の客観的かつ合理的

根拠があるか否かについて，自ら
．．

，地震調査研究推進本部に「長期評価」を

基礎づける知見の確認をすることもなく，また，地震学者らの専門家に確認

することも全く行っていない。 20 

② 上記①に代わり，保安院は，被規制者である被告東電に対して，「長期評

価」の津波地震の想定の根拠を確認し報告することを「宿題」として求めた

が，これは規制権限を有する者が「規制の要否を被規制者に確認する」とい

う本末転倒の対応というしかない（交通規制にあたる警察官が，規制の要否

を自動車運転手に確認するようなものである。）。 25 

  とりわけ，８月５日のヒアリングに際して，被告東電・高尾氏が，保安院



 

29 

 

の求めた津波シミュレーションの実施自体に４０分にわたり抵抗をした対

応からしても，「長期評価」を考慮することについての消極的な姿勢は明ら

かだったのであり，こうした「被規制者任せ」の対応自体，不適切であった

といわざるを得ない。 

③ 被告東電は，海溝型分科会の委員であった佐竹氏に対して，保安院の指示
．．．．．．

5 

に基づく原子炉施設の安全性に
．．．．．．．．．．．．．．

かかわる照会
．．．．．．

であ
．．

る
．
こと
．．

を秘匿したまま
．．．．．．．

，突

然のメールで個人的な意見の照会を行い，佐竹氏はこれに対して即座に個人

的な見解を極めて短いメールで応答したにすぎない。これでは，地震調査研

究推進本部において，長時間にわたり，多数の専門家が議論を尽くし，海溝

型分科会，長期評価部会，地震調査委員会という多層的な検討の場を経た判10 

断の過程を検証することは到底，期待できないものである。 

④ 意見聴取の対象者が佐竹氏だけに限定され，集団的な確認又は複数の専門

家の意見の確認がなされていない。 

  被告東電・高尾氏は，佐竹氏に意見聴取を行ったのみであり，他の専門家

の意見は聴取していない。「長期評価」については海溝型分科会が取りまと15 

めの実務を担った以上，その主査である島﨑邦彦氏への照会を欠落させたこ

とは合理的とはいえない。また，津波地震の第一人者である阿部勝征氏に対

しても，歴史地震の第一人者である都司嘉宣氏に対しても，意見照会をして

いない。 

  そもそも，原子炉の安全規制においては，必ずしも通説的見解として確立20 

していないとしても客観的かつ合理的根拠があればこれを考慮することが

求められる（この点は争いがない。）以上，異論を述べる専門家が一人いた
．．．．

と

いうことだけでは，これを考慮する必要がないとすることはできないはずの

ものである。よって，調査対象者が佐竹氏だけであったという点は，客観的

かつ合理的根拠の確認の手続きとして，そもそも不十分なものというしかな25 

い。 
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⑤ さらに，佐竹氏は慶長三陸地震
．．．．．．

等の評価
．．．．

について反対意見を述べたとコメ

ントしたにもかかわらず（資料⑤のメール），被告東電・高尾氏は，保安院に

対して，佐竹氏が「分科会では異論を唱えたが，分科会としてはどこでも起
．．．．．

こる
．．

と考えることとなった」と述べたとして，佐竹氏が「どこでも起こる」

という結論部分に
．．．．．

異論を
．．．

述べたか
．．．．

のように誤った説明を行った（資料⑥のメ5 

ール）。 

⑥ 高尾氏から保安院への被告東電の対応方針についての報告は，責任者の川

原氏に対してではなく，課員（資料⑥の「審査官」は誤り）の野田氏に対し

て行われ，しかも，他のテーマでのヒアリングの終了後の立ち話（口頭報告）

に過ぎない。 10 

  保安院側は，審査官でもない係官に留まる野田氏が，被告東電側の，重要

部分を欠落させて，佐竹氏の異論部分を誤って伝えた口頭報告を聞いて，慎

重な検討を経ることもなく「そうですか。分かりました。」として，「長期評

価」を安全規制において考慮しないという極めて重要な判断を行った（より

正しくは，権限を有するものが正規の決定をしたとも評価できず，なし崩し15 

的に規制対象としないという対応がとられるに至ったというに過ぎない。）。 

⑦ しかも，保安院は｢長期評価｣を津波想定の基礎にしないという判断プロセ

スを示す記録
．．

を保管しておらず
．．．．．．．．

，責任者である川原氏も記憶が
．．．

ない
．．

として，

かろうじて被告東電担当者・高尾氏がたまたま保存していたメールの記載内

容に基づいて当時の事実経過にコメントをすることしかできないという有20 

様である。 

  被告国は，保安院において，長期評価が公表された直後に，被告東電に対

し，長期評価の見解を踏まえても安全性が確保されているか否かの説明を求

め，その結果，理学的に成熟性が低いため直ちに規制に反映すべき知見では

ないと判断したとして予見義務を尽くしたとの反論を行っているが，これは25 

上記メールの内容からすれば黒を白というに等しいものである。 
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ｆ 「長期評価」の津波地震の想定について，専門家による調査，審議を
．．．．．．．．．．．．

経る
．．

ことないまま
．．．．．．

，原子炉の安全規制において考慮する必要はないとした２００

２年８月保安院対応が著しく合理性を欠くこと 

(a) 「長期評価」について防災行政を担う受け手側において検討評価が予定さ

れているとの被告国の主張 5 

  被告国は，推進本部の示す「長期評価」一般の知見について，その科学的

知見の成果を受け入れる「受け手」である防災行政を担う機関によって，こ

れを実際の施策に取り入れるか否かについて独自に判断がなされることを

予定しているものであり，推進本部という政府機関が出した見解だからとい

って，他の政府機関において無条件でこれを取り入れるべきものではないと10 

する。 

(b) 「長期評価」は防災行政で生かされることを目的とした災害の原因となる

自然現象についての専門家による集団的な調査，審議を踏まえた科学的評価

であること 

  推進本部は，地震防災対策特別措置法に基づいて「地震防災対策の強化を15 

図る」（１条）ために設置された政府機関であり，その目的としても，単に

「国民の防災意識の高揚」を目的とするものではなく，「地震に関する調査

研究の成果を社会に伝え，政府として一元的に推進
．．．．．．．．．．．

するために作られた組織」

である（推進本部自身によるホームページ上の紹介）。 

  推進本部は，地震学の知見を地震防災行政に生かすという同法の目的を踏20 

まえ，「地震調査研究の推進について」を策定して，「地震調査研究の成果を

地震防災対策に活かす方策を示す」という「長期評価」一般の策定目的と方

針を明示し，「地震調査研究の成果を地震防災対策に生かす
．．．．．．．．．．

」 ，「地震調査研

究の成果は，国民一般や防災関係機関等の具体的な対策に結び付く
．．．．．．．．．．．

情報とし

て提示されねばならない。」，「地震調査研究については，地震防災対策に活
．．．．．．．．

25 

用可能
．．．

なものとなるよう，防災関係機関の意見を十分踏まえるとともに，そ
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の成果は，順次，地震防災対策に活用
．．．．．．．．．

していくことが求められる。」 等，「長

期評価」について，地震防災対策・防災行政に活用されることを目指して知

見の集約を行うべきことを明示している。 

  かかる目的に沿って「長期評価」の策定が行われた以上，それを担う地震

調査委員会等に招集された地震学者等の専門家，及びその活動を支える事務5 

局は，「長期評価」が地震防災対策に生かされることを当然の前提として，地
．

震防災対策の基礎とするに足りる地震学上の知見の整理
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

を目指していたの

であり，このことは当然に共通の認識とされていたところである。 

  この点，下山憲治・一橋大学教授の意見書は，「長期評価」について，防災

を目的とした災害の原因となる自然現象についての科学的アセスメント（科10 

学的評価）であると端的に整理している。 

  すなわち，これを詳述すれば，「長期評価」は，「防災を目的」とした地震

等の自然現象についての科学的アセスメント（科学的評価）であることから，

真実の探求のみを唯一の目的とする地震学会等における純粋な理学的な営

みとは異なり，防災行政に生かすための地震学上の知見の「取りまとめ」が15 

行われるものであり，「地震防災対策の基礎とするに足りる地震学上の知見

の整理」が目的として明確に位置付けられ，参加する専門家の共通認識とさ

れていたところである。 

  他方で，「長期評価」は，地震学に基づく「科学的アセスメント（科学的評

価）」であることから，その策定に際しては，地震学の最新の知見についての20 

調査・審議を通じて，高度に専門的な判断
．．．．．．．．．

が求められるところである。その

ため，地震調査研究推進本部においては，「長期評価」一般の策定に際して

は，地震調査委員会，長期評価部会，海溝型分科会等の複層的な
．．．．

審議
．．

プロセ
．．．

ス
．
を設定し，その各段階において，それぞれ専門家

．．．
集団による調査・
．．．．．．．．

審議及
．．．

び判断
．．．

を行い，「地震防災対策の基礎とするに足りる客観的かつ合理的根拠25 

に基づいて地震学上の知見の整理」を行っているところである。 
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(c) 「長期評価」の津波地震の想定は，最も高度な安全性が求められる原子力

防災においては当然に尊重されるべきであり，防災行政上考慮する必要の有

無については，少なくとも専門家による調査審議及び判断を経る必要がある

こと 

  「長期評価」自体は，推進本部という政府機関が法令に基づいて防災行政5 

に生かすことを目的とし，防災行政の基礎に据えるに足りる地震学上の客観

的かつ合理的根拠のある知見を集約したものである。 

  そして，原子炉施設の防災行政（原子力安全規制）は，「万が一にも深刻な

災害が起こらないようにする」（伊方原発最判）とされるように，わが国にお

ける防災行政の中で，もっとも高度な安全性が要求される分野である。仮に，10 

原子力防災においても採用されないようなレベルにとどまる地震学上の知

見は，他の一般防災においても当然に採用の余地はないこととなる。こうし

た関係を踏まえれば，推進本部が取りまとめた「長期評価」による地震想定

は，保安院において無条件に採用が義務づけられるとまではいえないとして

も，少なくとも十分に尊重されるべきものである。 15 

  原子炉施設の地震・津波に対する安全規制において，推進本部の「長期評

価」が当然に尊重されるべきものである以上，原子力防災の上で考慮する必

要性の有無を判断するためには（とりわけ「長期評価」を規制上考慮しない

という判断をするためには），少なくとも専門家による調査審議及び判断を

経る必要がある。 20 

(d) 専門家による調査審議は不要だったとする被告国の主張に全く合理的な

根拠がないこと 

  この点について被告国は，２００２年８月保安院対応において，地震学者

ら専門家による集団的な調査審議及び判断を経ることなく，「長期評価」の

津波地震の想定を原子炉施設の安全規制において考慮する必要はないとい25 

う判断を行ったことについて，そもそも，「長期評価」の津波地震の想定には



 

34 

 

科学的根拠が存在していなかったことに照らすと，「審議会等を設置してそ

の科学的根拠の有無・程度を検討しなくとも」足りるものであったと述べて

いる。 

  しかし，「長期評価」の津波地震の想定に地震学上の客観的かつ合理的根

拠が認められるか否かについては，地震学上の高度に専門的な知見を踏まえ5 

なければ判断することはできないものである。 

  よって，「長期評価」の津波
．．．．．．．．．

地震の想定には科学的根拠が存在していなか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ったことに照らすと
．．．．．．．．．

，「審議会等を設置してその科学的根拠の有無・程度を

検討しなくとも」足りるものであったとの被告国の主張は，全く根拠を欠く

ものであり，「結論先取り」の誤った主張というしかない。 10 

  この点において，２００２年８月保安院対応の不合理性は明らかである。 

ｇ 確率論的安全評価で評価することは安全性を確保する実効性は全く期待

できないものであったこと 

(a) 「長期評価」を確率論で取り扱うとしたことに合理性があるとする被告国

の主張 15 

  ２００２年８月保安院対応の経過を見ると，被告東電担当者・高尾氏は，

同年８月２２日に，保安院の野田係官に， 

「・土木学会手法に基づいて確定論（引用者註：決定論のこと）的に検討するなら

ば，福島～茨城沖には津波地震は想定しない 

 ・ただし，電共研で実施する確率論（津波ハザード解析）では，そこで起こ20 

ることを分岐
．．

として扱うことはできるのでそのように対応したい」 

 として，「長期評価」の津波地震を決定論では考慮しないとの被告東電の方

針を報告した。 

  これに対して野田氏は，「はいそうですか。分かりました。」と回答した。 

  被告国は，「長期評価」の津波地震の想定を，決定論ではなく確率論で取り25 

扱うとした２００２年８月保安院対応に合理性があると主張する。 
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  しかし，これは失当というしかない。 

(b) 原告らの主張－確率論の手法開発で取り上げることは決定論による安全

規制に代わる措置として考慮するに足りるものではないこと 

  規制権限不行使の違法性が問われている事案において，規制権限の行使に

代わって規制行政庁の取った対応を，違法性を減殺する事情として考慮する5 

ためには，その代替的な対応が，規制法制の目的に照らして「規制権限の行

使に準じる実効性
．．．

」が認められる措置であることが必要とされるべきである。 

  そうしたところ， 

① 原子炉施設の安全規制においては決定論的安全評価によって高度の安全

性を確保すべきものとされていた。 10 

② 確率論的安全評価と決定論的安全評価は，それぞれ目的と手法が全く異な

るものであるから，双方の評価結果を比較対照して原子炉施設の安全評価を

より精緻にすることはあり得ても，確率論的安全評価によって決定論に基づ

く安全規制に代替することはそもそもできないものである。 

  以上より，「長期評価」を確率論の手法開発で取り上げることは，決定論に15 

よる安全規制に代わる措置として，違法性を減殺する事情とすることはでき

ない。 

③ さらに，津波についての確率論的安全評価は，「長期評価」公表当時その手

法の検討が緒についたばかりで，手法の確立のめどは立っていなかった（現

に本件事故に至るまで実用化に至っていない）。よって，「長期評価」の津波20 

地震の想定を，確率論的安全評価の津波ハザード解析手法の研究に際して，

一分岐として取り扱うことは，実際に稼働している福島第一原発の津波に対

する安全性を向上させる実効性は全く期待できないものであった。 

④ この点については，被告東電の担当者として，被告東電の対応方針を保安

院に説明し事実上の了承（黙認）をとりつけた高尾氏自身が，後に，確率論25 

で取り扱うという上記の対応方針に関して， 
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 「これまで推本の震源領域は，確立
ママ

論（引用者註：確率論の誤り）で議論すると

いうことで説明してきているが，この扱いをどうするかが非常に悩ましい

（確率論で
．．．．

評価するということは実質評価しないということ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

）。」と率直な説

明を行っているところである。 

  以上より，「長期評価」を確率論（津波ハザード解析）の一分岐として取り5 

扱うということは，規制権限行使に代わる実効性は全く認められないのであ

り，これをもって違法性を減殺する事情として考慮することもできないもの

である。 

(ｲ) 保安院が２００２年８月対応以降，本件事故に至るまで一貫して「長期評価」

の津波地震の想定についての検証を怠ったこと 10 

ａ ２００２年８月保安院対応以降，本件事故に至る前の間に原子炉施設の津

波に対する安全性の再検証をなす機会があったこと 

(a) スマトラ沖地震によるマドラス原発の被水事故について，２００６（平成

１８）年８月ころ安全情報検討会で検証を経たこと 

  ２００４（平成１６）年１２月２６日に，スマトラ沖地震に伴う津波によ15 

り，インドのマドラス原子力発電所２号機において，取水トンネルを通って

海水がポンプハウスに入り，非常用プロセス海水（ＥＰＳＷ）ポンプのモー

ターが水没し，運転不能となる事態が発生し，同月２８日には，保安院にこ

の情報がもたらされた。 

  保安院は，２００６（平成１８）年８月から９月にかけて安全情報検討会20 

において，この溢水事故について検討し，日本の津波対策について「設計基
．．．

準洪水（ＤＳＦ）の考え方はなし
．．．．．．．．．．．．．．．

。」，すなわち，津波については敷地高さを

想定される津波高さ以上のものとして津波の影響を受けないものとするこ

とが唯一の対策とされており，それ以上に，敷地を超える津波に関する詳細

な技術上の基準が定められていないことを確認した。そして，敷地高さを超25 

える津波に対する「具体的対策」として「防波堤の設置
．．．．．．

及び必要に応じて建
．



 

37 

 

屋出入り口に防護壁の設置
．．．．．．．．．．．．

」等の対策が考えられるとした。さらに，保安院

自ら，事故情報の管理表自体に，「緊急度及び重要度」として，「我が国の全

プラントで対策状況を確認する。必要ならば対策を立てるように指示する。

そうでないと『不作為』を問われる可能性がある
．．．．．．．．．．．．．．．．

。」とし，敷地を超える津波

対する対策の必要性を認識する機会（チャンス）を得た。 5 

(b) ２００６（平成１８）年５～６月に溢水勉強会による敷地浸水の危険の再

確認 

  保安院は，２００６（平成１８）年５～６月には，溢水勉強会による検証

を通じて，（既に２００２（平成１４）年において公知の事実ではあったが）

主要建屋敷地への浸水によってタービン建屋内に浸水が生じ非常用電源設10 

備が機能喪失することを，福島第一原発の現地調査に基づいて改めて確認し

た。 

(c) 原子力安全委員会による２００６（平成１８）年９月の耐震設計審査指針

の改訂における，地震随伴事象としての津波の位置付けの明確化 

  原子力安全委員会は，同年９月１９日，原子炉施設の安全規制において求15 

められる地震等に対する安全性の基準を示す耐震設計審査指針を改訂した。 

  改訂耐震設計審査指針は，津波を「地震随伴事象」として位置づけ，「施設

の供用期間中に極めてまれであるが発生する
．．．．．．．．．．．．．

可能性がある
．．．．．．

と想定すること
．．．．．．．

が
．
適切である津波
．．．．．．．

」をも考慮すべきことを改めて明示した。 

  原子力安全委員会の示す指針類に従って，原子炉等規制法，電気事業法に20 

基づいて実際に安全規制の権限を行使すべき保安院にとっては，原子力安全

委員会による耐震設計審査指針の改訂と津波の「地震随伴事象」としての位

置付けの明確化は，原子炉施設の津波防災対策を再検証する，従前の規制対

応に不十分な点がなかったかと見直す重要な機会であった。 

ｂ 「長期評価」の「津波地震の発生領域」の考え方に地震学上の客観的かつ25 

合理的根拠が認められることを示す知見がさらに蓄積されたこと 
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  「長期評価」公表後も，以下に述べるとおり，「長期評価」の津波地震の発

生領域」の考え方に地震学上の客観的かつ合理的根拠が認められることを示

す知見がさらに蓄積されていった。 

(a) 確率論のロジックツリーのアンケートにおいても「長期評価」の津波地震

の領域区分がアンケートの前提とされ，かつ「日本海溝の北部から南部のど5 

こでも津波地震が起こり得る」という「長期評価」の見解を支持する考え方

が多かった。 

  ２００２年「長期評価」の公表後，土木学会・津波評価部会においては，

第２期，及び第３期を通じて，確率論的安全評価に関する手法確立に向けて

の検討が進められ，その過程で，確率論的安全評価におけるロジックツリー10 

作成に向けて地震学者等に対するアンケート調査を２度にわたって実施し

た。このアンケートは，見解が分かれた事項については選択肢を漏れなく提

示し，各地震学者等に各分岐（選択肢）の確からしさを全体として合計１．

０となるように割り振って回答をしてもらい，その集計結果をもって，見解

が分かれる問題についての専門家の意見の分布状況を確認して，ロジックツ15 

リー作成の基礎情報とすることを目的とするものであった。 

  ２００２年「長期評価」が北から南まで間断なく津波地震・正断層型地震

が起こり得るとした「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄り」の領域につい

ては，津波評価部会のアンケートでは，下記のとおり，「日本海溝寄り
．．．．

の領域

を陸寄り
．．．

の領域と区別する」という点については見解が分かれることはない20 

という前提の下，「陸寄り」と区別された「海溝寄りの領域」について「ＪＴ

Ｔ」（津波地震の領域）及び「ＪＴＮＲ」（正断層型地震の領域）として，そ

の南北を通じた領域を間断なく区分してアンケートを実施した。 
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 左図が２００４（平成１６）年アンケートの区分図，右図が２００８（平成

２０）年のアンケートの区分図。いずれも，「海溝寄りの領域を陸寄りの領域

と区別すること」は地震学者に異論ないものとして，アンケートの当然の前5 

提としている。 

  なお，アンケート結果を合計すると，２００４（平成１６）年アンケート

では地震学者の意見を合計すると，「ＪＴＴ１～ＪＴＴ３は一体の領域であ

り，活動域内のどこでも津波地震が発生する」という見解が「０．６５」と

なり，「発生例のないＪＴＴ２は活動的でない」の「０．３５」を大きく上回10 

った。 

  ２００８（平成２０）年アンケートにおいても，分岐②の「活動域内のど

こでも津波地震が発生するが，北部領域に比べ南部ではすべり量が小さい」

は０．３５となり，分岐③の「活動域内のどこでも津波地震（１８９６年タ

イプ）が発生し，南部でも北部と同程度のすべり量の津波地震が発生する」15 
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は０．２５となり，これを合計すると「南北どこでも津波地震が起こる」と

いう考えが０.６となった。これに対して，分岐①の「過去に発生例がある三

陸沖（１６１１年，１８９６年の発生領域）と房総沖（１６７７年の発生領

域）のみで過去と同様の様式で津波地震が発生する」という「既往最大」の

考え方については０．４の重み付けにとどまった。 5 

  以上より，「日本海溝寄りのどこでもＭ８クラスの津波地震が起こり得る」

との「長期評価」の「津波地震の領域」についての考え方が多数の支持を得

ているといえる。 

(b) 第４期津波評価部会が決定論を前提としつつ日本海溝寄りのどこでも津

波地震が起こり得るという「長期評価」の「津波地震の領域」についての判10 

断が正しいことを改めて確認したこと 

  被告東電の土木調査グループは，「長期評価」を津波対策で考慮するとい

う方針を決定し２００８年推計まで行ったが，最終的には，同年７月３１日

の武藤裁定により，「長期評価」を前提とした津波対策は先送りされ，土木学

会に対し「長期評価」の津波地震の想定についての審議を依頼することとな15 

った。 

  これを受けて，土木学会・津波評価部会は，（規制上の要求として直ちに対

策が求められることとなる）決定論を
．．．．

前提
．．

として日本海溝寄りの津波地震に

ついて検討を進めた。その結果として，２０１０（平成２３）年１２月の津

波評価部会において，「三陸沖～房総沖海溝寄りのプレート間大地震（ＪＴ20 

Ｔ）について， 

 ・北部と南部を分割し，各活動領域内のどこでも
．．．．．．．．．．．

津波地震は
．．．．．

発生する
．．．．

が，北

部領域（ＪＴＴ１）に比べ南部（ＪＴＴ２）ではすべり量が小さい。南部（Ｊ

ＴＴ２）では１６７７（延宝房総沖地震のこと。引用注）を参考に設定する。」

という結論が異論なく承認された。 25 

ｃ 「長期評価」の公表を受け，津波地震の想定を踏まえた防護措置が原子力
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防災，一般防災を通じて現に採用され，また検討されたこと 

(a) 被告東電の津波対策部署は「長期評価」を前提とした防護措置が必要とし

て２００８年推計によってＯ.Ｐ.＋１５．７ｍ想定津波を確認したこと 

  被告東電の土木調査グループは，改訂された耐震設計審査指針に基づく耐

震バックチェックにおいては，保安院から「長期評価」の津波地震の想定を5 

考慮すべきとされることは避けがたいと判断し，被告東電としても，自ら進

んで「長期評価」を考慮すべきと結論づけ，これに基づいて２００８年推計

によりＯ.Ｐ.＋１５．７ｍ津波を予測するに至った（実際には，保安院には

そこまでの認識もなく，規制対応も土木調査グループが想定し（覚悟）した

以上に「緩い」（杜撰な）ものであったことは後述のとおりである。）。 10 

(b) 日本原電・東海第二原発では「長期評価」を前提として盛土による敷地へ

の浸水防止と建屋等の水密化の措置を現に講じたこと 

  日本原電は，耐震バックチェックを契機として，２００２年「長期評価」

の津波地震の想定を考慮して津波防護措置を実施した。 

  「長期評価」に基づく津波に対する防護措置として，一つには，津波の浸15 

水を低減することを目的として，防潮壁を設置する代わりに，当時，東海第

二原発で耐震対策のために実施していた地盤改良工事の過程で発生する排

泥を利用して盛土対策を講じることとして，同工事は，２００９（平成２１）

年５月２９日に工事が完了した。 

  この盛土による津波の敷地への遡上の低減のための措置と並んで，日本原20 

電は，２００２年「長期評価」に基づく津波想定に対する防護措置として，

建屋の水密化対策として，防水扉の設置（２箇所），防潮シャッターの設置

（１箇所），及び防潮堰の設置（６箇所）の各工事を実施し，同工事は，２０

０９（平成２１）年９月３０日に完了した。 

(c) 一般防災行政においても「長期評価」を前提とした防災施策が講じられた25 

こと 
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  ２００６（平成１８）年以降，国土交通省は一般防災として「長期評価」

の地震想定を前提として沖合のＧＰＳ波浪計の設置などの津波対策を現に

実施した。 

ｄ 保安院が２００２年８月保安院対応によって検討済みとして本件事故に

至るまで「長期評価」について再検証することがなかったこと 5 

  これに対して，保安院は，既に２００２年８月保安院対応において「長期

評価」の津波地震の想定は原子炉施設の安全規制上考慮する必要はないとい

う対応を行ったことの結果として，上記の再検証の必要性を基礎づける事態

にも関わらず，「長期評価」の津波地震の想定について，これを安全規制にお

いて考慮することの必要性を再検証することは一切なかった。 10 

  この点については，津波対策の責任者として保安院の安全審査官の職にあ

った川原修司氏及び名倉繁樹氏の供述・証言によって，保安院が，２００２

（平成１４）年から２０１１（平成２３）年に至るまで一貫して「長期評価」
．．．．．．

について検証の対象として視野に入れることもなかった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

事実が確認できる。 

  名倉氏は，耐震設計審査指針が改訂される直前の２００６（平成１８）６15 

月から本件事故に至るまで，保安院の安全審査官の職にあった。すなわち，

名倉氏は，耐震指針改訂後から本件事故に至るまで，耐震バックチェックを

含めて，津波に対する保安院による安全規制について，一貫して責任ある地

位にあったのであり，名倉氏の認識は，すなわち保安院の認識と評価される。

そして，名倉氏は上記のとおり，その在任期間を通じて，「長期評価」の津波20 

地震の想定を「長期評価」について，
．．．．．．．．．．．

安全規制において考慮する必要がある
．．．．．．．．．．．．．．．．．

か否かという
．．．．．．

検証の対象として視野に入れること自体がなかった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と証言し

ているところである。 

ｅ 保安院が「長期評価」の見解を再評価したとする被告国の主張が事実に反

すること 25 

  被告国は，２００２（平成１４）年以降，保安院において，規制の必要性
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を基礎づける新知見については必要に応じて随時収集・検討していたが，「長

期評価」については規制において考慮すべき知見と評価されることはなかっ

たと主張している。 

  しかし，被告国の主張は以下のとおり理由がない。 

(a) ＮＵＰＥＣ，ＪＮＥＳにおける検討について 5 

  財団法人原子力発電技術機構（ＮＵＰＥＣ），原子力安全基盤機構（ＪＮＥ

Ｓ）を通じての安全情報の収集については，そもそもＮＵＰＥＣ，ＪＮＥＳ

は保安院の補助機関にとどまり，既に決定されている「長期評価」について

の保安院の判断とは別に独自の検討をすることを予定しているものではな

い。 10 

  上記ｄのとおり，保安院の津波に対する安全規制の責任者の名倉氏自身が，

「長期評価」を再評価の対象として認識してもいない以上，ＪＮＥＳ等の補

助機関において，「長期評価」についていの独自の検証がなされないのは，当

然のことである。 

  よって，これらの補助機関が「長期評価」の再検証をしなかったことを理15 

由に，保安院が「長期評価」の再検討を行わなかったことを正当化する被告

国の主張は本末転倒の議論といわざるを得ない。 

(b) ２０１０（平成２２）年の新知見の評価報告書について 

  被告国が指摘する，２０１０（平成２２）年の新知見の評価報告書につい

ては，「平成２１年度に発表された文献等
．．．．．．．．．．．．．．．

について知見の整理・抽出」を行う20 

とされていたものであり，この対象期間以前に公表された知見を評価対象と

するものではなく，そもそも，２００２（平成１４）年に公表された２００

２年「長期評価」の津波地震の想定は，この調査対象には含まれてはいなか

った。 

  確かに，同報告書の付録の２頁においては，２００９（平成２１）年に２25 

００２年「長期評価」が一部改訂されたことが紹介され，かつこれについて，
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規制において考慮が必要な「新知見」とはされず「参考情報」にとどまるも

のとされている。しかし，そもそも，この「長期評価」の一部改訂は，２０

１８（平成２０）年に，陸寄りの領域である茨城県沖
．．．．．．．．．．．．．

で地震（Ｍ７．０）が

発生したことから，「茨城県沖」の領域における地震の長期評価を見直すこ

ととしたものに過ぎず，海溝寄りの領域については改訂はなされていない。5 

よって，同報告書の「長期評価」の一部改訂に関する評価は，陸寄りの「茨

城県沖」の領域における地震についての改訂を対象とするものであり，２０

０２年「長期評価」の海溝寄りの津波地震の発生可能性について新たに評価

を加えたものではない。同報告書も「長期評価」の津波地震の想定について，

改めて評価した「参考情報」にとどまるとしたものではない。 10 

(c) 溢水勉強会における検討について 

  被告国は，保安院等が行った溢水勉強会においても，「長期評価」の津波地

震の想定が取り上げられることはなかったと主張する。 

  しかし，そもそも，溢水勉強会は，主要建屋敷地高さを１ｍ超える浸水が

発生することを無前提に仮定して（すなわち，津波の襲来確率の評価を度外15 

視して）原子炉施設への影響を把握することを目的としたものである。 

  よって，被告国の主張は，従前の主張にも反するものであり，理由がない

ことは明らかである。 

(d) 耐震バックチェックの過程において「長期評価」が考慮されていないとの

指摘について 20 

  被告国は，２００６（平成１８）年の耐震設計審査指針の改訂を踏まえて

行われた，耐震バックチェックに際して，ＪＮＥＳ及び東北電力においても

「長期評価」の津波地震の想定が取り入れられておらず，また，被告東電の

中間報告においても「長期評価」は考慮されておらず，その検討にあたった

「地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ」においても，「長期評価」25 

に基づく検討が必要との意見は出されていないとして，「長期評価」の津波
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地震の想定に信頼性が認められないことが改めて確認されたとする。 

  しかし，被告国の主張に理由はない。 

i) 津波に対する規制の責任者である名倉氏自身が「長期評価」を再検証の

対象として視野に入れることはなかったと明言していること 

  上記ｄで見たとおり，耐震バックチェックの際に，保安院の安全審査官5 

として津波対策の責任者であった名倉繁樹氏は，保安院としては，２００

２（平成１４）年から２０１１（平成２３）年に至るまで一貫して「長期
．．．

評価」について検証の対象として視野に入れることもなかった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と明言して

いるところである。 

  耐震バックチェックによる行政指導にあたる規制行政庁の責任者が，10 

「長期評価」をおよそ検討の対象として視野に入れることもなかった以上，

耐震バックチェックの過程において，保安院から指導を受ける原子力事業

者や，保安院の補助機関であるＪＮＥＳ等において，「長期評価」が検討対

象に挙がらなかったことは，保安院の認識・姿勢の当然の反映といえるも

のである。 15 

  これらの機関においても「『長期評価』の信頼性が低いと評価されてい

た」のでこれを考慮しなかった保安院の対応も正当であったとする被告国

の主張は，自らの行為の当然の結果をもって自己の行為の正当化をするに

等しく，誤りというしかない。 

ii) 耐震バックチェックは「津波評価技術の地震想定」に沿って行われるこ20 

とが事実上予定されていたこと 

  保安院は，２００６（平成１８）年９月に，耐震設計審査指針の改訂に

伴って，「バックチェックルール」を定めて，原子力事業者に対して耐震バ

ックチェックを求めた。 

  しかし，保安院は，既に「２００２年８月保安院対応」によって，「津波25 

評価技術」の地震想定を考慮すれば足り「長期評価」の津波地震の想定は
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安全規制上考慮する必要はないという方針を事実上定めており，耐震バッ

クチェックの手続きの中においても，津波予測評価については，「津波評
．．．．

価技術」の地震想定
．．．．．．．．．

及び数値シミュレーションの手法によって行われるこ

とが事実上，前提とされていた。 

  この点は，政府事故調・中間報告書においても，「バックチェックルー5 

ル」の津波の想定及び津波シミュレーションについては，「土木学会の津

波評価技術の内容と酷似したものとなっている」とされているとおりであ

る。 

  耐震バックチェックに関与した今村文彦氏も，耐震バックチェックの在

り方について，「当時のバックチェックの考え方は，事業者の評価した数
．

10 

字が正しいかを確認
．．．．．．．．．

するとともに，ＪＮＥＳなどの方法で計算した値と比

べて妥当かをみようというもの。大きな視野でのチェックではなかった
．．．．．．．．．．．．．．．．．

。」

と，率直に述べているところである。 

iii)被告東電の中間報告は評価対象が地震動に限定されており津波は評価

対象とされていなかったこと 15 

  被告東電の「中間報告」には，「長期評価」の津波地震についての言及は

なかったが，そもそもこの「中間報告」は，評価対象が地震動に限定され

ており津波は評価対象とされていなかった。そして，津波地震は，地震動

による被害は想定されないものである。よって，地震動のみを評価対象と

する「中間報告」において，「長期評価」の津波地震の想定が検討対象とさ20 

れないことは当然であり，これをもって「長期評価」の津波地震の想定の

信頼性が否定されるものではない。 

  また，上記ワーキンググループは，耐震バックチェックルールに基づく

バックチェックの報告書の適否を検討することを目的とする会議であり，

前提となるバックチェックルール自体が，２００２年８月保安院対応に基25 

づいて「津波評価技術」の地震想定を事実上前提とし，かつ「中間報告」
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が地震動のみを評価対象としている以上，同ワーキンググループで「長期

評価」の知見が検討されないのも，当然の事態というべきものである。よ

って，同ワーキンググループの検討において，「長期評価」の津波地震の想

定が検討の俎上に載らなかったことをもって，「長期評価」の信頼性が低

いとすることはできない。 5 

iv) 小括 

  以上より，既に２００２年８月保安院対応によって，「長期評価」につい

ては規制上考慮することは要しないという保安院の方針が決定され，それ

が耐震バックチェックの期間を通じても維持されている以上，その補助機

関であるＮＵＰＥＣ及びＪＮＥＳ，更に保安院の指示に基づいて耐震バッ10 

クチェックを進める東北電力等において「長期評価」が独自に検討される

対象とならなかったこと，保安院の認識・姿勢の反映というべきものであ

り，これらの機関の対応を理由として保安院の対応を正当化する被告国の

主張に理由はない。 

(ｳ) 保安院は２００２年８月対応において，「長期評価」の津波地震を考慮する15 

必要はないとしたが，これが被告東電による津波対策の怠りを許すこととな

り，本件事故の発生の原因となったものであること 

ａ ２００６（平成１８）年に原子力安全委員会が耐震設計審査指針を改訂し，

これを受けて，保安院が耐震バックチェックを指示し，被告東電ら原子力事

業者が耐震バックチェックを具体的に進めることとなった。その経過の要点20 

は，次のとおりである。 

① 被告東電の土木調査グループは，「長期評価」の津波地震の想定に基づい

て津波対策を講じることが必要であるとの判断を固めるとともに，これを関

係電力会社にも伝えた，また，自らは２００８年推計を実施し「長期評価」

によって福島第一原発にＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波の襲来が想定されること25 

を認識した。 
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② 日本原電は，被告東電の土木調査グループとの連絡協議も踏まえ，東海第

二原発において「長期評価」の津波地震の想定を前提として，敷地への浸水

防止のための盛土と並んで建屋等の水密化等の津波対策を実施することと

し，これを２００９（平成２１）年までには完了させた。 

③ これに対して，被告東電においては，２００８（平成２０）年７月３１日5 

の武藤裁定により，「長期評価」に地震学上の根拠があるかについて専門家

（土木学会津波評価部会）に審議してもらうこととし，当面は「長期評価」

を前提とした津波対策は講じないこととして結論の先送りをした。 

④ 被告東電は２００８（平成２０）年を中心とする「長期評価」について検

討及びその一環としての２００８年推計の結果を保安院に報告していない。10 

日本原電も，東海第二原発において「長期評価」に基づく津波対策として盛

土による浸水防止措置と建屋等の水密化を実施したことについて保安院に

報告していない。逆に，保安院はこれらの原子力事業者の対応について，適

時に情報収集することができていなかった。 

ｂ ２００２年８月保安院対応は被告東電による２００８年対策先送りの口15 

実を与えることとなり本件事故の原因となったこと 

  被告東電による２００８年の津波対策の先送り（上記ａの③の武藤裁定）

の前後の経過を整理すると以下のとおりである。すなわち，２００２（平成

１４）年７月，推進本部「長期評価」は，地震学者の集団的な調査審議を踏

まえ，「（津波）地震の発生領域」について，「三陸沖北部から房総沖の日本海20 

溝寄りのどこでもＭ８クラスのプレート間地震（津波地震）が起こり得る」

という判断を示した。これを受けて，保安院・川原修司耐震班長は，８月５

日に，被告東電・高尾氏に津波シミュレーションを求めたもののその抵抗で

断念し，これに代わって「長期評価」の津波地震の想定について地震学上の

根拠の確認を求めた。しかし，これについても高尾氏から佐竹氏への簡易な25 

メール照会，及びこれに基づく不十分かつ不正確な結果報告に基づいて，専
．
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門家による調査審議を一切経ることもないまま
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，保安院・野田係官は，同月

２２日，「長期評価」を決定論では考慮しないとした被告東電の方針を，立ち

話で「はいそうですか。分かりました。」黙認するに至った（２００２年８月

保安院対応）。 

  これによって，保安院と被告東電・電事連の間においては，「長期評価」の5 

津波地震の想定を安全対策上は考慮する必要はないという「曖昧な了解
．．．．．

」が

続くこととなり，以後，「長期評価」の津波地震についての検討は，確率論の

ロジックツリーの一つの分岐としての扱いにとどまった（被告東電担当者の高

尾氏は「確率論で評価するということは実質評価しないこと」としている。）。 

  ただし，第２期，第３期の津波評価部会の確率論の検討においても，巨大10 

な津波をもたらす津波地震（及び正断層型地震）が発生する領域として，「陸

寄り」の領域と区別して，「海溝寄り」の「三陸沖北部から房総沖の日本海溝

寄り」という領域区分を行うことは，２００４（平成１６）年及び２００８

（平成２０）年の２度のアンケートでも当然の前提とされ，かつ地震学者等

のアンケート結果においては「日本海溝寄りのどこでも津波地震が起こる」15 

という見解がいずれも優勢を占めた。 

  こうした中，２００６（平成１８）年の耐震設計審査指針の改訂を契機に，

再度，「長期評価」を津波防災対策で考慮する必要が検討されるに至った。被

告東電の土木調査グループは，保安院から「長期評価」の津波地震の想定を

考慮すべきとされることは避けがたいと判断し（実際には保安院はそこまで20 

の認識はなかった。）「長期評価」に基づく津波対策が必要との判断を固め，

これに基づいて２００８年推計によってＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波を予測す

るに至った。日本原電も「長期評価」の津波地震の想定に基づいて，敷地へ

の浸水に対する盛土による防護措置に合わせて建屋等の水密化の津波対策

を実施し２００９（平成２１）年までに完成させるに至った。 25 

  こうした対応に反して，被告東電の経営層は，２００６（平成１８）年７
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月の武藤裁定により，土木学会に「長期評価」の津波地震についての検討を

委託するとして，津波対策を先送りした。こうした被告東電の対応は，「『長

期評価』は決定論による規制上では考慮する必要はない」とする２００２年

８月保安院対応があって初めて可能なものであった。 

  被告東電の委託に基づいて決定論に基づく検討を行った第４期津波評価5 

部会においては，２０１０（平成２２）年１２月に「日本海溝寄りのどこで

も津波地震が起こる」と異論なく確認された。これに基づいて，２０１１（平

成２３）年３月７日に被告東電は保安院に２００８年推計のＯ.Ｐ.＋１５．

７ｍ津波を報告したが，保安院は何らの対応も指示しなかった。その４日後

に，本件地震・津波が発生し，本件事故に至った。 10 

  本件事故の直接の原因は福島第一原発の主要建屋敷地（Ｏ.Ｐ.＋１０ｍ盤）

に津波が遡上したことによるものである。そして，本件地震は「広域の連動

型地震」と「海溝寄りの津波地震」が合わせて発生したものであるが，本件

事故の原因となった「１０ｍ盤に遡上した極端に大きな高さの津波」は，「長

期評価」が警告した海溝寄りの津波地震タイプの地震による津波であった。 15 

  ２００２（平成１４）年に「長期評価」が公表された時点において，保安

院が「長期評価」の津波地震の想定について専門家の調査審議を踏まえ真摯

に対応していれば，津波地震の襲来の予見は十分に可能だったといえる。よ

って，こうした対応を怠った２００２年８月保安院対応は，被告東電による

対策の先送りを容認し，結果として本件事故の直接の原因となったものであ20 

り，原子力安全規制に関する法令の趣旨，目的に照らして，著しく合理性を

欠くものであったといえる。 

(ｴ) ２００２年「長期評価」には原子力安全規制を基礎づけるだけの地震学上の

客観的かつ合理的根拠が認められること 

ａ 「長期評価」の基本的性格と信頼性について 25 

(a) 推進本部の法令上の根拠と目的 
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  推進本部は，地震についての単なる研究機関ではない。調査研究の成果を

収集・整理・分析
．．．．．．．．

し，国の地震防災対策の強化に役立てるための総合的な評
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

価
．
を行うことを法令に基づいて

．．．．．．．
目的とする国の機関

．．．．
である。 

  推進本部は，この目的を達成するため，多数の専門家により構成される地

震調査委員会・部会（長期評価部会等）・分科会（海溝型分科会等）を設置し5 

ていた。また，専門家らの活動を支えるための地震学に関する専門知識を有

する事務局，これらの活動を支える財政的な基礎をも有していた。 

(b) 「長期評価」の基本的性格－「防災行政に生かす」という目的性と，専門

家による調査審議を通じ「科学的評価を取りまとめる」という集団的専門性 

i) 「防災行政に生かす」という目的性 10 

  推進本部は，地震学の知見を地震防災行政に生かすという法の目的を踏

まえ，「地震調査研究の推進について」を策定して，「地震調査研究の成果

を地震防災対策に活かす方策を示す」という「長期評価」一般の策定目的

と方針を明示し，「地震調査研究の成果を地震防災対策に生かす
．．．．．．．．．．

」 ，「地震

調査研究の成果は，国民一般や防災関係機関等の具体的な対策に結び付く
．．．．．．．．．．．

15 

情報として提示されねばならない。」，「地震調査研究については，地震防
．．．

災対策に活用可能
．．．．．．．．

なものとなるよう，防災関係機関の意見を十分踏まえる

とともに，その成果は，順次，地震防災対策に活用
．．．．．．．．．

していくことが求めら

れる。」 等，「長期評価」について，地震防災対策・防災行政に活用される

ことを目指して知見の集約を行うべきことを明示している（「防災行政に20 

生かす」という目的性）。 

  かかる目的に沿って「長期評価」の策定が行われた以上，それを担う地

震調査委員会等に招集された地震学者等の専門家，及びその活動を支える

事務局は，「長期評価」が地震防災対策に生かされることを当然の前提と

して，地震防災対策の基礎とするに足りる地震学上の知見の整理
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

を目指し25 

ていたのであり，このことは当然に共通の認識とされていたところである。 
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ii) 専門家による調査審議を通じ「科学的評価を取りまとめる」という集団

的専門性 

  他方で，「長期評価」は，地震学に基づく「科学的アセスメント（科学的

評価）」であることから，その策定に際しては，地震学の最新の知見につい

ての調査・審議を踏まえ，高度に専門的な判断
．．．．．．．．．

が求められるところである。5 

そのため，地震調査研究推進本部においては，「長期評価」一般の策定に際

しては，地震調査委員会，長期評価部会，海溝型分科会等の複層的な
．．．．

審議
．．

プロセス
．．．．

を設定し，その各段階において，それぞれ専門家
．．．

集団による調査・
．．．．．．．．

審議及び判断
．．．．．．

を行い，「地震防災対策の基礎とするに足りる客観的かつ合

理的根拠に基づいて地震学上の知見の整理」を行っているところである10 

（集団的専門性）。 

ｂ 「長期評価」の津波地震の定義と津波地震の想定についての３つの判断 

(a) 地震学の知見の進展を踏まえた「津波地震」の定義の合理性 

  ２００２年「長期評価」は，「津波地震」について，「断層が通常よりゆっ

くりとずれて，人が感じる揺れが小さくても，発生する津波の規模が大きく15 

なる地震のことである。この報告書では，Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以

上大きい（阿部，１９９８参照）か，津波による顕著な災害が記録されてい

るにも係わらず顕著な震害が記録されていないものについて津波地震とし

て扱うことにした」と定義している。 

  これは，津波地震に関する過去の知見とその進展を踏まえた上で，観測数20 

値に基づき区別可能な基準（阿部）と，観測数値が明らかではない歴史地震

からも津波地震を評価しうる基準を総合した定義である。 

  津波地震が発生するメカニズムは，「長期評価」公表当時も解明されてお

らず（この点に争いはない。）当時様々な見解が出されていたが（被告国が強

調する海溝付近の付加体による説明もその一つである。），いずれも仮説の段25 

階にとどまっており ，「長期評価」においては，発生メカニズムを「津波地
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震」の定義に取り込むことは意識的に回避されている。 

(b) 「長期評価」の津波地震の想定が３つの判断からなっていること 

  ２００２年「長期評価」の津波地震についての判断は，（その取りまとめ内

容に沿って正確に整理すると）次の３項目の判断からなっている。 

① 「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りのどこでもＭ８クラスのプレート5 

間地震（津波地震）が起こりうる」という「地震の発生領域」についての判

断， 

② 「過去に発生した地震のＭｔ等を参考にして，Ｍ８．２前後と推定される」

という「地震の規模」についての判断， 

③ これらの判断に基づき，「震源域」（断層モデル）としては近代的な観測に10 

より断層モデルが確定している明治三陸地震を参考にすべきとの判断 

  この点，被告国は，「明治三陸地震と同様の津波地震
．．．．．．．．．．．．．．

が三陸沖北部から房

総沖の日本海溝寄り領域内のどこでも発生する可能性がある」とするのが

「長期評価の見解」であるとし，「長期評価」の内容を離れて独自に定義し，

これを繰り返し主張している。しかし，「長期評価」の津波地震についての３15 

つの判断のうち，明治三陸地震と特定して直接に関連付けがなされているの

は，３つ目の「震源域」（断層モデル）のみであり，「地震の発生領域」や「地

震の規模」においては，明治三陸地震との直接の関連付けはなされていない。 

  「明治三陸地震と同様の津波地震」という言い回しを用いた被告国の主張

は，あたかも，「長期評価」が１８９６年明治三陸地震タイプ
．．．．．．．

の津波地震，す20 

なわち「海溝付近に付加体があり，沈み込むプレートに凹凸がある領域で生

じる津波地震」が日本海溝寄りのどこでも発生すると判断したかのようにい

う点で，「長期評価」の内容を正解しないものである（その上で，この誤った

理解にたって「長期評価」の批判を展開している。）。 

  上記３つの判断のうち，「地震の規模」及び「震源域」（断層モデル）につ25 

いては実質的に異論がない。 
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  よって，「長期評価」の信頼性について，本件で主に検討の対象とされるべ

きは，「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りのどこでもＭ８クラスのプレ

ート間地震（津波地震）が起こりうる」という「地震の発生領域」について

の判断である。 

  「１８９６年明治三陸地震のような，付加体タイプの津波地震が日本海溝5 

のどこでも起こり得るか否か」ではない。 

ｃ 「長期評価」の「津波地震の発生領域」の判断に地震学上の客観的かつ合

理的根拠が認められること 

(a) 「津波地震の発生領域」についての二つ構成要素 

  「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りのどこでもＭ８クラスのプレート10 

間地震（津波地震）が起こりうる」という「津波地震の発生領域」について

の判断は，より詳細に検討すると，次の二つの判断からなっている。 

 すなわち， 

  第１には，「三陸沖から房総沖の日本海溝沿い
．．

」という全体の領域につい

て，（大きな津波は想定されない）「陸寄りの領域」と区別して，（大きな津波15 

をもたらす地震が起こり得る）三陸沖北部から房総沖の「日本海溝寄り
．．

」と

いう領域区分を行うべきという判断である（以下，「陸寄りと海溝寄りを区

別する領域区分の考え方」という。）。 

  第２には，この「陸寄りと海溝寄りを区別する領域区分の考え方」を前提

とした上で，既往地震が確認できるのは三陸沖と房総沖に限られるものの，20 

長期的な評価としては，「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りのど
．
こでも
．．．

Ｍ８クラスのプレート間地震（津波地震）が起こりうる」という判断である。 

(b) 津波地震に着目して「陸寄りと海溝寄りを区別する領域区分」することに

合理性があること 

  「既往最大」に囚われずに「想定される最大規模の地震・津波」の発生可25 

能性を検討するに際しては，同様な地震が発生すると想定される領域を区分
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することがその出発点となる。 

  これを，「津波地震」について見れば， 

① 津波地震は，巨大な低周波地震であり「地震の規模に比して津波が巨大に

なる」という特異な類型の地震であること， 

② その発生領域についても，世界的にも，日本海溝においても，「海溝軸寄り5 

のプレート境界の浅いところにおいて発生する」という特異性が認められる

こと， 

③ わが国においても津波地震によって繰り返し甚大な被害がもたらされて

きたこと， 

④ さらに，「７省庁手引き」が，津波防災行政において「地震が小さくとも津10 

波の大きい『津波地震』があり得ることに配慮」を求めていること， 

 などが指摘できるのであり，こうした地震の起り方や性質の共通性を考慮す

れば，「長期評価」が，津波地震に着目し，「陸寄り」と区別された「日本海

溝寄り」の領域区分を採用したことについては，十分に合理性が認められる

ところである。 15 

  さらに，実際の知見の進展状況を確認しても，津波の危険性に着目した「陸

寄りと海溝寄りを区別する領域区分の考え方」については，「長期評価」公表

後の津波評価部会（第２期及び第３期）の確率論的安全評価のアンケートに

おいても，決定論に基づいて検討した第４期津波評価部会においても当然の

前提とされていることに明らかなように，少なくとも，「長期評価」公表後に20 

おいては，異論がないものといえる（仮に異論があれば，確率論的安全評価

のアンケートにおいて，陸寄りと海溝寄りを区別しない領域区分の考え方が

選択肢と提示されるはずである。）。 

  「陸寄りと海溝寄りを区別する領域区分の考え方」に地震学上の合理性が

認められることは，下記一覧表を参照すれば一目瞭然である。 25 
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(c) 日本海溝寄りの「どこでも起こり得る」との判断に合理的根拠があること 

  「地震の発生領域」についての「長期評価」の判断のうち，特に，福島県

沖等，既往地震が確認されていない領域を含め「どこでも起こり得る」との

判断の合理的根拠は次のとおりである。 5 

i) 津波地震が巨大な低周波地震であること 

  津波地震が海溝寄りの巨大な低周波地震であるとの知見が２００２年「長

期評価」以前に確立しており，「長期評価」策定の基礎となっていた。 

  深尾・神定論文については，地震学者の松澤暢氏も刑事事件での証言にお

いて，同論文を非常に有名であると述べ同論文を引用した自身の２００３年10 

論文について，「低周波地震に注目していたのは深尾・神定があって…（中

略）…１８９６年と同じような特徴を持つところが福島県沖南部から茨城県

沖にあって…（中略）これは，もしかして何か関係あるかもしれない」と考

えて論文を作成した旨を証言している。 



 

57 

 

ii) 津波地震が日本海溝でも世界的に見ても，海溝寄りで固有に発生している

こと 

  近代的観測が可能になって以降に発生した明治三陸地震（１８９６年），

アリューシャン地震（１９４６年），ニカラグア地震（１９９２年），ジャワ

地震（１９９４年），ペルー地震（１９９６年）等の津波地震は，地震計記録5 

や験潮所の津波波形の分析により，いずれも海溝軸近傍のプレート境界で起

こっていることが確認されている。 

iii)日本海溝は南北を通じてプレート境界の構造に同一性があること 

  ２００２年「長期評価」は，津波地震について「過去に知られている１６

１１年の地震および１８９６年の地震は，津波数値計算等から得られた震源10 

モデルから，海溝軸付近に位置することが判っている…（中略）…しかし，

過去の同様の地震の発生例は少なく，このタイプの地震が特定の三陸沖にの

み発生する固有地震であるとは断定できない。そこで，同じ構造
．．．．

をもつプレ

ート境界の海溝付近に，同様に発生する可能性があるとし，場所は特定でき

ないとした（以下略）」とする。 15 

  上記の「同じ構造」の意味について，海溝型分科会主査であった島﨑邦彦

氏は，「プレートとしては…（中略）…沈み込んでから余り相対的にいえば時

間がたってない，そういうところにある。それは，北から南までみんな同じ
．．．．．．．．．．．

ですので，ここで津波地震が起きているからどこかは起きないだとか，そう

いうことは言えない，どこでも同じように起こる可能性をもっている（以下20 

略）」と述べ，同分科会の委員であった阿部勝征氏も「連続した１つのプレー
．．．．．．．．．．

トであるので
．．．．．．

，三陸沖で起きた津波地震は，その隣の福島沖や茨城沖でも起

きるだろうと考えました。」と同趣旨を述べている。 

iv) 日本海溝寄りに南北を通じて過去に３つの津波地震が発生していること 

  「長期評価」を策定した海溝型分科会では，地震学の専門家による充実し25 

た議論・検討を経て，日本海溝寄りの領域で過去に３つの津波地震が発生し
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たと評価した。 

  その際，異なる意見（例えば１６１１年慶長三陸地震の発生位置につき北

海道とする佐竹氏の異論，１６７７年延宝房総沖地震は陸寄りで発生したと

の石橋克彦氏の異論等）についても丁寧な議論・検討がなされ，歴史資料に

基づき，根拠をもってこれを退けている。 5 

v) 日本海溝でも，世界的に見ても，津波地震は海溝寄りの付加体のない領域
．．．．．．．．

でも
．．

発生していること 

  ペルー地震（１９６０年），ニカラグア地震（１９９２年）など，海溝付近

に付加体が形成されていない領域でも津波地震が発生しているとの知見が，

２００２（平成１４）年当時すでに明らかになっていた。この点については，10 

今村文彦氏が証言で認めており，佐竹・谷岡・今村各氏の当時の論文からも

確認できる。 

  また，海溝型分科会においては，付加体の
．．．．

ない
．．

南部の房総沖で起きた延宝

房総沖地震について，歴史地震研究の成果を踏まえ，宮城県の岩沼において

も甚大な津波被害が記録されていることなどについての詳細な議論を経て，15 

日本海溝寄りの津波地震であると判断されている。 

  今村証人も，１６７７年延宝房総沖地震は，ペルー地震やニカラグア地震

と同様に，海溝付近に付加体が形成されていない場所で発生した津波地震で

あると証言した。 

ｄ 津波地震の想定領域について付加体等の海底地形と関連付ける考えは仮20 

説に過ぎず地震想定のための領域区分に据えることができないものであっ

たこと 

(a) 被告国の主張 

  被告国は，一般論として，既往地震が確認できない領域に地震を想定する

ことができるのは「地震地体構造の同一性」が認められる場合に限られ，か25 

つ，「地震地体構造の同一性」があるというためには，既往地震のメカニズム
．．．．．
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等が特定
．．．．

され，かつ既往地震の発生領域と既往地震が確認できない領域との

間にそのメカニズムを踏まえて同一性，近似性が認められる場合に限られる

とする（「メカニズムの解明を踏まえた『地震地体構造の同一性』限定の考え

方」）。 

  これを前提として，２００２（平成１４）年当時，「津波地震は海溝軸付近5 

に付加体が存在するなど特殊な海底構造によって発生する」との考え方が支

配的であったとし，かかる観点で三陸沖と同一性が認められない福島沖には

明治三陸地震と同様の地震が発生するとは考えられなかったと主張するに

至った（「津波地震の付加体メカニズム論大勢説」）。 

(b) 「メカニズムの解明を踏まえた『地震地体構造の同一性』限定の考え方」10 

は被告国が２０１８年に至り主張するに至った独自の見解であり地震学者

の共通の認識に反すること 

  そもそも，推進本部が「長期評価」作成の指針を取りまとめた「地震調査

研究の推進について」においても，防災行政に生かす海溝型地震の調査研究

の取りまとめに際して，「将来の地震想定に際して既往地震のメカニズムの15 

解明が必須の前提である」とか，「メカニズムの解明された既往地震の情報

に限って考慮する」などの限定をしていない。 

  当然のことながら，地震調査委員会，長期評価部会，及び海溝型分科会等

においても，既往地震が他の領域でも想定できるとするためには既往地震の

メカニズムの解明が必須の前提であるという意見はどの専門家からも出さ20 

れていない。 

  すなわち，「想定される最大規模の地震・津波」を検討するに際して「既往

地震のメカニズムの解明が必須の前提」となるものではないことは，地震調

査委員会，長期評価部会，及び海溝型分科会等に参加した専門家においても

当然の共通認識だったのであり，被告国の主張する「メカニズムの解明を踏25 

まえた『地震地体構造の同一性』限定の考え方」は，被告国が２０１８年に
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至り主張するに至った独自の見解というしかない。 

(c) 海溝型分科会の審議の過程においても発生メカニズムに関連付けること

なく，既往地震が確認されていない領域についても津波地震の発生可能性が

検討され意見集約がなされたこと 

  津波地震に関する「長期評価」を取りまとめた海溝型分科会の議論の経過5 

を踏まえても， 

① 津波地震の発生メカニズムが未解明であることは当然の前提たる共通認

識であり，海溝型分科会における議論においては将来における津波地震の想

定の評価についてそのメカニズムの解明が必須の前提とはされていなかっ

た。 10 

② 海溝型分科会における実際の審議経過を見ても， 

  第一に津波地震の発生メカニズムを付加体と関連付ける発言は一切なさ

れていない。 

  第二に付加体及びホルスト・グラベン構造に関する谷岡・佐竹論文は「長

期評価」の参考文献にも採用されていない。 15 

③ 海溝型分科会の調査・審議の全過程を通じても，谷岡・佐竹論文の執筆者

の佐竹氏からも，また阿部勝征氏等の我が国を代表する地震学者からも，付

加体に基づくメカニズムと津波地震の発生を関連付ける問題提起も一切な

かった。 

  などから，そもそも，津波地震の想定をその発生メカニズムと関連付ける20 

考え方は議論の前提とされていないことは明らかである。 

(d) 津波地震の発生メカニズムを付加体に基づいて説明する考え方は一つの

仮説にとどまり付加体説が大勢を占めていたとの被告国の主張が誤りであ

ること 

  「長期評価」公表当時の知見を踏まえれば， 25 

  第１に，津波地震がペルー（１９６０年）やニカラグア（１９９２年）の
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ように付加体の形成されていない，あるいは大規模な付加体の存在が報告さ

れていない領域でも発生しているという事実が確認されていた。 

  第２に，津波地震の定量的な定義を提唱した阿部勝征氏自身も，「津波地

震の発生メカニズムについての研究は進んでいるが，現象自体が希なことも

あって全体像が明らかにされたというにはまだ至っていない」とし，また「津5 

波地震の事例が少ないために，その全体像が明らかになったとはいえない」

としており，付加体に関連付ける仮説を含めてメカニズムの解明に至ってい

ないことを繰り返し確認している。 

  第３に，日本海溝寄りの南部においては海溝付近に付加体が存在しないと

いう点では争いはなかった。その南部においても，津波地震であるとされる10 

延宝房総沖地震が発生しているという事実からは，当然，付加体の有無は津

波地震の発生に影響しない
．．．．．

との結論が導かれる（付加体がないことは津波地

震の発生を否定する理由とはならない。）。 

  第４に，「付加体が津波地震の発生に影響を与えていることを指摘する知

見」が「大勢を占めて」いたのであれば，２００２年「長期評価」策定過程15 

の議論において佐竹氏が，その旨の意見表明をし，議論や結果に影響を与え

る筈である。しかし，実際には佐竹氏を含め，海溝型分科会において付加体

の有無が津波地震の発生に影響するという意見は全く出ていない。 

  第５に，津波地震の発生を海溝軸付近の付加体の存在と関連付けるメカニ

ズムを提唱した佐竹氏らの見解について，これを比較的に支持する松澤氏に20 

おいても，あくまで付加体に基づくメカニズムの説明を一つの「仮説」に過

ぎないとし，かつ将来における地震発生の評価には「使えない」としている

のである。 

(e) 津波地震の発生想定の検討に際して付加体の存在をその基礎に据える考

え方は「長期評価」の前後を通じて一貫して採用されてこなかったこと 25 

  「長期評価」を策定した海溝型分科会に限らず，「長期評価」の公表の前後
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を通じて，津波地震の発生想定の検討に際して付加体の存在をその基礎に据

える考え方は，一貫して，採用されてこなかった。すなわち， 

① 「４省庁報告書」は，付加体の有無にかかわらず
．．．．．．．．．．．．

，日本海溝沿いの（南北

を通じて）網羅するように津波地震の発生を想定すべきとした。 

② 「津波評価技術」を策定した土木学会津波評価部会（第１期）は，付加体5 

のない日本海溝南部においても１６７７年延宝房総沖地震という津波地震

が発生したと判断し，津波地震のメカニズムとして付加体の存在を前提とし
．．．．．．．．．．．

ていない
．．．．

。 

③ 津波評価部会（第２期及び第３期）が実施した日本海溝寄りの津波地震の

発生想定に関する確率論に関連するアンケートでは，付加体の存在しない日
．．．．．．．．．．

10 

本海溝南部でも津波地震が起こりうる
．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことが当然の前提とされ，地震学者等

の見解もこれを支持していた。 

④ 津波評価部会（第４期）における決定論を前提とした津波地震の想定にお

いても，付加体の存在しない日本海溝南部で津波地震が発生し得る
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

とするこ

とについて異論がなかった。 15 

⑤ 谷岡・佐竹論文自体においても，「海溝近くの海底の起伏の大きさと大地

震の関係は，今のところ三陸沖だけ
．．．．．

で確認されただけであり，どの津波地震
．．．．．．

にも
．．

この発生機構があてはまるかどうかは，今後の研究を待たなければなら
．．．．．．．．．．．．．．

ない
．．

。」と，同論文の津波地震のメカニズムについての仮説が三陸沖だけを

対象とした説明であり，その他の領域については「今後の研究を待つ」とし20 

て，同論文の射程を限定している。そして，「どの津波地震にも」あるように，

付加体が発生メカニズムに関与すると推定される明治三陸タイプ以外の津

波地震が存在することを当然の前提としている。 

  以上から明らかなように，「長期評価」の公表の前後を通じて，津波地震の

発生想定の検討に際して付加体の存在をその基礎に据える考え方は「長期評25 

価」の前後を通じて一貫して採用されてこなかった。津波地震が付加体の存
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在によって発生するという考え方は一つの仮説にとどまるものであり，「長

期評価」当時も（本件地震を経験した現在においても）津波地震の発生の想

定の基礎に据えられることはできなかったものである。 

ｅ 保安院の２００２年８月対応当時の知見に照らして，「長期評価」に客観

的かつ合理的根拠が伴わないことが明らかであったとの被告国の指摘に理5 

由がないこと 

  被告国は「長期評価」の公表直後の２００２（平成１４）年８月に「長期

評価」の科学的根拠に調査したところ，客観的かつ合理的根拠がないことが
．．．．．．．．．．．．．．．．

明らかであったので，専門家による審議会等
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

による調査審議を
．．．．．．．．

経ることなく
．．．．．．

，

安全規制において「長期評価」を考慮する必要がないと判断したのであり，10 

その対応は合理的であったとする。 

  しかし，被告国の主張は「結論先取り」の理由のないものである。以下，

被告国の論拠について個別に反論する。 

(a) 「長期評価」は科学的根拠を離れ専ら「国民の防災意識の高揚」を目的と

し「長期評価」を公表したとの被告国の主張について 15 

  被告国は，「長期評価」は「国民の防災意識の高揚」を目的とするにとどま

り，原子力の安全規制における防災対策において考慮すべきかという観点か

ら審議したものではない，実際の審議においても科学的根拠から離れ専ら防

災行政的な警告の観点から結論を導いていると批判する。 

  しかしながら， 20 

① 「長期評価」は法令に基づいて「防災行政に生かす」という明確な目的な

下で策定されているものである。 

  かかる目的に沿って「長期評価」の策定が行われた以上，それを担う地震

調査委員会等に招集された地震学者等の専門家，及びその活動を支える事務

局は，「長期評価」が地震防災対策に生かされることを当然の前提として，地25 

震防災対策の基礎とするに足りる地震学上の知見の整理を目指していたの
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であり，このことは当然に共通の認識とされていたところである。 

  この点は，上記ａ(b)①で主張したとおりである。 

② 海溝型分科会における実際の審議経過を見ても，歴史地震の知見を含め，

地震学に基づく科学的根拠を踏まえた密度の濃い議論が行われていた。 

  この点についての具体例としては， 5 

 第一に１６１１年慶長三陸地震の震源域が千島沖か三陸沖かという点につ

いても詳細な審議がなされており，その結果として，歴史地震の知見を踏ま

えて三陸沖を震源とする津波地震であるとの結論が導かれていること 

 第二に１９５３年の地震が低周波地震（津波地震は巨大な低周波地震であ

る。）であるか否かについても，一委員からこれを低周波地震とする指摘が10 

なされたものの，科学的根拠についての調査審議を踏まえ，最終的にはこれ

は低周波地震（津波地震）ではないとの結論が導かれていること 

 が指摘できる。 

  被告国が述べるように「長期評価」が専ら国民の防災意識の高揚を目指す

ものであったとれば，津波地震の可能性のある地震は全て津波地震と評価す15 

ることも可能であるが，海溝型分科会においては，上記のとおり，厳密な調

査審議を経て（「国民への警告効果」が低下する方向での判断も含めて）科学

的根拠に基づく判断がなされているところである。 

(b) 「長期評価」は「科学的根拠を記載していない」との主張について 

  被告国は，「長期評価」は「新たな考え方」であるのに「科学的根拠を記載20 

していない」と主張する。 

  確かに，個々の地震学者の論文や研究では，新たな仮説を提示する場合も，

仮説を実証する場合も，根拠となる理学的事実あるいは事実に基づく推論の

過程を（別の理学者が検証可能な程度に詳細に）提示することが不可欠であ

る。 25 

  しかし，「長期評価」は，防災対策に活用するため，それまで蓄積されてき
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た過去の地震についての科学的知見を専門家の集団的な議論を通じて集約・

整理し，将来の地震を予測し，その結論を提示するものである。すなわち，

「長期評価」は学術
．．．．．．．．．

論文ではなく
．．．．．．

，地震防災対策特別措置法に基礎を置き，

地震調査研究推進本部という国家機関が作成・公表する行政文書である。防

災対策への活用を目的に作成された「長期評価」の本文中に，個々の地震の5 

評価や，その科学上の根拠が細々と書かれていないからといって，信頼性を

失わせる根拠とならない。 

  ２００２年「長期評価」が客観的かつ合理的根拠を有することは，その策

定にあたった海溝型分科会が第一線の地震学の専門家により構成されてい

ること，及び同分科会での高度かつ充実した議論を記録した議事録（論点メ10 

モ）によって，十分確認することができる。 

(c) ２００２年「長期評価」の「信頼度」が低いと評価されていたとの主張に

ついて 

  ２００３（平成１５）年３月に作成された「プレートの沈み込みに伴う大

地震に関する『長期評価』の信頼度について」において，「発生領域の評価の15 

信頼度」や「発生確率の評価の信頼度」は「Ｃ（やや低い）」とされている。 

  しかし，第１に，「信頼度について」の「発生領域の信頼度」が「Ｃ（やや

低い）」とされていることの意味は，その領域内のどこかで地震が起こるこ

とは確実に分かっているが，その領域内のどこで起きるかが分からないとい

うことであって，その領域内で起こらないということを意味しない。 20 

  第２に，発生確率の信頼度が「Ｃ（やや低い）」とされているのは，明治三

陸地震の震源域の位置が南北については厳密に定まらないことによるもの

である。仮に，同地震の位置が厳密に確定されているなら，それより南側で

の津波地震の発生確率はより高くなるのであって，津波地震が起きない，あ

るいは起きるかどうか曖昧であるということを意味するものではない。 25 

  第３に，地震の規模の評価の信頼度が「Ａ（高い）」とされている。その意
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味は，想定地震と同様な地震が３回以上発生し，過去の地震から想定規模を

推定でき，地震データの数が比較的多く，規模の信頼度は高いということで

ある。 

  「発生場所」「発生確率」の評価「Ｃ（やや低い）」の意味を正解せず，他

方で「発生規模」の評価「Ａ（高い）」については無視することにより，２０5 

０２年「長期評価」の信頼度を低めようとする被告らの主張は恣意的で誤り

である。 

  ２００２年「長期評価」は，通常の市民生活や経済活動一般を対象とした

防災対策（「一般防災」）に活用されることを予定した地震調査研究推進本部

の判断であるところ，被告らに問われているのは，万が一にも過酷事故を起10 

こしてはならない原子力発電所における津波に対する防護措置の確保であ

る。従って，「発生場所」や「発生確率」が「Ｃ（やや低い）」ことは，そも

そも，２００２年「長期評価」に基づく津波対策やその前提となる調査（津

波試算や原子力発電所の重要施設・重要機器への影響の調査等）を怠ること

を正当化する理由にはなり得ない。 15 

(d) 「比較沈み込み学」により日本海溝南部では大きな地震は起きないと考え

られていた，との被告国の主張について 

  １９７０年代から，世界各地のプレートの沈み込み帯を比較し，その特徴

から地震の起こり方等を推定する「比較沈み込み学」が日本で始まり，１９

８０年頃からは，沈み込む海洋プレートの年代が若い沈み込み帯でマグニチ20 

ュード９級の巨大地震が起こるが，年代の古い沈み込み帯では巨大地震は起

こりにくいという説が有力となっていた。 

  被告国は，本件訴訟において，当初「比較沈み込み学」を根拠に，福島県

沖においては巨大地震が発生するとは考えられていなかったと主張したが，

そもそも「比較沈み込み学」で論じている巨大地震は，日本海溝の海溝寄り25 

の領域ではなく，プレート境界面のより奥の陸寄りの領域におけるＭ８クラ
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スの典型的なプレート境界型地震をいうのであり，津波地震が起こり得る日

本海溝寄りの領域とは区別される。 

  被告国も，その後「津波地震が比較沈み込み学の検討対象となる地震から

除外されることに異を唱えるものではない」と述べるに至り，この議論は決

着した。 5 

(e) 本訴及び関連訴訟で都司，島﨑及び佐竹証言がなされた後に，事後的に被

告国から提出されるに至った地震学者等による意見書について 

i) 被告国から提出された専門家意見書は，①本訴等で専門家の証言が完了し

た後に事後的に作成されたものであり，②反対尋問も経ておらず，③（「長期

評価の見解は通説的見解と評価できるか否か」という評価基準に基づき，④10 

集団的な審議を経ない個人的な評価をしているにとどまること 

  被告国は，本訴及び関連訴訟で都司，島﨑及び佐竹証言がなされた後（２

０１５〔平成２７〕年１１月の佐竹氏反対尋問），２０１６（平成２８）年後

半頃から，事後的に地震学者等による意見書を多数提出し，これらの意見書

によって，２００２年８月保安院対応がなされた２００２（平成１４）年当
．．．．．．．．．．．．

15 

時
．
，「長期評価」には客観的かつ合理的根拠がないと判断されていたことが

示されているとするに至った。 

  これらの意見書の信用性の評価については，以下の４点に留意が必要であ

る。 

  第１に，一般に，反対尋問を経ない一方的な供述や意見が，反対尋問を経20 

た証言に比べ，その信用性と事実認定における重要性において劣後すること

は，訴訟における鉄則である。たとえ「専門家」の意見書であっても，その

専門性と意見内容の合理性を反対尋問によって見極めずに，安易に信用性を

肯定することはできない。 

  第２に，本訴でも，２０１８年に至るまで，被告国は，「長期評価」の信頼25 

性の評価基準として「通説的見解として確立した知見」であることが必要で
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あると一貫して主張していた。これらの各意見書も被告国の評価基準に従っ

て，「長期評価」が「通説的見解として確立した知見にあたるか否か」という

観点からの評価が述べられているものである。すなわち，これらの意見書は

いずれも，２０１８年以降（実質的に争いのない），評価基準となっていると

ころの，「長期評価」に「客観的かつ合理的根拠が認められるか否か」という5 

観点からの評価が述べられているものではない。 

  各地震学者の内の相当数は，推進本部の委員として「長期評価」の津波地

震の想定に異論を述べずその結論に賛成しているにもかかわらず，各意見書

において「長期評価」の信頼性に疑義を呈するかのような陳述をしている。

この一見矛盾した態度の背景には，評価基準自体が異なることが影響してい10 

るものといえる。 

  第３に，これらの意見書は，いずれも個人としての意見（私見）を述べる

のみである。一般に地震学等の理学の目的はたゆみない「真理の探究」とさ

れており，理学者は，いまだ解明されていない真理を探究することを学問的

な営為とすることから，他の研究者と同じことを述べることに高い価値を置15 

かない傾向にある。これに対して，「長期評価」は，わが国を代表する第一線

の地震学者が参集し集団的な調査審議を経て，将来の地震発生可能性につい

ての判断を「取りまとめ」たものである（集団的専門性）。 

  専門的な知見についての見解であっても，単なる理学者個人の私見（仮説）

と，集団的な調査審議を経て取りまとめられた判断（集団的な審議を踏まえ20 

て取りまとめられた判断）は，その性質と重みにおいて同列に論じることは

できないものである。 

  第４に，被告国は，（本訴の後半になって提出された）上記の専門家の意見

書を引用して，２００２年８月保安院対応を
．．．．．．．．．．．．．

決した当時
．．．．．

，「長期評価」に信頼

性がないことが明らかであったのであるから，専門家による審議会による審25 

議を経ることは不要だったとする。しかし，これらの意見書は，本訴に至っ
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て被告国が収集したものであり，当然のことながら，２００２（平成１４）

年８月の保安院対応の際には入手されておらず，その判断の基礎にもされて

いなかったものである。よって，これらの意見書によって２００２年８月保

安院対応の対応を正当化する被告国の主張は，時間的な前後関係を無視する

ものである。 5 

ii) 被告国が依拠する「意見書」に対する個別の反論を行っていること 

これらの専門家意見書についての反論の要点は以下のとおりである。 

① 津村氏の見解についての反論（準備書面（５３）１４１～１４５頁） 

  津村氏の「長期評価」の信頼性についての評価は， 

ⅰ 自ら責任者として「長期評価」を取りまとめ公表した立場と矛盾するもの10 

であること 

ⅱ 地震地体構造論などの最新の知見に基づいて過去に縛られることなく将

来の地震の想定が可能になっていたとの７省庁手引き等が示す地震学上の

到達を無視していること 

ⅲ 「長期評価」の基礎された津波地震が海溝寄りで発生するという確立した15 

知見を無視していること 

ⅳ 海溝型分科会において日本海溝寄りで過去に３つの津波地震の存在が確

認されたという事実も踏まえていないものであること。 

  以上より，津村氏の「長期評価」の信頼性についての評価は，「長期評価」

の論拠についての慎重な検討を経ないものであり，そうした不十分な認識を20 

下にして疑義を呈しているに過ぎないものであり，同氏の意見は「長期評価」

の信頼性を否定するものとは到底いえない。 

② 松澤氏の見解についての反論，準備書面（５３）１４５～１５１頁（松澤

氏については，刑事事件での証言も含めて，準備書面（９）の第２の２（３）

（２０～２１頁），準備書面（１０）第２の２（１０～１３頁），準備書面（２25 

１）の３（４）（２６～２９頁）でも詳述している。） 
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  松澤氏が「長期評価」に対する疑義を基礎づけるものとして挙げる，①津

波地震の発生メカニズムが解明されていないという点，②延宝房総沖地震等

が津波地震であるとの海溝型分科会の結論への疑義，③海底地形の違いによ

る津波地震の発生可能性についての南北での差異の可能性，は，いずれも「長

期評価」の信頼性を否定する理由にはならない。 5 

  松澤氏は，海溝型分科会における延宝房総沖地震等についての歴史地震の

詳細な議論の内容やプロセス，同分科会が延宝房総沖地震を津波地震と判断

するに至った論拠を十分に把握せず，日本海溝の最南部でも津波地震が発生

しているという地震学上の事実を踏まえていない。そのため，海溝軸付近の

未固結の堆積物の存在により日本海溝の南北において津波地震の発生可能10 

性に差があるとの仮説（自説）に捉われている。 

  しかし，松澤氏自身が自認するように津波地震の発生メカニズム自体は未

解明なものであるし，また上記の仮説は延宝房総沖地震が日本海溝寄りで発

生しているという事実によって否定される。 

  よって，全体として，松澤意見書及び松澤・内田論文の存在は，「長期評15 

価」の信頼性を否定するものとはいえない。 

③ 谷岡氏の見解についての反論（準備書面（５３）１５５～１５９頁，なお，

北海道ワーキンググループについては，同１３２～１３５頁） 

  谷岡氏の意見書は，谷岡・佐竹論文の「ホルスト・グラベン構造」説に地

震学上の合理性があることを大前提とするものが，谷岡・佐竹両氏が辞任し20 

ているとおり，「ホルスト・グラベン構造」説自体が一つの仮説にとどまり，

現に，海溝型分科会において延宝房総沖地震が津波地震とされたことによっ

て採用されなかった。 

  また，長期評価（第二版）では，東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて

必要な改訂がなされているが，その内容は，東北地方太平洋沖地震が津波地25 

震の要素を含むものであることから，従前の３つの津波地震にこれを付加し
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て評価するというものであり，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー

ト間大地震（津波地震）」について，「１６１１年の三陸沖，１６７７年１１

月の房総沖，明治三陸地震と称される１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）

が知られて」いるとの評価は，何ら変更されていない。そして，委員である

谷岡氏は，この見解に異を唱えていない。 5 

  さらに，谷岡氏自身も，意見書で，地震防災行政に活用されることを前提

とした上で，「地震調査委員会の立場としてこの見解を出したこと自体は理

解できます。」「防災行政上の警告をするため・・（この）見解を出す意義はあ

る」（１８頁）と述べ，地震防災行政に活用し得るだけの地震学上の根拠があ

ったことを認めている。 10 

  以上より，谷岡意見書は「長期評価」の信頼性を否定するものとは到底い

えない。 

④ 笠原氏の見解についての反論（準備書面（５３）１５９～１６０頁，なお，

北海道ワーキンググループについては同１３２～１３５頁） 

  笠原氏は，「長期評価」について，「「理学的に否定できない」というもので15 

あることは間違いないものの，それ以上の具体的な根拠があるものという意

見は出されませんでした」などと述べる（９頁）。 

  しかし，笠原氏は地震調査委員会の委員として，２００２年「長期評価」

が単なる学術論文ではなく政府機関である地震調査研究推進本部が作成す

る公的な判断であり，法令上，地震防災対策の基礎に据えられることが予定20 

されていることを当然に認識しつつ，確定・公表に賛同したのであるから，

「長期評価」の結論が，「理学的に否定できない」に留まる見解として公表さ

れたかのように述べる同氏の意見は誤りというしかない。 

  また，谷岡氏及び笠原氏が関与した中央防災会議・日本海溝等専門調査会

の北海道ワーキンググループが「長期評価」について地震学上の合理性の検25 

証を目的としたものではないこと，及び現にその検証を行いその結果を取り
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まとめたものではないことから，北海道ワーキンググループの検討が「長期

評価」の信頼性を否定する根拠にはならない。 

⑤ 今村氏の見解については，準備書面（５３）１６０～１６９頁 

  今村氏は，津波工学者として意見を述べており，その内容は，要旨以下の

とおりである。 5 

ⅰ 本件事故前は，陸寄りと海溝寄りを区別しない地震地体構造論上の領域区

分がなされており，「海溝寄りも含めて構造区分の分類をするのが当時の地

震学に基づいた考え方」であった（意見書２１～２３頁）。 

ⅱ プレート境界の固着の強弱の差異及び堆積物の有無において，地震学者が

日本海溝の三陸沖と福島沖・茨城沖に違いがあるとしていた（２０頁）。 10 

ⅲ 「長期評価」は，「メカニズム的に否定できないという以上の理学的根拠を

示して」おらず（２０頁），かつ「規模としてなぜ明治三陸地震と同規模のも

のが起こりうるのか具体的な根拠が示されていない」（２０頁） 

 とする。 

  しかし，将来発生する地震についての予測・評価は理学としての地震学の15 

領域であり，津波工学の対象ではないところ，今村氏は，工学としての津波

工学を専門とする者であり，理学としての地震学についての専門的な知見を

有するものではないことは，自認しているところである。 

  また，地震地体構造論上も，陸寄りと区別して海溝寄りの領域を想定する

ことは地震学で広く支持された考え方であり，陸寄りと海溝寄りを区別しな20 

い考え方が定説であったかのように述べる今村氏の意見ⅰは誤りというし

かない。 

  次に意見ⅱについていえば，そもそも，津波地震は今村氏も認めているよ

うに「海溝寄りの比較的固着が弱い領域で発生する低周波地震である」との

知見が示されていたのであるから，「太平洋プレートの沈み込みが深くなる25 

陸寄り」の領域における固着の強弱（同意見書１８頁下から７行目以下）に
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よって，津波地震が発生する可能性を否定することはできないものである。 

  また，堆積物の厚さの違いについては，福島沖・茨城沖と同様に，堆積物

の厚さが見られないより南部の房総沖において，１６７７年延宝房総沖地震

という津波地震が発生していることを説明できないのであり，今村氏の指摘

は合理性に欠ける。 5 

  さらに意見ⅲについていえば，そもそも，日本海溝がその南北を通じて同

じような地体構造となっていることを前提としつつ，津波地震が，世界的に

みても固有に海溝軸付近で発生するという２００２（平成１４）年頃までに

既に確立するに至っていた地震学の知見，及び日本海溝については海溝寄り

において３つの津波地震が発生しているとの知見こそが，「長期評価」の主10 

要な論拠となっていたのである。今村氏は，津波地震の発生領域に関する知

見が確立しており，かつ日本海溝の南北で津波地震が発生していることが

「長期評価」の判断を支える重要な論拠となっていたことを理解しないまま

意見を述べているものと言わざるを得ない。今村氏は海溝型分科会の議論に

参加しておらず（そもそも地震学者でないのでその資格自体がない），歴史15 

地震の第一人者である都司証人による歴史資料の解明を含め，地震学者によ

る集団的な討議を踏まえて延宝房総沖地震が津波地震と判断されるに至っ

た過程をフォローできていないに過ぎないのである。 

  したがって，今村氏の意見は，「長期評価」の信頼性を否定するものではな

いことは明らかである。 20 

⑥ 首藤氏の見解については，準備書面（５３）１６１～１６３頁 

  首藤氏は，その意見書で「当時の福島沖に関する長期評価の見解は専門家

の間でもコンセンサスが得られていなかったものですので，この見解は確定

論に取り入れ，直ちに対策を取らせるような説得力のある見解とは考えられ

ていませんでした。」（同意見書２３頁）などと述べている。 25 

  しかし，首藤氏も，今村氏と同様，工学としての津波工学を専門とする者
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であり，理学としての地震学についての専門的な知見を有するものではなく，

地震学の領域については地震学の専門家にお任せ状態であったことも自認

しているところである。 

  したがって，首藤氏の意見書をもって「長期評価」の信頼性を否定される

ことはありえない。 5 

iii)被告国が依拠する「意見書」の内容の概観 

  被告国の提出した「意見書」は，以下のとおり分類できる。 

  第１に，集団的な調査・審議を踏まえた判断の過程に参加し，２００２年

「長期評価」を支持し，または「長期評価」に異論を述べていない論者によ

るもの（佐竹，津村，松澤，谷岡，笠原の各氏）。 10 

  佐竹氏は海溝型分科会の委員として，津村氏は地震調査委員会の長として，

笠原氏は同委員として，それぞれ２００２年「長期評価」の結論に賛成して

いる。 

  谷岡氏は意見書の中で，「地震調査委員会の立場としてこの見解を出した

こと自体は理解できます。」「防災行政上の警告をするため・・（この）見解を15 

出す意義はある」と述べ，地震防災行政に活用し得るだけの地震学上の根拠

があったことを認めている。 

  松澤氏は津波地震が日本海溝寄りのどこでも起こり得ること自体は否定

しておらず，津波地震の発生が三陸沖日本海溝寄りに限定されるとする谷

岡・佐竹論文は仮説にすぎないことを刑事訴訟において証言している。 20 

  第２に，集団的な調査・審議を踏まえた判断の過程に参加しておらず，ど

のような議論を経て「長期評価」の結論が出されたかを認識していなかった

論者によるもの（地震学者である大竹政和氏） 

  大竹政和氏の「長期評価」への疑問は，歴史地震とりわけ１６１１年慶長

三陸地震について海溝型分科会でどのような議論がなされたかを認識して25 

いない下で示されたものであり，「長期評価」の信頼性を失わせるものでは
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ない。 

  第３に，そもそも地震学についての専門的知見を有していない論者による

もの（津波工学者である今村・首藤の両氏，原子力工学者である岡本，山口

の両氏） 

  これらは，そもそも地震学者による意見ではなく，専門性を欠いている点5 

で「長期評価」の信頼性を否定し得るものではない。 

  以上に概観したとおり，被告国の提出した「意見書」は，そもそも専門性

が欠けているか，専門家の一意見ではあっても２００２年「長期評価」を作

成した海溝型分科会での集団的な議論に比肩する地震学上の資料・根拠を示

した上で「長期評価」の結論を退けるものは一つもなく，かえって集団的な10 

議論の場（海溝型分科会や地震調査委員会）では「長期評価」の結論を支持

した者の意見書が多数を占めるなど，到底「長期評価」の信頼性を否定でき

るようなものではない。 

ｆ ２００２（平成１４）年以後も「長期評価」に客観的かつ合理的根拠があ

ることが示されることはなかったとの被告国の主張について 15 

  被告国は，２００２（平成１４）年以後も「長期評価」に客観的かつ合理

的根拠があることが示されることはなかったため，保安院としては，調査を

十分に行ったが規制権限の行使に至らなかったのであり，保安院の対応は合

理的であったとする。 

  以下，被告国が上記主張を支えるものとして援用する各事項について反論20 

する。 

(a) 中央防災会議において「長期評価」の津波地震の想定が採用されなかった

ことは「長期評価」の信頼性を否定するものではないこと 

i) 被告国の主張 

  被告国は，「長期評価」は「国民の防災意識の高揚」を目的とするにとどま25 

り，原子力の安全規制における防災対策において考慮すべきか，という観点
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から審議したものではなく，実際の審議においても科学的根拠から離れ，専

ら防災行政的な警告の観点から結論を導いていると批判する。 

  また，山形地裁判決は，中央防災会議・日本海溝等専門調査会において「長

期評価」の津波地震の想定が採用されなかったことをもって，「長期評価」の

信頼性が低いことを示すものであるかのように判示する。 5 

ii) 防災対策の基礎に据える地震等の科学的評価を取りまとめる「長期評価」

と財政的・人的制約の下で一般防災の指針を策定する中央防災会議は，そも

そもその目的が異なること 

  推進本部の策定する「長期評価」は，地震防災対策・防災行政に活用され

ることを目的として（「防災に生かす」という目的性），専門家による集団的10 

な調査審議を通じて，地震防災対策の基礎とするに足りる地震学上の知見の

取りまとめを行うものである。 

  このように，「長期評価」は，地震学に基づく「科学的アセスメント（科学

的評価）」を取りまとめるものであることから，その策定に際しては，地震学

の最新の知見についての調査・審議を踏まえ，高度に専門的な判断
．．．．．．．．．

が求めら15 

れるところである。そのため，地震調査研究推進本部においては，「長期評

価」一般の策定に際しては，地震調査委員会，長期評価部会，海溝型分科会

等の複層的な
．．．．

審議
．．

プロセス
．．．．

を設定し，その各段階において，それぞれ専門家
．．．

集団による調査・
．．．．．．．．

審議及び判断
．．．．．．

を行い，「地震防災対策の基礎とするに足り

る客観的かつ合理的根拠に基づいて地震学上の知見の整理」を行っていると20 

ころである（集団的専門性）。 

  これに対して，中央防災会議は我が国全体において実施されるべき防災行

政の指針を示すことを目的とする。一般の防災対策（防災行政）では，全国

的な規模で，全ての地方自治体等が取り組むべき地震・津波対策を視野に入

れて行政的判断がなされることとなる。よって，中央防災会議の判断は，災25 

害対策基本法の示す行政目的に沿って，全国的，かつ計画的な防災行政の見
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地から，地方公共団体などが抱える財政的制約，人的制約をも考慮に入れた

上で，想定すべき地震の範囲の設定について「一般の社会的・経済的諸要素

を踏まえた評価としての行政判断」がなされるべきものである。 

iii)日本海溝等専門調査会は，財政的，人的，時間的制約を考慮して防災対策

の対象となる地震を限定したこと 5 

  中央防災会議・日本海溝等専門調査会においても，財政的，人的，時間的

制約を考慮して防災対策の対象となる地震を限定することとなった。 

  すなわち，日本海溝等専門調査会の第２回調査会においては，事務局側か

ら，同調査会の「審議の検討」対象について「既往発生した地震に限定する」

との提案がなされ，これに対して阿部勝征氏，島﨑邦彦氏等の地震学の専門10 

家から異論が示されたもの，最終的に「調査会の審議の検討対象を既往発生

が確認できる地震に限定する」という事務局案に沿うまとめがなされた。 

  すなわち，同調査会においては，その審議の入り口の段階で，「防災対策と

して人，時間，金を投資
．．．．．．．．．

していくわけですから，その投資の一般的な合意を

得られやすい」という観点（事務局の説明）から，審議の検討対象
．．．．．．．

とする地15 

震について，既往発生が確認できる地震に限定するという絞りが掛けられた。

審議経過をまとめた同調査会報告書においても，「審議における検討対象」

の「整理にあたっては，過去に実際に発生した地震
．．．．．．．．．．．．

に基づいて検討を行うこ

とを基本とした。」として，発生が確認されている地震のみを同専門調査会

における審議の検討対象とするという事務局提案に沿うまとめがなされて20 

いる。 

  その結果，過去に発生が確認されていない（福島県沖等の）日本海溝寄り

の津波地震については，そもそも調査会の議論の対象として俎上
．．．．．．．．．．

にも上げら
．．．．．

れない
．．．

こととなった。 

  その上で，審議対象を既往地震に限定した審議の結果としても，「地震防
．

25 

災対策の検討対象
．．．．．．．．

」とする地震については「大きな地震が繰り返し発生
．．．．．．．．．．．．

して



 

78 

 

いるもの」に限定され，繰り返しが確認できない大きな地震（１６７７年延

宝房総沖地等）は「地震防災対策の検討対象」から除外され，「留意」が求め

られるとされるにとどまった。 

iv) 北海道ＷＧは同専門調査会の判断に基づいて検討を行ったものであり「長

期評価」に代わる地震想定の検証を目的としてはおらず，現に海溝型分科会5 

に代わる検討を行ってはいないこと 

  そして，同専門調査会から委託を受けた下部組織である，北海道ＷＧも「長

期評価」の津波地震の想定について，海溝型分科会に代わる調査・審議及び

判断を行ったものではない。 

v) 日本海溝等地震特措法においても，原子炉施設については特別の規制対象10 

とはされていないこと 

vi) 小括 

  以上より，「長期評価」は，防災行政で生かされることを目的として，防災

行政の基礎に据えるに足りる地震学上の客観的かつ合理的根拠に基づく専

門的な評価を取りまとめたものであり，これに対して中央防災会議の判断は，15 

「社会的・経済的諸要素を踏まえた評価としての行政的判断」であり，中央

防災会議において「長期評価」の津波地震の想定が採用されなかったとして

も，「長期評価」の信頼性が否定されるものではない。 

vii)福島県及び茨城県の「津波浸水想定区域図」について 

  被告国は，福島県が２００７（平成１９）年「福島県沿岸津波浸水想定区20 

域図」を作成する際に，また茨城県が同年「津波浸水想定区域図」を作成す

る際に，福島県沖や茨城県沖の海溝寄りの領域で津波地震が起こることを想

定すべきとの意見が出なかったと指摘する。 

  しかし，両県が上記区域図を作成する際に，海溝型分科会におけるような

地震学者による集団的かつ専門的な調査・審議が行われた事実もなく，「長25 

期評価」の結論を否定するような理学的根拠が示された事実もない。茨城県
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や福島県は「長期評価」の是非を判断する立場になく，また，そのような力

量もなかったのであり，両県の対応は「長期評価」の信頼性を否定する根拠

とはならない。 

  そもそも，両県が「区域図」を作成した時期は，２００６（平成１８）年

の中央防災会議が，全国的な防災行政の指針として「地震防災対策の検討対5 

象」とする地震については「大きな地震が繰り返し発生
．．．．．．．．．．．．

しているもの」に限

定するとの方針を示した後であり，両県の防災指針はその制約下にあった。

よって，両県が「区域図」を作成する時点においては，「既往最大」の地震を

超える地震を想定することはそもそも全く想定されていない。よって，両県

が「津波浸水想定区域図」を作成する際に「長期評価」を考慮しなかったの10 

は中央防災会議の方針からして当然のことである。 

(b) 「長期評価」が「震源断層を特定した地震動予測地図」には採用されず，

「確率論的地震動予測地図」にのみ取り上げられたことを理由に「長期評価」

の信頼性を否定する被告国の主張の誤りについて 

i)  被告国の主張 15 

  被告国は，第２１準備書面において，推進本部が２００５（平成１７）年

に作成した「全国を概観した地震動予測地図」が「確率論的地震動予測地

図」と「震源断層を特定した地震動予測地図」の二つの予測地図によって

構成されているところ，前者の「確率論的地震動予測地図」においては，発

生可能性がある全ての地震が対象とされていることから「長期評価」の津20 

波地震も採り入れられているが，これに対して後者の決定論的な「震源断

層を特定した地震動予測地図」においては，「長期評価」の見解は，決定論
．．．

的に取り扱うための科学的実証的根拠が乏しいことから
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

取り入れられるこ

とはなかったとし，これをもって，推進本部自身が「長期評価」の見解は決

定論では取り扱うべきものではなく確率論的にのみ取り扱われるべき知見25 

であるとの判断を示していたと主張する。 
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ii) 原告らの反論 

  被告国の主張は，以下の点から理由がない。すなわち， 

① 「全国を概観した地震動予測地図」はそもそも，地震動の評価が目的であ

り津波の影響は考慮されていない。よって，地震動の影響は想定されない代

わりに津波によって甚大な被害が想定される日本海溝寄りの津波地震につ5 

いて特別の考慮はされていないのは当然である。 

② 「全国を概観した地震動予測地図」のうち，「震源断層を特定した地震動予

測地図」は，対象地域を特定した上で，当該地域に強い地震動
．．．．．

をもたらす特

定の震源断層を選抜し，その地震の将来の発生確率の大小を考慮せずに，あ

らかじめ想定された形で地震が起きた場合に，どのような地震動が生じるか10 

を予測計算して，その計算結果を地図上に表示したものである。 

  そして，「震源断層を特定した地震動予測地図」の対象とされた地震は，地

震調査委員会が強震動評価の手法の高度化等の観点から選抜
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

したものであ

り，その選択の基準は，想定される地震の発生予測の信頼性の程度ではなく
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，

「発生確率や周辺地域への影響の大きさ」とともに，「強震動予測手法の高15 

度化」という観点から手法の標準化に適したものを選んだものである。 

  津波地震によっては「強震動」がもたらされないことは当然であり，「長期

評価」の津波地震の想定が，「強震動評価の手法の高度化」の観点から選抜さ

れないのは当然であり，「長期評価」の信頼性が低いとされたことによるも

のではない。 20 

③ 「震源断層を特定した地震動予測地図」の対象とされた地震は，評価手法

の高度化の観点から代表選手としてたまたま選ばれた地震であって，強震

動予測の対象とされるべき震源断層が網羅されているものではない。 

  典型的な例を挙げれば，発生確率が高く甚大な被害が想定されている南

海トラフの「南海地震」「東南海地震」も，「震源断層を特定した地震動予25 

測地図」の１２個の地震動には含まれていないのである。 
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  以上より，被告国の主張は誤りというしかない。 

(c) 平成２１年「長期評価」の改訂においても「長期評価」に客観的かつ合理

的根拠が与えるような新たな記載がなされていないとの被告国の主張につ

いて 

i) 被告国の主張 5 

  被告国は，平成２１年「長期評価」の改訂においても「長期評価」に客観

的かつ合理的根拠が与えるような新たな記載がなされていないとして，これ

をもって「長期評価」に客観的かつ合理的根拠が認められない根拠であるか

のように主張する。 

ii) 原告らの反論 10 

  推進本部は，２００９（平成２１）年３月に，２００２年「長期評価」に

ついて，これを一部改訂した。 

  改訂の主なポイントは，２０１８（平成２０）年５月８日に茨城県沖で地

震（Ｍ７．０）が発生したことから，茨城県沖の地震の長期評価を見直すと

ともに，三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について，前回の15 

公表から時間が経過したため，地震発生確率等，記述の一部を更新したもの

である。 

  この改訂に際しても，「長期評価」の津波地震の想定に関する評価を変え

てはいない。 

  さらに，地震調査研究推進本部長期評価部会は，２０１１（平成２３）年20 

１１月に，東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえて，２００２年「長期評価」

の改訂版として，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二

版）」を公表した。 

  この長期評価（第二版）では，東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて必

要な改訂がなされているが，その内容は，東北地方太平洋沖地震が津波地震25 

の要素を含むものであることから，従前の３つの津波地震にこれを付加して
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評価するというものであり，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート

間大地震（津波地震）」について，「１６１１年の三陸沖，１６７７年１１月

の房総沖，明治三陸地震と称される１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が

知られて」いるとの評価は，何ら変更されていない。 

  このように，２００２（平成１４）年７月の「長期評価」公表後，三陸沖5 

から房総沖にかけての日本海溝寄りの津波地震の予測については，その後，

複数回の見直しの機会があったものの，「長期評価」において，津波地震の評

価については変更は一切なされていないのである。 

  被告国は，これらの改訂に際して，「客観的かつ合理的根拠を示す新たな
．．．

記載
．．

が追加されていない」とするが，「長期評価」の改訂に際しては，当然の10 

ことならが最新の科学的知見を踏まえた調査審議がなされているところで

ある。上記した複数回の改訂によって「長期評価」の津波地震の想定が維持

されたということは，その判断に客観的かつ合理的根拠が認められることが，

改めて確認されたことを示すものである。 

(d) 第４期津波評価部会が決定論を前提として津波地震の想定を行った内容15 

が「長期評価」の想定とは異なるとの主張について 

i) 被告国の主張 

  被告国は，第４期津波評価部会が，決定論を前提として日本海溝寄りの津

波地震の発生想定についての検討を行った結果として，福島県沖を含む日本

海溝南部では１６７７年延宝房総沖地震の波源モデルを想定することにつ20 

いて異論なく確認され，どこでも１８９６年明治三陸地震クラスの地震が起

こるという「長期評価」とは異なる判断が示されたことをもって，「長期評

価」の信頼性を否定するものであるとする。 

ii) 原告らの反論 

① 「日本海溝の南北を通じてどこでも
．．．．

津波地震が発生する」という「長期評25 

価」の「津波地震の発生領域」の判断の正しさが改めて確認されたこと 
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  土木学会・第４期津波評価部会は，２０１０（平成２３）年１２月の部会

において， 

  「三陸沖～房総沖海溝寄りのプレート間大地震（ＪＴＴ）について 

 ・北部と南部を分割し，各活動領域内のどこでも
．．．．．．．．．．．

津波地震は
．．．．．

発生する
．．．．

が，北

部領域（ＪＴＴ１）に比べ南部（ＪＴＴ２）ではすべり量が小さい。南部（Ｊ5 

ＴＴ２）では１６７７（延宝房総沖地震のこと。引用注）を参考に設定する。」 

 という結論が異論なく承認された。 

  この点について，今村文彦氏は，東京高等裁判所の証言で 

「日本海溝寄りはどこでも津波地震が生じるというところでは，その結論は２

００２年長期評価と同じになったと，そういうことですね。 10 

 そうですね，はい。」 

 と証言している（今村調書６２～６３頁）。 

② 福島県沖で想定すべき津波の規模についてもＭ８．２程度とされ「長期評

価」と同様の判断となっていること 

  第４期津波評価部会の上記の「まとめ」においては，津波地震の「すべり15 

量」について日本海溝の南北で異なるとされ，南部では，１８９６年明治三

陸地震ではなく１６７７年延宝房総沖地震のすべり量を想定すべきとして

いる。 

  この点，地震のすべり量は，海底面の変動の大きさを示し海水の上昇・沈

降を規定することから，津波の大きさに結び付くパラメーターである。かつ，20 

それは地震のマグニチュードに対応する。 

  そうしたところ，「津波評価技術」及び第４津波評価部会が前提とした１

６７７年延宝房総沖地震のマグニチュードは「Ｍ８．２」である。これに対

して，「長期評価」が日本海溝の南北を通して想定すべきとした「地震の規

模」は，「次の地震も津波地震であることを想定し，その規模は，過去に発生25 

した地震のＭｔ等を参考にして，Ｍ８．２前後
．．

と推定される｡」とするもので
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あった。つまり，日本海溝の南北を通じてＭ８．２前後
．．

の津波地震を想定す

べきであるとの「地震の規模」についての「長期評価」の判断は，第４期津

波評価部会の結論においてもその相当性が確認されたものといえる。 

  以上より，第４期津波評価部会の結論は，「長期評価」の「日本海溝の南北

を通じてどこでも津波地震が発生する」という「長期評価」の「津波地震の5 

発生領域」の判断の正しさを改めて確認したものであり，かつ，地震の規模

についても「Ｍ８．２」程度とする「長期評価」と同様の判断が示されてい

るものであり，全体としても「長期評価」の正しさを改めて確認したものと

いえる。 

(e) 貞観津波等に関する研究成果等 10 

  三陸海岸から常磐海岸にかけての沿岸部に巨大な津波をもたらした貞観

津波等に関する研究は，平成２２年に総括成果報告書の中にも指摘がまとめ

られている。その研究結果によれば，貞観津波は，断層の長さ２００ｋｍ，

幅１００ｋｍ，すべり量７ｍのプレート境界型地震が励起した津波であるこ

と，貞観津波のような巨大津波が４０００年間に繰り返し発生していたこと，15 

貞観津波の前にも巨大津波が襲来し，その間隔は，４５０年～８００年程度

の幅を持っていること，貞観津波の波源モデルの位置や空間的広がりは，連

動して破壊するアスペリティの組合せによる多様性があることなどが明ら

かとされ，連動型巨大地震である貞観地震とその津波の到来範囲（宮城県から

福島県の沿岸）等に関する科学的知見が得られた。 20 

  このような貞観津波等に関する研究成果等もまた，長期評価の信頼性を基

礎付けるものである。また，保安院は，平成２１年６月には，貞観津波に関

する被告東電の試算結果の報告を受けており，波高８ｍ台ならポンプの電動

機が水没し原子炉の冷却機能が失われることを認識したのであるし，被告国

が，長期評価も含めて，より早い段階での研究を進めれば，その認識を当然25 

早めることができた。 
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ｇ 「長期評価」の公表後にその信頼性を否定する地震学上の知見が示された

との被告国の主張について 

  被告国は，２００２（平成１４）年の「長期評価」の公表後においても，

以下に指摘する点に基づいて，その信頼性を否定する地震学上の知見が示さ

れたことから，規制権限行使に至らなかったことが合理的であったと主張す5 

る。しかし，「長期評価」への批判や反論の機会がいくらでもあるはずの学会

（日本地球惑星科学連合，日本地震学会等）の集まりでも，実際には批判や

反論は出されていない（濵田信生意見書）。 

  さらに，以下で，個別に反論を行う。 

(a) 「垣見マップ」によって「長期評価」の信頼性を否定する被告国の主張に10 

ついて 

i) 被告国の主張 

  被告国は，「長期評価の見解」の公表後の２００３（平成１５）年に地震地

体構造の最新の知見として公表された「垣見マップ」は，そもそも「長期評

価の見解」を新たな地体構造上の知見とみなしていない上に，「垣見マップ」15 

における福島県沖の地震地体構造区分は，「長期評価の見解」の領域区分は

異なっていることから，「長期評価の見解」の信頼性は，「長期評価の見解」

の公表後の最新の知見である「垣見マップ」によって否定されてと主張する。

今村証人の意見書１（乙Ｂ１８７号証２１～２３頁）においても，「垣見マッ

プ」による領域区分は「長期評価」の信頼性を否定する中心的な論拠とされ20 

ている。 

  また，その後，別件の今村証言の反対尋問を通じて，垣見氏の論文の投稿

が「長期評価」公表以前だったことが判明した後においても，同論文の「受

理」の審査過程，及び「長期評価」公表後において，「長期評価」の海溝寄り

の領域区分を取り入れた改訂がなされていないので，「垣見マップ」が「長期25 

評価」の領域区分が信用性に乏しいことを示すものであることに変わりがな
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いとする。 

ii) 原告らの反論 

  被告国の主張は以下の点からして失当である。 

① そもそも「垣見マップ」の論文は，「長期評価」公表以前に学術誌に投稿さ

れていたものであり，「垣見マップ」を，「長期評価」の公表
．．

後
．
の知見である5 

とする被告国の（当初）主張（そして，その根拠とされた今村文彦氏の意見

書）は，同論文の冒頭に明記されている投稿時期を確認しない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

という杜撰な

対応に基づく，前提を誤った主張である。 

② 被告国が援用する「垣見マップ」（２００３年版）は，１９９４（平成６）

年に作成された第１次の「垣見マップ」を改訂したものであるが，日本海溝10 

沿いの領域区分については，第１次「垣見マップ」（１９９４年版）から何ら

の改訂も行われていない。すなわち，「垣見マップ」（２００３年版）は，少

なくとも，日本海溝沿いの領域については，１９９４（平成６）年時点まで

の知見に基づくものに過ぎない。しかるところ，この間に，日本海溝沿いの

領域については，「津波地震が固有に海溝寄り領域で発生する」という知見15 

が確立するなど大きな知見の進展があったのであり，「垣見マップ」（２００

３年版）はこれらの知見の進展にも対応していない。「垣見マップ」（２００

３年版）は，少なくとも海溝沿いの地震については，１０年近く遅れた知見

であり，最新の知見とは到底評価できない。 

③ 地震想定を基礎づける領域区分は，地震のどの性質に着目するかによって20 

異なる領域区分があり得る。このことは，垣見論文自体においても，当然の

前提として明示されている。そして，「垣見マップ」は活断層型の地殻内地震

に着目した区分であり，これに対して「長期評価」は津波地震等のプレート

間地震に着目した領域区分であり，両者はそもそも検討対象とする地震が異

なるものである。 25 

  推進本部自体が本件地震後に作成した「全国地震動予測地図２０１４年版」
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においても，「垣見マップ」の地震地体構造区分図と「長期評価」の領域区分

を，同一の報告書において並列的には挙げているところである。 

  よって，「垣見マップ」が「長期評価」の領域区分を採用しなかったこと

は，どのような観点から見ても，「長期評価」の信頼性が否定するものではな

い。 5 

④ ２００２（平成１４）年に作成された「津波評価技術」も，地震地体構造

について，「垣見マップ」より古い「萩原マップ」（１９９１年）を基本とす

るとしており，「垣見マップ」の信用性を「萩原マップ」より低く評価してい

る。 

⑤ 被告国は，「垣見マップ」の投稿が「長期評価」の公表以前であったことを10 

反対尋問で指摘された後においても，「長期評価」の公表後も「垣見マップ」

が「長期評価」の領域区分を取り入れて改訂されてはいないことから，これ

をもって「長期評価」の信頼性が否定されたものであると結論づける。 

  しかし，そもそも垣見氏が，「長期評価」の公表後に，自ら作成・公表した

「垣見マップ」（２００３年版）の領域区分を再検討して改訂したという事15 

実は存在しない。よって，あたかも垣見氏が，「長期評価」の領域区分と「垣

見マップ」との異同を対比し検証した結果として「垣見マップ」を改訂する

必要がないと判断したかのようにいう被告国の主張は，「仮定」に基づく主

張に過ぎず全く根拠がない。 

(b) 日本海溝の南北における海底地形の異同に関する鶴論文について 20 

i)  被告国の主張 

  被告国は，「長期評価」後に公表された，日本海溝沿いの海底地形・地質に

ついて三陸沖等の北部と福島沖等の南部で付加体の有無等において違いが

あることを示した鶴論文によって，「長期評価」の信頼性が否定されると主

張する。 25 

ii) 原告らの反論 
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  この点については，津波地震の発生メカニズムについて付加体や特異な海

底地形によって発生するという仮説を前提とすれば鶴論文の知見も重要な

意味を有することとなる。 

  しかし，上記ｄで詳述したとおり，そもそも，前提として， 

① 「メカニズムの解明を踏まえた『地震地体構造の同一性』限定の考え方」5 

は被告国が２０１８年に至り主張するに至った独自の見解であり地震学者

の共通の認識に反すること 

② 津波地震の発生メカニズムを付加体に基づいて説明する考え方は一つの

仮説にとどまり付加体説が大勢を占めていたとの被告国の主張が誤りであ

ること 10 

③ 「長期評価」の前後を通じて，１６７７年延宝房総沖地震等，付加体の有

無にかかわらず日本海溝の南北を通じて津波地震が発生したとされている

こと，津波評価部会（第２期及び第３期）の２度のアンケート等においても

付加体の存在しない日本海溝南部においても津波地震が起こりうるとの見

解が多数の支持をえていたこと，第４期津波評価部会においても，付加体の15 

存在しない領域を含めて「日本海溝の南北を通じてどこでも津波地震が起こ

り得る」と異論なく確認されていること 

 などを踏まえれば，鶴論文をもって，「長期評価」に客観的かつ合理的根拠が

ないとすることには理由がない。 

(c) 松澤・内田論文について 20 

i)  被告国の主張 

  被告国は，「長期評価」公表後の松澤・内田論文によって「長期評価」に客

観的かつ合理的根拠が認められないことが示されていると主張する。 

ii) 原告らの反論 

  松澤氏は上記論文において，「津波地震については，巨大な低周波地震で25 

あるとの考え方が多くの研究者によってなされている」として，津波地震が
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低周波地震の一つの大きなものであるとの考えが研究者によって広く共有

されていたことを示している。 

  その上で，日本海溝についても， 

 「実際，海溝軸近傍で低周波の地震が発生することはよく知られており，日

本海溝沿いにおいても同様の特徴が知られている」（３７０頁）として，日本5 

海溝の南北を問わずに海溝軸付近で低周波地震が発生しているとする。 

  さらに，同論文は以下のように述べている。 

 「河野による解析では，低周波地震は三陸沖と福島・茨城県沖に多く
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，宮城

県沖には少ない」 

 「この河野の求めた低周波地震が多い領域と図２で示した繰り返し地震の発10 

生率が高い領域はよく対応しており，前述の仮説が正しければ，福島県沖～
．．．．．

茨城県沖にかけての領域においても大規模な低周波地震が発生する可能性
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

がある
．．．

」（３７３頁） 

  確かに，同論文は，海溝軸付近の未固結の堆積物の存在について着目して

（３７０～３頁）これをもって津波地震の発生メカニズムを説明し得るので15 

はないかという考え方を呈示してその検討を行っている。しかし，松澤氏自

身が「パラドックスが残っている」（３７１頁），津波地震の「生成メカニズ

ムについては，まだよく分かっていない」（３６８頁）と述べているように，

同論文で示された上記の考え方は一つの仮説の提示に過ぎないものであり，

これをもって津波地震の発生可能性について日本海溝の南北において差異20 

があるという結論を基礎づけることができるものではない（付加体説が仮説

にとどまり将来の地震想定の基礎に据えることができるレベルに達してい

なかったことは，松澤氏自身が，刑事事件の証言において付加体説は将来の

地震想定には「使えない」と自認しているところである。）。 

  他方で，上記した通り，津波地震が海溝軸付近で発生する巨大な低周波地25 

震であるという地震学上の事実については，広く認識が共有されていたとこ
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ろであり，この低周波地震の起こり方については，北（三陸沖）だけでなく
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

南（福島県沖から茨城沖）でも多いとしており，南でも「大規模な低周波地
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

震」すなわち「津波地震」が発生する可能性があると認めている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

のである。 

  以上より，松澤・内田論文は，津波地震の発生メカニズムが解明の途上で

あることを示すものではあるものの，他方で，津波地震が海溝軸付近で発生5 

する巨大な低周波地震であり，かつ日本海溝の南北を通じて海溝軸付近にお

いて低周波地震の発生が確認されているという点において，津波地震が日本

海溝の南北を通じて発生する可能性を基礎づけるものと言えるのである。 

(d) 石橋論文について 

i) 被告国の主張 10 

  被告国は，１６７７年延宝房総沖地震が海溝寄りではなく，陸寄りである

との石橋論文を「長期評価」についての異論として挙げている。 

ii) 原告らの反論 

  しかし，１６７７年延宝房総沖地震の震源域は陸寄りであるとして津波地

震であることに疑義を示す石橋克彦氏の見解は，海溝型分科会で現に検討さ15 

れ，歴史地震を専門とする都司委員から，同地震の津波によって宮城県岩沼

においても大きな津波被害がもたらされていることからすれば，陸寄りで地

震が発生したとするのは無理があるという見解が示され，これらを踏まえて

十分な調査審議の上で，石橋説は採用されなかったところである。 

  このように，海溝型分科会では石橋説は現に取り上げられ，検討されたう20 

えで根拠をもって退けられ，１６７７年延宝房総沖地震が日本海溝寄りの

「津波地震」であるとの結論に達したものである。この点については，佐竹

証人も，海溝型分科会の結論として，延宝房総沖地震を津波地震とすること

に賛成したと証言している。 

(e) 都司論文について 25 

i) 被告国の主張 



 

91 

 

  被告国は，都司氏が２００３（平成１５）年の論文で，１６１１年の慶長

三陸津波は「地震によって誘発された大規模な海底地滑りである可能性が高

い」と述べたこと等を挙げて，「『長期評価』後の見解には『長期評価』の前

提に異を唱える見解が存在した」，都司氏の見解は「長期評価」における津波

地震の定義に反する，などと主張する。 5 

ii) 原告らの反論 

  しかし，第１に，都司氏は２００２年「長期評価」に先立つ１９９５（平

成７）年の論文で，１６１１年慶長三陸地震について海底地滑りによる可能

性を既に指摘している。２００２年「長期評価」の検討の際には都司氏の見

解が存在することも含めて，集団的な調査審議の結果として取りまとめられ10 

たものであり，都司氏の見解を「長期評価」後
．
の異論とする被告国の主張は

前提を誤っている。 

  第２に，２００２年「長期評価」は，「津波地震」を「断層が通常よりゆっ

くりとずれて，人が感じる揺れが小さくても，発生する津波の規模が大きく

なる地震のことである。この報告書では，Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以15 

上大きい（阿部，１９８８参照）か，津波による顕著な災害が記録されてい

るにも係わらず顕著な震害が記録されていないものについて津波地震とし

て扱うことにした」と定義している。 

  ２００２年「長期評価」は近代的観測以前の歴史地震をも念頭に入れて，

「津波による顕著な災害が記録されているにも係わらず顕著な震害が記録20 

されていないもの」という部分を定義に含ませており，その際，津波地震の

意義について，特定の原因やメカニズム（例えば海底地すべりかどうか）を

前提としていない。 

  したがって，被告国が指摘する都司氏の見解と２００２年「長期評価」に

おける「津波地震」の定義は矛盾しないのであり，この点でも被告国の主張25 

は誤りである。 
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(ｵ) 予見可能な津波によって重大事故に至るおそれがある場合においてもそれ

を基礎づける知見が通説的なものでない限り規制権限の行使が義務づけられ

ることはないとした名古屋判決等の判断が高度な安全性を求める法の趣旨に

反すること 

ａ 通説的見解に基づく場合のみ規制が義務づけられるとする名古屋判決の5 

判示 

  名古屋判決は，投資できる資金や人材等が有限であることを主要な理由と

して， 

① 「通説的見解といえるほど確立した知見」に基づいて「重大事故を引き起

こす津波の予見可能性」が認められる場合にのみ，経済産業大臣に規制権限10 

の行使が義務づけられるにとどまり， 

② 客観的かつ合理的根拠に基づいて「重大事故を引き起こす津波の予見可能

性」が認められる場合であっても，通説的な見解に至らない程度の精度及び

確度にとどまる場合には，経済産業大臣には規制権限の行使が義務づけられ

ることはない， 15 

として，二重の基準（ダブルスタンダード）の考え方に立つことを示した。 

ｂ 名古屋判決の判示が，適時かつ的確な規制権限行使によって原子炉施設に

おいて高度な安全性を確保するという法の趣旨，目的に反すること 

  しかし，同判決の判断は以下の点において誤りというしかない。 

(a) 敷地を超える津波の予見可能性は「重大事故に至る技術基準違反」を意味20 

すること 

  名古屋判決も「敷地高さを超える津波の予見可能性」自体は認められると

するところ，「敷地高さを超える津波」が襲来した場合には，非常用電源設備

等を内包するタービン建屋等は敷地超えの津波に対する防護措置を全く講

じられていなかったものであることから，直ちにＳＢＯ，及びこれに基づく25 

重大事故に至り得ることを示すものである。よって，「敷地高さを超える津
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波の予見可能性」が認められことは，すなわち技術基準省令６２号４条１項

の「想定される津波によって原子炉の安全性が損なわれるおそれがある場合」

を基礎づけるものであり，かつ重大事故の発生可能性
．．．．．．．．．．

を基礎づけるものであ

る。 

(b) 「長期評価」の示す重大事故の発生確率は「今後３０年以内で６％程度」5 

と極めて高いものでありこれを黙過することを法は許容していないこと 

  「長期評価」に基づいて想定される敷地高さを超える津波は，ＳＢＯによ

る重大事故＝「深刻な災害」をもたらすものであり，かつその発生確率は「今

後３０年以内で６％程度」という高い確率である。 

  これを前提とし，「万が一にも深刻な災害が起こらないようにする」（伊方10 

最判）という法の趣旨，目的を踏まえれば，「長期評価」に地震学上の客観的

かつ合理的根拠が認められる以上，被告東電は電気事業法３９条１項により

当然に津波防護措置を講じる義務を負うものであり，かつ，原子力事業者が

適切な防護措置を講じない場合に，経済産業大臣においてこれを黙過するこ

とを法は許容しておらず，同法４０条に基づいて，当然に技術基準適合命令15 

を発すべきことを予定しているといえる。 

(c) 原子力安全規制においては「事前警戒・予防」に立つ規制が求められ被害

発生の切迫性は権限行使の要件にはならないこと 

  原子力安全規制においては，「万が一にも深刻な災害が起こらないように

する」ために，「事前警戒・予防」の観点から最新の科学・技術水準に即応し20 

た規制が求められるのであり，規制権限行使が求められるための条件として，

典型的な警察規制のように「切迫性」が要件とはされることはない。 

(d) 原子炉の重大事故のリスクがある場合において，資金・人材の有限性は防

護措置を先送りする理由にならないこと 

  「投資できる資金や人材が有限であること」は，重大事故に至り得る技術25 

基準へ不適合が認められる場合に，原子力事業者において所要の防護措置を
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先送りにすること，及び経済産業大臣において原子力事業者に対して技術基

準適合命令を背景に防護措置を速やかに講じさせることを先送りすること

を正当化するものではない。 

  被告国も，技術基準適合命令と事業者の負担の関係について，「被告国が，

特定の原子力発電所における津波対策を講じさせるか否かを検討する上で，5 

『多額の費用』を理由として防潮堤の設置を免除することはない。原子力規

制分野においては，決定論的安全評価により想定される自然現象により原子

炉の安全性が損なわれるおそれがあると認められた以上は，災害の発生を防

止するために万全の措置を講ずる必要があり，コストの多寡を判断基準とす

ることは高度な安全性が求められる原子力規制の趣旨を没却するものであ10 

る。」として，「投資できる資金や人材が有限であること」は対策の先送りの

理由にならないという当然の理を述べている。 

  名古屋判決のような考え方は，わが国において再度の原発事故に道を開く

ものといわざるを得ず，安全規制の方の趣旨，目的に反する極めて不当な考

え方である。 15 

(e) 講ずべき防護措置の種類・内容において選択に幅があり得ることは，防護

措置を実施するか否か，及びその実施時期について広範な裁量を基礎づける

ものではないこと 

  経済産業大臣は，技術基準適合命令において，想定すべき原因事象の特定

は求められるが，これに対する防護措置を具体的に特定する必要はなく，せ20 

いぜい有効な防護措置がありうることを示しそれを例示すれば足りる。よっ

て，防護措置の種類・内容において選択の幅に広さがあったとしても，それ

は技術基準適合命令によって防護措置の実施を求めること自体，及びその実

施を求める時期について規制行政庁に広範な裁量を認める理由にはならな

い。 25 

(f) 地震対策が求められていたとしても津波対策を劣後させ先送りすること
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を法は許容していないこと 

  原子炉施設の安全規制は，決定論的安全評価に基づいて行われるべきもの

であり，現に決定論的安全評価に基づいて行われてきた。決定論的安全評価

においては，想定事象については，その発生確率を考慮することなく，当該

事象が（確実に）発生することを前提として，万全の安全対策を講じること5 

が当然に求められる。よって，原子炉施設の安全性について決定論的安全評

価として津波対策が求められる以上，地震動等の他のリスク要因と並行して

同時に防護措置の実施が求められる事態にあったとしても，また，地震動の

対策に財政的資源や人的資源が必要とされるという事情があったとしても，

設計上の想定津波によって重大事故が発生することが予見されるにもかか10 

わらず，地震動対策を優先するという理由で津波対策を先送りすることは許

容されないところである。 

  また，いわゆる「グレーデッドアプローチ」の考え方は，設計基準を超え

てより高度の安全性を追求する際には許容される余地はあり得る。これに対

し，設計基準とされる想定事象によって重大事故に繋がりかねない技術基準15 

からの逸脱がある場合には，「グレーデッドアプローチ」の考え方によって

防護措置を先送りが許容されるものではない。 

  なお，本件において，経済産業大臣の規制権限不行使の違法が問われるの

は２００２年８月保安院対応（であり推計計算を考慮しても遅くとも同年

末），当時は，未だ中越沖地震も発生しておらず，緊急事態として地震動対策20 

が優先されるような事態にはなかった。 

  また，実際の事実経過としても，２００２年８月保安院対応においては，

「『長期評価』に基づく津波対策の必要はない」と判断され，対策の必要性自

体が否認されたことから，実際の津波対策は一切検討もされなかった。 

  実際にあった保安院の対応を証拠で確認すれば，「『長期評価』に基づく津
．

25 

波対策の必要性を認識していたものの
．．．．．．．．．．．．．．．．．

，他方で地震動対策が急務なので津波
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対策は先送りした」などという事実はない。そもそも，この点は，本訴にお

いて原告らと被告国の間で争いのない事実である。 

  この点において，名古屋判決等は，「保安院が津波対策の必要性を認識し

つつ，地震動対策との優先劣後関係を考慮して津波対策を先送りした」かの

ような，実際には全く存在しなかった架空の事実に基づく判断をしているも5 

のである。 

(g) 小括 

  名古屋判決は，保安院が実際に行った規制判断過程に沿わない，架空の判

断過程を前提してこれを合理化するという誤りを犯していること，及び予見

可能な津波によって重大事故に至るおそれがある場合においてもそれを基10 

礎づける知見が通説的なものでない限り規制権限の行使が義務づけられる

ことはないとしている点において，高度な安全性を求める法の趣旨に反する

判断をしている誤りを犯しており，失当というしかない。 

オ 結果回避可能性について 

(ｱ) 結果回避措置の具体例 15 

    原子力発電所における重大事故は，広域かつ長期にわたり深刻な被害をもた

らすから，重大事故の発生は万が一にも起こしてはならない。特に，津波によ

るＤＧ及び配電盤等の重要機器の浸水は，安全確保のために必要なこれらの機

器の機能を一斉に喪失させる危険性があり，全電源喪失により炉心溶融を伴う

重大な事故に発展する危険性が高いのであるから，このような事態は絶対に回20 

避されなければならない。具体的な結果回避措置としては，改正後炉規法４３

条の３の６第１項４号に基づき原子力規制委員会が制定した設置許可基準規

則，同法４３条の３の１４第１項に基づき原子力規制委員会が制定した技術基

準規則にあるとおりであるが，さらに具体的に講じるべき措置は以下のとおり

である。 25 

ａ 敷地への浸水防止の措置（設置許可基準規則５条，同規則の解釈別記３の一参照） 
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  津波による本件原発敷地内への浸水からＳＢＯを回避するための具体的

対策として，まず津波が同敷地に遡上することを未然に防止すべく，防潮堤，

盛土構造物，防潮壁などを設置すべき津波防護施設を設置する。すなわち，

Ｔ／Ｂ東側（１～４号機の東側に長さ６００ｍ，５・６号機の東側に長さ３００ｍ）

のＯ．Ｐ＋１０ｍ盤上に高さ１０ｍ以上の防波堤等を築く。 5 

ｂ 浸水範囲の特定と同部分への浸水防止措置（設置許可基準規則５条，同規則の

解釈別記３のニ参照） 

  仮に，本件原発敷地への津波の遡上があったとしても，敷地内に浸水する

範囲を特定し，その範囲の境界において浸水の可能性がある経路及び浸水口

（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対する防水化などの浸水対策を施10 

す。 

ｃ 重要機器の被水防止措置（設置許可基準規則５条，同規則の解釈別記３の三参照） 

  設置許可基準規則におけるＳクラスに該当すべき非常用電源設備等の重

要機器が被水しないようにするため，これらの重要機器がある建屋及びその

区画について，浸水防護重点化範囲として明確化し，津波による溢水を考慮15 

した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定し，上記重点化範囲への浸水の可能

性がある経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それに対する，水

密化，防水化などの浸水対策を施す。 

ｄ その他の措置 

  万が一，建屋内などに津波が侵入したとしても，非常用電源設備等の安全20 

確保のための重要機器が浸水によって機能を喪失しないよう，Ｏ．Ｐ．＋３

５ｍに電気室を新設し，配電盤，非常用ＤＧを移設する義務やこれらの重要

機器を防水壁で囲い，床面をシールし，かつ，ポンプのＭＣＣを新設した電

気室に設ける。 

  また，高台に格納庫を新設し，可搬式電源車及び可搬式ポンプ車を設置す25 

る義務や，Ｏ．Ｐ．＋３５ｍに非常用淡水注入システムを新設する。 
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  このうち津波に対する代表的な防護措置としては，「防潮堤の設置」，「重

要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」である。 

  ただ，「防潮堤の設置」の完成には長期間を要するため，その完成に先立ち

最低限の措置として，早期に施工可能な「重要機器室の水密化」及び「ター

ビン建屋等の水密化」が求められていた。また，「防潮堤の設置」の完成前に，5 

「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」は技術的に可能で

あった。これらの措置を講ずることによって，敷地へ遡上する津波に対して

も非常用電源設備等の被水を回避することは可能であり，「防潮堤の設置」

に先行して，「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」を講じ

ることには防護措置としての合理性が認められる点については，以下でまと10 

める。 

(ｲ) 津波に対する代表的な防護措置である「防潮堤の設置」と「重要機器室の水

密化」及び「タービン建屋等の水密化」とは，防護の対象と目的，時間的・費

用的負担，及び技術的困難性において相違があること 

ａ 原告らの主張 15 

    「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」は，配電盤等の

重要機器を防護して重大事故を回避することに集中した防護措置であり，時

間的にも早期に施工が可能であり，かつ工事費用も比較的に少額で済むとい

う長所がある。 

ｂ 「防潮堤の設置」と「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密20 

化」は代表的な津波防護措置であること 

  原子炉施設を設置した後に，当初の想定を超える津波の襲来が想定される

に至り，主要建屋敷地高さを超える津波も想定されるに至った場合，原子炉

の稼働を続けるには事後的な防護措置を講じることが必要になる。津波工学

者である今村文彦氏は，このような事後的な防護措置の代表例として「防潮25 

堤の設置」と「建屋の水密化」の二つを挙げている。 
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ｃ 「防潮堤の設置」による防護の対象及び施工上の負担 

(a) 「防潮堤の設置」の目的は産業施設としての原子力発電所の機能全体を防

護すること 

  防潮堤の設置による防護の対象及び目的は，海岸線近くの陸上に防潮堤を

設置することによって，津波が遡上して敷地が浸水すること自体を防ぐこと5 

にある。すなわち，防潮堤は，非常用電源設備等の安全上重要な機器を防護

して重大事故を回避するだけでなく，産業施設としての原子力発電所の機能

全体を防護することを目的としている。 

(b) 「防潮堤の設置」には相当程度の期間と多額の費用を要すること 

  防潮堤の設置に要する時間的負担は工学的な観点からみると，相当の年月10 

がかかる。また，防潮堤の設置には多額の費用を要することになる。 

(c) 「防潮堤の設置」には技術的な課題もあること 

   事後的に防潮堤を設置する場合，既存の原子力発電所施設との関係から，

技術的にも解決すべき課題が多い。 

ｄ 「重要機器の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」による防護の対象15 

及び施工上の負担 

(a) 「重要機器の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」が非常用電源設備

等の防護による重大事故の回避を目的とすること 

    「重要機器の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」による防護措置は，

津波が敷地に浸水することを想定した対策であり，非常用電源設備等の安全20 

上重要な設備を防護し重大事故の発生だけは回避することを目的とするも

のであること。 

(b) 「重要機器の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」に要する費用的負

担は低額で済むこと 

  「重要機器の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」は防護の対象が限25 

定されていることから，その施工に要する費用は低額で済む。日本原電が行
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った水密化措置に要した費用も，防潮堤の施工に比して低額であった。 

(c) 水密化が技術的に可能であったと工学者が意見を述べていること 

  原子力工学者・岡本孝司氏，津波工学者・首藤伸夫氏，津波工学者今村文

彦証人は，水密化による防護措置が容易に可能である旨述べている。 

  また，水密化に求められるレベルは，潜水艦等に求められるような厳密な5 

ものは求められていない。 

(ｳ) 想定津波を前提とした「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密

化」によって，本件津波に対しても非常用電源設備等の被水を回避することが

可能であったこと 

ａ 福島第一原発のタービン建屋等の内部の配電盤等の被水が本件事故の原10 

因であること 

  本件事故では，共用プール建屋内に設置されていた空冷式非常用ディーゼ

ル発電機は機能を維持していたが，建屋内の配電盤及びそこから電源の供給

を受けるタービン建屋内の配電盤が被水し機能喪失したことから，ＳＢＯを

回避できなかった。したがって，タービン建屋及び共用プール建屋内の配電15 

盤の機能喪失が回避できれば，本件事故は回避できた。 

ｂ 配電盤が設置された部屋の水密加措置を講じていれば，配電盤等の被水を

防止することは可能であったこと 

  第１に，建屋の駆体部分（外壁）は本件津波に耐えたこと， 

  第２に，建屋の外部と内部の浸水深の違いを見ると，主要な浸水経路とな20 

った「大物搬入口」，「入退域ゲート」は，津波対策が全く講じられていなか

ったにも関わらず相当程度の防護機能を果たしていたこと，したがって仮に

水密化による防護措置が講じられていれば，十分な防護機能が期待でき１階

への浸水を防ぐことができたと考えられること， 

  第３に，地下階への直接の浸水経路となったと想定される「給気ルーバ」25 

については，「津波による損傷は見られない」とされており，水密化措置を講
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じていれば，全体として建屋内部への浸水を防ぐことが十分に期待できたこ

とである。 

  第４に，仮に一部において建屋内部への浸水が生じたとしても，建屋内部

の間仕切り壁がかなりの防護機能を果たしたことからすれば，配電盤等が設

置された部屋について水密扉の設置等の水密化措置を講じていれば，配電盤5 

等の被水を防止することは十分に可能だったといえる。 

(ｴ) 想定津波と本件津波は浸水深，波圧及び流況（津波の流れの方向と強さ）に

おいて建屋内部への浸水，更には重要機器室への浸水に影響を与えるほどの

差異はないこと 

ａ 被告国の主張 10 

  被告国は，予見可能性の基礎とされた２００８年推計に基づく想定津波と

本件津波は，そのマグニチュード，断層領域，すべり量，津波の方向（南東・

東），浸水深，継続時間，水量において，いずれも全く規模が異なるとし，こ

れを理由として，想定津波に基づく結果回避措置を講じていたとしても本件

津波による結果を回避することはできなかったと主張する。 15 

ｂ 原告らの主張 

  想定津波によっても，（場所によって違いはあるものの）最大で５ｍを超

える浸水深が予測されていたこと，本件津波の東側からの海水の遡上による

影響が限定的なものであったことからすれば，浸水深及びそれによって推定

される津波の動水圧について，想定津波と本件津波の間に結果回避可能性を20 

否定するほどの大きな差異があるとはいえない。 

ｃ 想定津波と本件津波との間に大きな差異はないこと 

(a) 想定津波と本件津波は浸水深，波圧において大きな差異はないこと 

  想定津波による浸水深は敷地南側で約５．７ｍ，共用プール建屋付近で約

５ｍ，（堰きとめ効果による増幅前の推計として）４号機付近で約２.６ｍに25 

達しており，本件津波の浸水深５ｍ程度と大きく異なるものではない。 
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(b) 想定津波による波圧は今村証人が推定する本件津波の波圧を上回ること 

i) 被告国の主張 

  被告国は，想定津波による１号機東側前面の浸水深は，約１ｍであったこ

とから，本件事故前に一般に広く用いられていた朝倉らの式による波圧推計

によれば，１号機東側前面における波圧は，３０ｋＮ／m2にとどまると推定5 

されるから，この推定波圧に従って大物搬入口の水密化措置を講じていたと

しても，本件津波に対して防護機能を果たすことはできなかったと主張して

いる。 

ii) 原告の反論 

  想定津波の浸水深を前提として，朝倉らの式を用いて計算すると，本件事10 

故の大きな原因となった１号機タービン建屋東側前面における動水圧を大

きく上回るものであった。 

(c) 想定津波も本件津波も，敷地南側からの津波の流れの影響が大きく，浸水

深が大きくなったことについて卓越した寄与をしていたこと 

i) 被告国の主張 15 

  被告国は，想定津波が敷地南側からのみ遡上したのに対して，本件津波は

敷地南側だけではなく東側からも遡上した点が異なるとして，海水の流れの

向きと強さの差異を強調している。 

ii) 原告らの反論 

  本件津波を被告東電が解析した結果によれば，想定津波も本件津波も，敷20 

地南側からの津波の流れの影響が大きい点は共通しており，東から遡上する

流れの影響を最も受けた１号機周辺においても，その影響は限定的である。

想定津波が南側からのみ遡上するのに対して，本件津波は東側の湾内からも

遡上したことをもって，想定津波に基づく水密化対策の防護機能が失われる

かのように主張する被告国の主張は失当である。 25 

(d) 地震の規模等の差異は結果回避可能性を否定するものではないこと 
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i) 被告国の主張 

  被告国は，想定津波と本件津波では，原因となる地震のマグニチュード，

断層領域，すべり量，及び津波による浸水の継続時間，水量において，いず

れも全く規模が異なることから，想定津波を前提とした対策では本件津波に

対して事故を回避することはできなかったと主張する。これに加えて，想定5 

津波と本件津波では，津波によってもたらされる「水量」及び「浸水時間」

が異なることを挙げる。 

ii) 原告らの反論 

  そもそも，本件事故に関して，地震動による損傷が原因となったことを示

す確実な証拠はない。本件で検討されるべきは，２００８年推計によって想10 

定される津波と，本件津波の異同であり地震のメカニズムと規模の差異は本

件とは関連性がない。 

  また，仮に「水量」に差異があるとしてもそれによってタービン建屋等へ

浸水深，波圧が影響を受けない限り，単に水量が多いということで想定津波

による対策の有効性が否定されるものではない。同様に，「浸水時間」が分単15 

位で長くなったからといって，水密化による防護機能が劣化するようなもの

でもなく，想定津波による浸水時間が，本件津波の浸水時間を下回るとして

も，想定津波による対策の有効性が否定されるものではない。 

(ｵ) 水密化による防護措置を設計する場合には工学的に「安全上の余裕」が求め

られ，とりわけ原子力安全規制に際しては「事前警戒（予防・precaution）」20 

を基本として「安全上の余裕」が十分に考慮されるべきこと 

ａ 工学的には安全施設の設計において「安全上の余裕」を確保することが当

然に求められること 

  原子炉施設に限らず，工学的施設では安全確保のための規格や基準ぎりぎ

りに設計して製作することはまずなく，規格や基準自身にもかなり安全裕度25 

をとり，実際の施設にするときにも更に余裕をとることが一般的である。証
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人今村も，一般論として，一般工学と比べると原子力の場合は裕度について

は十分に取っておかなければならない旨認めている。 

ｂ 特に原子力施設については十分な安全余裕が求められること 

  原子炉の安全規制においては，原子炉等規制法や電気事業法などにより，

高度の安全性が求められており，「事前警戒（予防・precaution）」を基本的5 

な考え方とし，安全性に対し「合理的な疑い」があると認められる場合には

必要な安全性確保の措置が求められる。なお，このような観点から，地震動

に対する安全裕度については，実際に，「顕在的裕度として最低でも約３倍

の余裕がある」とされており，津波対策をこれと別異に取り扱う理由はない。 

ｃ 原子炉施設の津波安全対策において「安全上の余裕」を確保すべきことは10 

首藤氏，今村氏ら津波工学者が当然のこととしている 

  「津波評価技術」を策定した津波評価部会の主査であった首藤伸夫氏，今

村証人も同様に安全裕度を確保すべきことを当然のこととしている。 

ｄ 想定津波を前提として「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水

密化」に際して少なくとも５ｍの浸水深に耐えられる水密化措置が求められ15 

ること 

  想定津波の諸条件を前提に，安全上の余裕を考慮すると，今村証人は，最

低でも５ｍの浸水深に耐えられるだけの「重要機器室の水密化」及び「ター

ビン建屋の水密化」が講じられなければならなかったといえる証言している。 

ｅ 地震規模の過小評価のおそれあったことも考慮されるべきであったこと 20 

  被告東電は，想定津波を推計した２００８年推計において，Ｍｗ８．３と

して推計を行っている。しかし，中央防災会議は同地震の規模をＭｗ８．６

と設定しており，他の専門家もこれと同様の設定を採用している。これらの

見解を誠実に受け止めて，被告東電がＭｗ８．６を採用して推計していれば

浸水深がさらに大きくなる試算結果が得られた可能性が高い。 25 

  よって，地震規模の過小評価の可能性も考慮に入れて，安全上の余裕を十
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分に確保しておくべきだった。 

ｆ 想定津波に対して「安全上の余裕」を確保した津波対策により本件事故を

回避できたこと 

  以上主張してきた通り，最大でＯ.Ｐ.＋１５ｍ程度の津波高さとなる想定

津波を前提とし，かつ「安全上の余裕」を確保した上で，「重要機器室の水密5 

化」及び「タービン建屋等の水密化」を講じていれば，本件津波に対しても

非常用電源設備等の被水を回避することが可能であったといえる。 

(ｶ) ２００２（平成１４）年末以降，適時に規制権限が行使されていれば，１年

程度の間に「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」の完成が

見込まれること 10 

ａ ２００２（平成１４）年末を起点とすべきこと 

  敷地高さを超える津波の予見可能性は，２００２（平成１４）年末には認

められる。よって，「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」

の対策に動き出す起点は２００２（平成１４）年末とすべきである。 

ｂ 及び水密化の工事期間は１年程度を見れば十分であること 15 

  証人今村は，「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」の長

所として，「防潮堤の設置」に比べて施工に要する期間が短くて済むという

点を挙げている。また，東芝の技術者として福島第一原発の設計に関与した

渡辺敦雄氏は２年程度の期間を所要期間として見積もっている。 

  さらに，日本原電が東海第二原発において，「長期評価」に基づく水密化措20 

置をわずか１０カ月間で，敦賀原子力発電所１号機は９カ月間，同２号機は

６か月間で完了させている。 

ｃ 名古屋判決の誤り 

  ２００２（平成１４）年末以降，適時に規制権限が行使されていれば，１

年程度の間に「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」の完25 

成が見込まれる。名古屋地裁判決（２０１９〔令和元〕年８月２日）は，敷
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地高さを超える津波が予見可能になった時期を２００６（平成１８）年とし

て上で，施工期間について本件事故までに完成していなかった可能性が高い

としているが，誤りというしかない。 

(ｷ) 敷地を超える津波に対する防護措置として，「防潮堤の設置」に先立ち，ま

たその設置とともに防護の多重化のために建屋の水密化が求められること 5 

ａ 被告国の主張 

   被告国は，本件事故前の科学的・工学的知見に照らした場合，敷地高さを

超える津波が予見された場合に導かれる対策は，防潮堤・防波堤等の設置に

よってドライサイトを維持するというもので，それ以外の建屋の水密化措置

が導かれることはあり得ないと主張する。 10 

ｂ 原告らの主張 

  原告らは，敷地を超える津波に対する代表的な防護措置としては「防潮堤

の設置」と「建屋等の水密化」があるところ，「防潮堤の設置」には長期間を

要することから，まずは「防潮堤の設置」に先立ち「建屋等の水密化」（「重

要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」）の措置が講じられるべ15 

きであり，それにとどまらず，原子炉施設においては万が一にも深刻な災害

が起こらないようにする必要があることから，その後に完成する「防潮堤の

設置」によって，更に多重の防護が確保されるべきであると主張する。 

  なお，原告らは，一般論として，敷地高さを超える津波に対して，「防潮堤

の設置」が防護措置として想定されること自体については争うものではない。 20 

ｃ 防潮堤の完成に至るまでの期間における「重要機器室の水密化」及び「タ

ービン建屋等の水密化」の必要性 

  「防潮堤の設置」には，「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水

密化」と比してその施工に長期間を要する。したがって，「防潮堤の設置」に

先立って「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」の措置が25 

講じられるべきである。なお，仮に，所要の工事期間に差がなければ，当然
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ながら，これらの防護措置は同時に完成させるべきものであり，両者が相ま

って万全の防護機能を確保すべきものである。 

 この点について，今村証人も，敷地を超える津波が想定される以上，防潮堤

の完成までの期間において短期間で施工が可能な建屋の水密化措置が検討

対象となることを認めているところである。 5 

ｄ 多重防護のために「防潮堤の設置」とともに「重要機器室の水密化」及び

「タービン建屋等の水密化」が求められること 

(a) 防潮堤の防護措置としての有効性と課題 

  防潮堤は，主要建屋敷地への津波の遡上自体を防止することを目的として

おり，その目的が十分に達成される場合は，「ドライサイト」の維持に近い効10 

果が期待できるため，津波に対する代表的な防護措置として検討されるべき

である。しかし，津波の過重に耐えられるだけの構造安全性を備えた防潮堤

を設置するのは容易ではなく，津波の動水圧については適切な評価式が確立

していない。 

(b) 多重防護のために防潮堤の設置とともに建屋の水密化が求められている 15 

  原子力発電所が，万が一にも事故を起こしてはならないという観点から，

多重防護のために「防潮堤の設置」とともに水密化が求められていることは，

今村証人も認めている。 

ｅ 水密化措置が本件事故の前後を通じて，現に検討され，実施され，指示さ

れていること 20 

(a) ２００６（平成１８）年には保安院が建屋の水密化による津波に対する防

護措置を挙げていたこと 

  ２００６（平成１８）年５月１１日に開催された第３回溢水勉強会におい

て，建屋敷地高さを１ｍこえる浸水によって，大物搬入口からタービン建屋

内で浸水が生じ非常用電源設備等が機能喪失することが示されていた。同会25 

議の議事次第の記録には，主要建屋の大物搬入口に水密扉を設置する対策が
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掲げられている。 

  同年８月から９月にかけて開催された安全情報検討会においてもスマト

ラ沖地震に基づく津波によるインド・マドラス原発の外部溢水事故について

検討がなされ，津波等の外部溢水対策として「防波堤の設置及び必要に応じ

て建屋出入口に防護壁の設置」が挙げられている。 5 

 保安院の安全審査官は，２００９（平成２１）年９月の時点において，被告

東電の担当者と貞観津波に対する対策方法を検討した際に，水密化による防

護について議論をしている。 

  このように，敷地高さを超える津波が想定された場合，規制庁及び原子力

発電所の安全対策にかかわる技術者らが，ごく自然な発想として，「防潮堤10 

の設置」と並んで「建屋の水密化」を検討している。 

(b) 被告東電の津波対応部署においても２００８（平成２０）年から２０１１

（平成２３）年にかけて「長期評価」の津波地震の想定を前提として「防潮

堤の設置」とともに「建屋等の浸水防止」が検討されていたこと 

i) ２００８（平成２０）年３月時点で想定津波に対する防護措置として「建15 

屋の水密化等が考えられる」とされていること 

  被告東電の内部においても２００２年「長期評価」は耐震バックチェック

に取り入れざるを得ないという方針が土木調査グループのトップ（酒井俊朗

ＧＭ）まで確認されており，これを踏まえて津波防災対策の担当部署におい

ては「防潮堤の設置」に合わせて建屋等の水密化措置が検討されていた。 20 

ii) ２０１０（平成２２）年以降，津波対策ワーキングでは，防潮堤の限界も

指摘され「建屋の水密化」による防護措置の必要性が確認されていること 

  ２０１０年（平成２２）年８月２７日に開催された，被告東電・福島地点

津波ワーキング（グループ）第１回会議，２０１１（平成２３）年２月に開

催された福島地点津波対策ワーキング（グループ）第４回会議では，「長期評25 

価」の津波地震の想定を前提として，被告東電の内部においても，「防潮堤の
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設置」だけでは非常用電源設備等の被水を防げないとして，「重要機器室の

水密化」及び「タービン建屋等の水密化」が現に不可避なものとして検討さ

れていた。 

ｃ 東海第二原発においては２００９（平成２１）年には「長期評価」を前提

として「盛土による敷地への浸水防止措置」に合わせて「建屋の水密化」対5 

策が現に実施され完成していたこと 

(a) 東海第二原発において「長期評価」を前提として盛土による浸水防止措置

に合わせて「建屋の水密化」が施工されていたこと 

 日本原電が，茨城県東海村に設置している東海第二原発においては，本件事

故以前に，現に，２００２年「長期評価」に基づく津波評価を採り入れ，主10 

要建屋敷地高さを超える津波に対して，敷地への浸水の防止・低減を目的と

する盛土工事とともに，多重の防護措置として建屋の水密化の防護措置を講

じていた。 

(b) 東海第二原発の「建屋の水密化」には浸水防護機能は認められないとの被

告国の主張が事実に反すること 15 

  被告国は，「長期評価」による想定津波を前提として，現に，東海第二原発

において「防潮盛土」と並んで「建屋の水密化」が施工された事実は認める

ものの，「建屋の水密化」の津波防護機能について，「敷地にそのまま津波が

浸入した場合には，およそ建屋内への浸水を防ぐことができない措置」に過

ぎないものであったと主張する。 20 

  しかし，「建屋の水密化」による浸水防護機能は漏水試験で確認されてい

る。また，「建屋の水密化」は技術的，規制対応上も容易であったとされてお

り，被告国の主張は誤りである。 

ｄ 事故直後に保安院により建屋の水密化等の措置が求められ実施されたこ

と 25 

  保安院は，本件事故直後の２０１１（平成２３）年３月３０日に「福島第
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一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対策の実施につ

いて」と題する指示を出した。この指示においては本件事故以前の知見に基

づいて考えられる代表的な防護措置を例示していると考えられるが，想定さ

れる津波に対する中長期的な抜本的な対策として，「防潮堤の設置」と並ん

で，「水密扉の設置」（建屋の水密化）を代表的な防護措置の例として具体的5 

に例示している。保安院は，２０１１（平成２３）年６月７日付けで，実用

発電用原子炉を設置する１１の事業者宛に「平成２３年福島第一原発事故を

踏まえた他の原子力発電所におけるシビアアクシデントへの対応に関する

措置の実施について（指示）」と題する文書を発した。この指示文書には，九

州電力株式会社が実施した安全対策を紹介した文書が添付されているが，10 

「重要機器があるエリアへの浸水防止対策」として，「重要な機器があるエ

リアの扉等に浸水防止対策を実施」したことや「予備変圧器を高台に新設予

定」などの対策が記載されている。原子力事業者は，保安院の指示に基づい

て，現に建屋の水密化などの具体的な対策を選択し実行した。 

ｅ 新規制基準は「防潮堤の設置」（外郭防護１）とともに「内郭防護」（重要15 

機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」）等も求めていること 

(a) 被告国の主張 

   被告国は，敷地高さを超える津波に対しては「防潮堤の設置」によるドラ

イサイトの維持のみが求められるのであり，多重防護等の観点から「建屋等

の全部の水密化」が求められることはないとする。 20 

  また，関連して，新規制基準も「防潮堤の設置」を前提としない「水密化」

（内郭防護）を求めているものではない，とする。 

(b) 原告らの反論 

  新規制基準は，「敷地への浸水防止（外郭防護１）」（すなわち「防潮堤の設

置」等），「漏水による重要な全機能への影響防止（外郭防護２）」と並んで，25 

「重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」として，「重要機器室の
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水密化」及び「タービン建屋等の水密化」による防護措置を多重防護の観点

から求めている。 

ｆ ＩＡＥＡの安全基準，その他の諸外国の安全規制において「防潮堤の設置」

等々並んで安全上重要な機器について「水密化」等による防護が求められて

いること 5 

  「防潮堤の設置」に並んで「水密化」等による防護が求められるとの考え

方は，本件事故によって初めて得られた知見ではなく，ＩＡＥＡ，ＮＲＣ，

ＫＴＡの規制に取り入れられていた。 

(ｸ) 原告らは技術基準適合命令において前提とすべき原因事象（想定津波及び浸

水経路及び防護の対象等），及びこれに対応する結果回避措置（「重要機器室10 

の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」）について十分に特定し主張・立

証を尽くしていること 

ａ 国賠訴訟における結果回避措置の特定と結果回避可能性の証明負担につ

いて 

  規制権限不行使の違法が国賠訴訟で争われる場合，結果回避可能であった15 

かどうかは，具体的で確実な立証は不可能であって，それを一方当事者であ

る原告住民らに課すことは妥当でない。前述のように，重要な原発規制を担

う経済産業大臣は法令を誠実に執行する義務を負い，かつ，それに伴って適

切な規制実施に対しアカウンタビリティを負うこと，しかも，証拠の偏在が

ある中では，結果回避に不合理でないと一応認められる手段が原告側から提20 

示されている場合には，それでは回避不能であることの主張・立証を被告側

が十分に行うことができなければ結果回避可能性があったと推定されると

するのが公正な証明負担のあり方である。 

ｂ 技術基準適合命令において前提として想定すべき原因事象及びこれに対

応する結果回避措置の特定について 25 

(a) 「長期評価」に基づいて福島第一原発において想定すべき津波について 
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  被告東電が行った２００８年推計による津波は遅くとも２００２（平成１

４）年末には実施が可能であった。２００８年推計による津波は，福島第一

原発の敷地南側でＯ.Ｐ.＋１５．７ｍ，４号機原子炉建屋付近でＯ.Ｐ.＋１

２.６ｍ，共用プール付近で約Ｏ.Ｐ.＋１５ｍの津波高さとなることが推計

されるものであり，こうした高さの津波が襲来することを前提とすべきであ5 

る。 

(b) 「タービン建屋の水密化」，「重要機器室の水密化」の防護措置について 

i)  防護の対象となる非常用電源設備等について 

  被水による機能喪失を回避すべく防護の対象となるのは，技術基準省令６

２号８号ホの「非常用電源設備及びその附属設備」（非常用電源設備等）であ10 

る。 

ii) 「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」において防護の

対象とすべき箇所について 

  「タービン建屋等の水密化」において防護の対象とすべき箇所については，

非常用電源設備等が設置されている「タービン建屋等」の全てである。 15 

  「重要機器室の水密化」において防護の対象とすべき箇所は，「タービン建

屋等」の内部において，非常用電源設備等が設置されている部屋などの全て

である（なお，非常用電源設備等が区切られた室内に設置されていない場合

には，区切りを設けて部屋自体を作ること自体も求められる。）。 

  なお，被告国は，原告らが「タービン建屋の水密化」のみ主張し，「重要機20 

器室の水密化」を不要であると主張しているかのように整理しているが誤り

であり，「建屋等の水密化」は，「タービン建屋の水密化」，「重要機器室の水

密化」双方を含む概念である。そして，重要機器の被水の回避という目的と

の関係では，「重要機器室の水密化」が直接的な防護措置であり，「タービン

建屋等の水密化」は間接的な防護措置となる。 25 

iii)水密化を想定すべき浸水経路について 
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  水密化を想定すべき浸水経路については，「タービン建屋等の水密化」に

ついては，同建屋内への浸水が起こり得る全ての箇所である。「重要機器設

室の水密化」においては，まず何よりも「重要機器設室」への出入口の扉自

体を水密扉として水密化がなされるべきものである。これとともに，「重要

機器設室」の壁面に設けられている配管等の貫通部についても水密化措置が5 

講じられるべきものである。 

(c) 「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」の設計に際して

は十分な「安全上の余裕」を確保すべきこと 

  具体的な設計を行う際には，工学的に当然に求められる「安全上の余裕」

を確保すべきものである。特に，原子炉施設においては万が一にも重大事故10 

を起こさないという高度な安全性が求められていること，技術基準省令６２

号４条１項が「想定される津波により原子炉の安全性が損なわれるおそれが

ないこと」を求めていることから，とりわけ十分な「安全上の余裕」が確保

される必要がある。 

  耐震設計裕度について最低でも３倍が求められていることが参考にされ15 

なければならない。 

(d) その他の考慮事項について 

i) 漂流物の想定について 

  建屋の水密化に際しては，漂流物の存在も前提として，建屋の駆体部分だ

けではなく，開口部において水密化措置を講じる部分についても，漂流物を20 

想定した強度を確保した上で，防護措置を講じる必要がある。 

ii) 地上構造物による影響の考慮について 

  ２００８年推計は，地上構造物の存在を考慮することなく，福島第一原発

の主要建屋敷地が更地であるという前提で行われた津波シミュレーション

である。タービン建屋等の地上構造物の存在を前提とした津波シミュレーシ25 

ョンは，技術的に可能であることからすれば，地上構造物の存在による津波
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の挙動がどのような影響を受けるかについては，当然に考慮に入れられる必

要がある。 

iii)防潮堤による防護機能は前提とすべきではないこと 

  結果回避措置としての「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水

密化」は，防潮堤の完成に至るまでの相当の期間においては，当然のことな5 

がら，防潮堤による防護機能を前提としない状態で，原子炉施設の安全の確

保が可能となるものである必要がある。 

  また，防潮堤の完成後においても，防潮堤の防護機能も完全なものとはい

えないことから，防護の多重化の考え方に立ち，防潮堤による防護機能が破

られることを想定してもなお，原子炉施設の安全性を確保するものであるこ10 

とが求められる。 

iv) 想定される工期と費用について 

  １～４号機の全てについて「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等

の水密化」の施工を完了するのに，渡辺意見書では最大３年を見込めば十分

としている。また，「重要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」15 

については，原子炉１基当たり１億円程度の工事費で施工が可能である。 

(e) 「重要機器の水密化」及び「タービン建屋の水密化」の具体例 

  従来から製品化されていたものであり，水密性のある防水扉等の設置であ

る。 

ｃ 経済産業大臣は技術基準適合命令において具体的な防護措置を特定する20 

必要はなく，原告らは，想定される防護措置が技術的に実行可能であり，か

つその防護措置によって結果回避が可能と判断されることを相当程度特定

して主張・立証すれば足り，原告らはこの主張・立証を尽くしていること 

(a) 被告国の主張 

  被告国は，結果回避措置としての「重要機器室の水密化」及び「タービン25 

建屋等の水密化」に関して，「加わる津波の波圧や浸水継続時間，津波高さの
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時間的変化，浸水量の時間的変化等」及びこれらを前提として「具体的にど

のような措置（設置場所のほか，規格や素材などの主要諸元）」を明らかする

ように求めている。 

(b) 原告らは技術的事項についての詳細を特定する必要はないこと 

  技術基準省令６２号４条１項が「性能規定」といえること，事前警戒・予5 

防規制では求められる措置についても暫定性があるなどの特徴があること

などを踏まえ，Ｏ.Ｐ.＋１０ｍを超える津波対策の不備とそれを是正するた

めの防護措置を講ずるように命ずれば十分で（必要に応じた使用の一時停止

命令も含む），それを受けて，原発設置者が技術基準に適合するような性能

を有するように修理・改造等の内容・対策について具体化した工事計画認可10 

申請等をすることになる。それゆえ，技術基準適合命令において津波対策・

措置の特定化は可能な範囲内で行えばよく，仮に必要であるとしても，想定

される津波による事故発生と放射性物質の放出・拡散とそれによる被害発生

を防止ないし低減するために一応有効と考えられる前述の水密化等の措置

を例示すれば，十分である。 15 

(ｹ) 「防潮堤の設置」の完成前の「タービン建屋等の水密化」については，波圧

の推計及び漂流物の衝突力の評価に際して「安全上の余裕」を考慮することで

対処が可能であること，また，「重要機器室の水密化」については波圧・漂流

物の影響は減殺されており「重要機器室の水密化」によって非常用電源設備等

の被水を回避することは十分に可能であり，これらの防護措置に合理性はあ20 

ること 

ａ 被告国の主張 

  被告国は，「防潮堤の設置」をそもそも前提としない「建屋等の全部の水密

化」は，ⅰ）防護措置としての確実性がないこと，ⅱ）技術的にも未確立で

あったこと，及びⅲ）新規制基準においても「防潮堤の設置」をそもそも前25 

提としない「建屋等の全部の水密化」で足りるとはしていないことから，合
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理的な防護措置ではないとする。 

ｂ 原告らの反論 

  原告らの主張を整理してきたとおり，「防潮堤の設置」の完成には長期間

を要するため，その完成に先立ち最低限の措置として，早期に施工可能な「重

要機器室の水密化」及び「タービン建屋等の水密化」が求められていた。ま5 

た，「防潮堤の設置」の完成前に，「重要機器室の水密化」及び「タービン建

屋等の水密化」は技術的に可能であった。これらの措置を講ずることによっ

て，敷地へ遡上する津波に対しても非常用電源設備等の被水を回避すること

は可能であり，「防潮堤の設置」に先行して，「重要機器室の水密化」及び「タ

ービン建屋等の水密化」を講じることには防護措置としての合理性が認めら10 

れる。 

カ その他の規制権限不行使の違法に当たる事情 

(ｱ)「独立性」欠如是正義務違反 

ａ 「独立性」欠如是正義務の内容 

(a) 省令６２号３３条４項（保安電源設備）の規定と趣旨 15 

省令６２号３３条４項は，２００６（平成１８）年１月１日施行の改正省令

６２号により追加されたものであり，「非常用電源設備及びその附属設備は，

多重性又は多様性，及び独立性を有し，その系統等を構成する機械器具の単一

故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又は一次冷却材喪

失等の事故時において工学的安全施設等の設備がその機能を確保するために20 

十分な容量を有するものでなければならない。」と定める。ここに「多重性」と

は，「同一の機能を有する同一の性質の系統又は機器が二つ以上あること」，「多

様性」とは，「同一の機能を有する異なる性質の系統又は機器が二つ以上ある

こと」をいう。さらに，「独立性」とは，「二つ以上の系統又は機器が設計上考

慮する環境条件及び運転状況において，共通要因又は従属要因によって，同時25 

にその機能が喪失しないこと」をいう。（以下まとめて「独立性」ともいう。） 



 

117 

 

この「独立性」は，外部電源が失われた場合の炉心の冷却のための最後の命

綱ともいうべき非常用電源設備及びその附属設備に関し，１９９０（平成２）

年改訂安全設計審査指針において，万が一の原子炉による災害を防止するため

に，「重要度の特に高い安全機能を有する系統」（総則規定としての「指針９」）

である「非常用所内電源系」（各則規定としての「指針４８.３項」）については，5 

「多重性又は多様性及び独立性」を備えるべきことが明確に規定されていたこ

とを，既設原子炉の規制要件として明文化したものである。 

(b) 「独立性」は「溢水」による被水から非常用電源設備及びその附属設備を

防護することも含むこと 

  原子力発電所において非常用電源設備及びその附属設備の「独立性」の規10 

制要件化をする趣旨のなかに，当然，１９９１（平成３）年に福島第一原子

力発電所１号機で発生した内部溢水事故（以下「平成３年溢水事故」という。）

に対する対策を考慮して設計基準事象とすべきものがあったことは当然で

ある。平成３年溢水事故の後とられた，非常用ディーゼル発電機の２台専用

化及び各号機間の電源融通という対策は，万が一にも全交流電源喪失から原15 

子炉による重大事故が発生することを防止することを目的に，防護の多重性

の観点からなされたものである。したがって，経済産業大臣が，２００６（平

成１８）年１月１日改正施行省令６２号３３条４項で，非常用電源設備及び

その附属設備の「独立性」要件を明文化するに際して，平成３年溢水事故で

現実的危険性が明らかになった，非常用電源設備及びその附属設備のすべて20 

が被水によって機能喪失に陥ることを防護することも考慮事項であったと

解される。 

(c) 「内部溢水」と「津波（外部溢水）」は被水として同じであること 

  平成３年溢水事故は，タービン建屋内の床下埋設の配管の損傷による海水

の浸水が，建屋内に存在した非常用ディーゼル発電機を，被水により機能喪25 

失させたものである。内部溢水は，配管の設置場所，配管の損傷場所によっ
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て水の漏えいと浸水の場所と浸水の経路が様々になる。建屋の下部から，あ

るいは途中の壁から，あるいは上部からと，あらゆる方向からの被水の可能

性を想定して非常用電源設備及びその附属設備を被水による機能喪失から

防護する措置をとらなければならない。 

  津波が襲来したときに，原子炉施設の様々な空洞・空隙を通じて非常用電5 

源設備及びその附属設備が設置されている場所に海水が浸水するという点

では，「内部溢水」と本質的な違いはない。省令６２号３３条４項で「独立性」

を規制要件化した立法事実に照らして，「内部溢水」のみならず，「津波（外

部溢水）」からの独立性を除外する合理性はない。 

(d) 津波による浸水に対して「独立性」が欠如していたこと 10 

  福島第一原子力発電所各号機の非常用電源設備及びその附属設備は，同じ

フロアに集中的に設置されており，同一設置フロアへの津波による浸水によ

って同時に機能喪失する配置であった。 

(e)「独立性」欠如是正義務 

ⅰ ２００５（平成１７）年改正後の省令６２号３３条４項の「独立性」は，15 

津波を含む外部事象に対しても要求されており，かつ福島第一原子力発電所

１ないし４号機の非常用電源設備及びその附属設備は，敷地高を超える津波

に対する「独立性」を欠如していたので，経済産業大臣は，遅くとも２００

６（平成１８）年には，被告東京電力に対し，「独立性」欠如是正の技術基準

適合命令を発するべきであった。 20 

ⅱ 仮に外部事象としての津波に対して省令６２号３３条４項が適用されな

いとしても，福島第一原子力発電所１ないし４号機の非常用電源設備及びそ

の附属設備は内部溢水に対しても「独立性」を欠如しており，経済産業大臣

は，遅くとも２００６（平成１８）年には，被告東京電力に対し，内部溢水

に対する「独立性」欠如を是正する技術基準適合命令を発するべきであり，25 

これを発していれば，本件津波に対しても結果回避可能であった。 
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ⅲ 仮に外部事象としての津波に対して省令６２号３３条４項が適用されな

いとすれば，経済産業大臣は，遅くとも２００６（平成１８）年には省令６

２号３３条４項に外部事象を加える省令改正を行い，その改正後の省令の適

用で，被告東京電力に対し，「独立性」欠如是正の技術基準適合命令を発する

べきであった。 5 

ｂ 「独立性」欠如是正義務に関する規制権限不行使の違法性 

(a) 回避義務 

ⅰ 「独立性」欠如是正義務の内容 

  福島第一原子力発電所１号機ないし４号機において，既設の非常用ディー

ゼル発電機，配電盤等の非常用電源設備及びその附属設備とは別に，Ｏ．Ｐ．10 

＋３２メートルの高台等の被水の可能性のない高所に，各号機ごとに，海水

による冷却を必要としない非常用電源設備及びその附属設備（当然ながら非

常用高圧配電盤及び非常用低圧配電盤を含む。）を設置すること。ここにい

う海水による冷却を必要としない非常用電源設備としては，空冷式ディーゼ

ル発電機とガスタービン発電機があるが，どちらを選択するかは被告東京電15 

力の判断による。 

ⅱ 技術的可能性と予想される工期について 

  ２００２（平成１４）年時点で，上記の対策は技術的可能性があったし，

被告東京電力が２００２（平成１４）年以降，遅くとも２００６（平成１８）

年までに上記の工事に着手すれば，遅くとも２００９（平成２１）年にはす20 

べての工事を完了することができた。 

(b) 回避可能性 

  Ｏ．Ｐ．＋３２メートルの高台等の被水の可能性のない高所に，各号機ご

とに，海水による冷却を必要としない非常用電源設備及びその附属設備（当

然ながら非常用高圧配電盤及び非常用低圧配電盤を含む。）を設置していれ25 

ば，津波の影響を絶対に受けることはないので，仮に既設の非常用ディーゼ
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ル発電機，配電盤等の非常用電源設備及びその附属設備が本件津波によりす

べて機能喪失になった場合でも，全交流電源喪失を回避することが可能であ

った。 

(ｲ) シビアアクシデント対策義務（代替設備確保義務）違反 

ａ シビアアクシデント対策義務（代替設備確保義務）の内容 5 

  経済産業大臣は，遅くとも２００６（平成１８）年には省令６２号，「津波

によって交流電源を供給する全ての設備及び海水を使用して原子炉を冷却

する全ての設備の機能が喪失した場合においても直ちにその機能を復旧で

きるよう，その機能を代替する設備の確保その他の適切な措置を講じなけれ

ばならない。」との規制を追加する省令改正を行い，改正後の省令を福島第10 

一原子力発電所１ないし４号機に適用し，被告東京電力に対し，技術基準適

合命令を発するべきであった。この省令は，経済産業大臣が，２０１１（平

成２３）年１０月７日付けで技術基準省令６２号の改正を行い，第５条の２

（津波による損傷の防止）を新設追加したものと同じである。 

ｂ シビアアクシデント対策義務（代替設備確保義務）に関する規制権限不行15 

使の違法性 

(a) 回避義務 

ⅰ 非常用電源設備及びその附属設備の代替設備 

ⅰ）内容 

 ・「独立性」欠如是正措置としてＯ．Ｐ．＋３２メートルの高台に空冷式非常20 

用ディーゼル発電機及びその附属設備を設置した場合に，これとは別に高台

にガスタービン発電機及びその附属設備を設置すれば代替設備としても機

能すること。 

 ・緊急車輌（交流電源車・直流電源車）を配備すること。 

 ・計器類のための十分な容量をもつ非常用電池をタービン建屋内の高所また25 

はＯ．Ｐ．＋３２メートルの高台に配備すること。 
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ⅱ）技術的可能性と予想される工期について 

  ２００２（平成１４）年時点で，上記対策は技術的可能性があったし，被

告東京電力が２００２（平成１４）年以降，遅くとも２００６（平成１８）

年までに上記対策の工事に着手すれば，遅くとも２００９（平成２１）年に

はすべての工事を完了することができた。 5 

ⅱ 最終ヒートシンクの代替設備 

ⅰ）内容 

 ・ 淡水貯槽および原子炉建屋までの配管をすること。 

 ・ 空冷式熱交換機（緊急熱交換機）を配備すること。 

 ・ 車輌搭載型可搬型注水ポンプ（補機冷却用）を配備すること。 10 

 ・ 可搬型大動力ポンプの確保およびそのための建屋外部接続口・建屋内注

水配管（原子炉冷却用）を配備すること。 

ⅱ）技術的可能性と予想される工期について 

  ２００２（平成１４）年時点で，上記対策は技術的可能性があったし，被

告東京電力が２００２（平成１４）年以降，遅くとも２００６（平成１８）15 

年までに上記の対策工事に着手すれば，遅くとも２００９（平成２１）年に

はすべての工事を完了することができた。 

(b) 回避可能性 

ⅰ 上記電源の代替設備の措置が講じられていれば，それのみで結果回避が可

能であったこと 20 

  具体的には，上記ガスタービン発電機とその附属設備の設置があればこれ

単体で電源が確保されるので結果回避可能であった。 

  緊急車輌（交流電源車・直流電源車）の配備及び十分な容量を持つ非常用

電池の配備についても，それぞれ単独でも，交流電源を必要としない非常用

復水器（ＩＣ・１号機），原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ・２ないし４号機）25 

及び高圧注水系（ＨＰＣＩ・１ないし４号機）などの操作が可能となること
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から，これらの非常用冷却系によって炉心冷却を行うこと（その間に復旧措

置を講じること）により結果回避は可能であった。 

  仮に，各措置によっては，それぞれ単独では結果の回避ができたとはいえ

ない場合であったとしても，これらの各措置が重層的に講じられていれば，

結果の回避は可能であった。 5 

  なお，緊急車輌（交流電源車・直流電源車）や非常用電池から上記の非常

用冷却系の各機器への電源の供給に際しては，非常用高圧配電盤又は非常用

低圧配電盤を介する必要はなく直接の供給が可能である。 

ⅱ 上記最終ヒートシンクの代替設備について 

  上記の最終ヒートシンクの代替設備について全て講じられていれば，これ10 

により炉心に冷却用の水を注入することが可能となり，結果の回避が可能で

あった。 

ⅲ 電源と冷却用の水，最終ヒートシンクの代替設備による結果回避 

  なお，仮に，上記(a)ⅰの一部の防護措置のみ，又は上記(b)ⅰの一部の防

護措置のみによっては，結果の回避が可能だったとまでいえない場合であっ15 

ても，これらの各防護措置の全部を併せ講じるなどすることにより，本件津

波に対しても結果の回避は可能であった。 

(2) 被告国の主張 

ア 被告国は，原告らが主張する規制権限を有していなかったこと 

  規制権限の不行使が国賠法１条１項の適用上違法であるというためには，被20 

告国において，当該規制権限を有することが前提となるところ，下記(ｱ)ない

し(ｴ)のとおり，被告国は，原告らが主張する規制権限を有していなかった。 

(ｱ) 想定津波を対象とする対策に関する規制権限の不行使の違法がないこと 

  段階的な安全規制の仕組みを前提とする炉規法及び電気事業法の下では，原

告らが念頭に置いている省令６２号の改正，電気事業法４０条に基づく技術基25 

準適合命令は，いずれも詳細設計に係る事項のみを対象としていると解すべき



 

123 

 

ところ，原告らの主張する各措置は，いずれも本件津波と同程度の津波又は本

件原発の建屋の敷地高を前提にした津波の到来に対する対策を講じることを

求めるものであり，いずれも基本設計ないし基本的設計方針の変更を要するも

のであって，詳細設計の変更ではないことから，本件で問題とされるべき規制

権限を前記のような省令改正，技術基準適合命令とする原告らの主張は失当で5 

ある。 

ａ 経済産業大臣は，基本設計ないし基本的設計方針の安全性に関わる事項を

是正するために，技術基準省令に新たな規定を設け，これに適合するよう技

術基準適合命令を発令することはできなかったこと 

(a) 原子炉の設置，運転等に関する安全規制について，改正前炉規法及び電気10 

事業法は，原子炉施設の設計から運転に至る過程までを段階的に区分し，各

段階に応じて許認可等の規制手続を介在させることにより，原子炉の利用に

係る安全を確保するという段階的，分野別安全規制を採用している。 

  まず，原子炉設置許可処分の段階における安全審査では，改正前炉規法２

４条１項１号の要件につき，原子炉施設の基本設計ないし基本的設計方針の15 

妥当性が判断される(前段規制)。ここでは，原子力安全委員会が定める安全

設計審査指針及び耐震設計審査指針(平成１８年耐震設計審査指針を含む。)

等の各指針への適合性が審査される。 

  次に，設置等許可処分後の設計及び工事方法の認可から運転の開始におけ

る使用前検査，運転開始後の定期検査等に関する規制(後段規制)の段階では，20 

基本設計及び基本的設計方針が妥当であることを前提として，詳細設計の妥

当性等が審査される。ここでは，技術基準が，事業用電気工作物としての原

子炉施設の工事計画認可から運転開始後に至るまでの全段階にわたり，当該

原子炉施設の具体の部材，設備等の安全性を確保するための基準として位置

づけられ，機能している。 25 

(b) 実用発電用原子炉について，電気事業者は，電気事業法３９条に基づき，
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実用発電用原子炉施設に係る事業用電気工作物につき技術基準適合維持義

務を負い，経済産業大臣は，電気事業法４０条に基づき，事業用電気工作物

が技術基準に適合していないと認めるときは，実用発電用原子炉施設の一時

使用停止命令を含む技術基準適合命令を発令することができる。 

  そして，電気事業法の文理に照らせば，同法４０条が，事業用電気工作物5 

が技術基準に適合していないと認められる場合に，これを技術基準に適合さ

せるための措置を命ずることを規定していることは明らかである。同条はも

とより電気事業法のその他の規定を見ても，原子炉施設の基本設計ないし基

本的設計方針が炉規法２４条１項４号の設置許可の基準に適合しないこと

が明らかになった場合に，技術基準適合命令を発して当該基本設計ないし基10 

本的設計方針の是正を命ずることができると解し得るような規定は存在し

ない。 

(c) このような枠組みを前提とする限り，改正前炉規法及び電気事業法は，後

段規制においては，設置許可処分の際の安全審査において基本設計ないし基

本的設計方針の妥当性が確認されていることを前提に，電気事業者に対し，15 

事業用電気工作物としての具体の部材，機材等の性能，機能等の技術基準適

合維持義務を課すとともに，技術基準適合性が維持されてない場合には，必

要に応じて技術基準適合命令を発することによってこれを是正する仕組み

を採用しているものである。基本設計ないし基本的設計方針の安全性は後段

規制の前提であって，これに関わる問題については後段規制の対象となり得20 

ず，事後的に問題が生じた場合であっても，それについて後段規制としての

技術基準適合命令によって是正する仕組みは採られていない。 

  したがって，仮に，既存の原子炉施設において基本設計ないし基本的設計

方針の安全性に関わる事項に問題が生じた場合には，この問題を技術基準省

令の改正や技術基準適合命令により是正する余地はない。本件で原告らが主25 

張する津波が原子炉の敷地に遡上することを前提とする防潮堤等の設置や
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建屋等の水密化などの措置については，いずれも設置許可(変更)処分におけ

る敷地高さを想定される津波の高さ以上のものとして津波の侵入を防ぐと

いう基本設計ないし基本的設計方針とは相容れないものであるから，詳細設

計に関する技術基準省令を改正したり，これを改正した上で電気事業法４０

条に基づく技術基準適合命令を発したりすることによりこれを是正するこ5 

とはできなかった。 

  本件事故以前に，既存の原子炉施設において，基本設計の安全性に関わる

事項に問題が生じた場合，経済産業大臣は，事業者に対し，設置変更許可処

分の申請を促す行政指導を行うなどして，是正するほかない。 

(d) 原告らが改正前炉規法の下においても「バックフィット」の権限が経済産10 

業大臣に付与されていると主張する点は，このような前段規制と後段規制に

よる原子炉の安全性を確保しようとした法規の枠組み，趣旨を正解しないも

のであって，失当である。 

  改正後炉規法４３条の３の２３は，使用停止等処分の要件として，技術基

準に適合しない場合に加え，新たに設置許可処分の基準に適合しない場合を15 

明記した。むしろ，このことに照らせば，本件事故以前に適用されていた，

前者の場合のみを技術基準適合命令の要件と定める電気事業法４０条につ

いて，設置許可処分の要件を充足しないことが判明した場合について同条に

基づいて技術基準適合命令を発してそれを是正することができなかったと

の解釈は，改正後炉規法４３条の３の２３との比較という文言解釈や趣旨解20 

釈からも相当である。 

(ｲ) 技術基準省令３３条４項違反の不存在 

  本件事故当時，溢水対策について，安全設計審査指針，耐震設計審査指針及

び技術基準省令は，以下のとおり，内部事象と外部事象を区別して規定してお

り，同省令３３条４項は，外部事象を対象としていない。また，内部事象によ25 

る溢水対策については，安全設計審査指針４及びこれを前提とした技術基準省
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令８条４項において考慮されている。そのため，同省令３３条４項の「独立性」

においては「共通要因」として溢水及び浸水は考慮を要しないから，これらを

前提として，非常用電源設備及びその附属設備の分散配置や，系統の一部の水

密化が求められるものではない。したがって，同項違反を指摘する原告らの主

張は，その解釈を誤り，失当である。 5 

ａ 安全設計審査指針２及び平成１８年耐震設計審査指針は，外部事象のうち

の自然現象である地震，津波に対して，原子炉の施設の安全性を損なうこと

のない設計上の考慮を要求している。具体的には，地震により発生する可能

性がある環境への放射線による影響の観点から，発電用原子炉施設における

各種構築物，系統及び機器を耐震重要度に応じて分類して区分ごとに適切と10 

考えられる設計用地震力に十分耐えられるよう設計し，各指針の耐震重要分

類Ｓクラス機器に関して，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機

能が保持できるよう確認している。このように，安全設計審査指針及び平成

１８年耐震設計審査の耐震重要度分類Ｓクラスの機器に関しては基準地震

動Ｓｓによる地震力にも耐えられるようにするとともに，これ以外の分類の15 

低い構造築物，系統及び機器に関しては，技術的工学的観点からは，内部事

象について評価すべき範囲とされる「運転時の異常な過渡変化」又は「事故」

と同程度のものにとどまるとして，内部事象に関する設計基準事象の想定の

下，さらに単一故障を仮定して行う事故解析評価に取り込まれている。 

  なお，技術基準省令は，その文言上明らかなように電気事業法の委任を受20 

けて制定されたものであり，同省令は，炉規法を根拠とする規定ではない。 

  また，津波に関しては，安全設計審査指針２第２項及び平成１８年耐震設

計審査指針が，基本設計又は基本的設計方針において，津波による浸水等に

よって施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないように求めてお

り，これを前提に，詳細設計に関しては，技術基準省令４条が定める技術基25 

準に適合させて，基本設計等において示された事故防止対策の実現を図って
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いる。 

ｂ 他方，内部事象に関しては，「運転時の異常な過度変化」と「事故」とい

う２種類の異常状態について，工学的判断に基づき，安全評価の対象となる

代表的事象シナリオを抽出した設計基準事象として安全対策が講じられて

いる。この点，端緒となる起因事象から様々な経過を経て最終的な状態に達5 

する筋道の一つ一つである事故シーケンスのうち，代表的なものを取り上げ

ることにより類似の事故シーケンスに対してもまた有効な安全対策となる。 

  安全設計審査指針９の２項及び３項は，「重要度の特に高い安全機能を有

する系統」について，「多重性又は多様性及び独立性を備えた設計であるこ

と」と「その系統を構成する機器の単一故障の仮定に加え，外部電源が利用10 

できない場合においても，その系統の安全機能が達成できる設計であること」

と定めているが，深層防護の観点から，多重性又は多様性及び独立性の設計

が成立しているかどうかを確認するために事故解析評価において用いられ

る方法が「単一故障の仮定」である。単一故障の仮定は，安全設計審査２及

び同３(自然現象以外の人為的外部事象への安全性を審査する。)と別に定め15 

られていることからも明らかなとおり，内部事象を対象とするものである。 

  これを受けて，技術基準省令８条の２及び３３条４項が，詳細設計として，

安全設備に関する外部電源喪失の場合における多重性又は多様性及び独立

性を求めているのであって，同省令８条の２は地震，津波などの外部事象を

対象としていない。同省令３３条４項は，安全設計審査指針４８の３を前提20 

として定められたものであるところ，同指針４８の３は，非常用所内電源系

について，多重性又は多様性及び独立性を求めているが，これも，前記と同

様，内部事象を対象とするものに限定している。したがって，同指針４８の

３と整合的に解すべき技術基準省令３３条４項もまた，内部事象としての異

常事態に対する安全性すなわち設計基準事象について規定したものであり，25 

津波による浸水などの外部事象を考慮するものではない。 
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ｃ 内部事象による溢水対策については，安全設計審査指針４及びこれを前提

とする技術基準省令８条の４が規定しているから，改めて技術基準省令３３

条４項において「独立性」の内容である「共通要因」として溢水及び浸水を

考慮する必要はない。 

ｄ 原告らは，平成３年溢水事故を受けて技術基準省令３３条４項が設けられ5 

た旨主張するが，同条項は，平成１７年改正により，安全設計審査指針４８

の３項との対応関係を明確化するために追加されたものであり，平成３年溢

水事故とは無関係に規定されたものである。すなわち，前記改正は，原子力

発電設備の技術基準については要求される性能を中心とした性能規定とし，

安全設計審査指針などとの整合性，国内外の知見の反映といった体系的整備10 

の観点から行われたものである。そうすると，技術基準省令３３条４項は，

溢水に対する考慮を求めた規定ではなく，平成３年溢水事故と無関係なもの

であり，原告らの前記主張は規定の解釈を誤ったものであって失当である。 

(ｳ) 技術基準省令３３条４項の改正義務の不存在 

ａ 原告らは，溢水対策について，外部事象及び内部事象を問わず求められる15 

ものであり，平成３年溢水事故も踏まえ，技術基準省令３３条４項の改正を

し，外部事象である津波についても「独立性」を確保できるようにすべき義

務が被告国にあった旨主張する。 

    しかしながら，既に主張したとおり，技術基準省令３３条４項は，平成１

７年改正により，安全設計審査指針４８の３項との対応関係を明確化するた20 

めに追加されたものであり，平成３年溢水事故とは無関係に規定されたもの

である。 

  なお，平成３年溢水事故は，安全上重要な機器以外の機器である補機冷却

系海水配管からの海水漏洩であり，原子炉施設の安全性に関係しない事象と

はされていたが，被告東電は，同事故を受けて，前記海水配管の取替えを実25 

施するとともに，その取替えに当たり，点検性や保守性の改善のために海水
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配管の架空化(空中に架け渡すこと)を実施するなどの再発防止策を講じ，さ

らには非常用ＤＧ室入口扉の水密化も併せて実施した。そもそも，平成３年

溢水事故のような内部溢水と本件津波のような外部溢水とは，溢水源，溢水

量，溢水伝搬経路等が全く異なり，その評価や対策は全く異なるものである。

現に，平成３年溢水事故を受けて被告東電は水密化などの対策を講じたが，5 

本件事故自体を回避できなかった。 

  このように，平成３年溢水事故をもって，被告国が外部事象に関して技術

省令を改正する義務を負っていたとはいえない。外部事象としての溢水及び

浸水については，技術基準省令４条１項及び８条４項により共通要因故障と

なることを防ぎ，原子炉施設の安全性が損なわれないよう求めていたのであ10 

るから，原告らが主張する省令改正を行わなかったことが，著しく合理性を

欠くとはいえない。 

ｂ また，安全設計審査指針９及び４８は，ＳＢＯの発生を防止するための

様々な設計上の要求をしており，ＳＢＯの発生頻度は非常に低いものと考え

られていたが，更なる安全対策の見地から，同指針２７は，短時間のＳＢＯ15 

を想定し，設計上の考慮を求めていた。我が国の外部電源の喪失頻度や復旧

時間を外国と比較しても，明らかに優っており，外部電源や非常用ＤＧなど

の信頼性も高いとされていたことからすれば，同指針２７において短時間の

全交流電源喪失を規定したことが不合理なものであったとはいえない。 

ｃ 既に主張したとおり，津波に関しては，安全設計審査指針２第２項及び平20 

成１８年耐震設計審査指針が，基本設計又は基本的設計方針において，敷地

高さを想定される津波高さ以上のものとして津波の侵入を防ぐことを基本

とし，津波に対する他の事故防止対策も考慮して津波による浸水等によって

施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないように求めていた。これ

を前提に，詳細設計に関して，技術基準省令４条が定める技術基準に適合さ25 

せて，基本設計等において示された事故防止対策の実現が図られていたので
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ある。 

  また，「残余のリスク」とは，平成１８年耐震設計審査指針において，「策

定された地震動を上回る強さの地震動の影響が施設に及ぶことにより，施設

に重大な損傷事象が発生すること，(中略)あるいはそれらの結果として周辺

公衆に対して放射線被ばくによる災害を及ぼすことのリスク」(同指針３(解5 

説Ⅰ(2))をいうところ，耐震設計の地震動の策定には「残余のリスク」の考

慮が求められていたものの，地震随伴現象である津波の想定には「残余のリ

スク」の考慮は求められてはいなかった。 

  なお，耐震バックチェックルールや津波評価技術についての原告らの論難

は，既に主張したとおり，まったく理由がない上，技術基準適合命令による10 

「修理」，「改造」や「使用の制限」等は，飽くまで詳細設計である技術基

準に適合させるために修理や改造等を経た後の使用再開を前提とした暫定

的な命令の一形態であり，基本設計ないし基本的設計方針の変更を伴うもの

でないことは明らかであるから，「修理」等が基本設計ないし基本的設計方

針の変更を伴うものであるという誤った解釈を前提に，技術基準適合命令が15 

基本設計の変更にも及ぶとする原告らの主張は誤りである。 

(ｴ) ＳＡ対策に関する規制権限の不存在 

  また，原告らの主張する各措置が想定している事象は，設計基準事象を大幅

に超える事象であって，炉心の重大な損傷に至る事象を生じかねないものであ

るということができるから，シビアアクシデント対策に該当すると解される。 20 

  シビアアクシデント対策は，平成２４年法律第４７号による炉規法の改正に

より法規制の対象とされたものであり(平成２４年改正後の炉規法４３条の３

の６第１項３号等)，同改正前(本件事故前)においては，我が国の法制度上，シ

ビアアクシデント対策は法規制の対象とはされていなかったから，炉規法及び

原子力安全委員会が定めた指針類を前提とし，それと整合的，体系的に理解さ25 

れるべき省令６２号の改正又は電気事業法４０条に基づく技術基準適合命令
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によって，シビアアクシデント対策を規定することはできなかった。このこと

は，本件事故後に得られた新たな知見を踏まえてなされた平成２４年改正後の

炉規法を受けて，大幅に改正された平成２５年改正後の実用炉規則の定めを見

ても明らかである。 

ａ 改正前炉規法におけるＳＡ対策の実施権限の不存在 5 

(a) ＳＡ対策は，改正前炉規法の制定後に起きたスリーマイル島原発事故，チ

ェルノブイリ原発事故を受けて検討が進められるようになったものであり，

同法制定当時，ＳＡという概念自体が整理されておらず，同法にはＳＡ対策

に関する規定はない。 

  すなわち，原子炉設置許可の申請に係る改正前炉規法２３条，同許可基準10 

に係る２４条は，いずれもＳＡ対策を要求しておらず，同法は，ＳＡ対策に

ついての規定を置いていなかった。 

(b) その後，想定できなかった本件事故の発生を受けて，原子力規制委員会設

置法附則１７条が，改正前炉規法１条について，「原子力施設において重大

な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準で当該原子力施設を設置す15 

る工場又は事業所の外へ放出されることその他の核原料物質，核燃料物質及

び原子炉による災害を防止」する旨改め，いわゆるＳＡ対策を同法の目的に

含めた。 

  具体的には，改正後炉規法４３条の３の６は，同法４３条の３の５の規定

を受けて，従前の「発電用原子炉及びその附属施設(以下「発電用原子炉施20 

設」という。)の位置，構造及び設備」(同条の３の５第２項５号)に加えて，

同条の３の５第２項１０号に「発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事

故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制

の整備に関する事項」を明示し，炉心の著しい損傷等の事故に対処するため

の必要な施設等の整備について審査の対象としている。 25 

  このように，想定できなかった本件事故を受けて，ＳＡ対策の規制を目的
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としていなかった改正前炉規法について，新たに改正後炉規法において，Ｓ

Ａ対策の規制を定めたのであり，改正前炉規法が想定していなかったＳＡ対

策に係る権限を経済産業大臣に付与していたことはない。 

(c) なお，このことは，改正前後の規定の文理に照らしても明白である。すな

わち，改正前炉規法は，「原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経5 

理的基礎があり，かつ，原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力」

があること規定していた(同法２４条１項３号)が，この部分について，改正

後炉規法は「その者に重大事故(発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の

原子力規制委員会規則で定める重大な事故をいう。中略)の発生及び拡大の

防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力その他の発電用原子10 

炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があること」(同法４３条の

３の６第１項３号)と改めている。すなわち，改正後炉規法がＳＡ対策の規

制を新たに創設したことは明白であるし，改正前炉規法２４条１項３号の解

釈として，ＳＡ対策の実施を求めていたと読むこともできない。 

(d) 以上の点は，改正後炉規法に関する国会における審議の状況などに照らし15 

ても明らかであり，改正前炉規法はＳＡ対策に関する規制権限を経済産業大

臣に付与していなかった。 

ｂ 技術基準省令におけるＳＡ対策の規制権限の不存在 

  上記 a(a)の主張のとおり，改正前炉規法は，段階的安全規制を採用してい

る。同規制の下，基本設計又は基本的設計方針の妥当性を判断するための各指20 

針と詳細設計の妥当性を判断するための技術基準省令は，整合的，体系的に理

解すべきであり，炉規法がＳＡ対策の規制を対象としていなかった以上，炉規

法及び各指針を前提とする技術基準省令においてＳＡ対策を行うことはでき

なかった。また，法律の委任もなく，技術基準省令をＳＡ対策が実施できるよ

うに改正する権限も認められていなかった。 25 

  なお，原告らは，平成１８年耐震設計審査指針において「残余のリスク」に
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ついて定められている以上，これを踏まえた技術基準省令の改正をすべきであ

った旨主張する。しかしながら，上記(ｳ)ｃで述べたとおり，「残余のリスク」

については，同審査指針において，地震動の策定についてはその考慮が求めら

れていたが，地震随伴現象である津波についてはその考慮は求められていなか

ったのであるから，同審査指針を根拠に技術基準省令を改正すべき義務はな5 

い。 

  また，原告らは技術基準省令５条の２についてＳＡ対策を定めたものであ

り，これを理由に改正前炉規法においても，ＳＡ対策の権限が付与されていた

旨主張する。しかしながら，同条項は，ＳＡ対策を規定したものではない。本

件事故を受けて，本件原発及び福島第二原発以外のすべての原発に対して緊急10 

安全対策が行政指導として行われることとなり，そのために技術基準省令の解

釈が一部変更されるなどした。その趣旨は，従前から目的としていた事故防止

対策の実現可能性を一層強化することにあって，内部事象を規制対象としてい

た同省令の各規定について，これを外部事象にまで当然に拡大するようなもの

ではない。 15 

  その後に，保安院は，緊急安全対策として電気事業者に指示した設備に関す

る対策について省令上の根拠を与えるために，技術基準省令の改正を検討し，

その結果として，同省令５条の２が定められた，同条は，改正前の技術基準省

令４条１項所定の自然現象に対する防護施設の設置について，同現象から津波

を抜き出したものである。これは，改正前から，自然現象のうち地震のみを抜20 

き出して定めていた５条と同様であり，つまり，基本設計又は基本的設計方針

としての津波に対する事故防止対策の実現を求める趣旨である。 

  このような経緯をみても，技術基準省令５条の２は，詳細設計に関しての安

全性確保の見地から津波対策を抜き出したものであり，これを超えるような事

象つまりＳＡ対策を規定したものではない。既に主張したとおり，ＳＡ対策自25 

体は，炉規法の改正すなわち改正後炉規法によりその権限が与えられたもので
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ある。 

ｃ ＳＡ対策の必要と電気事業者の自主的な取組み 

  被告国は，スリーマイル島原発事故，チェルノブイリ原発事故を受けて，Ｓ

Ａ対策の検討を進め，平成４年３月にはＳＡ対策に関する検討報告書を取りま

とめた。これを踏まえて，被告東電を始めとする電気事業者は，ＳＡ対策に関5 

して自主的な取組みを進めており，工学的には現実に起こると考えられないほ

ど発生の可能性が十分に低い(ＳＡ対策は，確率論的安全評価を必須とするところ，確

率論的津波ハザード解析手法は，本件事故当時においても確立された手法ではなかった。)

ＳＡについて，そのリスクを低減する試みを行っていたのであり，被告国が，

津波を原因事象とするＳＡ対策の実施を被告東電に求めていなかったことが，10 

著しく合理性を欠くとはいえない。ましてや本件事故の当時にはその規制の根

拠となる権限を有していなかった。 

  ＳＡ対策の重要性とその検討は，各国において進められてきていたが，その

内容は様々であり，例えば，米国においては，既存原子炉については，ＳＡに

関する一般的規則の制定やこれ以上のバックフィットを求めないとして，既設15 

炉を対象とはしていなかった。 

  また，ＩＡＥＡが行うレビューサービス(総合原子力安全規制評価サービス，ＩＲ

ＲＳ)が，平成１９年に我が国において実施されているが，その中でも，基本的

には良好と判断されており，ＳＡ対策も含めた自主的取組みには特段不合理な

点はなかった。 20 

  このように，ＳＡ対策の必要性について次第に認識されており，本件事故ま

で我が国で法制化まで進んでいなかったといえ，諸外国との比較においても著

しく遅れていたとか，不合理であったとはいえず，必要な対策は行政指導など

により行われていた。 

  なお，原告らが，行政指導をしていた以上，ＳＡ対策の権限があった旨主張25 

する点については，もとより強制力を伴わない行政指導の根拠と強制力を有す
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る規制権限の根拠とは全く異なるものであり，争う。 

  また，被告国が被告東電による隠ぺいや先送りを是認したなどと原告らが主

張する点については，全くの憶測であり，争う。 

ｄ まとめ 

  以上のとおり，改正前炉規法には，ＳＡ対策に関する規制権限は規定され5 

ておらず，同権限は改正後炉規法４３条の３の２３により創設的に法規制の

対象とされたのであるから，被告国が，ＳＡ対策に関し，電気事業法４０条

に基づく技術基準適合命令を発令する規制権限を有していなかったのであ

り，その権限の不行使の違法があったなどということはできない。 

イ 本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在り方 10 

(ｱ) はじめに 

ａ 本件は，津波という自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無

が問題となっている事案であり，その予見可能性の有無に関する司法審査の

在り方については，同種訴訟において被告国の国家賠償責任を認めた判決

(後記(ｶ)ｄの横浜地裁判決を除く。以下同じ。)と被告国の主張との間に大15 

きな隔たりがある。 

すなわち，被告国の国家賠償責任を認めた判決においては，裁判所が，前

記の予見可能性の有無について，原子力規制機関による実際の判断過程から

離れて，原子力規制機関が採るべきであった判断の内容を認定する方法によ

って判断している。これに対し，被告国は，前記の予見可能性の有無につい20 

て，裁判所が原子力規制機関による実際の判断過程から離れて独自の立場で

審査することは許されず，原子力規制機関が行った実際の判断過程の過誤，

欠落の有無を裁判所が審査する方法(判断過程審査)によって判断しなけれ

ばならないと主張しており，具体的には，①使用開始後の原子炉施設に関し

て用いられた安全性の審査又は判断についての具体的審査基準(規制実務に25 

おいて事実上用いられている考え方も含む。以下同じ。)に不合理な点があ
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るか否か，②当該原子炉施設がその基準に適合するとした規制機関の判断の

過程に看過し難い過誤，欠落があるか否かという観点(二段階の審査)によっ

て判断されなければならない旨主張しているところである。 

なお，ここでいう「規制機関の判断の過程」とは，原子炉設置許可申請等

の申請に基づきなされる調査審議に限られるものではなく，原子力規制機関5 

の規制行政上の判断過程一般を含む趣旨である。 

ｂ このように，同種訴訟において被告国の国家賠償責任を認めた判決と被告

国の主張との間には予見可能性の判断手法ないし判断構造に大きな隔たり

が生じているところ，このような隔たりが生じているのは，行政庁の規制権

限の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案において10 

は，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が行政庁の判断から離れ

て独自の立場で審査していることから，被告国の国家賠償責任を認めた判決

が，それにならって，津波という自然災害による原子力災害の発生の予見可

能性の有無が問題となっている本件においても，その予見可能性の有無につ

いて，裁判所が行政庁の判断から離れて独自の立場で審査をすべきである，15 

あるいは，そのような審査をすることができると解してきたことによるもの

と考えられる。 

ｃ しかしながら，行政庁の規制権限の不行使の違法性が問題とされたこれま

での最高裁判決（筑豊じん肺最高裁判決〔最高裁平成１６年４月２７日第三

小法廷判決・民集５８巻４号１０３２ページ〕，関西水俣病最高裁判決〔最高20 

裁平成１６年１０月１５日第二小法廷判決・民集５８巻７号１８０２ペー

ジ〕，大阪泉南アスベスト最高裁判決〔最高裁平成２６年１０月９日第一小

法廷判決・民集６８巻８号７９９ページ〕，及びクロロキン最高裁判決〔最高

裁平成７年６月２３日第二小法廷判決・民集４９巻６号１６００ページ〕。

以下同じ。）の事案は，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が行政25 

庁の判断から離れて独自の立場で審査することができる事案であったとこ
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ろ，本件で問題となっている津波という自然災害による原子力災害発生の予

見可能性の有無については，将来発生し得る事象に対し，極めて高度な最新

の科学的，専門技術的知見を用いて，将来の予測に係る総合的判断をするも

のであるから，その性質上，裁判所が原子力規制機関の判断から離れて独自

の立場で審査することはできず，前記ａで述べた二段階の審査によって判断5 

を行うことにならざるを得ないものである。そして，津波という自然災害に

よる原子力災害の発生の予見可能性の有無についてこのような二段階審査

という判断手法を用いて審査することで，規制権限の不行使の違法性を判断

する上で必要な考慮要素は全て取り込まれているといえる*1。 

                                            

*1 最高裁は，規制権限の不行使が国賠法上違法となる場合について，「その権限を定めた法令の趣旨，

目的や，その権限の性質等に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容される限度を逸

脱して著しく合理性を欠くと認められるときは，その不行使により被害を受けた者との関係におい

て，国家賠償法１条１項の適用上違法となる」との判断枠組みを採用した上で，具体的な事案にお

いて，規制権限の不行使が国賠法上違法となるかの判断をするに当たっては，事案に応じ，㋐規制

権限を定めた法が保護する利益の内容及び性質，㋑被害の重大性及び切迫性，㋒予見可能性，㋓結

果回避可能性，㋔現実に実施された措置の合理性，㋕規制権限行使以外の手段による結果回避困難

性(被害者による被害回避可能性)，㋖規制権限行使における専門性，裁量性などの諸要素の全部又は

一部を総合的に考慮して，その不行使が著しく合理性を欠くと認められるかを検討しているところ，

これらの諸要素をどのように，またどの程度考慮すべきかは，規制権限の根拠規範ごとにその根拠

規範の解釈によって決まるものである。そして，本件において，被告国は，原子炉施設の安全性に

係る規制権限の不行使が国賠法上違法となるかの判断をするに当たっては，上記規制権限を定めた

法令である炉規法の趣旨，目的や，その権限の性質等を考慮して，少なくとも前記㋒の予見可能性

について，二段階審査の手法により判断すべきである旨主張しているところであり，このような被

告国の主張は，正に，最高裁が示した規制権限の不行使の違法性に関する判断枠組みに基づく主張

である。 



 

138 

 

  そうすると，本件において，規制権限の不行使の違法性を判断するに当た

り，津波という自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無につい

ては，①想定すべき津波に対する安全性の審査又は判断についての具体的審

査基準として事実上用いられていた津波評価技術の考え方に不合理な点が

あるか否か，②その具体的な適合性の判断の過程に看過し難い過誤，欠落が5 

あるか否かという二段階の審査を行うことになるところ，①については，規

制実務において事実上用いられていた津波評価技術の考え方は，当時の最先

端の解析手法であり，その合理性は明らかであるし，また，②については，

津波評価技術の考え方からすれば，明治三陸地震の波源モデルを実際に発生

した場所とは異なる福島県沖の領域に設定するためには，地震地体構造の知10 

見によって，明治三陸地震が発生した三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の

海溝寄りの領域とで地震地体構造が同一であるといえることが必要となる

ところ，「長期評価の見解」は，地震地体構造の知見による根拠を欠いてお

り，客観的かつ合理的な根拠に裏付けられた科学的知見といえるようなもの

ではなかったから，本件原発の津波想定において，「長期評価の見解」を取15 

り入れなかった原子力規制機関の判断の過程に看過し難い過誤，欠落はなか

った。 

  この点，同種訴訟において被告国の国家賠償責任を認めた判決は，「長期

評価の見解」について，地震地体構造の知見による根拠の有無を検討するこ

となく，裁判所が独自の立場から，規制権限を行使すべき前提となる合理的20 

な根拠に裏付けられた科学的知見であると評価している点で誤った判断を

しているといわざるを得ない。 

  他方，被告国の国家賠償責任を否定した判決は，一見すると二段階の審査

という判断手法を正面から採用する旨の判示はしていないが，これらの判決

は，予見可能性を認めてはいるものの，その程度は低いものとしており，そ25 

の判断に当たり，「長期評価の見解」について，地震地体構造の知見による
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根拠の有無を検討した上で評価していることから，実質的には，「長期評価

の見解」について，具体的審査基準として事実上用いられていた津波評価技

術の考え方への当てはめの合理性を審査したものといえ，二段階の審査とい

う判断手法を実質的に採用した上で，規制権限の不行使の違法性を否定する

という正当な結論を導いたものということができる。 5 

ｄ そこで，まず，行政庁の規制権限の不行使の違法性が問題とされたこれま

での最高裁判決の事案は，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が

行政庁の判断から離れて独自の立場で審査することができる事案であった

ことについて分析した上で(後記(ｲ))，津波を含む自然災害による原子力災

害の発生の予見可能性の有無については，行政庁の規制権限の不行使の違法10 

性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可能性とは性

質が大きく異なり，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最

新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係る総合的判断が必要

とされるものであるから，その性質上，裁判所が，原子力規制機関の実際の

判断過程から離れて，原子力規制機関が採るべきであった判断の内容を認定15 

することは許されず，原子力規制機関の実際の判断過程の過誤，欠落の有無

を裁判所が審査する手法(判断過程審査)により判断されなければならない

ものであり，具体的には，①使用開始後の原子炉施設に関して用いられた安

全性の審査又は判断についての具体的審査基準に不合理な点があるか否か，

②当該原子炉施設がその基準に適合するとした規制機関の判断の過程に看20 

過し難い過誤，欠落があるか否かという観点(二段階の審査)によって判断さ

れなければならないものであることについて主張する(後記(ｳ))。 

ｅ その上で，前記の自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無に

ついての判断手法を踏まえると，少なくとも，本件で問題となっている本件

原発の主要建屋の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到来することに25 

より原子力災害が発生することに対する予見可能性の有無についても，①想
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定される津波に対する安全性の審査又は判断について，規制実務において事

実上用いられていた具体的な審査基準である津波評価技術の考え方に不合

理な点があるか否か，②その具体的な適合性の判断の過程に看過し難い過

誤，欠落があるか否かという二段階の審査によって判断されなければならな

いところ，そのような判断手法の下では，少なくとも，保安院に，本件原発5 

の主要建屋の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到来することにより

原子力災害が発生することの予見可能性が認められる余地はないことにつ

いて主張するとともに(後記(ｴ))，本件においてこのような判断手法で判断

過程審査を行うことは，最高裁が示した規制権限の不行使の違法性に関する

判断枠組みに基づくものであること(後記(ｵ))，これまでに言い渡された同10 

種事案に関する判決の評価及び位置づけにつき，被告国の国家賠償責任を否

定した判決は，二段階の審査という判断手法を実質的に採用した上で，規制

権限の不行使の違法性を否定するという正当な結論を導いているのに対し，

被告国の国家賠償責任を認めた判決は，裁判所が，原子力規制機関の実際の

判断過程から離れて独自の立場で「長期評価の見解」の信用性判断を行って，15 

予見義務ないし予見可能性を導いており，そのような誤った審査手法により

予見可能性の有無について審査をした結果，誤った結論を導いていること

(後記(ｶ))についても主張する。 

(ｲ) 行政庁の規制権限の不行使の違法性が問題となったこれまでの最高裁判決

の事案は，当該事案の一審原告らが行政庁において規制権限を行使すべきで20 

あったと主張する時期において，既に現実的被害が発生していた事案であり，

被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が行政庁の判断から離れて独

自の立場で審査することができる事案であったこと 

ａ 行政庁の規制権限の不行使が，規制権限の行使を受ける者以外の者との関

係で，国賠法上違法と評価されるということは，すなわち，行政庁がそのよ25 

うな者との関係で規制権限を行使する義務(作為義務)を負うということで
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あるから，規制権限の不行使がそのような者との関係で違法となるために

は，少なくとも，行政庁に，そのような者に被害が生じることの予見可能性

が認められることが必要不可欠である。 

  このように，規制権限の不行使の違法性を検討する際には，被害発生の予

見可能性の有無についての検討が必要不可欠となるのであるから，規制権限5 

の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案において，判

決文自体には，被害発生の予見可能性の有無を示す事情が明示されていない

場合であっても，被害発生の予見可能性の有無は，当然に検討されているも

のと見るべきである。 

  そして，それらの最高裁判決の事案では，いずれも，当該事案の一審原告10 

らが行政庁において規制権限を行使すべきであったと主張する時期におい

て，既に現実的な被害(副作用を含む。以下同じ。)が発生していたため，行

政庁において，当該事案の一審原告らに生じた被害が当該規制権限の相手方

(直接の加害者)の行為を原因とするものであり，それが当該規制権限行使の

対象となるべきものであることを認識し得たのであれば，被害の発生ないし15 

拡大の予見可能性が認められるところ，前記の最高裁判決の事案では，いず

れも，裁判所が経験則に照らして当該事案における諸般の事情と関係証拠を

総合的に検討することにより，行政庁において，当該事案の一審原告らに生

じた被害が当該規制権限の相手方(直接の加害者)の行為を原因とするもの

であり，それが当該規制権限行使の対象となるべきものであることを認識し20 

得たか否かを認定することが可能であり，その認定に高度な科学的，専門技

術的知見を必要としないものであったから，裁判所が被害発生の予見可能性

の有無を行政庁の判断から離れて独自の立場で認定することが可能であっ

たといえる。 

ｂ 仮に，規制権限の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の25 

事案における被害発生の予見可能性の有無の判断手法ないし判断構造が，自
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然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無が問題となっている本

件にもそのまま当てはまるといえるものであれば，同種事案に関して被告国

の国家賠償責任を認めた一連の判決が，自然災害である津波による原子力災

害発生の予見義務ないし予見可能性の有無について，原子力規制機関による

実際の判断過程から離れて，原子力規制機関が採るべきであった判断の内容5 

を独自の立場で審査した上で，それらの存在を肯定してきたこともうなずけ

ないものではない。すなわち，そのような場合には，具体的審査基準の合理

性を検討した上で，その基準を当てはめた判断過程に過誤・欠落がないかを

検討するという二段階の審査が求められないのであるから，前記一連の判決

が，津波に対する安全性の審査又は判断についての具体的審査基準として事10 

実上用いられていた津波評価技術の考え方の合理性について審査しないば

かりか，津波評価技術の考え方に「長期評価の見解」を当てはめることもな

く，「長期評価の見解」から直接的に予見義務ないし予見可能性を導いてい

ることと整合することになる。 

  したがって，同種事案に関して被告国の国家賠償責任を認めた一連の判決15 

は，このように，規制権限の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高

裁判決の事案における被害発生の予見可能性の有無の判断手法ないし判断

構造がそのまま本件にも当てはまることを前提として，津波による原子力災

害の発生の予見可能性の有無を判断したものと解されるが，以下で述べると

おり，本件は，その判断手法ないし判断構造が当てはまらない事案であるか20 

ら，同種事案に関して被告国の国家賠償責任を認めた一連の判決の被害発生

の予見可能性の有無の判断手法ないし判断構造は誤りというほかない。 

(ｳ) 自然災害による原子力災害発生の予見可能性の有無は，原子力工学はもと

より，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づい

た将来の予測に係る総合的判断が必要とされるものであり，その性質上，①25 

具体的審査基準の合理性と②その基準を当てはめた判断過程における過誤・
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欠落の有無によって判断されるものであるから，その判断手法ないし判断構

造は，規制権限の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事

案における予見可能性の有無の判断手法ないし判断構造とは異なるものとな

らざるを得ないこと 

  本件は，自然災害である津波によって原子力災害が引き起こされることの予5 

見可能性の有無が問題となっている事案であるところ，この予見可能性の有無

は，以下で述べるとおり，原子炉施設の設置許可処分段階の安全審査において

審査される場合であっても，原子炉施設の使用開始後に規制権限を行使するか

否かを判断する際に審査される場合であっても，原子力工学はもとより，多方

面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測10 

に係る総合的判断が必要であることに何ら変わりはない。そして，このような

将来の予測に係る高度な科学技術的問題については，原子炉施設の安全審査に

係る要件認定の問題(本件で具体的に問題となるのは，炉規法〔平成２４年法律

第４７号による改正前のもの。以下同じ。〕２４条１項４号の「災害の防止上支

障がない」という要件の該当性)とその前提となる災害の発生という事実認定15 

の問題とが分かち難く結び付いており，後者の事実認定の問題それ自体に，原

子力規制機関の一定の裁量(高度に専門的・技術的な判断に認められる裁量)が

認められると考えられるところである*2。 

  このように，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可能

性の有無の判断に当たっては，原子炉施設の設置許可処分段階であっても，使20 

                                            

*2 伊方原発最高裁判決の原審である高松高等裁判所昭和５９年１２月１４日判決(行政事件裁

判例集３５巻１２号２０７８ページ)は，「原子炉設置の安全性の判断は，(中略)事柄の性質にか

んがみ，単なる事実判断ではなく，価値判断を含むものであると思料される。(中略)原子炉設置

の安全性の判断は，(中略)将来の予測に係る事項についてのものも含まれて(いる)。(中略)原子

炉等規制法及び関連法令は，行政庁に対し，原子炉の安全性が肯定された場合における原子炉

設置の拒否についての政策的裁量のみでなく，安全性を肯定する判断そのものについても専門

技術的裁量を認めていると解されるから，原子炉設置許可処分は行政庁の裁量処分といわなけ

ればならない。」と判示しており，同様の見解を採っているものと考えられる。 
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用開始後であっても，原子力規制機関の判断過程に一定の裁量(高度に専門的・

技術的な判断に認められる裁量)が認められるというべきであるから，裁判所

は，原子炉施設の設置許可処分段階だけでなく，使用開始後であっても，前記

の予見可能性の有無に関する審査に当たり，行政庁の判断から離れて独自の立

場で審査することは許されない。しかも，原子力規制機関は，その予見可能性5 

の有無については，その性質に照らし，設定された審査基準に基づいて審査す

ることが必要不可欠なものである。そのため，裁判所が，原子力規制機関にこ

の予見可能性があったか否かを審査する際には，原子炉施設の設置許可処分段

階であっても，使用開始後であっても，①設定された具体的審査基準に不合理

な点があるか否かと②その基準を当てはめた判断過程に看過し難い過誤，欠落10 

があるか否かという二段階の審査によって判断すべきこととならざるを得な

いというべきである。このように，自然災害によって原子力災害が引き起こさ

れることの予見可能性の有無が問題となっている事案においては，規制権限の

不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可

能性の有無の判断手法ないし判断構造とは異なる判断手法ないし判断構造に15 

より前記の原子力災害発生の予見可能性の有無を判断することが求められる

というべきである。 

  以下詳述する。 

ａ 原子炉施設の安全審査に当たって，極めて高度な最新の科学的，専門技 

術的知見に基づく総合判断が必要となるという点は，原子炉施設の設置許可20 

処分段階と使用開始後で異なるものではないこと 

(a) 本件では，自然災害である津波によって原子力災害が引き起こされること

の予見可能性の有無が問題となっているところ，原子炉施設の使用開始後に，

津波のような災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可能性

の有無は，第一次的には，設置許可処分段階の安全審査において審査される25 

ものである。すなわち，原子炉施設の使用開始後という将来の時点において，
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津波のような災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可能性

がある場合には，設置許可処分の要件の一つである炉規法２４条１項４号の

「災害の防止上支障がない」という要件が満たされず，設置許可処分をして

はならないこととされるため，設置許可処分段階の安全審査において審査さ

れることになる。 5 

(b) 他方，本件では，経済産業大臣が，原子炉施設の使用開始後に，更にその

時点から将来の時点における津波による原子力災害の発生を防止するため

に，職権による規制権限を行使しなかったことが問題となっているところ，

本件で問題となるのは，炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がない」

等の要件該当性である。 10 

  また，経済産業大臣は，原子炉施設の基本設計ないし基本的設計方針の安

全性に関わる問題を技術基準適合命令により是正する規制権限を有してい

なかったものであるが，仮に，原告らが主張するように，本件で技術基準適

合命令を発する余地があるとしても，本件で主に問題となっているのは，想

定する津波の高さ(設計基準事象となる津波の高さ)であり，原子炉施設の設15 

置許可処分段階であれば，設置許可処分の安全審査において審査される事項

であるから，本件においては，技術基準適合命令の要件である省令６２号４

条１項の「想定される自然現象(地すべり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，

基礎地盤の不同沈下をいう。ただし，地震を除く)により，原子炉の安全性を

損なうおそれ」の有無と炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がない」20 

か否かの判断は重なり合うことになる*3。 

                                            

*3  もっとも，設置許可処分を受けた原子炉施設(既設炉)については，平成２４年法律第４７号に

よる改正後の炉規法により，いわゆるバックフィット命令の規定が設けられているところ(同法

４３条の３の２３)，新たな規制基準を既存の施設等に適用(いわゆるバックフィット)する場合

には，規制基準の決定後一定の期間を確保した施行日を定めるか，又は，当該規制基準の施行

後の経過措置として当該規制基準に対応するために必要な期間を設定することを基本とすると
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(c) このように，津波によって原子力災害が引き起こされることの予見可能性

の有無は，原子炉施設の設置許可処分段階であっても，使用開始後であって

も，原子力規制機関において，前記(a)及び(b)の「災害の防止上支障がない」

という要件の該当性を審査するものであることに加え，設置許可処分段階に

おいては使用開始後という将来の時点について，使用開始後においては更に5 

その時点から将来の時点について，いずれも将来の予測に係る総合的判断を

行うものであることからすると，原子炉施設の安全審査に当たって，極めて

高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づく総合的判断が必要となるとい

う点は，原子炉施設の設置許可処分段階と使用開始後で異なるものではない

というべきである。 10 

(d) すなわち，原子力規制機関は，設置許可処分段階という使用開始前の時点

においては，原子炉施設が基本設計どおりに構築されて使用開始した後に発

生し得る事象(自然事象及び人的事象。以下同じ。)に対して，原子炉施設の

安全性が確保されているかを審査し，使用開始後の時点においては，更にそ

の時点よりも将来に発生し得る事象に対して，原子炉施設の安全性が確保さ15 

れているかを審査することになる。 

  そして，原子炉施設の設置許可処分段階及び使用開始後の各安全審査は，

いずれも，原子力発電所において複数の防護措置が執られていることを考慮

した上で，将来発生し得る事象に対して原子炉施設の安全性が確保されてい

るか否かという点について，高度な最新の科学的，専門技術的知見を用いて20 

将来の予測に係る総合的判断をするものであるから，同様の審査手法によっ

て審査されることは当然のことである。 

(e) そのため，原子炉施設の使用開始後における災害によって原子力災害が引

き起こされることの予見可能性の有無についての司法審査の手法は，設置許

                                            

されていることからすれば，規制権限を行使するか否かに関し，行政庁に裁量が認められる場

合があるものと解される。 
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可処分段階と変わるものではないから，以下では，設置許可処分段階の安全

審査における災害による原子力災害発生の予見可能性の有無の判断の在り

方及び司法審査の手法を検討した上で，原子炉施設の使用開始後における災

害によって原子力災害が引き起こされることの予見可能性の有無について

の司法審査の手法を検討する。 5 

ｂ 設置許可処分段階の原子炉施設の安全審査は，その性質上，①具体的審 

査基準の合理性と②その基準を当てはめた判断過程における過誤・欠落の有

無という二段階の審査とならざるを得ないこと 

(a) 前記ａで述べたとおり，原子炉施設の安全審査は，原子炉施設の設置許可

処分段階であっても，使用開始後であっても，将来発生し得る事象に対して10 

原子炉施設の安全性が確保されているか否かという点について，高度な最新

の科学的，専門技術的知見を用いて将来の予測に係る総合的判断をするもの

であるから，その性質上，①具体的審査基準の合理性の検討と②その基準を

当てはめた判断過程における過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査と

ならざるを得ないという点において，原子炉施設の設置許可処分段階と使用15 

開始後とで同様の審査手法となることは明らかであり，審査の在り方が設置

許可処分段階と使用開始後とで異なることは想定できない。 

(b) まず，設置許可処分段階という原子炉施設の使用開始前の時点における安

全審査は，使用開始後という将来において発生し得る様々な災害を想定(予

見)し，それらの災害に対する安全性を確保できているか否かを審査するこ20 

と(決定論的安全評価)によって*4，その想定した災害によって原子力災害が

                                            

*4 決定論的安全評価とは，発生する可能性のある様々な事象の中から特定の事象(代表事象)を

選定し，これが発生確率にかかわらず発生すると仮定した上で，その代表事象によって施設に

もたらされる影響の有無・程度により施設の安全性を評価する手法である。 

  施設の耐津波安全性を評価するためには，設計上の基準となる特定の津波が到来すると想定

した上で，施設の安全を守るための重要な設備機器がその津波によって影響を受けるか否かを
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引き起こされる可能性があるのか否かを審査するものである。 

  そのため，この安全審査では，その性質上，将来予測をせざるを得ないの

であり，まず，具体的な災害を想定する必要があるところ，この災害の想定

のうち，自然災害(例えば，地震，火山，津波等)の想定についていえば，原

子力発電所においては高度な安全性が求められるから，過去に生じた事象の5 

範囲内で想定をすればよいというものではなく，将来発生し得る可能性があ

る事象も想定しなければならない。 

  例えば，地震の事例を一つ取っても，活断層であるか否か，断層の位置及

び構造，断層の大きさ，断層が動く範囲(すべり量)，地盤の特性などを検討

した上で，将来発生し得る地震を想定する必要がある。 10 

  とはいえ，自然災害に関する科学的知見は，日々進歩しているのであり，

その自然災害の想定は，その当時に存在していた最新の科学的知見を総合し

て導かれることになる。しかも，自然災害については，どのような自然災害

であってもその発生の可能性を科学的に否定することは困難であるから，ど

の範囲の自然災害を想定するかは，原子力工学はもとより，多方面にわたる15 

極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づく総合的判断とならざる

を得ない。 

(c) 次に，この安全審査では，その想定した自然災害に対する原子炉施設の安

全性が確保されているか否かが審査されることになるところ，その想定した

自然災害が原子力発電所に与える影響としては，様々な影響が考えられるの20 

であるから，それぞれの影響との関係で安全性を確保できているか否かを確

認する必要があるのであり，その様々な影響の評価判断には，高度に専門的

                                            

評価することが必要不可欠であるから，決定論的安全評価に基づく安全評価が必要不可欠であ

り，そのため，原子力規制においては，決定論的安全評価に基づいて原子炉施設の耐津波設計

の安全性を審査してきた。 

  そして，被告国は，このような決定論的安全評価に基づく安全評価については，二段階審査

の手法により判断すべきであると主張しているものである。 
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な原子力工学の理解が必要不可欠である。しかも，原子力発電所については，

複数の防護措置が講じられているため，想定した災害が原子力発電所にどの

ような影響を与えるのかを判断する際には，これら複数の防護措置の理解も

必要となるから，その意味でも，原子力工学に関する極めて高度な最新の科

学的，専門技術的知見の理解が必要不可欠である。 5 

  例えば，地震の事例においては，地震により原子炉施設の安全機能が喪 

失した場合の影響の程度(耐震重要度)によって，各施設を分類し，耐震重要

度が高いクラスに分類される施設は，低いクラスに分類される施設よりも高

い水準による地震力を算定した上で，耐震設計を行うことが要求されている。 

(d) このように，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可10 

能性の有無の認定判断に当たっては，原子力工学はもとより，多方面にわた

る極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係る

総合的判断が必要であることから，原子力規制機関の判断過程には一定の裁

量(高度に専門的・技術的な判断に認められる裁量)が認められることになる。 

  とはいえ，将来予測に係る総合的判断といっても，原子炉施設の安全審査15 

という，行政機関が規制権限を行使する場面でされるものである以上，その

判断が，直感的・主観的な判断に陥ることは許されず，科学的知見に裏付け

られた客観的判断である必要がある。そのため，自然災害によって原子力災

害が引き起こされることの予見可能性の有無については，その性質上，科学

的に合理的な審査基準を策定した上で，その適合性審査を合理的に行うこと20 

で，その審査結果が客観的かつ科学的なものとなるようにするという方法以

外に，合理的な審査方法は考えられない。 

  仮にこのような審査方法を採らず，審査基準を策定せずに判断を行った場

合，このような原子力規制機関の判断は，直感的・主観的な判断に陥ること

となる。 25 

(e) それゆえ，炉規法は，その「原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物
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質(使用済燃料を含む。以下同じ。)，核燃料物質によって汚染された物(原子

核分裂生成物を含む。以下同じ。)又は原子炉による災害の防止上支障がな

いものであること。」(同法２４条１項４号)という抽象的な許可基準を設定

するにとどめることで，原子力規制機関に一定の裁量(高度に専門的・技術

的な判断に認められる裁量)があることを明らかにしていた。 5 

  また，炉規法の下では，同法２４条１項４号の「災害の防止上支障」の有

無について，具体的審査基準を定めることを求める規定はなかったものの，

実務的には，具体的審査基準を策定し，その適合性審査がされていた。さら

に，平成２４年法律第４７号による改正後の炉規法４３条の３の６第１項４

号は，「発電用原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃10 

料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障が

ないものとして原子力委員会規則で定める基準に適合するものであること」

と定めており，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可

能性の有無を具体的審査基準に基づいて判断することについては，炉規法そ

れ自体が予定しているといえる。 15 

  このように，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可

能性の有無は，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最新の

科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係る総合的判断であること

からすれば，原子力規制機関の判断過程に一定の裁量(高度に専門的・技術

的な判断に認められる裁量)が認められる一方で，具体的な審査基準に基づ20 

いて判断することが求められるというのは当然のことであり，事後的に科学

的に検証可能な将来予測を行うとなると，このような審査手法を採らざるを

得ない。 

(f) したがって，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可

能性の有無は，その性質上，①具体的審査基準の設定と②その当てはめとい25 

う形で審査されることになる。 
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ｃ 設置許可処分段階の原子炉施設の安全性に関する司法審査は，その性質上，

①具体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程にお

ける過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査となるのであり，このこと

は，伊方原発最高裁判決によって裏付けられていること 

  このように，自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可5 

能性の有無は，その性質上，①具体的審査基準の設定と②その当てはめとい

う形で審査されることになるところ，伊方原発最高裁判決は，そのような原

子炉施設の安全審査の手法を踏まえて，原子炉施設の安全性に関する司法審

査は，①具体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程

における過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査となることを明らかに10 

している。 

  すなわち，伊方原発最高裁判決は，「原子炉施設の安全性に関する審査は，

当該原子炉施設そのものの工学的安全性，平常運転時における従業員，周辺

住民及び周辺環境への放射線の影響，事故時における周辺地域への影響等を，

原子炉設置予定地の地形，地質，気象等の自然的条件，人口分布等の社会的15 

条件及び当該原子炉設置者の右技術的能力との関連において，多角的，総合

的見地から検討するものであり，しかも，右審査の対象には，将来の予測に

係る事項も含まれているのであって，右審査においては，原子力工学はもと

より，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づく

総合的判断が必要とされるものであることが明らかである。そして，規制法20 

(引用者注：昭和５２年法律第８０号による改正前の炉規法)２４条２項が，

内閣総理大臣は，原子炉設置の許可をする場合においては，同条１項３号(括

弧内略)及び４号所定の基準の適用について，あらかじめ原子力委員会の意

見を聴き，これを尊重してしなければならないと定めているのは，右のよう

な原子炉施設の安全性に関する審査の特質を考慮し，右各号所定の基準の適25 

合性については，各専門分野の学識経験者等を擁する原子力委員会の科学的，
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専門技術的知見に基づく意見を尊重して行う内閣総理大臣の合理的な判断

にゆだねる趣旨と解するのが相当である」として，原子炉施設の安全審査に

係る原子力規制機関の判断過程に一定の裁量(高度に専門的・技術的な判断

に認められる裁量)があることを前提とした判断をしている上，「原子炉施

設の安全性に関する判断の適否が争われる原子炉設置許可処分の取消訴訟5 

における裁判所の審理，判断は，原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査

会の専門技術的な調査審議及び判断を基にしてされた被告行政庁の判断に

不合理な点があるか否かという観点から行われるべきであって，現在の科学

技術水準に照らし，右調査審議において用いられた具体的審査基準に不合理

な点があり，あるいは当該原子炉施設が右の具体的審査基準に適合するとし10 

た原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の調査審議及び判断の過程

に看過し難い過誤，欠落があり，被告行政庁の判断がこれに依拠してされた

と認められる場合には，被告行政庁の右判断に不合理な点があるものとして，

右判断に基づく原子炉設置許可処分は違法と解すべきである」として，原子

炉施設の安全審査においては，具体的審査基準に基づいて審査されることを15 

前提とした判断がされている(高橋利文・最高裁判所判例解説民事篇平成４

年度４１９ないし４２１ページ)。 

ｄ 使用開始後の原子炉施設の安全性に関する司法審査も，その性質上，①具

体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における

過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査とならざるを得ないこと 20 

(a) 前記ａのとおり，設置許可処分の要件該当性及び技術基準適合命令の要件

該当性の各判断に当たっては，将来発生し得る事象に対して原子炉施設の安

全性が確保されているか否かという点について，極めて高度な最新の科学的，

専門技術的な知見を用いて将来の予測に係る総合的判断を行うものである

から，原子炉施設の安全性に関する司法審査も，その性質上，①具体的審査25 

基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における過誤・欠落
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の有無の検討という二段階の審査とならざるを得ないという意味において，

原子炉施設の安全審査の審査手法は，原子炉施設の設置許可処分段階と使用

開始後で異なるものではないというべきである。 

(b) これに対し，原子炉施設の設置許可処分段階と使用開始後後で異なる審査

手法が採用されることになれば，設置許可処分段階の審査で安全性が確保さ5 

れており，適法と判断された原子炉施設が，使用開始直後から安全性が確保

されていないと判断され，適法に使用することができないというような不都

合が生じ得ることになるところ，そのような不都合が生じることを甘受して

まで設置許可処分段階と使用開始後で原子炉施設の安全性の審査手法を変

える理由は存在せず，このような不都合はおよそ法の想定する事態とは考え10 

られないのであるから，この点からも，設置許可処分段階と使用開始後で異

なる審査手法を用いる理由はない。 

  すなわち，使用開始後に発生し得る事象に対し，原子炉施設の安全審査が

適切になされている限り，当該安全審査における「災害の防止上支障がない」

か否かの結論と規制権限行使の要否の判断をする前提となる「災害の防止上15 

支障がない」か否かの結論が齟齬する事態は，事柄の性質上，起こり得ない

はずである。にもかかわらず，原子炉施設の使用開始後に審査基準を用いた

客観的判断を行わず，設置許可処分段階と異なる審査手法により原子炉施設

の安全性を審査するとなると，設置許可処分後において安全性の欠如を理由

として原子炉施設の使用が適法に行えないという事態が生じることになっ20 

てしまうのである。 

(c) 実際にも，耐震バックチェックにおいては，保安院は，改定された耐震設

計審査指針に基づいて，使用中の原子力発電所の地震及び津波に対する安全

性を確保するように行政指導を行い，新たに設置許可処分申請がなされた原

子炉施設については，これに基づいて適合性審査をしていたのであり，原子25 

炉施設の使用開始後においても，科学的知見の進展につれて，これを審査基
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準に適切に取り入れつつ，当該審査基準に基づいて，原子炉施設の安全性を

確保する運用がなされていた。そして，原子力規制機関が，使用開始後にお

いて，更にその時点から将来に発生し得る事象に対し，科学的知見の進展を

取り入れつつ，不断に将来予測を行い，原子炉施設の安全性を確保する運用

がなされている限り，その結論は，規制権限行使の要否の判断の結論と一致5 

することになる。 

(d) このように，原子炉施設の安全審査は，その性質上，①具体的審査基準の

合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における過誤・欠落の有無

の検討という二段階の審査とならざるを得ないという意味において，原子炉

施設の安全審査の審査手法が，原子炉施設の設置許可処分段階と使用開始後10 

で異なるものではないことからすると，原子炉施設の使用開始後における，

原子炉施設の安全性に係る司法審査も，その事柄の性質上，①設定された具

体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における

過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査によって判断されざるを得ない

ことになる。 15 

  実際に，原子炉施設の周辺住民らが，当該原子炉施設の安全性に欠けると

ころがあるとして，人格権等に基づき，当該原子炉施設の運転の差止め判決

を求める事案や運転差止めの仮処分命令を求める事案においては，人格権侵

害の前提として，原子炉施設の使用開始後の時点において，原子炉施設その

ものが周辺住民の生命・身体等に対する危険性を有するか否かが審理・判断20 

されることになるところ，このような事案においてさえ，行政庁の専門技術

的な判断を尊重して，人格権侵害の前提となる原子炉施設の安全性について

は，将来発生し得る事象に対して原子炉施設の安全性が確保されているか否

かという点について，高度な最新の科学的，専門技術的な知見を用いて将来

の予測に係る総合的判断をするという事柄の性質上，①具体的審査基準の合25 

理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における過誤・欠落の有無の
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検討という二段階の審査とならざるを得ないものである。 

  そのため，多くの裁判所が，設置許可処分後の原子炉施設の安全性を審理

判断するに際し，稼働前の司法審査の枠組みを示した伊方原発最高裁判決と

同様に，二段階審査の手法を用いているところである(名古屋高裁金沢支部

平成３０年７月４日判決・判例時報２４１３・２４１４合併号７１ページ，5 

函館地裁平成３０年３月１９日判決・判例秘書登載・判例番号Ｌ０７３５０

１４３，高松高裁平成３０年１１月１５日決定・判例時報２３９３・２３９

４合併号３８３ページ，広島高裁平成３０年９月２５日決定・判例秘書登載・

判例番号Ｌ０７３２０３９２，大阪高裁平成２９年３月２８日決定・判例時

報２３３４号４ページ，福岡高裁宮崎支部平成２８年４月６日決定・判例時10 

報２２９０号９０ページ等)*5。 

(e) したがって，自然災害によって原子力災害が発生することの予見可能性の

有無が問題となっている本件において，規制権限の不行使の違法性が問題と

なったこれまでの最高裁判決が示した違法性判断枠組みを当てはめるに当

たっては，二段階審査の手法によって，予見可能性の有無を判断する必要が15 

                                            

*5 なお，函館地方裁判所平成３０年３月１９日判決(判例秘書登載・判例番号Ｌ０７３５０１４

３)は，設置許可処分後に事業者が設置許可変更申請をしたものの，これに対する処分がなされ

ておらず，原子力発電所が稼働前であった事案であったため，「設置変更許可申請に対し，規制

委員会の許可がなされる具体的な見通しが立っておらず，原子力発電所の運転開始の具体的な

目処が立っていない現時点で，人格権侵害をもたらすおそれのある重大な事故が発生する具体

的な危険性を直ちに認めることは困難であるといわざるを得ない。」とした上で，「裁判所が，

規制委員会による安全審査及び処分を待たずに，(中略)多方面にわたる極めて高度な最新の科

学的，専門技術的知見を要する原子炉施設の安全性に関する審査を，規制委員会に代替して行

うことは相当ではないから，人格権侵害の具体的危険性，すなわち，原発の安全性についての

裁判所の審理，判断は，規制委員会の調査審議及び判断に不合理な点があるか否かという観点

から行われるべきである。具体的には，現在の科学技術水準に照らして，規制委員会の審査に

用いられた具体的審査基準に不合理な点があるか否か，あるいは，当該原子炉施設が同審査基

準に適合するとの審議・判断に不合理な点があるか否か，という観点で審理，判断がされるべ

きである。」としており，設置許可処分後，設置変更許可処分前の時点においては，二段階審査

の手法を用いることを明らかにしたものである。 
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ある。 

 (ｴ) 本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在り方  

  以上を踏まえれば，本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査

の在り方は，次のようなものになる。 

ａ 原子炉施設の使用開始後においては，原子力規制機関が，更にその時点か5 

ら将来に発生し得る事象に対し，科学的知見の進展を取り込みつつ，不断に

将来予測を行い，炉規法２４条１項４号の「災害の防止上支障がない」か否

かを判断し，必要があれば規制に取り入れるなどしており，これが適切にな

されていれば，原子炉施設の安全審査は適切に行われていることになるか

ら，本件において，裁判所が予見可能性の有無について審査を行うことは，10 

原子炉施設の使用開始後において，炉規法２４条１項４号の「災害の防止上

支障がない」か否かを判断するのと同じことに帰着することになる。 

  本件における予見可能性の対象は，津波という自然災害が発生することに

よって本件原発で原子力災害が発生することであるところ，本件において予

見の対象とすべき津波は，現実に到来した本件津波又はこれと同様の津波で15 

あるが，少なくとも，本件原発の主要建屋の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超

える津波が到来することが予見できなければ，原子力災害発生の予見可能性

はないのであるから，本件において予見可能性があるというためには，少な

くとも，本件原発の主要建屋の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到

来することが予見できなければならない。 20 

ｂ そして，実際にも，本件事故以前の原子炉施設の安全審査においては，原

子力発電所に到来する津波に対する安全性の確認基準について，「津波の数

値シミュレーションは，想定津波の発生域において，過去に敷地周辺に大き

な影響を及ぼしその痕跡高の記録が残されている既往の津波について数値

シミュレーションを行った上で，想定津波の数値シミュレーションを行う。」25 

とした上で，「想定津波の数値シミュレーションに当たっては，既往の津波
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の数値シミュレーションを踏まえ，想定津波の断層モデルに係る不確定性を

合理的な範囲で考慮したパラメータスタディーを行い，これらの想定津波群

による水位の中から敷地に最も影響を与える上昇水位及び下降水位を求め，

これに潮位を考慮したものを評価用の津波水位とする。」としているとおり

(バックチェックルール)，津波評価技術の考え方を基準にして，審査を行っ5 

ていた。 

ｃ また，自然災害である津波によって原子力災害が引き起こされることの予

見可能性の有無の判断に当たっては，原子力工学はもとより，多方面にわた

る極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係る

総合的判断が必要であり，その判断については，原子炉施設の使用開始後で10 

あっても，原子力規制機関の判断過程に一定の裁量(高度に専門的・技術的

な判断に認められる裁量)が認められるというべきであるから，このような

場合の裁判所の審理・判断は，原告らが原子力規制機関において規制権限を

行使すべきであったと主張する時期の原子炉施設の安全性に係る原子力規

制機関の判断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべきであ15 

って，裁判所が行政庁の判断から離れて直接審査することは許されないとい

うべきである。 

  そうだとすれば，本件における予見可能性の有無は，①津波評価技術の考

え方という当時の規制実務において事実上用いられていた具体的審査基準

に不合理な点があるか否かと②その具体的な適合性の判断の過程に看過し20 

難い過誤，欠落があるか否かによって審査されることになる。 

ｄ そして，以上の点についての被告国の主張を要約すれば，次のとおりであ

る。すなわち，①津波評価技術の考え方は，当時の最先端の津波解析手法で

あり，その合理性は明らかである。また，②津波評価技術の考え方からすれ

ば，明治三陸地震の波源モデルを実際に発生した場所とは異なる福島県沖の25 

領域に設定するためには，地震地体構造の知見によって，明治三陸地震が発
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生した三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域とで地震地体

構造が同一であるといえることが必要となるところ，保安院は，三陸沖から

房総沖にかけての海溝部の地形は，北部と南部で大きく異なり，地震地体構

造に同一性があるとはいえないことから，「長期評価の見解」は，地震地体

構造の知見による根拠を欠いており，本件原発の津波想定において，津波評5 

価技術の考え方に取り込む必要はないと判断したものであり，その判断の過

程に看過し難い過誤・欠落はない。 

(ｵ) 最高裁が示した規制権限の不行使の違法性の判断枠組みとの関係について 

  このように，規制権限を定めた法令である炉規法の趣旨，目的等を適切に検

討すれば，必然的に，裁判所は，本件津波によって本件原発に原子力災害が発10 

生することの予見可能性の有無については，原子力規制機関による実際の判断

過程から離れて，原子力規制機関が採るべきであった判断の内容を認定するの

ではなく，原子力規制機関の行った実際の判断過程の過誤，欠落の有無を判断

すべきことになり，具体的には，①津波評価技術の考え方に不合理な点がある

か否かを審査した上で，②その具体的な適合性の判断の過程に看過し難い過15 

誤，欠落があるか否かを審査することにならざるを得ない。このような司法審

査の手法は，一見すると，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が行

政庁の判断から離れて独自の立場で審査してきた前記(ｲ)で検討した裁判例と

整合していないとの疑念が生じ得ないではない。 

  しかしながら，前記(ｲ)の裁判例における規制権限不行使の違法性の判断枠20 

組みは，その規制権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権限の性質等に応じ

て，異なる司法審査の手法を用いることを要請していると解することができる

ところ，本件で問題となっている前記のような規制権限の性質等に照らすと，

前記(ｲ)の裁判例における司法審査の在り方とは異なり，本件における司法審

査の手法は，前記(ｴ)のとおり，①津波評価技術の考え方に不合理な点がある25 

か否か審査した上で，②その具体的な適合性の判断の過程に看過し難い過誤，
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欠落があるか否かを審査するという手法となることは明らかである。 

  以下詳述する。 

ａ 最高裁が示した規制権限の不行使の違法性の判断枠組みとその考慮要素

について 

(a) 最高裁は，規制権限の不行使が国賠法上違法とされるか否かを判断するに5 

当たっては，「その権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権限の性質等に

照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容される限度を逸脱して

著しく合理性を欠くと認められるときは，その不行使により被害を受けた者

との関係において，国家賠償法１条１項の適用上違法となる」との判断枠組

みを採用していることから，その権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権10 

限の性質等に応じた司法審査の手法を用いることを求めているといえる。 

(b) この点，前記(ｳ)で述べたとおり，規制権限を定めた法令である炉規法の

趣旨，目的や，その権限の性質を考慮すれば，原子炉施設の安全審査の在り

方は，将来発生し得る事象に対して原子炉施設の安全性が確保されているか

否かについて，極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見を用いて将来の15 

予測に係る総合的判断が必要とされるという点で，原子炉施設の設置許可処

分段階と使用開始後で異なるものではなく，したがって，その判断の手法も

同じものとならざるを得ないものである。 

(c) ところで，最高裁は，前記(a)で述べた判断枠組みの下で，㋐規制権限を

定めた法が保護する利益の内容及び性質，㋑被害の重大性及び切迫性，㋒予20 

見可能性，㋓結果回避可能性，㋔現実に実施された措置の合理性，㋕規制権

限行使以外の手段による結果回避困難性(被害者による被害回避可能性)，㋖

規制権限行使における専門性，裁量性などの要素を総合的に検討して，規制

権限の不行使の国賠法上の違法性を判断していると評価されているところ

である(角谷・前掲判例解説１８２ページ)。もとより，これらの事情は，規25 

制権限の不行使の違法性が問題となったこれまでの最高裁判例において考
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慮された事情をまとめたものであって，ここに挙げられた事情の全てが常に

考慮されるようなものではない。また，当然のことながら，判断の在り方も，

事案の性質によって異なるものとなることになる(小早川ほか編著・前掲判

例行政法３・３０３ないし３０５ページ)。 

  そこで，前記(ｴ)で述べた判断手法が，最高裁が示した規制権限の不行使5 

の違法性に関する判断枠組みに基づくものであることについて後記ｂで述

べることとする。 

ｂ 最高裁が示した規制権限の不行使の違法性の判断枠組み及びその考慮要

素と，本件における司法審査の手法の関係について 

(a) 本件で問題となっている規制権限は，原子炉施設の使用開始後の安全性を10 

確保するために行使されるものであるところ，前記(ｳ)のとおり，設置許可

処分段階と使用開始後における安全審査の対象は，いずれも，各時点よりも

将来に発生し得る事象の予測であるという点で異なるものではなく，したが

って，その判断の手法も同様のものとならざるを得ないものである。そして，

原子炉施設の安全審査は，将来発生し得る可能性がある事象も想定した上15 

で，その想定した災害に対する安全性が確保されているか否かを審査するも

のであり，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基

づいた将来の予測に係る総合的判断であることから，原子力規制機関の判断

過程には一定の裁量(高度に専門的・技術的な判断に認められる裁量)が認め

られることになる。ただ，将来予測に係る総合的判断といっても，原子炉施20 

設の安全審査という，原子力規制機関が規制権限を行使する場面でされるも

のである以上，その判断が，直感的・主観的な判断に陥ることは許されず，

科学的知見に裏付けられた客観的判断となる必要がある。そのため，この安

全性については，その性質上，科学的に合理的な審査基準を策定した上で，

その適合性審査を合理的に行うことにより，その審査結果が客観的かつ科学25 

的なものとなるようにすることが要請されるものである。したがって，設置
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許可処分の取消し及び技術基準適合命令については，その権限の性質上，原

子力規制機関の要件該当性の審査は，①具体的審査基準の設定と，②その審

査基準の当てはめという二段階の審査にならざるを得ないのであるから，そ

の司法審査も，その二段階の審査に併せて，①具体的審査基準に不合理な点

があるか否か，②その基準に適合するとした判断の過程に看過し難い過誤，5 

欠落があるか否かという二段階の審査とならざるを得ない。 

  このように，本件における司法審査の手法は，設置許可処分の取消し及び

技術基準適合命令の性質からして，①想定すべき津波に対する安全性の審査

又は判断についての具体的審査基準として事実上用いられていた津波評価

技術の考え方に不合理な点があるか否か，②その具体的な適合性の判断の過10 

程に看過し難い過誤，欠落があるか否かという二段階の審査とならざるを得

ないのである。 

(b) また，この司法審査の手法は，以下のとおり，最高裁が示した規制権限の

不行使の違法性に関する判断枠組みに基づくものである。 

i) すなわち，前記ａのとおり，最高裁は，規制権限の不行使が国賠法上違法15 

となる場合について，「その権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権限の

性質等に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容される限度を

逸脱して著しく合理性を欠くと認められるときは，その不行使により被害を

受けた者との関係において，国家賠償法１条１項の適用上違法となる」との

判断枠組みを採用した上で，具体的な事案において，規制権限の不行使が国20 

賠法上違法となるかの判断をするに当たっては，事案に応じ，㋐規制権限を

定めた法が保護する利益の内容及び性質，㋑被害の重大性及び切迫性，㋒予

見可能性，㋓結果回避可能性，㋔現実に実施された措置の合理性，㋕規制権

限行使以外の手段による結果回避困難性(被害者による被害回避可能性)，㋖

規制権限行使における専門性，裁量性などの諸要素の全部又は一部を総合的25 

に考慮して，その不行使が著しく合理性を欠くと認められるかを検討してい
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るところ，これらの諸要素をどのように，またどの程度考慮すべきかは，規

制権限の根拠規範ごとにその根拠規範の解釈によって決まるものである。そ

して，本件において，被告国は，原子炉施設の安全性に係る規制権限の不行

使が国賠法上違法となるかの判断をするに当たっては，上記規制権限を定め

た法令である炉規法の趣旨，目的や，その権限の性質等を考慮して，二段階5 

審査の手法により判断すべきである旨主張しているところであり，このよう

な被告国の主張は，正に，最高裁が示した規制権限の不行使の違法性に関す

る判断枠組みに基づくものである。 

  これを具体的に述べれば，設置許可処分を受けた原子炉施設に対する規制

権限は，使用開始後の原子炉施設の安全性を確保するために行使されるもの10 

であるところ(前記㋐)，原子力発電所は，一度事故を起こせば，周辺住民の

生命・身体に重大な危害を及ぼす危険性があるものであることから，炉規法

２４条１項４号は，そのような災害が万が一にも起こらないようにするた

め，原子炉施設の位置，構造及び設備の安全性につき，科学的，専門技術的

見地から，原子力規制機関に十分な審査を行わせることとしているのであり15 

(前記㋑)，原子炉施設については，高度な安全性が求められることになるが，

原子力発電所も科学技術を利用した施設である以上，原子炉施設に求められ

る安全性は，飽くまでも，何らかの事故発生等の危険性の程度が，科学技術

の利用により得られる利益の大きさとの対比において，社会通念上容認でき

る水準であると一般に考えられる場合に，これをもって安全と評価するとい20 

う意味での安全性(相対的安全性)である。そのため，設置許可処分の取消し

及び技術基準適合命令は，前記の意味における安全性を確保するために行使

されるものである(前記㋐)。そして，原子炉施設が前記の意味における安全

性を確保できているか否かの判断は，科学的，専門技術的知見に基づく将来

の予測に係る判断が含まれるのであって，原子力工学を始め，地震学・津波25 

学といった様々な分野における極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見
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に基づく総合的判断とならざるを得ないから，原子力規制機関の判断過程に

は一定の裁量(高度に専門的・技術的な判断に認められる裁量)が認められる

(前記㋖)。そのため，原子力規制機関において，原子炉施設が前記の意味に

おける安全性を欠いているか否かの判断，すなわち，自然災害による原子力

災害の発生の予見可能性の有無を判断するに当たっては，①具体的審査基準5 

の策定及び②その審査基準への当てはめの過程における裁量が認められて

おり(高橋利文・最高裁判所判例解説民事篇平成４年度４１６ページ参照)，

その点は，炉規法２４条１項４号の定めにも現れている(前記㋖)。 

  したがって，原子炉施設の使用開始後においても，裁判所は，自然災害に

よる原子力災害の発生の予見可能性の有無を判断するに当たっては，原子力10 

規制機関の判断過程，すなわち，原子力規制機関の①具体的審査基準の策定

及び②その審査基準への当てはめの過程における裁量を尊重せざるを得な

いことになる。 

  そうすると，本件における予見可能性の有無は，その規制権限に与えられ

た裁量に照らして，①設定された具体的審査基準に不合理な点があるか否か15 

と②その基準を当てはめた判断過程に看過し難い過誤，欠落があるか否かと

いう二段階の審査によって判断されなければならないところ，本件において

は，当時の規制実務において事実上用いられていた具体的審査基準である津

波評価技術の考え方に不合理な点はなく，これを当てはめた判断過程に看過

し難い過誤，欠落はないから，津波によって原子力災害が発生することの予20 

見可能性は認められない(前記㋒)。 

  しかも，保安院は，「長期評価の見解」を確率論的安全評価に取り入れる

ことで決定論的安全評価の見直しの契機とすることの可否を含め検討する

など*6，津波のリスクに配慮していたところであり(前記㋔)，確率論的安全

                                            

*6 確率論的安全評価(確率論的ハザード解析)とは，発生する可能性が確立した科学的知見によ
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評価によって評価された科学的知見を決定論的安全評価に取り入れること

とした場合には，津波の想定自体も見直されることになるが，本件事故以前

はいまだ評価方法として確立しておらず，規制実務上採用されていなかった

確率論的安全評価を仮に参考にしたとしても，津波の想定を見直す必要は生

じていなかった(前記㋒)。そうすると，本件においては，原子力規制機関に，5 

津波によって原子力災害が発生することの予見可能性がなかったことは明

らかであるから，㋓結果回避可能性及び㋕規制権限行使以外の手段による結

果回避困難性(被害者による被害回避可能性)を考慮するまでもなく，経済産

業大臣が規制権限を行使しなかったことが著しく不合理とはいえないこと

となる。 10 

ｃ 小括 

  以上のとおり，本件事故以前において，保安院に，本件原発に主要建屋の

敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到来することの予見可能性があっ

たかどうかは，その性質上，①津波評価技術の考え方という当時の規制実務

において事実上用いられていた具体的審査基準の合理性と②その基準を当15 

てはめた判断過程における過誤・欠落の有無によって判断すべきであるとこ

ろ，①津波評価技術の考え方の合理性を疑わせる事情は存在しない上，②保

安院が，津波評価技術の考え方の中で，「長期評価の見解」を，本件原発の

津波想定に取り込む必要はないと判断したことに，看過し難い過誤，欠落は

ないから，保安院に，本件原発に敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が20 

                                            

り基礎づけられている事象から，発生する可能性が科学的根拠をもって否定できないという程

度の事象まで，様々な事象を評価の基礎に取り込んだ上で，それらの事象の発生確率などを算

出して施設の安全性を評価する手法である。 

  津波における確率論的安全評価(確率論的ハザード解析)は，直ちにこれに依拠して規制上の

判断を行うことができるものではないが，原子力規制において，決定論的安全評価に基づく安

全審査で基準を満たしていると評価された原子炉施設について，その設計基準とすべき津波を

見直すきっかけを与えるものということができる。 
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到来することの予見可能性はなかったというべきである。そして，この，本

件原発に敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到来する予見可能性があ

ったか否かを，①津波評価技術の考え方という具体的審査基準の合理性と②

その基準を当てはめた判断過程における過誤・欠落の有無によって判断すべ

きとする考え方は，正に，最高裁が示した規制権限の不行使の違法性に関す5 

る判断枠組みに基づくものである。したがって，経済産業大臣が規制権限を

行使しなかったことが著しく不合理と評価される余地はないから，経済産業

大臣の規制権限の不行使が国賠法上違法と評価される余地はないというべ

きである。 

(ｶ) 同種事案に関するこれまでの判決の評価・位置づけ 10 

  以上述べたとおり，津波によって原子力災害が発生することの予見可能性の

有無は，原子炉施設の安全審査の性質を踏まえると，①津波評価技術の考え方

という具体的審査基準の合理性と②その基準を当てはめた判断過程における

過誤・欠落の有無によって判断されなければならないものであるが，本件に関

するこれまでの判決では，必ずしも，この判断手法が採用されていない。ただ，15 

本件に関するこれまでの判決の判断内容を分析すると，この判断手法を採用し

ていない裁判例の中にも，実質的にはこの判断手法を踏まえた判断をしている

と評価できるものがある。そこで，以下では，本件に関するこれまでの判決の

判断内容を分析し，同種事案に関する一連の判決のうち，実質的に被告国の主

張する二段階審査の判断手法を踏まえた判断をしていると評価できるものに20 

ついては，「長期評価の見解」に基づく原子力規制機関(又は事業者)の責任を

否定しているのに対し，そうでないものについては，「長期評価の見解」に基

づく原子力規制機関(又は事業者)の責任を肯定していることを明らかにする。 

ａ 名古屋地裁判決，千葉地方裁判所平成２９年９月２２日判決(以下「千葉

地裁判決(民事第３部)」という。)及び同裁判所平成３１年３月１４日判決25 

(以下「千葉地裁判決(民事第５部)」といい，両判決を併せて「千葉地裁判決
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(民事第３部及び民事第５部)という。)並びに山形地方裁判所令和元年１２

月１７日判決(以下「山形地裁判決」という。)について 

(a) 名古屋地裁判決並びに千葉地裁判決(民事第３部及び民事第５部)は，三陸

沖から房総沖までの日本海溝沿いの領域について，北部と南部とで，地形や

地質が異なっていることや，専門家からも否定的な意見が出されており，「長5 

期評価の見解」における発生領域及び発生確率の評価の信頼度が「Ｃ：やや

低い」とされたことなどを根拠として，本件原発において津波による原子力

災害が発生する予見可能性の程度は高くはなかったと判断しており，前記の

点を踏まえて，「長期評価の見解」は，その根拠となったデータの少なさや

理学的根拠の不十分さなどから，専門研究者間で正当な見解として通説的見10 

解といえるほど確立した知見であったとはいえない，あるいは不確実性を有

するものであったとしているところ*7，これらの判断手法は，実質的に見て，

地震地体構造の同一性が認められる場合に想定津波の波源を設定する津波

評価技術の考え方に「長期評価の見解」を当てはめたのと同じ手法であると

いうことができる。 15 

  また，山形地裁判決も同様に，「長期評価の見解」が「三陸沖北部から房

総沖の海溝寄り」の領域を一つの領域としたことについて，専門家から否定

的な意見が出されていたことを認定した上で，「長期評価の見解」における

発生領域及び発生確率の評価の信頼度が「Ｃ：やや低い」とされ，専門家か

らも否定的な意見が出されていたことなどを根拠として，本件原発において20 

津波による原子力災害が発生する切迫性は大きいとはいえず，予見可能性の

程度は，原子力発電所の防災対策について何らかの措置を執るべきといえる

程度にとどまる，被告国が予見可能であったといい得る事象は，必ずしも明

                                            

*7 名古屋地裁判決３８７及び３８８ページ，千葉地裁判決(第３民事部)１２３及び１２７ペー

ジ，千葉地裁判決(第５民事部)２６６ないし２６９ページ 
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確に具体化されたものではなく，これから直ちに一定の対策を導き得るもの

ではなかったとしている*8。したがって，名古屋地裁及び千葉地裁(民事第３

部及び民事第５部)は，実質的には，「長期評価の見解」について，具体的審

査基準として事実上採用されていた津波評価技術の考え方への当てはめの

合理性を審査したものといえ，山形地裁判決も同様の考え方を採っているも5 

のと考えられる。 

(b) もっとも，名古屋地裁判決，千葉地裁判決(民事第３部及び民事第５部)及

び山形地裁判決は，その当てはめの結果，具体的審査基準に当てはまらず，

作為義務の発生を基礎づけるにも至らない程度の予見可能性，つまり，低い

程度の予見可能性(認識可能性)しか認められない場合であっても，規制権限10 

の不行使の違法性を検討する上での予見可能性はあると判断している。仮

に，これらの判決のような判断枠組みを採用した場合には，予見可能性とい

っても，その程度は，非常に高度なものから，非常に低いものまでがあるこ

とになる。そして，そのような予見可能性の程度が低い場合には，それに対

応する必要性が低下することから，結果回避措置の選択に係る裁量や，規制15 

権限を行使する時期について広範な裁量が認められることにならざるを得

ない。 

  この点につき，名古屋地裁判決は，精度及び確度のそれほど高くない知見

に基づく試算しか得られない場合には，直ちに結果回避措置を採ることを法

的に義務付けることはできず，今後の結果回避措置の内容，時期については20 

規制機関の専門的判断に委ねられるとし，千葉地裁判決(第３民事部及び第

５民事部)も同様の判示をしており，名古屋地裁判決及び千葉地裁判決(第３

民事部及び第５民事部)は，予見可能性が低いことを前提として，結果回避

措置を選択する裁量や権限を行使する時期についての広範な裁量を認めた

                                            

*8 山形地裁判決２１６ないし２２２，２２９ページ 
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ものと解される*9。また，山形地裁判決は，予見対象を予見すべきであった

といえる程度に応じて，執るべきであったといえる措置の内容も異なってく

るし，そのような措置を採らなかったことの合理性も大きく変わってくると

した上で，保安院が採った措置について，予見可能性の程度に照らして，相

応の合理性を有するものであったとしており，同様の考え方を採っているも5 

のと考えられる*10。 

  このように，名古屋地裁判決，千葉地裁判決(民事第３部及び民事第５部)

及び山形地裁判決からすると，ある災害によって原子力災害が発生すること

の予見可能性の程度が低い場合には，対策をとる当該災害への対策として選

択すべき対策が原子炉施設の安全対策の見地から合理的に特定される状況10 

にならなければ，規制権限の不行使が違法と評価されることにはならないと

解されるところ，そのような状況に陥ることは考え難いから，結局のところ，

被告国が主張する予見可能性が存在しなければ，原子力規制機関の規制権限

の不行使が違法と評価される余地はないこととなる。 

  したがって，被告国と名古屋地裁判決，千葉地裁判決(第３民事部及び第15 

５民事部)及び山形地裁判決は，実質的には同じ判断枠組みを採用している

と評価することができる。 

ｂ 被告東電の元役員を被告人とする刑事事件に係る一審判決(東京地方裁判

所令和元年９月１９日判決。以下「刑事判決」という。)について 

  刑事判決では，被告東電の元役員において，本件原発に１０ｍ盤(Ｏ．Ｐ．20 

＋１０ｍ)を超える津波が到来することについての予見可能性の有無を検討

するに当たって，原子力規制機関の審査基準を参考にしていることから，自

然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無の判断枠組みについて

                                            

*9 名古屋地裁判決３８６ないし３９２ページ，千葉地裁判決(第３民事部)１２６ないし１２８

ページ，千葉地裁判決(第５民事部)２７４ないし２７６ページ 

*10 山形地裁判決２１８，２２７及び２２８ページ  
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の基本的な考え方は，被告国の主張と同様であると考えられる。そして，刑

事判決では，原子力規制機関が，津波についての具体的審査基準として津波

評価技術の考え方を取り入れていたとの認定がされている上(同判決３０及

び３１ページ)，三陸沖から房総沖の海底地殻構造が，北側領域と南側領域

で異なっていることなどから(同判決７５ないし７８ページ)，「長期評価の5 

見解」に客観的な信頼性，具体性があったとはいえない旨の判断がされてい

るのであり，実質的には，津波評価技術の考え方に基づいて判断されている

ものといえる。 

  したがって，この刑事判決は，実質的に，被告国の主張する判断枠組みと

同様の判断枠組みで判断したものといえる。 10 

ｃ 東京地方裁判所平成３０年３月１６日判決(以下「東京地裁判決」という。)

等の被告国の国家賠償責任を認めた判決について 

  これに対し，東京地裁判決等の被告国の国家賠償責任を認めた判決では，

被告国の主張する判断枠組みと実質的に異なる判断枠組みによる判断がさ

れている。すなわち，東京地裁判決等の被告国を敗訴させた判決では，津波15 

によって原子力災害が発生することの予見可能性の有無について，①津波評

価技術の考え方という具体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当て

はめた判断過程における過誤・欠落の有無の検討という二段階の審査をして

いないばかりか，「長期評価の見解」から直接的に予見義務ないし予見可能

性を導いているところ，これは，「災害の防止上支障がない」か否かに関し，20 

裁判所が行政庁の判断から離れて直接審査するものである。しかも，これら

の裁判例では，原子力規制機関が，その予見可能性が認められる時点で直ち

に，事業者に対し，考え得る全ての結果回避措置を講じるように命じなけれ

ばならないという考え方が前提となっている。 

  そうすると，これらの判決は，原子力規制機関に，津波によって原子力災25 

害が発生することの予見可能性の有無の判断ばかりか，結果回避措置を選択
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する裁量や規制権限を行使する時期の裁量を認めなかったことと等しい(あ

るいは，これらの判決は，「長期評価の見解」は，科学的，専門技術的知見

がなくても，その正当性が判断できるほどに，信用性の高い科学的知見であ

ると考えたものと解することもできるが，「長期評価の見解」をそのように

評価することは誤りである。)。そうすると，これらの判決は，原子炉施設の5 

安全審査における司法審査の在り方に関し，誤った審査手法を採用したもの

といわざるを得ない。 

ｄ 横浜地方裁判所平成３１年２月２０日判決(以下「横浜地裁判決」という。)

について(a) 横浜地裁判決は，原子力発電所の安全性に関する規制権限の不

行使の適否が争われる国家賠償請求訴訟における裁判所の審理，判断は，経10 

済産業大臣が，原子力安全委員会ないし保安院の専門技術的な調査審議及び

判断を基にして規制権限を行使しなかったその判断に不合理があるか否か

という観点から行われるべきであるとした上で，当時の科学技術水準に照ら

し，当該原子炉施設が具体的審査基準に適合するとした原子力安全委員会若

しくは保安院の調査審議及び判断の過程に看過し難い過誤，欠落がある場合15 

には，規制権限の不行使が国賠法上違法となるとの判断枠組みを設定してい

る。このように，横浜地裁判決は，津波による原子力災害発生の予見可能性

の有無に関する司法審査の枠組みについて，二段階審査の手法を設定してい

る点において，被告国の主張とほぼ同様の理解に立っている。 

(b) ただし，横浜地裁判決は，「長期評価の見解」が，それのみで予見可能性20 

を基礎づけるほどに成熟した科学的知見ではないとしている点においては

正しい判断をしているものの，本件事故以前において，津波評価技術の考え

方が想定津波の具体的審査基準として事実上用いられていたという事実を

看過し，「長期評価の見解」を津波評価技術の考え方に当てはめることなく，

予見可能性を基礎づける科学的知見の一つであるかのような誤った判断を25 

した上，貞観地震の知見の進展状況に加えて「長期評価の見解」も踏まえる
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と，本件事故以前には，本件原発の敷地高さ(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津

波の予見可能性があったとの誤った判断をしており，実際には二段階審査を

行っていない。 

(c) このように，横浜地裁判決は，原子炉施設の安全審査に係る司法審査の在

り方については，二段階審査の手法という適切な判断枠組みを設定したもの5 

の，適用すべき具体的審査基準を誤り，貞観地震の知見及び「長期評価の見

解」について，適用すべき具体的審査基準として事実上用いられていた津波

評価技術の考え方に当てはめなかったため，結論を誤ったものと評価でき

る。 

ｅ 小括 10 

  このように，同種事案に関する一連の判決では，実質的に，被告国の主張

する判断枠組みと同様の判断手法を採用している判決(「長期評価の見解」

について，津波評価技術の考え方への当てはめの合理性を審査している判

決)については，正当な結論が導かれ，そうでない判決については，誤った結

論が導かれているといえる。 15 

(ｷ) まとめ 

  以上のとおり，津波という自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の

有無に関する司法審査の在り方については，行政庁の規制権限の不行使の違法

性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可能性の有無の

認定判断とは性質が大きく異なり，原子力工学はもとより，多方面にわたる極20 

めて高度な科学的，専門技術的知見に基づいた将来予測に係る総合判断である

ため，津波という自然災害による原子力災害発生の予見可能性の有無について，

裁判所が，原子力規制機関による実際の判断過程から離れて，原子力規制機関

が採るべきであった判断の内容を認定することは許されないから，原子力規制

機関が実際に行った判断過程の過誤，欠落の有無を裁判所が判断する審査方法25 

(判断過程審査)によって判断しなければならず，具体的には，①原子炉施設に
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関して用いられた安全性の審査又は判断についての具体的審査基準に不合理

な点があるか否か，②当該原子炉施設がその基準に適合するとした規制機関の

判断の過程に看過し難い過誤，欠落があるか否かという観点(二段階の審査)に

よって判断されなければならないこととなる。そして，このような判断手法の

下では，保安院に，本件原発の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)を超える津波が到来5 

することにより原子力災害が発生することの予見可能性が認められる余地は

なく，行政庁は規制権限を行使することができないものであった。そして，こ

のような二段階審査の判断手法は，正に，最高裁が示した規制権限の不行使の

違法性に関する判断枠組みに基づくものであるところ，同種事案に関する一連

の判決のうち，実質的にこの二段階審査の判断手法を踏まえた判断をしている10 

と評価できる判決(「長期評価の見解」について，津波評価技術の考え方への当

てはめの合理性を審査している判決)においては，「長期評価の見解」に基づく

規制機関(又は事業者)の責任が正当に否定されているのである。 

ウ 規制権限不行使の違法に係る予見可能性の内容等 

(ｱ) 予見可能性の対象 15 

ａ 本件津波等により，本件原発がＳＢＯに陥り，直流電源も喪失又は枯渇す

るなどして炉心冷却機能を失い，外部環境に放射性物質を放出するに至った

ことから，本件事故が発生した。その実際の経過に照らせば，本件において

被告国による規制権限の不行使が違法とされる前提としての予見可能性が

あると評価されるためには, 原告らに損害を生じさせた原因とされる，本件20 

津波と同規模の津波の発生，到来についての予見可能性が必要である。 

ｂ 予見可能性は，具体的な結果回避の前提となるものであるところ，後記エ

において，原告らが結果回避措置として主張する防潮堤の設置，重要機器，

非常用ＤＧの高所への配置などといった具体的な対策を講じるためには，一

定程度具体的な浸水高の津波を想定しなければならず，「Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ25 

を超える津波」という抽象的な予見対象では具体的な設置位置等を定めるな



 

173 

 

どの対策を取ることができない。 

  また，原告らは本件原発の浸水に対する脆弱性などと主張する。しかし，

地震及びこれに伴う津波によりＳＢＯに陥り，炉心冷却機能を失って放射性

物質を放出する事故に至るか否かは，地震及び津波による被災の範囲や程度，

津波の遡上経路，各種設備・機器への影響の有無や程度(地震による損傷の有5 

無・程度，津波による浸水の有無・程度・時間等)などの様々な要因によって

定まる。これらの要因は襲来する地震及び津波の規模(地震の発生源，その大

きさ，津波の水量，水流，水圧等)に大きく左右されるから，単に敷地高を超

える津波が到来したというだけで本件事故が発生したということはできず，

その点においても，予見の対象として，原告らが主張するように，抽象的に10 

Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波をもたらす地震及びこれに伴う同規模の津波

すなわち原告ら主張津波等であるとすることは誤りであるといえる。 

(ｲ) 予見可能性の程度(規制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根

拠が伴っている科学的知見というためには，少なくとも，審議会等の検証に

耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠が伴っていなければならないこと) 15 

ａ 原子力発電所には高度の安全性が求められているものの，他方で，原子力

規制における規制権限の行使は，事業者の活動を制約するものであるだけで

なく，電気事業という性質上，最終的に国民一般に経済的負担として転嫁さ

れることにつながるものである上，科学的根拠の乏しい自然事象も含めてあ

らゆる事象を規制に取り込むということになれば，かえって，原子力工学そ20 

の他の多様な科学技術の統合体である原子力発電所のシステム全体の安全

性を低下させるおそれすらあることなどからすれば，被告国が，ある科学的

知見に基づいて規制権限を行使することが法的義務となるためには，少なく

とも，その科学的知見が規制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理

的な根拠に裏付けられていることが必要というべきである。 25 

  したがって，何ら合理的な根拠を伴わない科学的知見や，矛盾する科学的
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根拠のみが示され，その正当性を裏付ける知見が示されていない科学的知見

では，規制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根拠を伴う科学

的知見とは評価できないというべきである。 

ｂ そして，原子力規制実務では，審議会(原子炉安全専門審査会等)において，

自然科学に限らない様々な分野の専門家が，当該科学的知見が原子力規制に5 

取り込むだけの客観的かつ合理的根拠を伴っているかという点について審

議をした上で，当該科学的知見を規制に取り入れるかどうかを判断している

ことから，規制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根拠が伴っ

ている科学的知見というためには，少なくとも，そのような様々な分野の専

門家(審議会等)の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠が伴ってい10 

なければならず，単に国の機関が発表した見解や意見であるというだけでは

足りないというべきである。 

(ｳ) 原告らのその余の主張に対する反論 

ａ 原告らは，本件津波の津波高は１３ｍであり，本件原発１号機から４号機

のエリアの浸水高はＯ．Ｐ．＋１１．５～＋１５．５ｍ程度であったから，15 

「Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ」を超える高さの津波が襲来すれば，同エリアでは少な

くともその約１．１９倍程度の高さとなり，同様の事故が起きたなどと主張

する。しかし，前記(ｱ)ｂで主張した点に加えて，浸水高(津波により建物や

設備に残された変色部や漂着物等の痕跡の基準面すなわちＯ．Ｐ．(小名浜

港工事基準面)からの高さであり，一定の高さで押し寄せた津波が，護岸の20 

形状や津波の挙動等により敷地上で変動した結果を指す。)と津波の高さ(津

波が発生していない状態の平常潮位から津波によって海面が上昇した時の

高さ)は異なる概念であり，これを混同する原告らの主張は前提に誤りがあ

り，失当である。 

ｂ 原告らは，伊方最高裁判決を引用し，安全サイドに立った最新かつ相応の25 

科学的信頼性，妥当性が担保された知見であれば足りるなどと主張する。 
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  しかしながら，伊方最高裁判決における「深刻な災害が万が一にも起こら

ないようにする」との判示は，科学技術の分野において達成不可能な「絶対

的安全性」をいうものではなく，その危険性の程度と科学技術の利用により

得られる利益の大きさとの比較考量の上で，これを一応安全なものであると

して利用する考え方である「相対的安全性」を前提とするものであるし，規5 

制権限不行使の違法が問われている事案における各判例(最高裁平成７年６

月２３日第二小法廷判決民集４９巻６号１６００頁，最高裁平成１６年４月

２７日第三小法廷判決民集５８巻４号１０３２頁，最高裁平成１６年１０月

１５日第二小法廷判決民集５８巻７号１８０２頁)においては，いずれも予

見可能性が存在すると認めるに当たり，被害が現実化し，かつ，規制権限の10 

行使が正当化でき，その行使が作為義務にまで至っているといえる程度の知

見が形成，確立していたことを前提とする。 

  このように，判例は，形成，確立された知見を前提とするものであり，原

告らの主張は，判例の判断枠組みからしても，失当である。 

ｃ また，原告らは，規制による保護されるべき法益が国民の生命・身体・財15 

産であるのに対し，規制されるべき法益は原子力事業者の経済的利益にすぎ

ないなどとも主張するが，結果からみた後知恵の発想というほかない。事前

規制すなわち行為時における予見可能性を考える上で対比されるべきは，薄

弱な根拠の下に被告国が規制権限を行使してこれを強制した場合，かかる行

政処分に対しては，事業者側から行政処分の取消訴訟が提起されかねないほ20 

か，その行政処分が裁量権を逸脱したものであり，かかる行政処分によって

事業者側に営業損害等が生じた場合には，事業者側からの国家賠償請求訴訟

が提訴されることにもなりかねず，さらに，その結果としての不必要な費用

の増大とそれによる国民への過剰負担(電気料金などの増大)を招くリスク

や，電力の安定供給を損なうことによる国民生活を損なうリスクなどであり，25 

それゆえに，形成，確立された知見に基づくエビデンスを踏まえて，結果回
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避措置や規制権限の行使がされなければならない。 

エ 規制権限不行使の違法性を基礎付ける予見可能性の不存在等 

(ｱ) ４省庁報告書，７省庁手引 

ａ ７省庁手引 

  ７省庁手引は，現在の技術水準で津波の発生の予測が困難であり，津波が5 

発生した場合において地域の特性により津波の高さ，到達時間，被害形態な

ど異なり，津波という災害の特殊性を踏まえて総合的な観点から津波防災対

策を検討し，防災に携わる行政機関が沿岸地域を対象とした地域防災計画に

おける津波対策の強化を図るために，津波防災対策の基本的な考え方などを

取りまとめたものであり，具体的な津波の規模などの評価手法まで定めたも10 

のではなく，それ自体が特定地点において想定すべき津波高さを導き出すも

のではないから，もとより７省庁手引から被告国の予見可能性が基礎づけら

れるものではない。 

ｂ ４省庁報告書 

  ４省庁報告書は，既往津波のみならず想定津波まで考慮すべきとした点に15 

おいて先駆的であるが，その目的にもあるとおり，その津波数値解析は，対

象津波による沿岸部での津波の傾向を概略的に把握するものであって，その

解析手法としては簡易的なモデルが利用され，また，海底地殻変動計算の前

提となる断層モデルのパラメータ設定も適切とはいえないこと等から，その

精度は高いものではない。各地域における正確な津波の規模及び被害予測の20 

ためには地形条件等をよりきめ細かな情報の下に実施する詳細調査を行う

必要があるなどとされていた。しかも，４省庁報告書において記載されてい

る１～４号機が所在する大熊町の想定津波の計算値は平均６．４ｍであり，

本件原発の主要建屋の敷地高さを超えるものではなかった。 

  また，原告らは，標準偏差分の２倍まで考慮すると，計算値５ｍにおいて25 

最大１４．９ｍの津波高さを想定すべきものとしているなどと主張するが，
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４省庁報告書における標準偏差については，誤差が大きいことを示すにすぎ

ず，津波数値解析結果の「標準偏差分の２倍」の水位の津波の到来が科学的

に予測されることを示すものではない。 

  なお，４省庁報告書には想定を上回る津波の発生する可能性は否定できな

い旨記載されているが，これは理学上そのような津波の発生を否定できない5 

ということにとどまり，想定津波を超えるような津波の発生を具体的に予見

できるという趣旨ではないことはいうまでもない。 

ｃ 被告らの対応 

  被告東電は，平成１０年６月，４省庁報告書で設定されたＧ２－３(明治

三陸津波)などの波源モデルに基づき，平成９年に作成された太平洋沿岸部10 

地震津波防災計画手法調査報告書における津波数値解析よりもはるかに精

度の高い手法を用いて本件原発における想定津波高の計算を行い，最も高い

水位となるＯ．Ｐ．＋４．７ないし４．８メートルとの結果を得るなど，本

件原発の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ)に遡上しないことを確認した。そうする

と，４省庁報告書の記載をもって，本件事故や原告ら主張津波等の発生が予15 

見できたということはできない。 

  また，この段階では，具体的な津波の評価の手法は確立しておらず，それ

は，後記の津波評価技術により可能となった。 

(ｲ) 津波浸水予想図 

  津波浸水予想図は，気象庁の量的津波予報の運用を前提に，住民等を対象と20 

した一般的な防災対策を策定することを念頭において全国の沿岸地域を対象

に作成されたものであり，そもそも，原子力発電所の安全対策として有益な，

個別具体的な津波の発生予測を目的として作成されたものではない。気象庁の

量的津波予報は，各予報区(例えば福島県)の沖合に複数存在する予測地点にお

ける津波高さの最大値をグリーンの法則を用いて沿岸部(水深１ｍ地点)の津25 

波高さに換算したものを各予報区の津波高さとして発表しているものであり，
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特定の地点(例えば本件原発)の沿岸部に到来する津波高さについて，地震学的

な根拠に基づいて断層モデルを設定し，計算されたものではない。 

  また，津波浸水予想図を作成するための数値計算については，格子間隔が１

００メートルとされており，それ以下の地形が考慮されていないこと，防波堤

等による遮蔽効果が十分考慮されていないこと，相当程度，抽象化された調査5 

手法が用いられていること等から，個々の地点における浸水範囲及び浸水深を

具体的に特定したものとはいえない。 

  したがって，津波浸水予想図の作成をもって，本件事故や原告ら主張津波等

の発生が予見できたということはできない。 

(ｳ) 津波評価技術について 10 

ａ 津波評価技術の合理性 

  被告国が津波に対する安全性の審査又は判断の基準として設定していた

基準は，地震地体構造の知見を考慮して「想定し得る最大規模の津波」を評

価するというものであり，以下のとおり，かかる基準は科学的な合理性を有

するものであった。 15 

(a) 原子力規制における津波に対する安全審査は決定論的安全評価に基づい

て行われていたこと 

  施設の耐津波安全性を評価するためには，設計上の基準となる特定の津波

が到来すると想定した上で，施設の安全を守るための重要な設備機器がその

津波によって影響を受けるか否かを評価することが必要不可欠であるから，20 

決定論的安全評価に基づく安全評価が必要不可欠となる。そのため，原子力

規制においては，決定論的安全評価に基づいて原子炉施設の耐津波設計の安

全性を審査してきた。 

  そうであるところ，本件事故以前は，後記のとおり，その原子炉施設の津

波の安全性に係る審査又は判断の基準として，原子力発電所における決定論25 

的安全評価手法として開発された津波評価技術と同様の考え方が採用され
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ており，平成１４年以降の本件原発においては，その津波評価技術の考え方

に基づいて，発生する可能性のある様々な津波の中から，津波評価技術で示

された福島県東方沖地震の波源モデルによる津波を代表事象として選定し

て津波高を算出した結果，その津波の津波高(Ｏ．Ｐ．＋６．１メートル)が

本件原発の主要建屋の敷地高(Ｏ．Ｐ．＋１０メートル。１０ｍ盤)を下回っ5 

ていたことから，津波に対する安全性が確保されていると評価されていた。 

(b) 原子力規制実務では，科学的知見の進展に合わせて様々な津波に関する知

見を安全性の確認のために取り入れるとともに，津波評価技術策定後は，「想

定し得る最大規模の津波」を決定論的安全評価に取り込む津波評価技術と同

様の考え方に基づき，波源設定の妥当性を審査してきたこと 10 

i) 我が国の津波に関する原子力規制の実務では，昭和４５年策定の安全設計

審査指針など，津波評価技術が公表される以前から，既往津波の検潮記録に

限らず，既往津波の文献調査と最新の数値シミュレーション手法を組み合わ

せた津波高さの予測を行うなど，科学的知見の進展に合わせて様々な津波に

関する知見を安全性の確認のために取り入れてきた。 15 

ii) そして，平成９年に策定された４省庁報告書及び７省庁手引は，それまで

の既往最大津波に対する対策から，科学的根拠に基づく「想定し得る最大規

模の地震津波」に対する対策が求められるようになった。 

iii)４省庁報告書等では，具体的な津波評価方法までは示されていなかったた

め，土木学会が，先行的に，高い安全性が求められる原子炉施設について，20 

科学的根拠に基づく「想定し得る最大規模の地震津波」の評価方法を整備す

るべく，平成１１年以降研究を重ね，平成１４年２月にそれらの成果を集大

成し，４省庁報告書及び７省庁手引の策定を主導した首藤名誉教授を主査と

して策定したものが，津波評価技術である。 

  津波評価技術の考え方は，首藤名誉教授が津波評価技術の巻頭において25 

「現時点で確立しており実用として使用するのに疑点のないものが取りま
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とめられている。」と述べているほか，佐竹元委員も「長期評価よりもさら

に保守的で，ほぼすべてが『科学的に確立された知見』に基づいている」と

述べているとおり，当時の地震・津波に関する科学的知見の集大成として策

定されたものであった。 

  すなわち，被告東電を含む電力会社１０社は，電力共通研究(以下「電共5 

研」という。)高度化研究として，平成１０年８月以降，「津波評価技術の高

度化に関する研究」を行い，原子力発電所の津波に対する安全性評価技術の

高度化及び標準化を目指して検討を行ってきた(刑事事件における松山昌史

氏の証人尋問調書の添付資料７の３枚目〔６９ページ〕)。 

  その研究の成果は，土木学会原子力土木土木委員会の下に設置された津波10 

評価部会で専門家の審議を受けることになり(同ページ)，同部会では，平成

１１年度から平成１２年度までの２年間，「津波波源に関する検討」及び「数

値解析に関する検討」について，電共研により得られた成果及び国内外の研

究成果等に基づいて議論，審議を行った。 

  その審議の過程である津波評価部会(第１期)では，決定論的に取り扱う地15 

震津波の発生メカニズムや発生領域，規模等(すなわち，既往津波の時間・空

間的分布や，地震の発生様式・地域別の波源の特徴等)について，当時判明し

ていた最新の知見の整理やレビュー等が行われたが，同部会の委員であった

阿部勝征教授(阿部氏)や岡田義光教授といった理学分野の第一線の専門家

から，知見のレビューの内容や結果について，想定津波の波源の設定を検討20 

する上で不十分であるなどといったコメントはなされず，少なくともプレー

ト境界付近に想定される地震に伴う津波の波源設定を検討する上で必要と

なる最新の知見のレビューとして十分な内容を備えたものであった(佐竹元

委員意見書(5)・２ページ)。 

  そして，この津波評価技術の考え方は，今村元委員が，具体的な根拠を持25 

った津波の発生可能性を余すことなく取り入れて，設計基準として想定すべ
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き津波(以下「設計上の想定津波」という。)を推計することを可能とするた

めに，世界に先駆けて策定された手法である旨述べているとおり，審議会等

の検証に耐え得る客観的かつ合理的根拠を伴う津波の知見を余すことなく

取り込むために策定されたものであっただけでなく，この津波評価技術に基

づいて算出される津波の高さは，パラメータスタディなどの手法を用いるこ5 

とにより，平均で，既往津波の痕跡高の約２倍となっていたものであり，よ

り高い安全性が求められる原子炉施設に用いられることを踏まえた安全寄

りの考え方であった。 

  このような津波評価技術の考え方は，原子力規制業務を所管する米国原子

力規制委員会(ＮＲＣ)が２００９年(平成２１年)に作成した津波ハザード10 

評価に関する報告書において，既往最大津波にとどまらない想定最大津波を

具体的に推計する体系的手法がない中にあって，パラメータスタディを用い

た津波評価技術を具体的内容とともに紹介され，「世界で最も進歩している

アプローチに数えられる」と評価されていた。また，ＩＡＥＡは，スマトラ

沖地震津波を契機に，被告国及び被告東電等も参加する津波評価に関する国15 

際ワークショップを開催するなどした上で，従前「原子力発電所に関する津

波の検討をほとんど行っていなかった」安全ガイドに津波評価に関する内容

を具体的に盛り込むべく全面改訂作業を進め，本件事故直前までに，この分

野で先行する我が国の考え方を取り入れ，決定論的安全評価による場合には

波源の設定等に伴う不確実性をパラメータスタディによって考慮すべきで20 

あるとする新たな外部溢水評価基準(後のＳＳＧ－１８)の最終ドラフト(Ｄ

Ｓ４１７)を作成したところであり，その作成過程では「ＩＡＥＡ担当者か

ら，(中略)特に津波に関しては日本における知見蓄積が多く，それらは新基

準の中に反映したいとの説明があ(る)」などしていたし，実際に，本件事故

後の平成２３年１１月に公表されたＩＡＥＡの安全基準(ＳＳＧ－１８)に25 

おいても，津波評価技術をＩＡＥＡ基準に適合する基準の例として参照して
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いた。このように，津波評価技術の考え方は，科学的に想定できる最大規模

の津波を評価する方法として，本件事故の前後を通じて国際的にも高い評価

を受けていた。 

  以上のとおり，津波評価技術の考え方は，平成１４年２月時点における最

新の科学的知見に基づき，具体的な根拠を持った津波の発生可能性を余すこ5 

となく取り入れて設計上の想定津波を推計することを目的として，「既往津

波」にとどまらず，「想定し得る最大規模の津波」をも決定論的安全評価に

取り込むことを可能とした当時唯一の津波評価手法であり，実際，この考え

方に基づいて算出した津波の高さは，平均で，既往津波の痕跡高の約２倍と

なるなど，安全寄りの考え方であった上，国際的にも高い評価を受けていた10 

のであって，高度の安全性が求められる原子炉施設の津波に対する安全性を

評価する基準として合理的なものであった。 

iv) 原子力規制機関は，津波評価技術の策定以降，想定津波に対する波源設定

の安全性の審査又は判断の基準として，事実上，津波評価技術と同様の考え

方(既往地震の発生領域だけでなく，地震地体構造に関する最新の知見も考15 

慮して基準断層モデルを設定するという津波評価技術の波源の設定方法)を

採用しており，耐震バックチェックにおいても確認基準(バックチェックル

ール)に，実質的には津波評価技術の考え方そのものを採用していた。 

(c) 想定津波の波源設定に関する津波評価技術の考え方の概要 

i)  津波評価技術は，想定津波に関し，地震地体構造の知見を踏まえて基準断20 

層モデルの断層パラメータを設定し，数値シミュレーションを多数回実施

(パラメータスタディ)し，その結果として導かれる設計上の想定津波と既往

津波の水位を比較することにより，設計上の想定津波の保守性を確認するも

のであり，津波評価技術の考え方に従って設計上の想定津波を検討する場合，

㋐保守性(設計想定津波の妥当性)を確認するための既往津波の波源モデル25 

としてどのようなモデルが取り入れられるのか，㋑地震学的根拠に基づいた



 

183 

 

想定津波の波源としてどのようなモデルが取り入れられるのか，が大きな問

題となる。 

  原告らが依拠する貞観津波に関する知見は，西暦８６９年に発生したとさ

れる既往津波に関する知見であるから，津波評価技術の考え方における前記

㋐の問題であり，「長期評価の見解」は，既往津波の発生履歴が認められな5 

い福島県沖の日本海溝沿いの領域を含めて，明治三陸地震級の津波地震が日

本海溝沿いであれば南北どこでも同様に発生し得るとする見解であり，将来

の発生が想定される津波についての地震学的根拠の有無及びその程度が問

題となるため，前記㋑の問題となる。 

  そして，本訴訟では，想定津波に関して，「長期評価の見解」に基づいて，10 

三陸沖北部で発生したこと等の地震像の全体が科学的根拠により裏付けら

れている明治三陸地震の波源モデルを，過去の発生領域と大きく異なる福島

県沖の海溝寄りの領域に設定して数値シミュレーションを行い，この結果に

対する津波対策をすべきであったかどうかが問題となっている。そのため，

被告国の津波対策に係る作為義務を基礎づける予見可能性を判断するに当15 

たっては，被告国が前記の各数値シミュレーションを事業者等に行わせ，そ

の結果に対する防護措置を講じさせなかったことが，想定津波に関して被告

国が原子力規制において用いてきた審査又は判断の基準に照らして不合理

であったかが問題となる。 

ii) そこで，津波評価技術における想定津波の波源設定に関する考え方につい20 

て見るに，津波評価技術では，本件原発の立地を含む「太平洋沿岸のような

プレート境界型の地震が歴史上繰返し発生している沿岸地域については，各

領域で想定される最大級の地震津波をすでに経験しているとも考えられる

が，念のため，プレート境界付近に将来発生することを否定できない地震に

伴う津波を評価対象とし，地震地体構造の知見を踏まえて波源を設定する」，25 

「波源設定のための領域区分は，地震地体構造の知見に基づくものとする」
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との考え方が示されている。 

  すなわち，津波評価技術では，①具体的な歴史的・科学的根拠を有する既

往地震の波源モデルを全て構築した上で，②その既往地震が発生した領域だ

けでなく，地震地体構造の知見に照らして，その既往地震が発生した領域と

近似性がある領域にもその波源モデルを設定して津波の高さを算出し，その5 

中で特定のサイトに最も影響を与える津波を想定津波とするとの考え方が

採用されている。 

(d) 想定津波に関して原子力規制機関が用いてきた波源設定の審査又は判断

の基準(地震地体構造の知見を考慮して「想定し得る最大規模の津波」を評

価するという考え方)は，科学的な合理性を有するものであったこと 10 

i) 地震学及び津波学の分野では，少なくとも本件地震が発生するまでの間，長

らく地震は過去に起きたものが繰り返し発生するという考え方が一般的に受

け入れられていたため，具体的な歴史的・科学的根拠を有する既往地震の波

源モデルを全て構築するという前記の考え方は，科学的な合理性がある。 

ii) また，地震学では，一般に，近似する地体構造(プレートの沈み方，海底構15 

造，堆積物など)を有する領域では同様の地震が発生するとの考え方が受け

入れられており，地震地体構造の知見(地震の規模と頻度の関係，震源深さ

の分布，震源モデルなどの地震の起こり方に共通性のある地域ごとに区分し，

それと地体構造の関連性を明らかにする研究分野に関する知見)に基づいて

波源を設定することには，科学的な合理性がある。 20 

    そして，津波評価技術の前記 ii)②の考え方と異なり，地震地体構造の知

見を無視して，別の領域区分における既往津波の断層モデルを機械的に移し

て数値解析をする(波源を設定する)ことは，発生の蓋然性のある津波の解析

とはいえず，その結果に大きな不確かさが伴うため，これに基づいて津波対

策をすることは，かえって，原子炉施設の安全性を低減することにもつなが25 

りかねない。 
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 したがって，近似する地体構造(プレートの沈み方，海底構造，堆積物な

ど)を有する領域では同様の地震が発生するとの地震学の一般的な考え方に

基づき，既往地震が発生した領域だけでなく，地震地体構造の知見に照らし

て，その既往地震が発生した領域と近似性がある領域にもその波源モデルを

設定して津波の高さを算出し，その中で特定のサイトに最も影響を与える津5 

波を想定津波とするとの前記 ii)②の考え方は，科学的な合理性を有する考

え方といえる。 

iii)このように，想定津波に関する津波評価技術の波源設定の考え方では，波

源の設定について地震地体構造の知見を考慮することになるため，津波評価

技術では，例えば，第一種地震空白域であるとの見解が有力に主張されるな10 

どしていた日本海東縁部の領域については，地震地体構造の知見を踏まえた

議論がなされた結果，過去の地震の発生履歴がある領域と，それがない地震

空白域とを含めた全域が地震の活動域であるとされ，この全域内で北海道南

西沖地震クラス(Ｍｗ７．８)の地震による津波が発生する可能性があるもの

として基準断層モデルの設定がされており，津波評価技術の考え方は，「既15 

往最大」ではなく，地震地体構造の知見に基づいて「想定し得る最大規模の

津波」を評価するという安全寄りのものとなっている。 

iv) そして，津波評価技術における想定津波の波源の位置やモデルの設定は，

津波評価部会において，津波評価技術の体系化に際し，決定論的に取り扱う

地震津波の発生メカニズムや発生領域，規模等に関する理学的知見をあらか20 

じめ網羅的に検討，整理した上で，想定津波の波源の位置や断層モデルの設

定方法等について当時第一線の専門研究者を入れて議論・検討が行われるな

ど，福島県沖も含めて，当時の最新の知見のレビュー結果に基づいた専門家

の議論・検討を経た上でまとめられたものであった。 

(e) 小括 25 

    以上のとおり，想定津波に関して，原子力規制機関が津波に対する安全性
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に係る審査又は判断の基準として取り入れていた津波評価技術の波源設定

の考え方(地震地体構造の知見を考慮して，既往地震の発生領域以外の領域

にも波源モデルを設定することで，「既往最大」の津波ではなく，「想定し

得る最大規模の津波」を評価するという考え方)は，審議会等の検証に耐え

得る程度の客観的かつ合理的な科学的根拠を伴う考え方であっただけでな5 

く，原子力発電所が高度の安全性が求められる施設であることを踏まえて，

安全寄りに波源モデルを設定する考え方であった。 

    したがって，原子力規制機関が，想定津波に関して，波源モデルの設定に

係る審査又は判断の基準として，津波評価技術の波源モデルの設定と同様の

考え方を採用していたことは合理的であったというべきである。 10 

ｂ 津波評価技術では，その策定当時の科学的知見の集積を踏まえて，客観的

かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見の評価をした結果，福島県沖の海

溝寄りの領域と三陸沖の海溝寄りの領域では地震地体構造が異なると判断

されていたこと 

  津波評価技術では，津波の評価についての考え方が示されているだけでな15 

く，当時の科学的知見の進展状況を踏まえて，その津波評価の考え方から導

かれる各領域の波源モデルの例も示されているところ，日本海溝沿いの波源

モデルの例について見ると，萩原マップ公表後に公表された谷岡・佐竹論文

などの策定当時の客観的かつ合理的根拠に裏付けられた最新の地震地体構

造に関する知見を反映させて(後記のとおり，福島県沖の海溝寄りの領域と20 

三陸沖の海溝寄りの領域の地震地体構造が同一であるという科学的知見は

皆無であるという状況が踏まえられている。)，例えば，日本海溝沿いの波源

モデルの例を作成した結果，図表１のとおり，福島県沖の海溝寄りの領域に

明治三陸地震の波源モデルを設定されず，また，本件原発に到来すると想定

される最大規模の地震津波は，福島県東方沖地震の領域で発生するＭｗ７．25 

９の規模の地震による津波(かかる地震津波が，「既往最大」にとらわれず，科学的
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根拠に基づいて「想定し得る最大規模の地震津波」であることについては，従前の既往

最大がチリ地震の際に小名浜港で確認されたＯ．Ｐ．＋３．１２２メートルの津波であ

ったのに対し，津波評価技術で想定される津波高さが本件事故直前の時点でＯ．Ｐ．＋

６．１メートルとなっていたことから裏付けられるほか，既往地震として福島県東方沖

地震の際に確認された津波高さが小名浜港でＯ．Ｐ．＋１．０７メートルとされており，5 

この点との比較からも，津波評価技術によって導き出された津波が「既往最大」にとら

われないものであったことは一層明らかであるといえる。)であるとされていた。 

  そして，原子力規制機関は，津波評価技術が発表された平成１４年２月以

降，このような津波評価技術の波源モデルの例の性質を踏まえて，この波源

モデルの例が，波源設定に係る審査又は判断の基準に適合したものであると10 

判断して，同波源モデルの例を前提に，本件原発の津波に対する安全性を評

価していた。 
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ｃ 津波評価技術が歴史的・科学的根拠を有する既往地震の波源モデルを用い

ることに合理性があること 

  原告らは，津波評価技術は，文献記録の残っていない古い時代により巨大5 

な津波が発生していたとしても，当該津波は評価対象として取り上げられな

いため，問題があると主張する。しかし，設計津波水位は，具体的な津波対

策を講じるためのものであるから，精緻な計算が求められ，信頼性の高い算

定結果を得るためには，信頼性の高い断層モデルの設定が極めて重要であ

る。このことは，津波工学分野の専門家である今村教授の意見書などからも10 

裏付けられている。 

  他方，信頼性の高い断層モデルのデータが得られない歴史上の地震・津波

津波評価技術では，本件原発
において最も影響が大きくなる
津波は，福島県東方沖地震の
領域で発生する可能性がある
Ｍｗ７．９の規模の地震による
津波で，最終的な最大想定津
波の高さは６．１メートル（１～４
号機主要建屋の敷地高は１０
メートル）

平成１４年２月 「津波評価技術」（土木学会作成）

過去に津波を引き起こした地震を基準にしつつ，津波学・地震学の見地から，
地震地体構造を踏まえた領域ごとに基準断層モデルを設定し，最も影響が大
きくなる条件で想定津波を算出（パラメータスタディを行うことで算出結果は既
往津波の平均痕跡高の約２倍となっている）

甲Ａ第２６号証の２・１－５９ページより

本件原発
１９３８年福島県東方
沖地震（Ｍｗ７．９）

１６７７年延宝房総沖
地震（Ｍｗ８．２）

１８９６年明治三陸
地震（Ｍｗ８．３）

［図表１］
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特に貞観津波等については，平成１８年当時において，津波の堆積物を調査

する堆積物調査等により貞観地震の断層モデルを推定する研究が進められ

ていたものの，未だ確定した具体的波源モデルが示されるような状況にはな

く，貞観津波等を取り上げて津波評価を行うことはできなかった。念のため，

一部未解明ながら貞観津波の波源モデルを示した佐竹論文に基づき，被告東5 

電が試算した結果も，Ｏ．Ｐ＋８．９ｍであり，敷地高さを超えるものでは

なかった。 

  このように，津波評価技術は，信頼性の高い断層モデルのデータが得られ

る，歴史的・科学的根拠を有する既往地震の波源モデルの構築を前提とする

ものであるが，前記のとおり，地震地体構造の知見を考慮して，既往地震の10 

発生領域以外の領域にも波源モデルを設定することで，「既往最大」の津波

ではなく，「想定できる最大規模の津波」を評価するものであって，安全寄

りの考え方である。実際，津波評価技術に基づいて算出される津波の高さは，

パラメータスタディなどの手法を用いることにより，平均で，既往津波の痕

跡高の約２倍となっていたものであり，原告らの主張には理由がない。 15 

  なお，被告国は，ＩＡＥＡ政府提出報告書において，津波評価技術につい

て「ＩＡＥＡの津波技術基準ＤＳ４１７［Ⅲ２－３］にも反映されている。

しかしながら，この評価法は，津波の再来周期を特定していない。」などと

述べている。しかし，安全目標を原子力施設の設計手法に活用するためには，

未解決の問題が多々存在したから，本件事故当時の科学的知見に照らし，安20 

全目標との関係において必要とされる津波の再来周期を特定していなかっ

たからといって，津波評価技術が不合理であるとはいえない。そもそも，本

件事故以前には，本件原発の敷地高を超える津波の到来を予見させる知見は

なかったのであるから，津波評価技術において再来周期を考慮したからとい

って被告国の予見可能性につながるものではない。 25 

ｄ 津波評価技術に対する原告らの批判に理由がないこと 
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(a) 波源位置の設定が恣意的であるとの原告らの批判に理由がないこと 

  原告らは，津波評価技術における基準断層モデルの想定位置は恣意的であ

る旨主張する。しかし，前記ａで述べたとおり，津波評価技術では，地震地

体構造の知見を踏まえ，波源モデルを設定している。本件地震以前には，日

本海溝沿い南部の福島県沖の領域については大地震が発生した記録がなく，5 

比較沈み込み学によっても大規模な地震が発生するとは考えられていなか

った。また，ＧＰＳの観測結果や国土地理院の調査結果等からしても，福島

沖の海溝付近ではプレート境界の固着が弱く，それが一時的に強まり歪みエ

ネルギーを蓄えるとしても，Ｍ８クラス以下の地震でそのエネルギーは解消

され，大規模な地震が発生するとは考えられていなかったのであり，日本海10 

溝沿いの南部に基準断層モデルを設定しなかったことには合理的な根拠が

ある。 

(b) 補正係数が１．０とされたことが不合理とはいえないこと 

  津波評価技術の補正係数(工学分野における設計をする際の安全率)につ

いては，津波工学の複数の専門家が協議の上で１．０というコンセンサスを15 

得たものであり，その不確実性についてはパラメータスタディにより補われ

ると，津波工学の複数の専門家により考えられていた。 

  他方，原告らは，補正係数が１．０とされたことが問題であると主張する。

しかし，前記の経緯で１．０とコンセンサスが得られたものであり，かつ，

前記(ｱ)のとおり，津波評価技術は，安全側の発想に立って既往津波の痕跡20 

高の約２倍とされており，１．０という補正係数が科学的に不合理であると

はいえない。 

(c) 津波評価技術と同様の考え方を採用したバックチェックルールに基づく

耐震バックチェックに対する批判に理由がないこと 

  原子力規制機関は，津波評価技術が発表された平成１４年２月以降，津波25 

に対する安全性の審査・判断の基準として，津波評価技術と同じ考え方を採
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用しており，耐震バックチェックの実施に際し策定した耐震バックチェック

ルールにおいても，津波評価技術と同様の考え方を採用した。原告らは，津

波評価技術と同様の考え方が採用されたことをもって安全性を無視するも

のであると主張する。しかし，前記ａのとおり，津波評価技術の考え方には

合理性があり，安全寄りに波源モデルを設定するものであったから，これと5 

同様の考え方を採用したことは合理的であった。 

  また，原告らは，耐震バックチェックを遅延させたなどと，被告国及び被

告東電の対応を批判する。しかし，この間の被告国及び被告東電における以

下の対応経過には合理性が認められる。 

i) すなわち，保安院は，平成１８年の耐震設計審査指針の改訂後(平成１８10 

年耐震設計審査指針)，本来適用がない既設の発電用原子炉施設等に対して

も，各耐震評価と津波などの地震随伴事象に対する安全評価手法及び確認基

準を示し，被告東電を始めとする電気事業者に対し，耐震バックチェックル

ールに基づくバックチェックに係る点検の指示をした。また，平成１９年７

月１３日には，原子力安全委員会事務局が，バックチェックに関する検討の15 

全体イメージを示した。 

  その後の同月１６日に被告東電が設置していた柏崎刈羽原発の設計時に

想定されていた地震動を上回る新潟県中越沖地震が発生し，経済産業大臣

は，同地震を踏まえた耐震バックチェックを改めて指示し，これを受けて，

被告東電は，提出済みのバックチェック実施計画書を見直して中間報告書の20 

提出をすることとし，平成２０年３月３１日に耐震バックチェック中間報告

書を提出した。 

ii) 保安院は，平成２２年には電気事業連合会に対し，各事業者のバックチェ

ックの進捗状況をまとめた一覧表の提出を求め，新潟中越沖地震などへの対

応のために最終報告が遅れていた被告東電に対しても，できる限り速やかに25 

提出するよう求めていたし，被告東電もこれに対応していた。 
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iii)既に主張したとおり，本件津波等及び原告ら主張津波等の発生が具体的に

予見できない状況の下，このような対応経過等に照らしても，地震対策を優

先させていた被告東電の措置や被告国の対応が誤ったものとはいえない。 

ｅ その他の原告らの主張への反論 

  津波評価技術の合理性や客観性は，その内容からしても十分に担保されて5 

いる。現に，ＩＡＥＡやＮＲＣなど，国際的にも科学的合理性を有するもの

と認知されていた。 

(ｴ) 長期評価 

ａ 長期評価の意義 

(a) 推進本部は，「地震防災対策の強化を図」る(地震防災対策特別措置法１10 

条)ことを目的として設置されたものであり，総合基本施策を公表した平成

１１年４月以降，当面推進すべき地震調査研究の筆頭に掲げた「全国を概観

した地震動予測地図」を作成するため，長期評価及び強震動評価を実施して

いたところ，「国民の防災意識の高揚」との観点から，本邦のいずれかの地

点に被害をもたらし得る全ての地震の長期的な発生可能性を，確率を示して15 

評価することを余儀なくされたため，発生可能性が科学的根拠をもって否定

できないだけで，積極的な裏付けを伴わない知見も全て評価の基礎として取

り入れることになった。そのため，長期評価の中には，単に可能性があると

の判断のみが示されているにすぎず，直ちに規制やハード面での防災対策に

取り込むことができない知見も含まれているが，推進本部は，そのことを認20 

識していたがゆえに，受け手側において，長期評価の中で示された各種見解

について，これを裏付ける科学的根拠の有無・程度等を踏まえてその取扱い

を決めることを前提として，長期評価を公表していた。 

(b) そして，長期評価の受け手の一つである原子力規制機関においても，長期

評価は，「理学的に否定できない」知見にとどまるものも含んだものであっ25 

て，そこで示された知見を裏付ける科学的根拠の有無・程度によっては原子
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力規制に取り込まなくてもよい場合があると認識されていた。 

  このことは，平成１３年６月以降の耐震設計審査指針の改定作業に係る，

①平成１５年３月２０日の原子力安全基準部会耐震指針検討分科会第７回

地震・地震動ワーキンググループや，②平成１８年８月８日の第４６回原子

力安全基準・指針専門部会耐震指針検討分科会における議論状況，③原子力5 

安全委員会の公衆意見に対する回答などから明らかである。 

ｂ 被告国が，「長期評価の見解」は，波源設定に係る審査又は判断の基準と

の関係で，三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域が近似性の

ある領域であることを示す地震地体構造の知見として審議会等の検証に耐

え得る程度の客観的かつ合理的根拠によって裏付けられた知見とはいえな10 

いと判断していたことが不合理とはいえないこと 

(a) 「長期評価の見解」が公表された平成１４年当時，明治三陸地震が発生し

た三陸沖の海溝寄りと福島県沖の海溝寄りでは地震地体構造が同一である

という知見は皆無であったこと 

i) 平成１４年当時を含む本件事故前において，海溝寄りを含む福島県沖の領15 

域において発生する地震については，最大でも塩屋埼沖で発生した福島県東

方沖地震(昭和１３年)のようなＭ７．５クラスであるという考え方が支配的

であり，海溝寄りを含む福島県沖の領域は，明治三陸地震が発生した三陸沖

の海溝寄りとは異なり，マグニチュード８クラスの大地震が発生する可能性

は低いと考えられていたものであり，海溝寄りを含む福島県沖の領域と三陸20 

沖の海溝寄りが地震地体構造上近似しているとは考えられていなかった。 

ii) 津波地震とは，地震の規模の割に大きな津波を発生させる地震のことをい

い，後に，阿部勝征教授(阿部氏)は，津波マグニチュード(Ｍt)が表面波マグ

ニチュード(Ｍｓ)よりも０．５以上大きいものを津波地震と定義づけてお

り，金森博雄氏，深尾良夫氏，瀬野徹三氏のほか，谷岡教授や佐竹元委員，25 

松澤教授など多くの研究者が津波地震のメカニズムに関する研究を行って
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きたところ，本件事故前の地震学・津波学の学術分野においては，明治三陸

地震が発生した場所付近の海底には凹凸があり，へこんでいる部分(地溝)に

は堆積物が入る一方で，凸の部分(地塁)には堆積物が溜まらず，陸側のプレ

ートとより強くカップリング(固着)するため，そのような場所では，海溝付

近でも地震が発生し，津波地震になる。他方，海底地形に凹凸がないところ5 

では堆積物が一様に入ってくるので，堆積物の下ではカップリング(固着)が

弱くなって地震を起こしにくいとして，津波地震は，三陸沖の海溝寄りの領

域のような，特定の場所で発生するという見解が支配的であった。 

  そのような中で，平成１３年に公表された国立研究開発法人海洋研究開発

機構(ＪＡＭＳＴＥＣ)調査結果(三浦誠一ほか「日本海溝前弧域(宮城沖)に10 

おける地震学的探査－ＫＹ９９０５航海－」)により，平成１４年当時，三陸

沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域とでは，津波地震の発生メ

カニズムに影響を与えると考えられていた海底の深部構造が異なっている

こと(福島県沖の海溝寄りの領域についてはそのような海底構造を有してい

ないこと)も明らかになりつつあった。 15 

  そのため，三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域が地震地

体構造上近似しているとは考えられていなかった。 

(b) 「長期評価の見解」について，従前の科学的知見からは導かれない新たな

知見であったことから，原子力規制機関としては，同見解を規制に取り込む

か否かを判断するため，同見解が客観的かつ合理的根拠を伴うものであるか20 

否かについて調査する必要が生じたこと 

i) 前記(a)のとおり，「長期評価の見解」は，従前の科学的知見からは導かれ

ない新たな知見であった。 

ii) 加えて，以下のとおり，「長期評価の見解」は，それまでの科学的知見か

らは導かれない新たな考え方であったにもかかわらず，その考え方を採用し25 

た科学的根拠を記載していなかった。 
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  「長期評価の見解」は，図表２のとおり，三陸沖北部から房総沖の海溝寄

りのどこでも明治三陸地震クラスの津波地震(Ｍｔ８．２前後の津波地震)が

発生するという見解であり，福島県沖の海溝寄りでも明治三陸地震クラスの

津波地震(Ｍｔ８．２前後の津波地震)が発生し得るという考え方である。 

 5 

 

  この「長期評価の見解」の科学的知見としての要点を整理すると，その主

たる内容は，①三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄り全長約８００

キロメートルの領域を「同じ構造をもつプレート境界の海溝付近」として一

つにまとめ，そこでは過去約４００年間に３回の津波地震が発生したと判断10 

したこと，その上で，②この領域では津波地震が将来どこでも「同様に発生

する可能性がある」と判断したこと，③将来発生する津波地震が谷岡・佐竹

平成１４年７月 「長期評価の見解」 （推進本部）

「国民の防災意識の高揚」を図ること等を目的とした全国地震動予測地図地震の作
成を目指し，本邦のいずれかの地点に被害をもたらし得る地震が生じる可能性を余す
ことなく評価するために策定されたもの

本件原発

１６７７年延宝房総沖
地震（不確定）の領域
（Ｍｗ８．２）

１８９６年明治三陸地
震の領域（Ｍｗ８．３）

丙Ａ第１１９号証１０，１６ページより

※ この確率はポアソン過程によるもので確率論的津
波ハザード解析手法で用いる確率とは異なる

［図表２］

地震地体構造上，同一の領域と見なされていな
かった三陸沖北部から房総沖の海溝寄りをまと
めた領域を一体として取り扱った上で，過去４０
０年に明治三陸，慶長三陸，延宝房総の津波地
震（後者２つは不確定）が発生したと考えられる
ことを根拠に，場所は特定できないが，当該領
域内のどこかでＭｔ８．２程度（明治三陸地震級）
の津波地震が３０年内に２０％，５０年内に３
０％程度の確率で発生すると算出
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論文にある「『明治三陸地震』についてのモデル」を「参考にし」てモデル

化できると判断したことの３点である。 

  しかしながら，前記①については，佐竹元委員が「長期評価でいう『同じ

構造をもつプレート境界』とは，海溝軸から陸寄りに向けてどこでも徐々に

沈み込んでいるという大局的な構造や海溝軸からの距離を指すのであって，5 

それ以上詳細な地形・地質・地下構造を意味していない。」(佐竹元委員の書

面尋問回答書３ページ)と述べるとおり，三陸沖も福島県沖も房総沖も日本

海溝沿いの海溝軸寄りの領域であるということ以上の意味はなく，この領域

が地震地体構造上一体であることを意味するものではなかった。 

  また，過去４００年間にこの領域内で津波地震が３回起きたとしているこ10 

とについても，明治三陸地震については，これが津波地震であることやその

領域がおおむね明らかとなっていたが，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震に

ついては，当時，津波地震であるか否かが明らかになっていなかっただけで

なく，その震源がどこであったのかも明らかではなかった。そのため，慶長

三陸地震及び延宝房総沖地震を日本海溝沿いで発生した津波地震であると15 

断定し，この３つの地震をまとめて評価をすることは，従前にない新しい見

解であったが，長期評価において，そのような見解を採用した科学的根拠は

明示されていない。 

  さらに，前記(a)i)のとおり，平成１４年当時は，津波地震は特定の領域や

特定の条件下でのみ発生する極めて特殊な地震であるという考え方が支配20 

的であっただけでなく，三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領

域では津波地震の発生メカニズムに影響を与えると考えられていた海底構

造が異なっているという事実関係も明らかになりつつあるなどしていた状

況に加え，「長期評価の見解」が公表されるまでの間，明治三陸地震クラス

の津波地震が福島県沖で発生する可能性がある旨を指摘する論文も存在し25 

ていなかったことから，前記②及び③の点においても，「長期評価の見解」
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は，従前の科学的知見とは異なる新しい見解であったが，長期評価には，そ

のような見解を採用した科学的根拠は示されていない。 

  しかも，推進本部は，平成１５年３月２４日に公表した「プレートの沈み

込みに伴う大地震に関する長期評価の信頼度について」において，「長期評

価の見解」を「発生領域の評価の信頼度」及び「発生確率の評価の信頼度」5 

が「Ｃ」(やや低い)の知見と評価していたものであり，特に，発生領域の評

価の信頼度がＣであることは，推進本部自身が，福島県沖を含めた三陸沖北

部から房総沖にかけての日本海溝寄りの領域を一体の領域区分とすること

について裏付けとなる科学的根拠が乏しいことを自認するものであった。 

  このように，三陸沖の海溝寄りの領域から房総沖の海溝寄りの領域までを10 

一体とみなす「長期評価の見解」は，様々な点において新たな知見であった

にもかかわらず，当該長期評価には，同見解を採用した科学的根拠がほとん

ど記載されていないばかりか，推進本部自身がその科学的根拠が乏しいこと

を自認していたため，長期評価の記載だけではその見解が審議会等の検証に

耐え得る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられたものであると判断で15 

きるものではなかった。このことは，「長期評価の見解」について，佐竹元

委員のみならず，当時の推進本部地震調査委員会委員長の津村元委員長を含

む地震学，津波学，津波工学の専門家が，それぞれの専門分野の専門技術的

知見を踏まえつつ，一様の見解を示していることによっても裏付けられてい

る。 20 

(c) 被告国が，「長期評価の見解」が公表された直後の平成１４年８月に，「長

期評価の見解」の科学的根拠について調査をしたところ，「長期評価の見解」

が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見であるとは認められなかった

こと 

i) 保安院は，後記(d)vi)でも述べるとおり，「長期評価の見解」が公表され25 

る以前から，原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的知見の調査検討を
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して，客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見については耐震安全

評価に反映させていたところ，平成１４年７月３１日に「長期評価の見解」

が公表されたことを受け，保安院の原子力発電安全審査課耐震班が，同年８

月５日までの間に，「長期評価の見解」に対する対応方針等に関し，被告東

電に対するヒアリングを行った。 5 

  これに対し，被告東電は，同日，保安院に対し，福島県沖では有史以来，

津波地震が発生しておらず，また，谷岡・佐竹論文によると，津波地震は，

プレート境界面の結合の強さや滑らかさ，沈み込んだ堆積物の状況が影響す

るなど，特定の領域や特定の条件下でのみ発生する極めて特殊な地震である

という考え方が示されていることから，「長期評価の見解」は，客観的かつ10 

合理的根拠を伴うまでに至っていない旨を説明し，保安院は，かかる説明に

理解を示したものの，被告東電に対し，推進本部がどのような根拠に基づい

て「長期評価の見解」を示したものであるかを確認するよう指示した。 

  そこで，被告東電は，同月７日，佐竹元委員に対し，「長期評価の見解」

の科学的根拠の有無・程度について問い合わせるなどした上で，同月２２日，15 

保安院に対し，「長期評価の見解」は，理学的に否定できない知見ではある

ものの，客観的かつ合理的根拠が示されておらず，地震地体構造及び津波地

震に関する新たな知見ではないとの事実が確認されたなどとして，「長期評

価の見解」を決定論的安全評価には取り入れず，確率論的安全評価の中で取

り入れていく方針である旨報告し，保安院もこのような被告東電の方針を了20 

解した。 

 ii) 「長期評価の見解」を裏付ける科学的根拠が存在していなかったことに

照らすと，前記 i)の調査をもって，被告国はその時点における調査を十分に

行ったと評価されるべきであること 

  このように，被告国は，「長期評価の見解」が公表された直後の平成１４25 

年８月に，被告東電を通じて，「長期評価の見解」を裏付ける科学的根拠の
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有無・程度を調査したものであるが，「長期評価の見解」を裏付ける科学的

根拠が存在していなかったことを踏まえると，この時点における調査を十分

に行ったと評価されるべきである。 

  すなわち，「長期評価の見解」は，全国地震動予測地図における確率的評

価を可能にするとの独自の目的に基づいて，科学的根拠をもって発生可能性5 

を否定できない地震を全て評価対象に取り込んで実施された長期評価にお

いてのみ示された知見である上，従前の科学的知見からは導かれない知見で

あったにもかかわらず，その知見を裏付ける科学的根拠も示されていなかっ

たのであるから，審議会等を設置してその科学的根拠の有無・程度を検討し

なくとも，審議会等の検証に耐え得る程度に客観的かつ合理的根拠を伴った10 

科学的知見ではないことが明らかであった。 

  このことは，「長期評価の見解」について，佐竹元委員のみならず，当時

の地震本部地震調査委員会委員長の津村元委員長を含む地震学，津波学，津

波工学の専門家が，それぞれの専門分野の専門技術的知見を踏まえつつ，「長

期評価の見解」は，単に「理学的に否定できない知見」という趣旨で公表し15 

たものであって，それ以上の具体的根拠を有するものではなかったと一様に

評価していることからも裏付けられている(津村元委員長意見書，松澤教授

意見書，今村教授意見書，首藤名誉教授意見書，谷岡教授意見書，笠原名誉

教授意見書，佐竹元委員意見書等)。 

iii)このように，「長期評価の見解」を裏付ける科学的根拠が示されていなか20 

ったことなどから，「長期評価の見解」は，審議会等を設置してその科学的

根拠の有無・程度を検討しなくとも，審議会等の検証に耐え得る程度に客観

的かつ合理的根拠を伴った科学的知見ではなく，平成１４年８月当時におい

て，同見解の趣旨・目的等に照らして，原子力規制機関が規制に取り入れる

ことを前提とした対応を執らなければならない状況になかったことは明ら25 

かであったから，被告国が，被告東電に対するヒアリングを直ちに行い，自
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主的検討や専門家からの意見聴取を求めた上で，被告東電が，その検討結果

を踏まえて，「長期評価の見解」を無視することなく，当時，安全性向上を

目指して研究・開発が進んでいた確率論的安全評価の基礎資料に取り入れる

との方針を確認するとの対応をしたことは，「長期評価の見解」の科学的根

拠の有無・程度等の明確さに応じて適時適切な調査を十分に行ったものと評5 

価されるべきである。 

iv) このような調査から，保安院は，「長期評価の見解」について，直ちに規

制に取り入れるべきものとは判断しなかった。 

(d) 平成１４年８月以降も，「長期評価の見解」を裏付ける客観的かつ合理的

根拠は発表されていなかったため，保安院は，同見解の科学的根拠の有無・10 

程度についての調査を十分に行った結果，規制権限を行使するとの判断に至

らなかったこと 

i) 「長期評価の見解」については，以下のとおり，同見解の公表後も，同見解

に客観的かつ合理的根拠を与えるような知見は公表されず，むしろ，「長期

評価の見解」に整合しない論文あるいは「長期評価の見解」の整理が客観的15 

かつ合理的根拠を伴っていない旨指摘する見解が公表されていた。 

① 平成１５年：垣見俊弘ほか「日本列島と周辺海域の地震地体構造区分」 

  このいわゆる垣見マップは，地震地体構造論上の区分図としては，本件事

故当時はもとより，本件事故後の原子炉再稼働の可否を検討する新規制基準

に基づく適合性審査においても，最新の知見として取り上げられているもの20 

であるが，「長期評価の見解」を参考文献にも掲げておらず，福島県沖の津

波地震発生可能性に関する「長期評価の見解」について地震地体構造論上の

学術的意義を認めていない。 

  また，仮に「長期評価の見解」を地震地体構造論上の知見と取り扱うにし

ても，垣見マップは，図表３のとおり，萩原マップでＧ２及びＧ３と大きく25 

２つに区分していた箇所について，８Ａ１から８Ａ４までの４つに区分した
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上，福島県沖に相当する８Ａ３の領域における地震の例として津波評価技術

と同じく１９３８年の福島県東方沖地震を挙げ，明治三陸地震を代表格に挙

げている三陸沖(８Ａ２)や，延宝房総沖地震等を例に挙げている房総沖(８

Ａ４)とは異なる区分をしている。このように，垣見マップにおける領域区

分は，「長期評価の見解」の領域区分とは異なるものであり，同見解の領域5 

区分に客観的かつ合理的根拠を与えるようなものではなかった。 

 

② 平成１４年１２月：鶴哲郎ほか「日本海溝域におけるプレート境界の弧沿

い構造変化：プレート間カップリングの意味」 

  この鶴論文は，日本海溝沿いの海底地形・地質に関する最新の知見として10 

公表されたＪＡＭＳＴＥＣによる構造探査研究の成果物であるが，津波地震

の発生場所として知られる海溝軸付近の堆積物の形状等を観測した結果，北

部の海溝軸付近では堆積物が厚く積み上がっているのに対し，南部ではプレ

本件原発

「長期評価の見解」後に公表された最新の地震地体構造区分図との違い

丙Ａ第１１９号証１６ページより
丙Ｂ第１７号証３枚目より

「長期評価の見解」の区分 最新の地震地体構造区分図（平成１５年公表）

明治三陸地震発生の
構造区（三陸沖）

延宝房総沖地震（不確
実）の構造区（房総沖）

福島県東方沖
地震発生の

構造区（常磐沖）
日本海東縁部

［図表３］
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ート内の奥まで堆積物が広がり，北部のように厚い堆積物が見つかっていな

いことを明らかにしている。 

  これは，谷岡・佐竹論文によって示された，津波地震は特定の領域や特定

の条件下でのみ発生する極めて特殊な地震であるという考え方を補強する

とともに，明治三陸地震クラスの津波地震が福島県沖で発生する可能性につ5 

いて否定的に働くものであって，「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根

拠を与えるようなものではなかった。 

③ 平成１５年：松澤・内田論文 

  同論文は，低周波地震と津波地震について公表されたものであるが，１８

９６年に発生した明治三陸地震を「津波地震」と位置づけるとともに，「津10 

波地震については，巨大な低周波地震であるとの考え方が多くの研究者によ

ってなされている」とした上で，「福島県沖～茨城県沖にかけての領域にお

いても大規模な低周波地震が発生する可能性がある」ものの，日本海溝沿い

の構造の調査結果からすると，「福島県沖の海溝近傍では，三陸沖のような

厚い堆積物は見つかっておらず，もし，大規模な低周波地震が起きても，海15 

底の大規模な上下変動は生じにくく，結果として大きな津波は引き起こさな

いかもしれない」として，三陸沖以外においては，巨大低周波地震は発生し

ても津波地震には至らないかもしれないと結論づけている。 

  すなわち，同論文は，津波地震の前提となる低周波地震の発生領域が限定

されるものではないが，低周波地震が津波地震に至るためには，谷岡・佐竹20 

論文が示すように，特定の領域や特定の条件が組み合わさることが必要であ

るところ，鶴論文によれば堆積物等が異なることから，福島県沖で明治三陸

地震クラスの津波地震が発生する可能性が低い旨を指摘しているのであっ

て，「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠を与えるようなものではな

かった。 25 

④ 地震学分野の専門家からの指摘 
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  「長期評価の見解」は，前記(d)i)のとおり，慶長三陸地震及び延宝房総沖

地震を日本海溝沿いで発生した津波地震と考えることを前提とする見解で

あるところ，この前提について，地震学分野には多くの異論もあった。その

ため，「長期評価の見解」の公表後，①平成１４年当時の地震学会会長兼地

震予知連絡会会長であった大竹名誉教授が，推進本部に対し，「長期評価の5 

見解」は極めて不確実性が高いものである旨の意見書を送り，対応を求めた

り，②平成１５年に公表された石橋克彦「史料地震学で探る１６７７年延宝

房総沖津波地震」において，「長期評価の見解」が延宝房総沖地震を取り込

んだことについて異論が述べられたり，③平成１５年に公表された都司嘉宣

「慶長１６年(１６１１)三陸津波の特異性」では，慶長三陸地震について「長10 

期評価の見解」と異なる考え方が示されるなど，地震学分野から「長期評価

の見解」において前提とされた津波地震の整理が客観的かつ合理的根拠を伴

っていない旨の指摘が示されたり，不確実性の高い評価結果が地震動予測地

図に反映された場合に社会に悪影響を及ぼすことへの懸念が表明されるな

どしていたのであって，これらの経緯からも，「長期評価の見解」が科学的15 

根拠の不十分な知見であったことが明らかである。 

ii) また，推進本部地震調査委員会は，平成１７年３月，それまでに実施した

長期評価(地震学者を主な委員とする長期評価部会で検討したもの)及び強

震動評価(地震工学等の専門家を含めた委員から成る強震動評価部会で検討

したもの)を総合的に取りまとめて，「全国を概観した地震動予測地図」を公20 

表しているが，同地図において，各種長期評価で示された様々な科学的知見

のうち，①十分な科学的根拠を伴っている知見(海溝型地震では，科学的デ

ータの量や質が良好であった宮城県沖の地震及び三陸沖北部の地震のみ)に

ついては，「確率論的地震動予測地図」の基礎資料として取り扱われるだけ

でなく，決定論的な「震源断層を特定した地震動予測地図」(決定論的地震動25 

予測地図)の基礎資料としても取り扱われる一方で，②科学的根拠が乏しい
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知見については，「確率論的地震動予測地図」の基礎資料としてのみ取り扱

われている。そして，「長期評価の見解」は，推進本部内においても，科学

的根拠の乏しい知見として，「確率論的地震動予測地図」の基礎資料として

のみ取り扱われていた(推進本部は，平成１７年以降も長期評価及び強震動

評価の追加・見直しを行い，それらを踏まえて毎年「震源断層を特定した地5 

震動予測地図」を改訂して公表しているが，「長期評価の見解」が示した日

本海溝沿いの津波地震が強震動評価の対象とされたことはない。)。 

iii)加えて，平成１８年に公表された中央防災会議報告(日本海溝・千島海溝

報告書)の策定に当たり，中央防災会議において，地震学のみならず，津波学

や工学等の専門家から成る専門調査会で「長期評価の見解」について検討し10 

た結果，「長期評価の見解」は将来の地震の発生可能性が客観的かつ合理的

根拠により裏付けられた見解ではないと判断された。 

iv) また，推進本部は，平成２１年３月に長期評価の一部改訂を行っているが，

「長期評価の見解」に関する記載は，平成１４年の策定当初とほぼ同一のま

まであるほか，ポアソン分布による確率評価のままであることから，発生確15 

率の更新も行われていない。これらの点は，同見解が，平成２１年時点にお

いてもなお「理学的に否定できない知見」のままで，三陸沖北部から房総沖

にかけての領域を一体とみなすことについて，地震地体構造上，客観的かつ

合理的根拠を与えるような新たな科学的知見が公表されていない状況であ

ったことを裏付けている。 20 

v) さらに，本件事故直前の平成２１年度から平成２３年度にかけて開催され

た第４期土木学会原子力土木委員会津波評価部会では，「長期評価の見解」

が地震地体構造の知見として客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的

知見かどうかが検討されていたが，その検討においては，同見解はそのまま

規制に取り込める程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見25 

であるとは判断されなかった(明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝
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寄りに移すという考え方が否定された。)。 

vi) ①そして，保安院においては，耐震安全性に関わる新たな知見を継続的に

収集するなどの調査検討を行い，規制に取り入れるべき知見を収集した場合

には，その科学的知見を裏付ける科学的根拠の程度に応じて，新設炉に対す

る安全審査に用いる指針類の改定等に反映させるなどしてきたほか，既設炉5 

に対しても，最新の知見に照らし合わせた安全性の維持向上のため，新たな

指針類への適合性や当該知見に照らした安全性の再確認(いわゆるバックチ

ェック)を実施するなどして，新たな知見に対する調査検討結果を踏まえて

適時適切に規制権限の発動の要否・可否を判断してきた。津波に対する安全

性評価の関係でいえば，通商産業省が，平成５年に，北海道南西沖地震(平成10 

５年)の発生を踏まえて，電気事業連合会(電事連)に対し，全ての原子力発

電所の津波に対する安全性を評価(数値計算)して報告するように求めたり，

平成９年から平成１０年にかけて，４省庁報告(案)を踏まえて，電事連に対

し，改めて全ての原子力発電所の津波に対する安全性を評価(数値計算結果)

して報告するように求めたりするなどしてきた。また，本件で問題となって15 

いる地震及び津波の科学的知見についていえば，保安院は，以下のとおり，

財団法人原子力発電技術機構(ＮＵＰＥＣ)やＪＮＥＳを通じて地震や津波

に関する科学的知見を収集する仕組みを構築するだけでなく，溢水勉強会や

平成１８年に指示した既設炉に対する耐震バックチェックを通じて，地震や

津波に対する科学的知見を収集していた。 20 

  しかしながら，三陸沖の海溝寄りの領域から房総沖の海溝寄りの領域まで

を一体とみなす「長期評価の見解」については，前記(c)のとおり，保安院

が，平成１４年８月に，審議会等の検証に耐え得る程度に客観的かつ合理的

根拠が伴った地震地体構造の知見ではないと判断して以降も，その正当性を

裏付ける科学的知見や科学的根拠が発表されていない状況であったばかり25 

か，矛盾する科学的根拠ばかりが発表されていた状況にあったため，以下の
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とおり，前記のような知見の収集の仕組みの中で，直ちに規制に取り入れら

れるべき科学的知見として取り扱われることはなかったものである。 

  このような保安院の調査状況からすれば，被告国は，平成１４年８月以降

も，「長期評価の見解」に対する調査を十分に行ったと評価されるべきであ

る。 5 

② ＮＵＰＥＣや安全情報検討会による情報収集において「長期評価の見解」

が取り上げられていなかったこと 

  保安院は，平成１５年１１月まで，外部組織(ＮＵＰＥＣ)に委託して，地

震及び津波に関する新たな知見の収集検討事業を行っていたところ，同月か

らは，同事業が同年１０月に設立されたＪＮＥＳの事業となったため，保安10 

院は，ＪＮＥＳと連携して科学的知見を収集し，必要な規制上の対応を行う

ために，同年１１月６日に「安全情報検討会」を立ち上げて，新知見につい

ての調査を行うこととした。そして，保安院は，平成１６年１２月に発生し

たスマトラ沖地震に伴う津波によりインドの原子力発電所で溢水事故が起

きたことを受け，原子力発電所における津波対策の現状を改めて整理した上15 

で，平成１７年６月の第３３回安全情報検討会から外部溢水問題について本

格的な検討を開始し，本件事故直前である平成２３年１月の第１２９回安全

情報検討会まで情報収集に努めた。 

  しかしながら，このＮＵＰＥＣや安全情報検討会を通じた情報収集におい

て，「長期評価の見解」が取り上げられることはなかった。 20 

③ 溢水勉強会において「長期評価の見解」が取り上げられていなかったこと 

  保安院は，平成１８年１月に，事業者に働きかけて「溢水勉強会」を立ち

上げ，平成１９年４月に報告書をまとめるまでの間，１０回にわたって，外

部溢水対策についての情報収集を行ったが，その中で，「長期評価の見解」

が取り上げられることはなかった。 25 

④ 本件事故前の耐震バックチェック報告書の審議等の過程でも，専門家から
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「長期評価の見解」に基づく津波対策の必要性を示唆する意見が述べられる

ことはなかったこと 

  被告国は，平成１８年９月に改定された耐震設計審査指針に津波に対する

安全性評価が盛り込まれたのに伴い，既設炉に対するバックチェックを行

い，事業者の設計上の想定が最新の知見を十分反映したものとなっている5 

か，事業者に報告させた上で，有識者から成る審議会にて検討することにな

った。そのため，溢水勉強会では，外部溢水については耐震バックチェック

の中で見ていくことになると整理され，耐震バックチェックこそが外部溢水

についての科学的知見に客観的かつ合理的根拠があるか否かを審理する場

とされた。 10 

  しかしながら，ＪＮＥＳ及び東北電力は，この耐震バックチェックで波源

モデルの位置を検討するに当たって，「長期評価の見解」の領域区分を採用

しなかったものであるし，福島第一原発の耐震バックチェックにおいても，

専門家から，「長期評価の見解」の領域区分に基づいて津波の解析・評価を

する必要があるとの意見が表明されることはなかった。 15 

⑤ 保安院の科学的知見の収集及び評価においても，「長期評価の見解」は直

ちに規制に取り込むべき知見とはされなかったこと 

  保安院は，事業者及びＪＮＥＳから地震や津波などの科学的知見を収集す

る新たな仕組みを再構築するため，平成２２年１２月１６日付け「原子力施

設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価へ20 

の反映等のための取組について(平成２１年度)」と題する報告書を取りまと

め，地震及び津波についての情報収集の仕組みを再構築した。そして，同報

告書では，長期評価等の集大成として平成１７年３月に公表され，以後毎年

改訂されていた地震本部の「全国地震動予測地図」の原子力規制における位

置づけが，専門家の審議を踏まえて，「新知見情報」ではなく，「新知見関25 

連情報」と位置づけられたほか，平成２１年９月に改訂された「長期評価の



 

208 

 

見解」を含む長期評価に至っては，「参考情報」に位置づけられるにとどま

り，「長期評価の見解」を規制に直ちに反映する必要があるとは判断されな

かった。 

⑥ 小括 

  このように，保安院は，地震及び津波についての科学的知見を収集する仕5 

組みを設けていたものの，平成１４年８月に「長期評価の見解」は審議会等

の検証に耐え得る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見

であるとはいえないと判断して以降も，その正当性を裏付ける科学的知見や

科学的根拠が発表されていない状況であったため，そのような知見の収集の

仕組みの中で，「長期評価の見解」が規制に取り入れられるべき科学的知見10 

として取り上げられることはなかった。このような保安院の調査の状況から

すれば，本件事故以前において，保安院に「長期評価の見解」についての調

査が不十分であったとは到底いえない。 

vii)まとめ 

  前記 i)ないし vi)のとおり，三陸沖の海溝寄りの領域から房総沖の海溝寄15 

りの領域までを一体とみなす「長期評価の見解」については，保安院が審議

会等の検証に耐え得る程度に客観的かつ合理的根拠が伴った地震地体構造

の知見ではないと判断した平成１４年８月以降も，それを裏付ける科学的根

拠が発表されていなかったばかりか，矛盾する科学的根拠ばかりが発表され

ていた状況にあったため，地震本部，中央防災会議及び土木学会における20 

様々な専門家の議論においても，科学的根拠を伴った科学的知見であるとは

評価されていなかったものである。そのため，保安院は，平成１４年８月以

降も，ＪＮＥＳや耐震バックチェックなどを通じて継続的に地震や津波に対

する科学的知見を調査していたものの，「長期評価の見解」が規制に取り入

れられるべき科学的知見として取り上げられておらず，そのような状況に照25 

らして，「長期評価の見解」は規制に取り入れるだけの客観的かつ合理的根
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拠に裏付けられていないとの状況に変化は生じていないと評価し続けてい

たものである。 

  そうすると，保安院は，「長期評価の見解」について調査を十分に行った

結果，「長期評価の見解」は規制に取り入れるだけの客観的かつ合理的根拠

が伴っていると評価される状況に至っていないと判断していたものであり，5 

その判断は当時の科学的知見の進展状況に照らして合理的であったという

ことができるから，保安院が，本件原発について，津波に対する安全性の審

査又は判断の基準の適合性に変化は生じていないと評価して規制権限を行

使しなかったことが著しく不合理であると評価される余地はないというべ

きである。 10 

(e) 本件原発における確率論的津波ハザード解析手法の進展状況からしても，

保安院が本件原発の津波対策について規制権限を行使する状況にはなかっ

たこと 

i)  保安院は，津波評価技術が策定された平成１４年２月当時，既に原子力安

全委員会において耐震設計審査指針の全面改定に向けた抜本的な議論(平成15 

１３年６月開始)が行われていた中で，確率論的安全評価を前記指針にどの

ように取り込むかに関する議論が行われ，将来的に，津波に対する安全性評

価に確率論的手法が採用されることも見込まれる状況にあった。 

  そこで，土木学会では，平成１４年２月の津波評価技術の策定に引き続き，

平成１５年６月から平成１７年９月まで及び平成１９年１月から平成２１20 

年３月までの２期の間，津波評価の更なる高度化を図るため，確率論的津波

ハザード解析手法の研究開発を進めることとなり，保安院においても，土木

学会に委員を派遣していたことから，その後の確率論的津波ハザード解析手

法の実用化に向けた動向を把握しており，将来的に，津波に対する安全性評

価に確率論的手法が採用されることも見込まれる状況にあった。 25 

  また，保安院は，ＪＮＥＳとともに，被告東電等の事業者をオブザーバー
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として参加させた上で，平成１８年１月から溢水勉強会を開催していたとこ

ろ，この溢水勉強会では，前記のとおり念のための影響評価を行った上で，

「引き続き津波ＰＳＡについて，適宜，調査検討を進めていくこと」とされ，

外部溢水に関して，確率論的安全評価手法の確立に向けた調査検討を進めて

いくとの結論が採用されるなどしていた。 5 

  このように，被告国は，土木学会に参加したり，溢水勉強会を開催するな

どして，事業者や学協会における津波に関する確率論的安全評価手法の進展

状況の把握に務めていた。もとより，原子力規制における津波に対する安全

審査は決定論的安全評価に基づいて行われているものであり，確率論的安全

評価は，原子力規制との関係において，審査又は判断の基準を満たしている10 

と評価された原子炉施設の津波に対する安全性を見直すきっかけを与える

ものということができるものの，直ちにこれに依拠して規制上の判断を行う

ことができるものではない。 

ii) そのような中，被告東電は，平成１８年に，確率論的津波ハザード解析手

法の研究過程においてマイアミ論文を公表するなどしているほか，本件原発15 

１ないし６号機における確率論的津波ハザード解析を実施している。 

  そこでは，津波の波源設置の「不確かさ」がロジックツリーの分岐に設け

られているところ，日本海溝沿いの津波地震発生に関しては，津波地震が特

定の領域でのみ発生するとの見解と，「長期評価の見解」を踏まえて三陸沖

から房総沖の海溝寄りのどこでも津波地震が発生するとの見解とを前提と20 

した分岐を設けた上で，専門家意見のばらつきを再現するために専門家によ

る重み付けアンケートを実施した。 

  そのアンケートの結果を踏まえた計算結果では，図表４のとおり，本件原

発１号機において，Ｏ．Ｐ．＋１０メートルを超える津波が発生する年超過

確率は，１０⁻⁵を下回り１０⁻⁶との間，つまり，１０万年から１００万年に25 

１回程度の超過確率であると推計されている。この数値は，原子力安全委員 
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会安全目標専門部会が平成１８年４月に同委員会に報告した性能目標のう

ち，原子炉施設のシビアアクシデントの発生頻度の目安となる炉心損傷頻度

(ＣＤＦ)１０⁻⁴／年程度を下回るものであるところ，原子力工学及びリスク

評価を専門とする山口教授がその意見書で述べるとおり，敷地高を超える津

波が到来しても１００パーセント炉心損傷に至るわけではないため，そのよ5 

うな津波の年超過確率が１０⁻⁴／年を下回っていれば，炉心損傷頻度は更に

低くなる可能性も指摘されている。 

 

iii)しかるところ，当該結果は，それ自体から直ちに津波対策の見直しの要否

等に関する工学的な判断を行うことができる段階にはなかったものである10 

が，少なくとも，本件事故前の時点において，「長期評価の見解」について

の専門家による重み付けアンケートに基づいて得られたリスク情報の結果

甲Ａ第４１号証の２・３ないし６ページより
丙Ｂ第６０号証別添資料１枚目より

上昇側でＯ．Ｐ．＋
10メートルを超える

津波の年超過確率
は10万年から100
万年に１回の確率

確率論的津波ハザード解析手法の研究例

10

［図表４］
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は，本件原発の津波に対する安全性に関し，規制権限の行使が検討されるき

っかけとなるようなものではなかったものである。 

iv) ちなみに，確率論的ハザード解析手法における年超過確率と，「長期評価

の見解」が示した地震の発生確率とは，その確率の意味及び有用性が大きく

異なるものであるから，それらの数値を見る上では，その点について注意す5 

る必要がある。 

  すなわち，確率論的津波ハザード解析手法における年超過確率は，特定の

地点において敷地高を超える津波が到来する頻度を推定するものであるの

に対し，「長期評価の見解」が示した地震の発生確率は，示された領域内で

特定の地震が発生する確率を示したものであって，特定の地点において敷地10 

高を超える津波が到来する頻度を推定したものではないから，原子炉施設の

津波対策の安全性を評価する数値とはなり得ないものである。 

  また，確率論的ハザード解析手法における年超過確率は，地震の発生領域

や規模等の不確実さを考慮した上で多数回にわたり津波の伝播過程の計算

を行うなど多段の計算過程を経て，特定地点で敷地高を超える津波が到来す15 

る確率を推定するものであるのに対し，「長期評価の見解」が示した地震の

発生確率は，確率計算の前提として用いたデータが不十分であったことか

ら，歪みエネルギーの蓄積と解放の繰り返しという地震発生の基本メカニズ

ムと整合しない，地震が時間的・場所的に全く偶然に起きると仮定したモデ

ル(ポアソン過程)で計算せざるを得なかったものである上，地震本部地震調20 

査委員会が有力な異論のある中で認定した「４００年に３回」という過去の

地震発生回数のみに基づいて，平均発生間隔を「約１３３．３年」(４００÷

３＝１３３．３......)とし，これを以下の単純な計算式に当てはめて約２

０パーセント(特定の領域に限れば更に４分の１の約６パーセント)と算出

したにすぎないものであり，確率論的津波ハザード解析手法における年超過25 

確率と「長期評価の見解」における地震の発生確率は用いる科学的知見の多
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寡や計算の精緻性が大きく異なるのであるから，計算結果の有用性等の点で

大きく異なるものである(佐竹元委員が意見書で述べるとおり，「長期評価の見解」

における地震の発生確率は，仮に過去の地震が４００年間に２回発生したと仮定すれば

約１４パーセント(福島県沖に限れば４分の１の約３．５パーセント)に減少し，１回発

生したとの仮定であれば７パーセント(福島県沖に限れば２パーセント)を下回ること5 

になるというように，過去の地震発生履歴をどのように認定するかという唯一の事情に

より大幅に数値が変わるものであるため，これを国民の防災意識の高揚という用途を超

え，既存構造物の設計変更を命じる動機づけや根拠に用いることはできないものであ

る。)。 

  このように，確率論的津波ハザード解析手法における年超過確率と「長期10 

評価の見解」における地震の発生確率は，その確率の意味及び有用性が大き

く異なることから，「長期評価の見解」の示した地震の発生確率は，原子力

規制において津波対策の安全性を評価する上で重視すべき数値ではなかっ

たものである。 

  (計算式) 15 

  １－｛１－(１回／１３３．３年)｝３０＝約０．２０２ 

ｃ まとめ 

  以上のとおり，原子力規制機関は，従前の支配的見解からは導かれない新

たな科学的知見である「長期評価の見解」について，同見解が本件原発の津

波に対する安全性の審査又は判断の基準への適合性判断に影響を及ぼし得20 

る知見であるか否かとの観点から適時適切に調査をしたものの，同見解が，

三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域が近似性のある領域

であることを示す地震地体構造の知見として審議会等の検証に耐え得る程

度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見とは評価することができず，

したがって，本件原発の前記基準への適合性の判断に影響を与える知見では25 

ないと評価して，被告東電に対して規制権限を行使してこなかったものであ
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る(原子力規制機関は，適時適切に規制権限を行使するため，科学的知見の進展状況に

ついて適時適切に調査する必要があり，少なくとも，防災に関する被告国の機関が，自

然災害に対する安全性の審査基準の見直しを迫るような科学的知見や，ある原子炉施設

の自然災害に対する安全性に係る審査基準適合性についての従前の評価を覆すような

科学的知見を公表したものの，当該科学的知見が審議会等の検証に耐え得る程度の客観5 

的かつ合理的根拠に裏付けられているかどうかが明らかではないような場合には，その

科学的知見に基づいて規制権限を行使するか否かを判断するために，当該科学的知見が

審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられたものであるか

否かを調査する義務を負うことになると考えられるところ，本文で述べたところからす 

れば，原子力規制機関は，かかる調査義務を十分に履行したというべきである。)。 10 

  そして，この原子力規制機関の判断は，「長期評価の見解」が公表された

平成１４年７月当時の科学的知見及びそれ以後の科学的知見の進展状況に

照らして十分合理性を有するものであった。そうすると，被告国が，「長期

評価の見解」を根拠として，本件原発の主要建屋の敷地高を超えて津波が到

来することを予見する義務を負っていたということはできない。 15 

(ｵ) スマトラ沖地震 

  原告らは，スマトラ沖地震により本件事故が予見できた旨主張するが，同地

震のＭｗは９．１であり，連動型地震は，本件地震の発生まで日本海溝沿いで

発生することが全く予想されていなかった。長期評価においても，三陸沖南部

海溝寄りと宮城県沖の領域でのみ連動型地震の発生の可能性が指摘されてい20 

たにすぎないし，本件地震の発生まで，福島県沖やその他の日本海溝沿いでの

連続型地震は全く想定されていなかった。 

  また，比較沈み込み学は，本件地震の発生まで，多くの地震学者に受容され

ており，本件地震の発生は多くの地震研究者にとって予想外のものであった。 

  以上のとおり，スマトラ沖地震の発生が被告国の予見可能性を基礎づけるも25 

のとなるわけではない。 
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(ｶ) 溢水勉強会 

ａ 溢水勉強会の目的等 

  スマトラ沖地震に伴う津波による浸水事故やＮＲＣによる配管破断の仮

定による指摘などを受けて，保安院，ＪＮＥＳ，電気事業者らで構成される

溢水勉強会において，その調査検討が開始された。 5 

  この溢水勉強会においては，広く外部溢水及び内部溢水に関する調査，検

討が行われているが，もとより津波の到来可能性の有無，程度や到来した津

波に関する波高などの予見やそれに関する知見を得ることを目的とするも

のではない。本来，津波に対する安全性は，設計条件において確保されてお

り，あくまでも念のために行ったものであって，具体的な津波の襲来を予見10 

していたものではないし，それがあり得るとの前提に立って行われたもので

はない。 

ｂ 溢水勉強会の内容等 

  溢水勉強会の内容から，国内原発への津波による浸水の具体的危険性やＳ

ＢＯ発生の具体的危険性が認められるものではないことは，以下の同勉強会15 

の内容からしても明らかである。 

(a) ５号機の実際の津波評価技術に基づく想定津波水位はＯ．Ｐ＋５．６ｍで

あるが，建屋設置レベルがたまたまＯ．Ｐ．＋１３ｍであったことから，想

定外津波水位として，これに１ｍ加算したＯ．Ｐ．＋１４ｍとしたにすぎな

い。無論，そのような事態が実際に起こることを想定したり，これを予見で20 

きたりしたということではない。この点，５号機の想定外の仮定津波水位と

して，前記１４ｍ以外にも１０ｍとの設定がされていることからも明らかで

ある。 

  また，本件原発以外の他の国内原発(浜岡原発４号機，大飯原発３号機，泊

原発１，２号機)における想定すなわち仮定の津波水位にしても，同様に，便25 

宜上，それぞれの敷地高さ＋１ｍとしたものであって，各原発の地理的状況
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に応じて，どのくらいの高さの津波が到来するかといった観点からの津波水

位の具体的設定は全く考慮されていない。 

  要するに，想定外津波の水位は，全くの仮定にすぎないのであって，具体

的にこれが予見されるものとして，その設定をしたものではなく，このよう

な，あり得ないような仮定を前提に具体的な予見可能性が基礎付けられるも5 

のではない。 

(b) 津波水位の継続時間についても，仮定水位の継続時間は考慮せず，無限時

間継続するものと仮定して影響評価をしていることからも明らかなとおり，

およそあり得ないような机上の数値を仮定して行ったにすぎない。 

ｃ 被告国の認識可能性等 10 

  このように，溢水勉強会の内容をもって，被告国が本件事故に至る程度の

津波の発生を予見できたとはいえない。すなわち，溢水勉強会において，５

号機が，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの津波で非常用海水ポンプが機能喪失し，炉心損

傷に至る危険性があること，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍの津波で全電源喪失に至る可

能性があると示されたとしても，その津波水位や継続時間が全くの仮定にす15 

ぎない以上，およそ具体的な予見可能性を基礎づけるものとはなり得ず，被

告らが津波による浸水によって全電源喪失の事態を引き起こすことを予見

できたなどとはいえない。 

  他方，原告らは，敷地高を超える津波の浸水によりＳＢＯに至ることが「常

識」であったなどと主張する。しかし，溢水の原因や浸水経路・水量，各原20 

発における非常用電源設備等の機器の設置場所や設置状況等は各原発にお

いてそれぞれ異なるものであり，過去の事故や抽象的な被水の危険について

の調査，検討等が直ちに本件原発におけるＳＢＯの危険性を具体的に基礎づ

けるものとはならないことは当然である。原告らの前記主張は具体的予見可

能性を基礎づけるものとしては意味がなく，失当である。 25 

(ｷ) マイアミ論文 
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  マイアミ論文には，原告らが主張するような津波の確率の算定の記載はな

く，原告らの主張は失当である。マイアミ論文は，確率論的津波ハザード解析

の手法について触れている。確率論的津波評価手法は，津波の不確定性を定量

的に考慮し，特定の地点において特定期間中に到来する可能性のある津波の水

位とその津波の水位を超過する確率との関係を求める手法であり，具体的に5 

は，ある個別の地震が将来発生する確率を評価した上で，特定の地点において

当該地震から発生する津波の水位の評価を行うという作業を様々な地震につ

いて実施し，その結果，特定の期間に任意の水位を超える津波が到来する確率

(超過確率)がどの程度になるかを算出する手法である。 

  しかしながら，同手法は，各地震の「再来周期」を設定して津波評価を行う10 

ことができ，判断の分かれる事項について専門家ごとの見解の相違を評価に取

り込めるものであるもの，津波については過去の発生実績が乏しく，運転時の

機器故障確率といった内部事象と異なり，統計処理が容易ではない。すなわち，

同手法は，未だ研究途上であって，マイアミ論文で発表された内容は津波高さ

の予測に当たって確立した手法ではなかった。このことは，ＩＡＥＡ事務局長15 

報告書においても，「津波ハザードを評価するために各国で適用されている現

在の実務はない。確率論的アプローチを用いた津波ハザードの評価の手法は提

案されているが，標準的な評価手順はまだ開発されていない。」と指摘されて

いることからも明らかである。 

  前記のとおり，マイアミ論文は確立した手法とはいえないものの，マイアミ20 

論文において試算されているＯ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波の到来確率は，１

万年に１回の確率を超えない(１０万年から１００万年に１回とされていた。)

ものである。 

  このように，マイアミ論文をもって被告国が本件事故に至る程度の津波を予

見できたといえるものではない。 25 

(ｸ) 貞観津波等 
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  貞観津波とは，西暦８６９年に東北地方に多くの地震被害をもたらした巨大

地震(貞観地震)に伴って発生し，東北地方沿岸部に津波被害をもたらしたとさ

れている津波であるが，「日本三代実録」に地震の状況の描写があるものの，

津波の水位等の記録はないものであった。 

  そのため，貞観津波は，機器による観測記録はもとより，津波の到来を示す5 

歴史記録もほとんど存在せず，そのメカニズムや波源域，断層モデルを推定す

るための科学的手法がそもそもなかった。 

  しかるところ，津波堆積物の研究(貞観津波の津波堆積物調査の経緯については，

澤井祐紀「東北太平洋側における古津波堆積物の研究」８２３ないし８２７ページ参照。

なお，津波評価技術の策定後，貞観津波の波源域や発生メカニズムを解明するべく，初め10 

て津波の数値シミュレーションを用いて定量的な考察を行ったのが，平成２０年に公表さ

れた貞観津波に関する佐竹ほか(２００８)であるが，これは，上記津波堆積物調査の結果

に依拠するものであり，「本研究では，断層の長さは３例を除いて２００ｋｍと固定した

が，断層の南北方向の広がり(長さ)を調べるためには，仙台湾より北の岩手県あるいは南

の福島県や茨城県での調査が必要である。」と更なる広範な津波堆積物調査及びその分析15 

検討が必要であるとされていた。その後，東北大学大学院理学研究科が発見した福島県浪

江町請戸地区の津波堆積物調査の結果をも取り入れ，仙台・石巻平野及び請戸地区の津波

堆積物の説明を試みたのが，平成２２(２０１０)年の年次報告にて発表された行谷ほか

(２０１０)である。しかしながら，貞観津波に関する佐竹ほか(２００８)は，宮城県の石

巻・仙台平野という限られた地域で発見された津波堆積物の分布域を説明できるというに20 

とどまり，行谷ほか(２０１０)も，調査範囲を前記の石巻・仙台平野に福島県浪江町請戸

地区を加えたものにすぎず，いずれも貞観地震の発生領域や規模等の地震像の全容を示す

のに十分なものではなかった。 

  貞観津波に関する津波堆積物調査が，貞観地震の発生領域や規模等の地震像の全容を示

すのに十分なものでなかったことは，５００年間隔地震との比較からも明らかである。)25 

は，発展途上のものであり，ある堆積物が平面的連続性を持つ津波堆積物であ
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るかを判断するための地層対比が研究従事者の主観によって左右されること

や，堆積物の年代測定が１００年スケールでは役に立たないなどの年代測定手

法に係る技術的限界等に起因する不確かさなどから，津波堆積物から過去の津

波の浸水域を復元する手法も確立したものではなかった。 

  さらに，津波堆積物調査により，過去の津波の浸水域が推定されたとしても，5 

このことにより直ちに当該津波の波源域や津波高さを復元できるものではな

く，津波堆積物の分布や復元された地震時の地殻変動を説明する断層モデルを

構築し，そこから数値計算して津波高さを推定するなどの方法があり得るもの

の，十分に離れた複数地域で良質な地質学的データが得られていることが前提

となるなど，推定の精度を確保する上で克服すべき課題が非常に多く，貞観津10 

波に関しては，津波評価技術策定当時の平成１４年時点はもとより，本件事故

時点に至っても，これらの課題を克服できる程度に十分な調査等がなされてい

るとはいえず，地震像の全体を把握し，特定地点における津波の高さを定量的

に検証できる条件がそろっているとはいえないものであった。 

  そのため，貞観地震は，これを沿岸施設の設計上の基準として決定論的に取15 

り込むことは到底不可能であり，学術的な研究途上で検討される波源域に宮城

県沖や福島県沖が含まれ，福島県沿岸に影響を及ぼし得る歴史地震であるとい

う点では，明治三陸地震や延宝房総沖地震と同じであっても，いまだ地震の全

体像(メカニズムや発生領域，規模)を把握するには科学的データが相当少ない

ため，貞観津波が，「概ね信頼性があると判断される痕跡高記録が残されてい20 

る津波」といえないことはもとより，福島県沿岸の特定地点における津波の影

響の有無及びその程度を定量的に検証することができるものでもなかったか

ら，貞観津波に関する知見は，本件事故時にあっても，当該知見に基づいて施

設の設計に取り入れることが可能な波源モデルを構築することができず，前記

(ｳ)の本件原発の津波評価結果を覆すには至らないものであった。 25 

  したがって，被告国が，貞観津波の知見の進展を根拠として，本件原発の主
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要建屋の敷地高を超えて津波が到来することを予見する義務を負っていたと

いうことはできない。 

(ｹ) 一部原告らの指摘について 

  その点については争う。 

(ｺ) 小括 5 

  本件における被告国の作為義務の前提となる津波の予見可能性は，津波に対

する安全性の審査又は判断の基準の設定の合理性と当該基準への適合性の判

断の合理性の二段階で審理されるべきである。 

  しかるところ，本件事故前の津波に対する安全性の審査又は判断の基準(想

定津波の波源設定に関する考え方)は，基準として合理性を有していたもので10 

あった。また，原子力規制機関は，従前の支配的な見解からは導かれない新た

な科学的知見である「長期評価の見解」について，同見解が本件原発の前記審

査又は判断の基準への適合性判断に影響を及ぼし得る知見であるか否かとの

観点から調査を行ったものの，これらの見解を裏付ける科学的根拠が存在しな

かったことから，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠を伴15 

った地震地体構造の知見とは評価できず，したがって，本件原発の前記基準へ

の適合性の判断に影響を与える知見ではないと評価して，被告東電に対して規

制権限を行使してこなかったところ，かかる原子力規制機関の判断は，本件事

故以前の地震及び津波の科学的知見の状況に照らして十分な合理性を有する

ものであった。そのほか，原告らが指摘する溢水勉強会や貞観津波の知見の進20 

展等も，本件原発の前記基準への適合性の判断に影響を与える知見ではない。 

  そうすると，被告国には，本件原発に主要建屋の敷地高を超える津波が到来

することについて，作為義務の発生を基礎づける程度の予見可能性はなかった

というべきであるから，規制権限の不行使が許容される限度を逸脱して著しく

合理性を欠くとは到底いえず，本件において，被告国が規制権限を行使しなか25 

ったことが国賠法上違法と評価される余地はないというべきである。 
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オ 規制権限不行使の違法性を基礎付ける結果回避可能性の不存在等 

  前記ウ，エで主張するとおり，本件で被告国に予見可能性がなかったことは

明らかであるから，結果回避可能性について論じるまでもなく，被告国の規制

権限不行使が著しく合理性を欠くとはいえないが，結果回避が可能であったと

の原告らの主張に鑑み，以下，本件で結果回避可能性が認められないことにつ5 

いて，念のため論じる。 

(ｱ) 結果回避可能性の判断枠組み等 

  本件における結果回避可能性は，本件事故前において，想定される津波に対

し，当時の科学技術水準に照らした科学的，専門技術的見地から相当程度の確

実性をもって原子炉施設の安全性を確保できるといい得る対策がいかなるも10 

のであったのかを検討した上で，当該対策をもって，本件津波により本件原発

が全交流電源を喪失し，本件事故が発生する事態を回避できたか否かが検討さ

れなければならない。 

(ｲ) 結果回避可能性の不存在 

ａ 「Ｏ．Ｐ．＋１０メートルを超える津波」というだけでは，具体的な対策15 

が取れないこと 

  本件津波は，敷地高を大幅に上回る未曾有のもので(１～４号機でＯ．Ｐ．

最大＋１５．５ｍ，局所的には最大＋１７ｍ)，建屋内部に圧倒的な水量，水

流及び水圧による浸水を招いたのであって，非常用ＤＧのみならず，配電に

必要な電源盤(Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃ)や直流バッテリーまでが被水し，本件事故を20 

招いた。しかるに，原告ら主張津波，つまり「Ｏ．Ｐ．＋１０メートルを超

える津波」というだけでは，どの程度の規模を想定して対策を講ずることを

要するのか判断することができない。 

  すなわち，前記(1)のとおり，原告らが，被告国が規制権限を行使すること

により講じるべきであるとする結果回避措置として主張する防潮堤の設置，25 

重要機器，非常用Ｄ／Ｇの高所への配置などといった具体的な対策を講じる
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ためには，一定程度具体的な浸水高の津波を想定しなければならず，「Ｏ．

Ｐ．＋１０ｍを超える津波」という抽象的な予見対象では具体的な設置位置

等を定めるなどの対策を取ることができないから，抽象的に敷地高を超える

というだけで措置を講じることは実際には困難であるし，実効性を伴わない

措置になりかねない。 5 

  したがって，「Ｏ．Ｐ．＋１０メートルを超える津波」を前提とする措置

により，結果回避可能性を認めることはできないというべきである。 

ｂ 結果回避可能性を基礎付ける具体的な主張立証を欠くこと 

  前記主張のとおり，そもそも，地震及びこれに伴う津波によりＳＢＯに陥

り，炉心冷却機能を失って放射性物質を放出する事故に至るか否かは，地震10 

及び津波による被災の範囲や程度，津波の遡上経路，各種設備・機器への影

響の有無や程度(地震による損傷の有無・程度，津波による浸水の有無・程

度・時間等)などの様々な要因によって定まる。これらの要因は襲来する地

震及び津波の規模(地震の発生源，その大きさ，津波の水量，水流，水圧等)

に大きく左右される。すなわち，津波の規模が異なれば具体的な結果回避措15 

置も異なることになるから，これらの具体的な事実関係を主張立証せずに単

に「Ｏ．Ｐ．＋１０メートルを超える津波」の到来を主張するだけでは，結

果回避可能性や因果関係が基礎付けられるとはいえず，当然，回避可能性等

を前提とした結果回避の措置も具体化されず，原告らの主張は，それ自体失

当である。 20 

ｃ 現実の結果回避措置を講じる期間がなかったこと 

  なお，被告東電が，被告国に対し，本件試算の結果を報告したのは平成２

３年３月７日と，本件事故のわずか４日前であるから，本件試算を根拠とす

る規制権限の行使によって，本件事故の発生を回避することは不可能であり，

結果回避可能性がない。 25 

  仮に，被告東電が平成２０年試算を行った時期を起点として，規制権限を
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行使して対策工事を行わせようとしたとしても，当該工事のみならず，その

前提となる許認可に係る規定の整備や認可手続，地元への説明など様々な工

程が必要となり，全体として，被告国が権限行使に向けた動機づけを受けた

時点から被告東電による結果回避措置が完了するまでに，優に約５年を超え

る期間を要したと考えられるから，本件事故の発生を回避することはできず，5 

結果回避可能性がない。 

(ｳ) 当時の科学技術水準から導かれる措置による結果回避可能性 

ａ 本件原発の主要建屋等が存在する１０ｍ盤に敷地高を超える津波が到来

することが想定される場合，原子炉施設の安全性を確保するために講じるべ

きであった対策は，防潮堤・防波堤等の設置によってドライサイトを維持す10 

ることであったこと 

(a) 津波により原子炉施設に重大事故が発生するリスクは，正に本件事故がそ

うであったように，津波によって主要建屋内や重要機器等が被水し，機能喪

失することにより，原子炉を冷温停止に導くことができなくなるリスクであ

るところ，津波が主要建屋の敷地に浸入することがなければ，前記のリスク15 

は確実に回避されるから，想定津波に対してドライサイトを維持することが，

津波に対して原子炉施設の安全性を確保するための最も合理的で信頼性が

高く，確実性のある対策であることは明らかである。 

  したがって，仮に，試算津波を想定津波とした場合，同試算により敷地高

さを超える津波が想定されるのは，敷地北側におけるＯ．Ｐ．＋１３．６９20 

５メートルと，敷地南側におけるＯ．Ｐ．＋１５．７０７メートルのみであ

り，これらの箇所からの津波の浸入を防止し得る防潮堤・防波堤等を設置す

ることによりドライサイトが維持され，原子炉施設の安全性を確保すること

ができるのであって，このような対策は合理的なものである。 

(b)i) そして，本件事故前において，規制機関は，ドライサイトを維持するこ25 

とを津波防護策の基本としており，この考え方は，工学の専門家等において
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も合理的なものと評価されていた。 

ii) また，被告東電は，平成１８年９月，東通発電所１号機の設置許可申請書

において，敷地高を超える想定津波につき，当該津波水位を上回る高さの防

潮堤を設置することにより津波の影響を受けない設計とすることとしたと

ころ，同設計は，審議会における多数の審議において，想定津波により原子5 

炉施設の安全機能が重大な影響を受けることはない妥当なものと判断され，

これを踏まえ，経済産業大臣は，平成２２年１２月に同申請を許可した事実

があり，このことは，本件事故前の科学技術水準に照らし，科学的，専門技

術的判断として導かれる敷地高を超える想定津波への対策が防潮堤・防波堤

等の設置によるドライサイトの維持であったことを端的に示すものである。 10 

iii)本件事故を踏まえた新規制基準においては，津波対策の第一段階として，

防潮堤・防波堤等によって基準津波による遡上波を地上部から敷地内へ到達

又は流入させないこと，及び，津波を取水路又は放水路等の経路から敷地内

へ流入させないこと(外郭防護１)を基本とし，ドライサイトの維持を求めて

おり，このことからも，敷地高を超える想定津波に対しては，防潮堤・防波15 

堤等の設置によるドライサイトの維持により対策するとの本件事故前にお

ける規制機関の方針が妥当であったことがわかる。 

ｂ 「長期評価の見解」を前提とした想定津波に対し，防潮堤・防波堤等の設

置によってドライサイトを維持する対策を採ったとしても，本件事故を回避

することはできなかったこと 20 

(a) 試算津波と本件津波の違い 

i)  マグニチュードが１大きくなると，地震のエネルギーは約３０倍となると

ころ，試算津波の前提となる地震の地震エネルギーがＭｗ８．３であるのに

対し，本件地震はＭｗ９．０と，約１１倍大きなものであった。 

  また，試算津波が前提としている地震によって動くとされた断層領域は，南25 

北の長さが２１０キロメートル，東西の幅が５０キロメートルであるのに対
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し，本件地震によって動いた断層領域は南北の長さ４００キロメートル以上，

東西の幅が２００キロメートル以上と，南北に約２倍，東西に約４倍広いもの

であった。 

  さらに，津波は，海底の隆起又は沈降によりその海域の海水が持ち上げられ

たり沈み込んだりすることによって発生するため，断層のすべり量が大きい5 

ほど津波も大きくなるという関係に立つところ，試算津波が前提としている

地震の断層すべり量は９．７メートルであったのに対し，本件地震の断層すべ

り量は５０メートル以上と，５倍以上も大きなものであった。 

ii) 津波の遡上方向を見ると，試算津波は，本件原発の南東方向に置かれた波

源からの津波であることから，南側からのものが大きなものとなり，主要建10 

屋が存在する１０ｍ盤に津波が流入してくるのは南側からのみになる一方，

本件津波は南北に広範な領域で断層が動いていることから，波源も三陸沖か

ら房総沖の広範囲に及んでいるため，北側，東側，南側の全ての方向から襲来

しており，南側のみならず，東側からも１０ｍ盤を超えて津波が流入してい

る。 15 

  １ないし４号機の主要建屋付近の浸水深を見ると，試算津波は，越流地点

である敷地南側に最も近い４号機原子炉建屋付近が２．６０４メートル，ター

ビン建屋付近が２．０２６メートルで最も浸水深が大きくなっているが，１号

機付近では１メートル未満の浸水深となっている一方，本件津波では総じて

２ないし５メートル程度の浸水深となっているなど大きな違いがある。特に20 

２号機タービン建屋の大物搬入口付近では，前者が約１メートル程度である

のに対し，後者が４ないし５メートルに及ぶなど顕著な違いが出ている。 

  津波の継続時間を見ると，試算津波では，１ないし４号機の取水口前面の

水位が０メートルからおよそ６メートル程度に達した後に，再び０メートル

に低下するまでの時間は，いずれの号機においてもおよそ１０分弱程度とな25 

っていることが読み取れる。一方，被告東電が行った本件津波の再現計算にお
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いては，港湾内の検潮所位置付近における水位の時間経過が示されているが，

水位が５メートルを超えて最大１３．１メートルに達した後に，０メートルま

で低下するまでの時間のみでもおよそ１７分程度(水位が０メートルから上

昇し，再び０メートルに低下するまでの場合は約３０分程度)であることが読

み取れるなどの点にも大きな違いが認められる。 5 

iii)このように，試算津波がその試算の前提としている地震と本件地震とでは，

地震エネルギーの大きさ，動いた断層領域の広さ，断層すべり量などが大幅

に異なっていたため，試算津波と本件津波についても，その規模(継続時間

の違いを前提にした水量，水圧，浸水域，浸水域ごとの浸水深，津波の遡上

方向等)は全く異なるものであった(以下の図表５，６参照)。 10 

 

 

 

 

 15 

 

南側から１０メートル盤を超え流入

浸水深約０．５～５メートル
(２号機付近は約１ｍ)

南から津波襲来

「長期評価の見解」による試算津波 本件津波

東側からも１０メートル盤を超え流入

浸水深約２～５メートル
(２号機付近も４，５ｍ)５，６号機付近浸水なし

５，６号機付近も浸水

甲Ａ第２１６号証１５ページより
甲Ａ第２号証資料編２０ページより

前提：
本件原発に襲来する津波の方向も規模もまったく違う

［図表６］

南側からも１０メートル盤を超え流入

全 面 か ら 津 波 襲 来
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(b) 「長期評価の見解」を前提とした想定津波に対し，防潮堤・防波堤等の設

置によってドライサイトであることを維持する対策を講じたとしても，本件

事故を回避できなかったこと 5 

  そして，試算津波で高い波高が予測される場所に防潮堤を設置してドライ

サイトを維持する対策を講じた場合，被告東電が行ったシミュレーションの 

 

 

 10 

 

 

 

 

 15 

 

 

前提：
「長期評価の見解」による試算津波と本件津波はまったく違う

福島第一原発

試算津波 本件津波

【断層長さ】
２１０km ４００km以上

【断層幅】
５０km ２００km以上

【断層すべり量】
９．７m ５０m以上

【Mw】
８．３ ９．０

乙Ａ第６０号証８，９ページより

［図表５］

本件原発 本件原発
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結果は上記の図表７のとおりとなり，試算津波であれば１０ｍ盤への流入を完

全に阻止できるが，本件津波の場合，東側から１０ｍ盤への津波の流入を防

ぐことはできず，１ないし４号機の主要建屋付近の浸水深は，本件事故時の

現実の浸水深と比べ，ほとんど変化がない(以下の図表８)。 

  したがって，「長期評価の見解」を前提にした津波対策では，本件津波を5 

防ぐことは不可能であった。 

南側から１０メートル盤
への流入阻止

１～４号機すべて
に浸水なし

防潮堤対策で試算
津波は阻止可能

乙Ａ第６０号証１０ページより
［図表７］

● 試算津波を基に鉛直壁を設定して波高を確認した上で，
高い波高が予測される場所に防潮堤を設置して浸水防止

東側から１０メートル盤
を超え流入

浸水深約１～５メートル
(１，２号機付近も４，５ｍ)

対策しても本件
津波は阻止不可能

乙Ａ第６０号証１２ページより
［図表８］

● 試算津波を基に鉛直壁を設定して波高を確認した上で，
高い波高が予測される場所に防潮堤を設置して浸水防止
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(ｴ) 原告らが設計基準事象に基づくものと称して主張する結果回避措置 

ａ 敷地への遡上防止措置(防潮堤等の設置) 

  原告らは，本件原発の１～４号機の東側のＯ．Ｐ．＋１０ｍ盤上に防波堤5 

等を築く必要があったと主張する。しかし，前記ウのとおり，原告らが依拠

する本件試算に基づく場合，敷地の南北のＯ．Ｐ．＋１０ｍ盤に防潮堤等を

設置することが合理的であり，原告らが主張する措置は導かれない。本件事

故前の工学的知見から合理的に導かれる津波対策は，敷地高さを上回ること

が想定される箇所に防潮堤・防波堤等を設置することであることは，前記の10 

東通発電所の実例からも裏付けられる。 

  そして，本件試算を前提とする防潮堤等の設置によっては，本件事故を回

避できなかったことは，前記のとおりである。 

ｂ 防潮扉の設置(建屋等の水密化) 

  そもそも，前記のとおり，本件原発の敷地南側に防潮堤を設置することで15 

ドライサイトを維持することができる以上，これに加えて，建屋等の水密化

が求められることにはならない。 

(a) 津波が敷地に浸入することを容認した上で建屋等の全部の水密化を行う

ことは，合理性，信頼性のある対策とはいえず，規制機関がそのような対策

を是認することはあり得ず，そのような対策を命じる規制権限の行使が義務20 

付けられることもないこと 

i) 津波が敷地に浸入することを容認した防護対策には大きな不確定性が伴

い，信頼性に欠ける上，事故対応等に支障が生じることも想定されること 

① 津波が敷地に浸入することを容認した防護対策には，大きな不確定性が伴

い，信頼性に欠けること 25 

  仮に，敷地への浸入を容認した上で建屋等の全部の水密化を行うこととし
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た場合には，水密扉等を設置すればよいといった単純な対策で足りることに

はならず，防潮堤・防波堤等を設置する場合と同様に，想定津波水位や波力

等を適切に評価した上で水密化設計や強度設計を行い，科学的，専門技術的

な観点から原子炉施設の安全性に重大な影響を与えないと判断し得るだけ

の対策を行う必要がある。 5 

  そのためには，津波防護対策の設計条件も必要となるため，敷地内の陸上

構造物をモデル化した上で，敷地内に詳細な計算格子を設定して，津波の敷

地への遡上数値計算を行い，浸水範囲を特定し，津波防護対策が必要となる

各箇所における浸水深や，波力等を特定する必要がある。 

  しかし，敷地内に浸入した津波は構造物等による反射や集中等の影響によ10 

って複雑な挙動となるため，前面に障害物がない防潮堤・防波堤等と異なり，

相対的に計算結果の精度が低くならざるを得ない。 

  また，主要建屋等が存在する敷地内に津波がそのまま浸入するのを容認し

て建屋等の全部の水密化を講ずることとした場合，前記(ｲ)の問題に加え，

津波の波力や漂流物の影響を直接受ける海側に面した大物搬入口のような15 

大面積の扉の水密化については，本件事故当時は技術的に確立していなかっ

たという問題もあった。 

  このように，敷地への津波の浸入を想定するとすれば，建屋の水密化の措

置が破られ，防護すべき機器が被水するなどして惹起されるあらゆる被害を

想定せざるを得なくなるところ，そのように原子炉施設の安全確保に重大な20 

支障が生ずることを容認した上で津波対策の設計をすることは困難であっ

た。 

  その上，敷地内にそのまま津波が浸入するのを容認する場合には，単に建

屋のみを水密化すれば良いというものではなく，非常用ＤＧの燃料を保管す

る軽油タンクや，原子炉注水設備のＲＣＩＣやＨＰＣＩの水源である復水貯25 

蔵タンクといったタンク類，更には，それらのタンク類から建屋までの配管
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等の様々な屋外設備についても，遡上後の津波の挙動や漂流物の影響を考慮

した上で，必要な津波防護対策を検討する必要があり，防護対象範囲が広く

なることから，それに応じて，おのずから不確定性も大きくなる。 

  この点，本件事故の際には，本件津波の漂流物である自動車がタービン建

屋の扉を破壊して建屋内に押し込まれるなど，漂流物による影響が被害の拡5 

大に寄与したと考えられ，津波が敷地に浸入することを容認した場合，この

ような事態が発生することは当然に想定されることである。 

  以上のとおり，津波が敷地に浸入することを容認し，建屋等の全部の水密

化によって津波対策を行うことは，ドライサイトを維持することと比較して

多くの不確定性を伴うことになり，信頼性に欠けるものである。 10 

② 事故対応等に支障が生じることも想定されること 

  敷地への津波の浸入を容認した場合には，本件事故の際に実際に発生した

ように，インフラ破壊やアクセス障害など幾通りもの被害のケースが想定さ

れるところ，その全ての事態に応じた様々な状況を想定して事前に事故対応

を準備しておくことは至難であるといわざるを得ない。 15 

  また，発電所には様々な屋外施設が存在するほか，作業用クレーン車等の

車両や，場合によっては船舶も存在することから，それらの事故対応への影

響もあらかじめ検討しておく必要がある。 

  このように，敷地に津波を浸入させることを容認した上で対策を講ずるこ

とには様々な不確定要素が存在し，事前にそれらのリスクを正確に把握して20 

対処しておくことは極めて困難である。 

  この点，新規制基準においても，敷地に津波を浸入させることを容認した

場合には，様々な事象が発生する可能性があり，それによって原子炉施設の

安全性に重大な影響が及ぶおそれがあるとされているところである。 

ii) 本件事故前の科学技術水準からして，津波が敷地に浸入することを容認し25 

た上で建屋等の全部の水密化を行うという対策を規制機関が是認すること
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はあり得ず，そのような対策を命じる規制権限の行使が義務付けられること

もないこと 

① 本件事故前の科学技術水準として，建屋等の全部の水密化は技術的に未確

立であったこと 

 〔津波の波力の評価手法及び漂流物の衝突力に関する評価手法がいずれも未5 

確立であったこと〕 

  津波が敷地に浸入することを容認した上で津波対策を講じる場合には，津

波の波力や漂流物の衝突力を評価する必要があるところ，津波波力の評価手

法については，本件事故により得られた知見を踏まえて目覚ましい進展が見

られたものの，現時点においても鋭意研究が続けられているところであり，10 

いまだ確立した評価手法は存在しないし(本件事故後に原子力規制委員会が作成

した審査ガイドも，原子力施設に汎用的に適用できると確認された津波波力の評価手法

がいまだ存在しないことを前提としている。)，漂流物の衝突力についても，研究

機関において鋭意研究が続けられているが，現時点でもなお十分解明されて

いない点が多く，衝突力の算定式が幾つか提案されているものの，定量的な15 

評価手法は確立されていない(津波評価技術２０１６は，本件事故後の現時点にお

いても，漂流物の衝突力について，いまだ確率した評価手法が存在しないことを前提と

している。その上，津波の波力の評価手法及び漂流物の衝突力に関する評価手法がいず

れも未確立であったことは，今村教授もその意見書で述べているところである。)。 

〔建屋等の全部の水密化は技術的に確立しておらず，かかる対策を講ずるべき20 

との見解を有する専門家もいなかったこと〕 

  また，建屋等の全部の水密化については，そもそも技術的な発想とその裏

付けとなる確たる技術がなかったほか，局所的・部分的な水密化とは異なる

技術的に未解決の課題もあり，安全上重要な機器の全部を防護するための津

波対策として実用段階にはなかったものである。 25 

② 事業者が津波対策として建屋等の全部の水密化を講じることを選択した
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としても，被告国が規制要求に適合していると判断することはできなかった

こと 

〔規制権限行使の在り方について〕 

  保安院が，事業者に対し，設計想定津波が敷地高を超える場合の対策を行

わせるには，基本設計ないし基本的設計方針が変更されることになるため，5 

設置変更許可が必要となり，このような場合に被告国が技術基準適合命令を

発することはできない。 

  仮に，技術基準適合命令が可能であったとしても，原子炉施設の技術基準

適合性は，事業者が行おうとする対策につき，規制機関が事前に審査を行い，

科学的，専門技術的見地からの検討の結果，規制要求を満たしていると判断10 

して当該対策を是認し，これを実施させることにより確保しているのであっ

て(したがって，仮に規制機関が技術基準適合命令を発令する場合，具体的

に講じるべき防護措置は事業者の選択に委ねられていて，これを特定する必

要がないなどというものではなかった。)，換言すれば，規制機関が規制権限

を行使して技術基準適合性を求めることができるのは，事業者に行わせよう15 

とする措置につき，規制機関において技術基準に適合しているか否か(当該

対策により原子炉施設の安全性が確保できるか否か)が判断できる場合でな

ければならないのである。 

〔規制機関が，建屋等の全部の水密化が規制要求に適合しているか否かを判断

することはできなかったこと〕 20 

  敷地高を超える津波が想定される場合に，防潮堤・防波堤等の設置によら

ず，建屋等の全部の水密化によるとするならば，その対策が「原子炉の安全

性を損なうおそれがない」と判断できるだけの科学的，専門技術的知見が必

要となるのであって，敷地にそのまま浸入する想定津波を前提に，１０ｍ盤

にあるタービン建屋，原子炉建屋及び共用プール建屋の膨大な数の開口部25 

や，燃料タンク及び貯水タンク等のタンク類について，それぞれの箇所に適
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した工法(止水処理・水密扉・防護壁等)により水密化処理がなされ，当該水

密化処理により完全に想定津波から防護できるといえるだけの解析結果等

が必要となる(なお，建屋開口部の扉を建屋外壁等と同様の強度設計にすれば本件津

波の波力にも耐え得たはずであるとすることは，本件津波によって建屋外壁等に優位な

損傷が確認されていないという本件事故後に判明した事実に基づき，本件事故前の対策5 

を述べるものであり，後知恵に基づくものにほかならず，もとより，本件事故前に，強

度強化扉について，建屋外壁と同様の強度設計を行うべきとする知見はなかった。)。 

  この点，津波という不確かさを伴う自然事象に対して，これを確実に防護

できると判断し得るためには，原子炉を冷温停止に導くために必要となる重

要な機器の全てが津波から防護されなければならないことは当然であり，部10 

分的な水密化により「原子炉の安全性を損なうおそれがない」などという判

断はなし得ない。 

  しかるところ，防潮堤・防波堤等の設置によらず，建屋等の全部を水密化

することについては，当時の科学技術水準に照らし，防潮堤・防波堤等の設

置以上に未解決の技術的課題があり，これらの課題を克服する科学的，専門15 

技術的知見は存しなかった。 

  したがって，被告国において，かかる対策が規制要求を満たすものか否か

を判断することはできなかった。 

  そして，規制要求への適合性が判断できない以上，恒久的な措置としてで

あっても，防潮堤・防波堤等が完成するまでの間の措置としてであっても，20 

規制機関において，規制権限を行使し，建屋等の全部の水密化を命ずること

が義務付けられることにはならない。 

iii) 新規制基準は，ドライサイトの維持を津波防護の基本とし，これに加え

て，本件事故後の知見に基づき，「漏水」及び「溢水」への対策を求めるも

のであり，防潮堤・防波堤等を設置することなく，津波が敷地にそのまま浸25 

入することを前提に建屋等の全部の水密化をすることは求めていないこと 
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  新規制基準は，①第一に，津波遡上波の地上部からの到達・流入，津波の

取水路又は放水路等の経路からの敷地内への流入を防止する浸水防止対策

(外郭防護１)を求め，②第二に，その浸水防止対策をもってしても発生する

ことが否定し切れない取水・放水施設及び地下部からの漏水に対する浸水対

策(外郭防護２)を求め，③第三に，地震・津波の影響で設備等が損傷するこ5 

とによる保有水や津波の溢水に対する浸水対策(内郭防護)を求めている。 

  新規制基準のうち，外郭防護１は，正にドライサイトの維持を求めるもの

であり，新規制基準は，外郭防護１を行わず，外郭防護２や内郭防護のみを

もって津波対策をすることを是認するものではない。 

  すなわち，外郭防護２は，飽くまで外郭防護１による浸水対策によっても10 

発生可能性を否定できない取水・放水施設等からの「漏水」に対しての浸水

対策を求めるものにすぎず，ここで求められる対策は，漏水箇所と漏水量の

推定に基づき，浸水想定範囲を確認した上で行うものであって，主要建屋が

存在する敷地にそのまま浸入する津波を前提としたものが求められるもの

ではない。 15 

  また，防潮堤・防波堤等を設置することなく，津波が敷地にそのまま浸入

することを想定するのであれば，対策を講じるべき範囲は，主要建屋等にと

どまらず，敷地に浸入した津波から防護すべき安全上重要な全ての屋外設備

についても及ぶことになるが，内郭防護は，地震・津波の影響で設備等が損

傷することによる保有水や津波の溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側20 

に想定したうえで，重要な安全機能を有する設備等(耐震Ｓクラスの機器・

配管系)を内包する建屋及び区画である津波防護重点化範囲についてのみ求

められるものであり，局所的・部分的な水密化を要求しているものであって，

主要建屋が存在する敷地にそのまま浸入する津波を前提としたものが求め

られるものではない。 25 

  このように，新規制基準は，建屋等の全部の水密化を規制要求とするもの
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ではない。このことは，本件事故前のみならず，本件事故後の知見を踏まえ

ても，建屋等の全部の水密化によって，原子炉施設の安全性を確保し得ると

判断できるものではないことを端的に示すものである。 

(b) 多重防護・深層防護の概念から，ドライサイトの維持に加え，建屋の水密

化が求められることにはならないこと 5 

i) 深層防護の概念は，原子力の安全を確保するための基本的戦略概念であ

り，多段階の物理的障壁を設けることを求めるものではなく，また，同概念

から特定の事象やハザードに対する具体的対策が導かれるものでもないこ

と 

  深層防護 (「多重防護」と同義であり，一般には，「安全に対する脅威から人を守る10 

ことを目的として，ある目標をもったいくつかの障壁(以下『防護レベル』)を用意して，

あるレベルの防護に失敗したら次のレベルで防護するという概念」とされるが，厳格な

定義は難しく，本件事故後においてもその概念は定まっていない。)の概念は，機器

の故障や人為的ミス等を含む原子炉施設への脅威となる事象やハザードに

ついて，これが進展して炉心損傷や放射性物質の放出という重大事故につな15 

がるリスクシナリオを想定し，その各段階で独立かつ有効な防護策を講じ，

ある防護策が機能しない場合であっても，次の防護策が機能することによっ

て，重大事故が発生する可能性や発生した場合の影響を可能な限り低減しよ

うという基本的戦略概念である。 

  このように，深層防護の概念は，物理的な障壁を多段階で設けることを意20 

味するものではなく，防潮堤・防波堤等に付加した措置が講じられていなけ

れば，津波対策における深層防護が貫徹されていないと評価されるものでは

ない(このことは，本件事故前の「設計における外的事象への深層防護の適用」につき，

「設計基準の外的事象に対しては，国内外ともに深層防護の概念に基づき対策すること

になっているが，設計基準を超える外的事象に対する具体的な取り組みを明確にしたも25 

のはこれまで(引用者注：平成２６年５月時点)には見受けられない。」とされているこ
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とからも裏付けられている。)。 

  また，原子炉施設に対する脅威となり得る事象やハザードには様々なもの

があり，それらが重大事故につながるリスクシナリオも様々であるところ，

深層防護の概念に基づいた具体的な防護策は，適切なリスク評価と当時の工

学的知見に応じた工学的判断を前提として検討されるべきものである(この5 

点については，「防護策を具体化するためには，脅威となる事象やハザードを想定する

ことが必要である。脅威となる事象やハザードは，その原子力施設への影響がそれぞれ

異なるので，リスクの内容並びにリスクの不確かさに応じて，安全確保のために必要な

防護レベルや個々の防護策は異なるものになりうる。リスクの内容並びにリスクの不確

かさについての認識は，運転経験や知見の蓄積とともに変化し，予測の不確かさも変化10 

していく。知見の蓄積並びに洞察によって極力，排除する努力を継続することが必要で

ある。リスクへの寄与が小さいことが明らかでない限り放置してはならず，リスクの定

量化のための努力を継続するとともに，定量化が不完全な段階であっても合理的に実行

可能な対策を検討することが必要である。合理的に実行可能な範囲は，技術の進展及び

評価手法の進歩によって変化するものであ」るとされているとおりである。)。 15 

  したがって，まずもって，深層防護の概念から直截的に建屋等の水密化の

措置が求められるものではない。 

ii) 本件事故当時の科学技術水準に照らし，深層防護の概念に整合する津波防

護策はドライサイトの維持であったと考えられ，建屋等の水密化は深層防護

の概念から導かれる対策ではないこと 20 

  深層防護の概念に基づけば，あるハザードに対し，あるレベルの防護策が

機能しなかった場合には，次の独立かつ有効な防護レベルにより防護がされ

なければならない。 

  しかし，津波は，一旦これが発生し，敷地への浸入を許した場合には，主

要建屋内や敷地内の重要機器等が被水し，機能を喪失して原子炉を冷温停止25 

に導くことができなくなるリスクを一気に高め，実際に重要機器等の機能が
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失われた場合には，事後的対応をもって重大事故を回避することが困難にな

るという性質を有するハザードである。そして，前記(a)i)及び ii)のとお

り，津波が敷地に浸入することを前提とした場合の建屋等の全部の水密化に

は，大きな不確定性が伴い，信頼性が欠ける上に，本件事故前の科学技術水

準に照らせば，建屋等の全部の水密化により原子炉施設の安全性を確保し得5 

ると判断できる状況にはなかった。 

  このように，敷地への津波の浸入を許容した上でなお重大事故を防止し得

ると評価できるような独立かつ有効な防護策がなかった以上，敷地高を超え

る津波が想定された場合においては，防潮堤・防波堤等の設置によりその浸

入を防止し，ドライサイトを維持するという安全対策を採ることが，深層防10 

護の概念とも整合するというべきである。 

  これに対し，敷地高を超える津波に対して，ドライサイトの維持によるこ

となく建屋等の全部の水密化による対策をする場合，これまで指摘した問題

点に加え，一旦建屋内への浸水を許したとすれば，防護すべき重要機器等と

の距離や空間的バッファが小さく，容易に重要機器等が被水することになる15 

から，そのような対策が深層防護の概念に適合するものといえないことは明

らかである。 

iii)本件事故前における安全性向上に向けた我が国の取組は，深層防護の概念

とも整合するものとして評価されるべきであること 

  前記 ii)のとおり，ドライサイトを維持する考え方は，深層防護の概念と20 

整合するものであるが，津波の不確定性を踏まえてもなおドライサイトの維

持に不確実性が残るとすれば，深層防護の概念からも，リスク評価の精度等

を高めて津波の想定や対策の信頼性を向上させ，ドライサイトの維持の確実

性を希求することが適切であり，深層防護の概念を踏まえた具体的な防護策

を検討するに際しては，「リスクの内容並びにリスクの不確かさについての25 

認識は，運転経験や知見の蓄積とともに変化し，予測の不確かさも変化して



 

239 

 

いく。知見の蓄積並びに洞察によって極力，排除する努力を継続することが

必要である。リスクへの寄与が小さいことが明らかでない限り放置してはな

らず，リスクの定量化のための努力を継続するとともに，定量化が不完全な

段階であっても合理的に実行可能な対策を検討することが必要である。」と

されているところである。 5 

  この点，被告国は，津波対策において，設計基準を超える外的事象にも対

応するため，確率論的津波ハザード解析手法の確立に向けた取組など，リス

クの定量化のための努力を継続するとともに，定量化が不完全な段階であっ

ても合理的に実行可能な対策を検討するための取組を行い，これと並行し

て，土木学会において，「長期評価の見解」を踏まえた決定論的安全評価手10 

法の見直しも検討されていた。 

  これらの取組は，深層防護の概念をより深化させるものとしても，適切な

取組であったと評価されるべきである。 

(c) ＩＡＥＡの安全基準や，我が国及び諸外国における建屋等の水密化の実例

を踏まえても，規制要求に基づき津波の敷地への浸入を容認した上での全面15 

的な水密化が行われていたとはいえないこと 

i) ＩＡＥＡの安全基準について 

① ＩＡＥＡの安全基準等の位置づけについて 

  ＩＡＥＡの安全基準は，加盟国を法的に拘束するものではなく，加盟各国

がそれぞれの判断により国の規制に取り入れるものであり，既存の施設に適20 

用するか否かも個々の加盟国の決定事項であるとされている。 

  したがって，ＩＡＥＡの安全基準や，これを参考にするなどして諸外国が

行っている規制の内容いかんによって，我が国において行うべきであった規

制内容が左右されるということにはならない。 

② ＩＡＥＡの安全基準は，本件事故の前後を通じ，ドライサイトの維持を津25 

波・洪水対策の基本としており，建屋等の全部の水密化は求めていないこと 
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  ＩＡＥＡは，津波を含む洪水対策として，本件事故前には「ＮＳ－Ｇ－３．

５」(沿岸及び河川サイトの原子力発電所における洪水ハザード)を，本件事

故後にはその改定版である安全指針「ＳＳＧ－１８」(原子力施設のサイト

評価における気象学的・水理ハザード)をそれぞれ策定しているが，ＮＳ－

Ｇ－３．５はもとより，ＳＳＧ－１８においても，設計基準水位を設定し，5 

これに対して被告国がいうところのドライサイトを維持することが津波・洪

水対策の基本とされているのであり，ドライサイトを維持することなしに津

波(洪水)が敷地に浸入することを想定した上で，建屋等の全部の水密化を要

求するものではない(この点で，ＳＳＧ－１８と新規制基準は，その内容が

整合しているといえる。)。 10 

  ＩＡＥＡの安全基準は，直ちに我が国において行うべき規制の内容を示す

ものではないものの，同基準によっても，本件事故前はもちろんのこと，本

件事故後においても，建屋等の全部の水密化が規制として求められることに

はならないのである。 

ii) 本件事故前の水密化の実例は，いずれも局所的・部分的な水密化を実施し15 

た事例や自主的対応の事例であって，規制要求に基づき津波の敷地への浸入

を容認した上での建屋等の全部の水密化として講じられたものではないこ

と 

① はじめに 

  建屋等の全部の水密化とは，講じられる措置の内容だけ見れば，個々の区20 

画や設備，機器等に対する局所的・部分的な水密化を集積したものというこ

とになるが，敷地にそのまま津波が浸入することを前提とするのであれば，

敷地内における複雑な津波の挙動を解析し，解析された津波の波力や浸水深

さを踏まえ，敷地内の建屋や配管類を含む多数の屋外設備にそれぞれどのよ

うな影響が及ぶのか，その影響によりどのようなシナリオで重大事故につな25 

がることが想定されるのかを検討した上で，対策を講じるべき位置や箇所を
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選定し，その全てについて津波に耐え得るだけの強度等を備えた構造設計を

行い，津波に対する安全性が確保し得るといえるだけの対策を講じなければ

ならず，特定の区画や設備，機器等のみを水密化の対象としているわけでは

ないといった点や，保有水の溢水といった事例とは異なり，発生原因，発生

箇所及び浸水経路が特定できるわけではないといった点で，局所的・部分的5 

な水密化と大きく異なっており，多くの技術的困難を伴うものである。 

  前記(a)ii)及び iii)のとおり，建屋等の全部の水密化を行い，これにより

津波に対する安全性が確保し得ると判断できるような科学的，専門技術的知

見は，本件事故当時，存在しなかったのであるから，局所的・部分的な水密

化が行われた事例があることをもって，建屋等の全部の水密化が可能であっ10 

たとか，規制機関においてこれを命ずべきであったなどということにはなら

ない。 

② 被告東電が本件事故前に検討していた水密化対策は，海水ポンプの電動機

の水密化及び同海水ポンプを収容する建物の設置等であり，建屋等の全部の

水密化として行われたものではないこと 15 

  被告東電は，本件事故前，福島地点津波対策ワーキンググループにおいて

水密化を検討していたが，その内容は，４ｍ盤にある海水ポンプの電動機及

びポンプを収納する建屋の設置という，飽くまで個別の機器等に係る局所

的・部分的な水密化についてであり，このような検討がされていたことをも

って，建屋等の全部の水密化が可能であったとか，規制機関においてこれを20 

命ずべきであったなどということにはならない(なお，この海水ポンプの水密化

等についても，検討の結果，技術的な困難性から実施に至らなかったものであるが，例

えば，巨大構造物であるタービン建屋を水密化しようとすれば，その技術的困難性は更

に高いものとなる。)。 

③ 被告東電が平成３年溢水事故を機に講じた対策は，地下階に設置された重25 

要機器等の水密化にとどまり，建屋等の全部の水密化が行われた実例ではな
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いこと 

  平成３年１０月，本件原発１号機タービン建屋地下１階において補機冷却

水系海水配管(埋設部)から海水が漏えいする事故(いわゆる内部溢水事象)

が発生した(平成３年溢水事故)。被告東電は，同事故を教訓として，建物内

部の配管等からの溢水で重要機器が損傷しないよう，隣接するエリアからの5 

浸水防止のため堰や水密扉の設置等の内部溢水対策の改善を行った。 

  内部溢水であれば，浸水源をあらかじめ想定することができ，漏えい水が

浸水する経路や浸水量の想定も可能であって，そのような具体的想定の下

に，対策を講じるべき箇所を選定し，水密化設計を行うことができるのに対

し，津波による浸水(外部溢水)においては，浸水の経路が多岐にわたること10 

になり，それらの浸水経路を津波の数値解析等によりあらかじめ特定しなけ

れば，具体的な対策を講じることができないし，内部溢水とは異なり，動水

圧(津波波圧)や漂流物の衝突による影響を考慮することも設計上不可欠で

ある。 

  したがって，平成３年溢水事故を踏まえて被告東電において内部溢水対策15 

が講じられていたとしても，これが，建屋等の全部の水密化が可能であった

ことを示すものでも，規制機関においてこれを命ずべき根拠となるものでも

ない。 

④ 被告東電が津波評価技術に基づく想定津波の再評価の結果を受けて講じ

た対策は，海水ポンプ用モータのかさ上げ及び重要機器室の水密化であり，20 

いずれも建屋等の全部の水密化が行われた実例ではないこと 

  被告東電は，平成１４年に公表された津波評価技術に基づく想定津波の再

評価の結果を受け，海水ポンプ用モータのかさ上げのほか，建屋貫通部等の

浸水防止対策も実施しているが，これは，４ｍ盤の機器から１０ｍ盤のター

ビン建屋をつなぐ地下トレンチ部分の浸水防止対策であって，局所的・部分25 

的な対策にすぎず，これが，建屋等の全部の水密化が可能であったことを示
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すものでも，規制機関においてこれを命ずべき根拠となるものでもない。 

⑤ 本件事故前，日本原電が東海第二発電所で講じた建屋の津波対策は，設計

想定津波に対する対策ではなく，本件事故前において，規制要求を満たすた

めの措置として建屋等の全部の水密化が実施されたという実例ではないこ

と 5 

  本件事故前，日本原電は，東海第二発電所で，「長期評価の見解」を前提

として，屋外海水ポンプ室の側壁かさ上げや，敷地内での防潮盛土の建設，

建屋外壁開口部の改造等の措置を講じているが，その具体的な内容は，開口

部への防水扉の設置，開口部前にＲＣ造の防水堰(高さ１センチメートルや

１５センチメートルなど)を増設するなどの，敷地にそのまま津波が浸入し10 

た場合には，およそ建屋内への浸水を防ぐことができない措置であったので

あり，建屋等の全部の水密化を実施した実例などではない。 

  なお，前記措置は，「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠があるこ

とを前提にした対策ではなく，リスク管理の観点から講じられた日本原電の

自主的な対応であって，これにより技術基準を満たすと判断されるものでは15 

なかったから，規制機関においてこれと同様の対策を命ずべき根拠となるも

のでもない(なお，今村教授も，将来の不確実性を考慮した上で保守的に設定した想定

津波に対して行う施設の設計上の対処と，それを超える事態への自主的対処とを区別し

て述べているところである(東京高裁今村証言・７１ページ))。 

⑥ 国外の原子力発電所において実施されていた対策も，建屋等の全部の水密20 

化を実施した実例とは認められないこと 

  ルブレイエ原子力発電所では，平成１１年(１９９９年)１２月，洪水によ

り，同発電所の蒸気供給系及び安全関連系統の多くの区画が浸水した。 

  これに対して講じられた洪水対策は，かさ上げした堤防により設計上想定

された洪水が敷地に浸入することを防止することを基本とし(防潮堤・防波25 

堤等の設置によってドライサイトを維持するという我が国における本件事
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故当時の考え方と同様のものである。)，その一方で，洪水が地下トレンチ等

から建屋内に浸入することも想定されたが，これは堤防によっては防ぐこと

ができないため，コンパクトな浸水防水区画を設置し，その範囲で，配管貫

通部の閉鎖や強化扉の設置等の水密化を講じることとしたものである。 

  このように，ルブレイエ原子力発電所において講じられた水密化措置は，5 

局所的・部分的なものであり，建屋等の全部の水密化が技術的に可能である

ことを示すものでも，規制機関においてこれを命ずべき根拠となるものでも

ない(なお，ルブレイエ原子力発電所の洪水事象は，安全情報検討会でも検

討されたが，その結果，「ルブレイエ原子力発電所で起きた浸水事象は，こ

の津波対策評価に包絡される。」と整理され，また「ＪＮＥＳの見解」とし10 

て，「国内の原子力発電所は，過去に発生した津波に基づく水位と発電所敷

地の標高の比較評価等より，津波により原子炉施設の安全性が損なわれるこ

とはない。」との見解が説明され，この事例から直ちに我が国において安全

規制上の対応を行う必要があるとは認識されなかった。)。 

⑦ 本件事故後，日本各地の原子力発電所において，主要建屋や重要機器室の15 

水密化が実施されていることが，本件事故前において，建屋等の全部の水密

化が可能であったことを示すものでも，規制機関においてこれを命ずべき根

拠となるものでもないこと 

  本件事故後，日本各地の原子力発電所では，津波対策として主要建屋や重

要機器室が水密化されているが，これらは，飽くまでも本件事故の経験やそ20 

こから得られた知見を踏まえて行われた対策であり，これらをもって，本件

事故前において本件原発の建屋等の全部の水密化が可能であったとはいえ

ず，また，規制機関においてこれを命ずべきであったともいえない。 

  なお，中部電力は，本件事故後，浜岡原発の原子炉建屋大物搬入口の強度

強化扉及び水密扉の二重式構造の扉(浜岡二重扉方式)を設置しているとこ25 

ろ，同方式は，本件事故の教訓を踏まえ，参考事例もない中で，津波波力に
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対する強度を備えるとともに，扉の変形等が生じても水密性能が失われない

という二つの機能を確保するために様々な観点から検討を加え，ようやく考

案したものであって，本件事故の教訓及びこれを契機とする津波波力に関す

る知見の進展なしには，これと同等の性能を有する二重扉を設置することは

できなかったといえる。 5 

⑧ 溢水勉強会等において水密化の検討が行われていたことは，技術基準に適

合する措置として，規制機関において建屋等の全部の水密化を命ずべき根拠

にはならないこと 

  溢水勉強会は，津波に対する安全性は設計条件において十分に確保されて

いるものの，念のためという位置づけで，設計上の想定を超える津波に対す10 

る対策の要否・内容を検討するため，事業者に働きかけて立ち上げたもので

あり，設計想定津波に対する対策を検討していたものではない。 

  そのため，溢水勉強会において建屋等の水密化が検討されていたからとい

って，本件事故前に，技術基準(規制要求)を満たす津波対策として建屋等の

全部の水密化を講じさせることができたとする根拠とはなり得ない。 15 

(d) 津波対策として防潮堤・防波堤等の設置を命じた場合に，その完成までに

相応の期間を要することが想定されるとしても，防潮堤・防波堤等の設置に

加え，建屋等の全部の水密化を命じないことが，著しく不合理と評価される

余地はないこと 

  前記(a)ii)のとおり，本件事故当時において，建屋等の全部の水密化の措20 

置は技術的に確立されておらず，規制機関において，原子炉施設の安全性を

確保し得る対策であるか否かを判断できなかったものであり，防潮堤・防波

堤等の完成までの暫定的措置としてであったとしても，建屋等の全部の水密

化を命ずるべき義務はなかったというべきである。 

  また，そもそも「長期評価の見解」自体に十分な科学的，客観的な裏付け25 

はなかったのであり，防潮堤・防波堤等の完成に必要な期間において，実際
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に敷地を超える津波が到来するという切迫性，緊急性は示されていなかっ

た。 

  その上，前記(a)ii)のとおり，本件事故当時においても，建屋等の全部の

水密化は技術的に確立されていなかったのであるから，設計手法の確立から

施工に至るまでに必要な期間を想定した場合，防潮堤・防波堤等の設置と比5 

較して，建屋等の全部の水密化が短期間で実現できたといえるものでもない

(首藤名誉教授意見書２４ページ参照)。 

(e) 小括 

  したがって，原告らが主張する水密化の措置について結果回避可能性は認

められない。 10 

ｃ 重要機器の浸水防止措置(重要機器の水密化，高い位置への設置) 

(a) 重要機器の水密化 

  原告らが主張する重要機器の水密化についても，防潮堤・防波堤等の設置

を前提としない措置である以上，前記(ｲ)と同様の理由で結果回避可能性が

認められない。 15 

(b) 重要機器の高所設置 

i) 非常用電源設備等を高台に設置したり，可搬式電源車を配置する場合には，

同所と建屋との間にケーブル等を敷設したり，電源車を配置する施設を設置

する必要が生じるなど，より多くの設備が必要になるのであり，設備が増え

た場合には，それらが津波によって流されるリスク，津波に先立って起きた20 

地震による破損のリスクも生じてくるのであって，現に，本件津波では重油

タンクなどの多くの設備が津波によって流されるなどの被害が生じている。

したがって，非常用電源設備等を高台に設置したり，電源車を配置できたと

しても，津波やそれに先立つ地震によってケーブル等の設備が破損して機能

を喪失したり，地震動で敷地が破損し，電源車が移動できないなどの事態が25 

生じ得るため，電源の供給が維持できたとは，必ずしもいえない。 
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  また，非常電源設備等，具体的には，非常用ディーゼル発電機や非常用配

電盤は本件当時の耐震設計審査指針で最高のＳクラスの耐震安全性を備え

ることが規制上要求され，それを支持する建屋については，非常用ディーゼ

ル発電機や非常用配電盤の耐震設計用の地震力に対して，それらの機器を支

持する機能が求められるところ，被告東電が本件原発の立地地点の本来の地5 

盤(Ｏ．Ｐ．＋３５メートル盤)の上部が比較的崩れやすい砂岩であるため，

安定した基礎を得る目的で地盤を掘り下げて主要地盤(１０ｍ盤)を造成し

たことに照らすと，果たして原告らの主張する建屋が前記規制要求を満たす

耐震安全性を確保できるのか大いに疑問であり，その建屋あるいは内部に設

置された非常用ディーゼル発電機等そのものが本件津波に先立つ地震によ10 

り破損する危険性もある。 

  その危険性が現実のものであることについては，岡本教授も，「もし事故

前に，具体的にこれらの高所移設を検討した場合には，当時，緊急の課題と

認識されていた，地震対策がクリアできなかった可能性もありました。」と

述べるとおりであり，原告らが主張する「Ｏ．Ｐ．＋３５メートルの高台」15 

への移設は，地盤が堅固ではない場所への移設を行うものであり，地震動対

策の観点からも容易にできるものではなかった。 

ii) そして，非常用ディーゼル発電機や非常用配電盤を高台に設置し，これら

が被水を免れたとしても，電源の供給を再開するために，再度ケーブル等の

敷設を行う必要が生じれば，津波到来後にケーブルを接続する作業を行うこ20 

ととなるが，その場合，津波到達後のがれきの散乱した敷地の状況では，道

路の状況等敷地の状況を確認してがれきを撤去して敷設経路を確保する作

業なども必要となってくる。実際，本件事故時には，地震や津波の影響で発

電所構内の道路は，法面の土砂が崩れたり，ひび割れが生じたり，ガラ等の

障害物で塞がれたりして，通行不能となった場所が複数認められ，本件地震25 

に伴う津波が襲来した後，構内の通行可能なルートを検討した上で，各原子
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炉建屋への通路が確保されたのは３月１１日午後７時から翌１２日未明に

かけてのことだったのである。他方，本件事故においては，１号機を皮切り

に３月１１日午後６時頃以降に炉心が露出し，炉心損傷に至っているものと

推測されるところ，状況確認すら困難を極めた本件事故当時の状況下で，３

月１１日午後７時以降に再度ケーブルの敷設作業等を開始したとしても，本5 

件事故が回避できたとは限らない。 

(ｵ) その他の原告主張について 

ａ グレーデッドアプローチ  

  グレーデッドアプローチとは，要するに，設置者も規制者も，リスクの大

きさに基づいてリソースを割くという考え方を意味するところ，被告国は，10 

「長期評価の見解」が規制権限の行使を正当化するに足りる客観的かつ合理

的根拠を伴う科学的知見でなかったが，「万が一これらの知見を予見可能性

検討のそ上に載せたと仮定し」た場合であっても，「長期評価の見解」は蓋

然性の極めて乏しい地震津波であることに変わりはなく，これが直ちに「極

めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが適切な津波」に15 

該当することにはならないから，規制機関としては他の規制上の要請を充た

すための規制活動(例えば，新潟県中越沖地震の発生等により規制要求充足

性が喫緊の問題となっていた地震動対策)に優先して取り組んでいたとして

も，グレーデッドアプローチの観点から不合理ではなかったと主張している

のであって，規制上想定することが適切な特定の津波があるということが分20 

かっているのに，人的資源や時間的制約等があれば他の規制上の要請への対

応を優先してよいなどと述べているのではない。 

ｂ 主張立証責任の転換や事実上の推定がされる余地はないこと 

  原告らは，伊方最高裁判決の判示などを踏まえて，被告国に結果回避可能

性がなかったことについての主張立証責任がある旨主張する。 25 

  しかしながら，伊方最高裁判決の事案は，実際の設置許可処分に係る判断
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資料に基づいて規制行政庁がその旨の処分をしたというものであって，当然

にその資料等が規制行政庁に存することを前提とする。他方，本件は，規制

権限の行使に係る不作為の違法性という被告国(規制行政庁)の国賠法上の

責任の有無等が問題となっている事案であって，当然その資料なども存在し

ない。すなわち，伊方最高裁判決との事案の相違は明白であり，その射程が5 

及ぶものでもない。そもそも，国賠法上の違法すなわち当該公務員の職務上

の注意義務違反の内容を構成すべき結果回避可能性について，その違法性を

主張する者が主張立証責任を負うことは当然であって，原告らの前記主張は

失当である。また，伊方最高裁判決がされた当時と現時点では立証資料に対

するアクセスの状況も異なり，格段に証拠資料の入手が容易となった現代情10 

報化社会を前提とすると，その資料収集の困難を理由として，立証責任を転

換したり，事実上の推認を働かせたりする余地もない。 

(ｶ) 結果回避可能性に関するまとめ 

  以上のとおり，①本件事故前は，防潮堤・防波堤等の設置によってドライサ

イトを維持することが合理的な津波対策と評価されていたところ，「長期評価15 

の見解」を前提に防潮堤・防波堤等を設置しても，本件事故は回避できなかっ

たし，②防潮堤・防波堤の存在を前提とせず，津波が敷地に浸入することを容

認した上で水密化を行うことは，本件事故前の科学技術水準として，技術的に

未確立であったから，そのような水密化の措置を講じることを命じる規制権限

の行使が義務付けられることもないし，その余の措置を講じることを命じる規20 

制権限の行使が義務付けられることもない(なお，防潮堤・防波堤等の完成まで

に相応の期間を要することが想定されるとしても，水密化等の措置を講じるこ

とを命じる規制権限の行使が義務付けられることはない。)。 

  したがって，本件において，被告国に結果回避可能性はない。 

４ 争点４（被告東電の責任非難の成否） 25 

(1) 原告らの主張 
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ア ２００２年，２００８年及び２０１０年の時点において被告東電に強い非難

に値する過失が認められること 

(ｱ) ２００２（平成１４）年に「長期評価」公表直後の津波を予見すべき義務を

怠った点で，強い非難に値する過失が認められること 

  第１に，そもそも原子力安全委員会の指針類に従えば，原子炉施設の津波想5 

定としては既往最大の想定では足りず，地震学の「最新の知見に基づいて想定

される最大規模の地震により引き起こされる津波」をも考慮すべきであったこ

と， 

  第２に，１９９８（平成１０）年の「７省庁手引き」等によって，一般防災

を前提とした行政による津波防災対策においても，地震学の進展を踏まえて，10 

既往最大に留まらず「想定される最大規模の地震・津波」をも考慮すべきとい

う考え方が示され，電事連が「対応方針」でこの考え方を受け入れ，かつ被告

東電自身もこの考え方に沿って，同年に，過去に発生が確認されていない福島

県沖の日本海溝沿いにおいても津波地震の発生を想定して詳細な津波シミュ

レーションを実施して津波に対する安全性を確認し，これを規制庁に報告して15 

いたこと， 

  第３に，その後，２００２（平成１４）年７月には，政府の地震調査研究推

進本部によって「長期評価」が公表され，地震学の最新の知見を踏まえて福島

県沖を含む日本海溝寄りのどこでも津波地震が起こりうるとの判断が示され，

同「長期評価」には客観的かつ合理的な地震学上の根拠があると認められたこ20 

と， 

  第４に，「長期評価」公表の直後には，被告東電は，保安院から「長期評価」

の津波地震の想定に基づいて津波シミュレーションを実施して福島第一原発

等の安全性の確認を求められたこと， 

  第５に，保安院の指示によって，被告東電の地震担当者が佐竹証人に対して25 

行った「長期評価」の地震学上の根拠に関する意見照会の結果を踏まえても，
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「長期評価」の信用性を否定する合理的な理由はなかったこと， 

  第６に，電気事業連合会に加盟し被告東電と連絡・調整をしていた東北電力

が，１８９６年明治三陸地震の波源モデルを，実際に発生した位置ではなく女

川原子力発電所に大きく影響すると考えられる宮城県沖に近い南部に設定し

て津波シミュレーションを行って津波に対する安全性を確認し，かつ，その結5 

果を保安院に報告していること， 

  以上の事実を踏まえれば，被告東電が「長期評価」の公表直後に，「長期評

価」に基づく津波シミュレーションの実施をかたくなに拒否し続けた対応は，

原子力発電所の安全性を最優先に考えなければならない原子力事業者に求め

られる高度の注意義務の観点からは，予見義務の履行を意図的に怠ったものと10 

して，故意とも同視し得る強い非難に値する過失にあたるというべきである。 

(ｲ) ２００８（平成２０）年に「長期評価」に基づくＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波

を予見したにもかかわらず防護措置を講じなかった点において，強い非難に

値する過失が認められること 

  被告東電において福島第一原発等の津波の安全性評価の業務を担っていた15 

グループ（地震対策センター・土木調査グループ）の担当者は，２００８（平

成２０）年には，耐震バックチェックにおける津波評価に際しては「長期評価」

の見解を取り上げるべきと考えるに至り，原子力・立地本部の原子力管理部長

であった吉田昌郎氏に報告しつつ，関連会社（東電設計）に「長期評価」の津

波地震の想定に基づく津波評価を委託して２００８年推計の結果を得て，これ20 

を上記吉田部長及び武藤栄氏（常務取締役，兼原子力・立地本部副本部長）ら

に報告したところ，同氏らによって，同年７月３１日の会議において，①「長

期評価」の取扱いについては，評価方法が確定しておらず，直ちに設計に反映

させるレベルのものではないと思料されるので，「長期評価」の知見について

は，電力共通研究として土木学会に検討してもらい，しっかりとした結論を出25 

してもらう，②その結果，対策が必要となれば，きちんとその対策工事等を行
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う，③耐震バックチェックは，当面，「津波評価技術」に基づいて実施する，④

土木学会の委員を務める有識者に上記方針について理解を得るとすることが

被告東電の方針として決定された。 

  この点に関して，吉田部長は，事故後の聴取結果書において，「最後は経営は

お金ですから」として経済合理性を考慮すべきという経営上の判断，又は，株5 

主代表訴訟における説明責任という名目で経済合理性を優先する考え方が取

られていたことを示している。そして，吉田部長は，この観点から，新潟中越

沖地震に伴う事故対応費用，及び地震動対策の費用負担が，当面，極めて大き

いことを重視して，それとの関係において「長期評価」の津波想定に対して，

「長期評価」に確実な根拠が認められない限りはひっ迫する経済状態の中で防10 

潮堤の設置等の多額の費用を支出することはできないという経営上の判断が

なされたことを示している。 

  これによれば，被告東電は，「長期評価」に確実な根拠を求めるという名目で

実際は営利企業としての経済合理性を優先し，津波対策が先送りしたものとい

える。 15 

  敷地高さを超える津波の襲来があった場合には，ＳＢＯとなって重大事故に

至り，その結果として甚大な被害が発生することも当然に認識されていたこと

からすれば，被告東電による同年の結果回避義務の懈怠は，原子炉施設の安全

性を確保すべき高度の注意義務との関係においてあまりにも無責任と言わざ

るを得ないものであり，強い非難に値する過失と評価されるべきである。 20 

(ｳ) ２０１０（平成２３）年に電気事業連合会の委託に基づき第４期津波評価部

会が福島県沖の日本海溝寄りに津波地震を想定すべきと異論なく確認したに

もかかわらず防護措置を講じなかった点において，強い非難に値する過失が

認められること 

ａ 土木学会の判断に従って対策を講じることが既に確認されていたこと 25 

  ２００８（平成２０）年時点において，２００８年推計によって敷地高さ
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を超える津波の襲来が具体的に予見されたにもかかわらず津波対策が先送

りされた理由（口実）は， 

  「「長期評価」の知見については，電力共通研究として土木学会に検討して

もらい，しっかりとした結論を出してもらう，②その結果，対策が必要とな

れば，きちんとその対策工事等を行う」 5 

 とされた事実が重要である。 

  吉田氏自身も「そこを決めてもらうために土木学会をお願いしているんで

あって，土木学会がこうだとおっしゃるんだったら，例えば，１５ｍと言わ

れれば，至急
．．

それに対応した対策を当然
．．

うちはするということは，間違いな

くそう思っていました。」とする。 10 

  ２００９（平成２１）年６月の被告東電から土木学会への審議依頼はこの

決定に基づくものである。 

ｂ 土木学会第４期において決定論に基づく津波地震の再検討がなされ日本

海溝南部では延宝房総沖地震の波源モデルを想定すべきとされたこと 

  被告東電からの上記委託を受けて，土木学会・津波評価部会の第４期にお15 

いては，決定論的手法に基づく波源モデルの見直しが行われた。 

  ２０１０（平成２２）年１２月７日の津波評価部会において，①日本海溝

の南北を通じて海溝寄りの領域のどこでも津波地震が起こり得ること，②日

本海溝南部は１６７７年延宝房総沖地震を参考に設定すべきことが，異論な

く確認された。 20 

ｃ １６７７年延宝房総沖地震によりＯ.Ｐ.＋１３．７ｍの津波の襲来が想定

されていたこと 

  既に，２００８〔平成２０〕年８月２２日には，被告東電の委託に基づく

東電設計による計算結果として，１６７７年延宝房総沖地震の波源モデルを

福島県沖の日本海溝寄りに設定した場合の津波水位は，福島第一原発の敷地25 

南部でＯ．Ｐ．＋１３．６ｍとなることが報告されており，同発電所の主要
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建屋敷地が津波によって浸水することが示されていた。 

  被告東電は，２００８年推計に対して津波対策を先送りした際には，「１

５ｍと言われれば，至急
．．

それに対応した対策を当然
．．

うちはする」（上記吉田

氏の供述）としていたにもかかわらず，土木学会が延宝房総沖地震の波源を

想定すべきとしたこと，及びその場合の浸水がＯ．Ｐ．＋１３．６ｍと敷地5 

高さを超えるものであることを明確に認識したにもかかわらず，そうした津

波想定に対する防護措置を一切講じることもなく漫然と原子炉の稼働を継

続した点において，被告東電には，故意とも同視すべき強い非難に値する過

失が認められるところである。 

イ 被告東電の強い非難に値する過失を基礎づける具体的事実について 10 

  被告東電の強い非難に値する過失を基礎づける具体的事実については，上記

の他に，以下の事実が明らかになった。 

(ｱ) ２００２（平成１４）年当時，被告東電は，確率論で扱うことは実際の防護

措置との関係では「実質評価しないこと」であると認識していたこと 

    ２００２（平成１４）年７月に「長期評価」が公表された直後に，被告東電15 

の津波担当者・高尾誠氏は，保安院の野田係官に， 

「・土木学会手法に基づいて確定論（引用者註「決定論」のこと）的に検討するなら

ば，福島～茨城沖には津波地震は想定しない 

 ・ただし，電共研で実施する確率論（津波ハザード解析）では，そこで起こる

ことを分岐
．．

として扱うことはできるのでそのように対応したい」 20 

 として，「長期評価」の津波地震を決定論では考慮しないとの被告東電の方針

を報告した。 

  これに対して野田氏は， 

 「はいそうですか。分かりました。」 

 と回答した（２００２年８月保安院対応）。 25 

  しかし，被告東電の同じ
．．

高尾誠氏は，２００７（平成１９）年１１月１９日
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に，耐震バックチェックへの対応に関する日本原子力発電株式会社との情報連

絡会の席上で，自身で保安院に報告し了承を得た被告東電の「長期評価」の津

波地震についての上記方針に関して， 

「これまで推本の震源領域は，確立
ママ

論（引用者註「確率論」の誤り）で議論するとい

うことで説明してきているが，この扱いをどうするかが非常に悩ましい（確率
．．

5 

論で
．．

評価するということは実質評価しないということ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

）。」 

 と率直な説明を行っている。 

  この経過から明らかなように，「長期評価」の津波地震の想定を確率論的津

波ハザード解析の一分岐として扱うということ（被告東電の方針）は，現に稼

働している福島第一原発の安全性を高める対策としてはまったく意味をもた10 

ないものであり，かつ被告東電（高尾氏ら）はこうした事実を明確に認識して

いたところである。 

(ｲ) 被告東電の対応と異なり，日本原電は東海第二原発において「長期評価」を

前提として現に津波対策を施工したこと 

  被告東電は，本件事故に至るまで「長期評価」の津波地震の想定を前提とし15 

た津波対策は全く講じてこなかった。 

  これに対して，同じく日本海溝に面して原子力発電所（東海第二原子力発電

所）を稼働させている日本原電株式会社は，被告東電との情報交換を踏まえて，

東海第二原発において，本件事故以前に，現に，２００２年「長期評価」に基

づく津波評価を採り入れ，主要建屋敷地高さを超える津波に対して，敷地への20 

浸水の防止・低減を目的とする盛土工事とともに，多重の防護措置として建屋

の水密化の防護措置を短期間に施工・完成させていた。 

(ｳ) 一部原告らの指摘 

  原告らの一部が加入する「原発の安全性を求める福島県連絡会」（なお，名称

についてはその後に改称されているが，以下，その時期を問わず「原発県連」という。）25 

は，従前から，被告東電に対し，本件原発の安全対策に関しての様々な申入れ
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を行っていたが，平成１７年２月以降，原発県連は，被告東電に対し，チリ津

波級の津波によって発生が想定される引き潮，高潮に本件原発が現状のままで

は対応できないこと，その結果，炉内の崩壊熱を除去するための機器冷却用海

水施設が機能しなくなること，冷却材喪失事故用施設の多くが機能しなくなる

ことなどを具体的に指摘していた。素人目にも明らかなこのような指摘も踏ま5 

えれば，被告東電の予見可能性は明白であるが，他方，被告東電は，このよう

な申入れを全く受け入れることなく，被告東電が自認していた前記の危険性な

どについての対策を放置した。 

  以上の事実は，上記「２」記載の事実と並んで，被告東電の強い非難に値す

る過失を基礎づけるものである。 10 

  なお，被告国の国賠法上の責任を明らかにする観点から，津波の予見可能性

及び本件事故の結果回避可能性を基礎づける事実については，同時に被告東電

の強い非難に値する過失を基礎づける事実の主張ともなっているので，これを

援用する。 

(2) 被告東電の主張 15 

  被告東電は，前記のとおり，原賠法の適用により本件事故に係る被告東電の故

意・過失が慰謝料算定の基礎となるべき事情としても審理判断の対象とならない

旨主張しているが，仮に慰謝料の算定の基礎となるものとしても，以下のとおり，

念のため，本件事故に係る予見可能性及び結果回避可能性がないことを主張する。 

  また，被告国の規制権限不行使の違法性の成否等に関する主張について，適宜，20 

被告東電に有利に援用する。 

ア 予見可能性の対象及び程度 

(ｱ) 予見可能性の対象及びその程度 

ａ 不法行為訴訟において，実際に生じた事象と異なる，それとは別個の仮定

的な（実際に生じていない）事象についての予見可能性を問題にすることは25 

相当ではない。本件事故は，まさに敷地高を大幅に上回る未曾有の津波（１
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～４号機でＯ．Ｐ．＋最大１５．５メートル，局所的にはＯ．Ｐ．＋１７

メートルにも及ぶ）が襲来し，建屋内部に対する圧倒的な水量，水流，及

び水圧による浸水を招いたこと等により，非常用ディーゼル発電機だけ

でなく配電に必要な電源盤（Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃ），さらには直流バッテリー

までもがほぼ全面的に被水したために，ここまでの事態に至ったもので5 

あり，その実際の経過に照らせば，本件における予見の対象は，本件津波等

と同規模の地震・津波の発生，到来とされるべきである。 

ｂ そもそも，結果回避義務は，予見可能性の程度と相関関係にあり，損害発

生の危険が具体的かつ切迫性をもって予見されているような場合には，そう

した危険を阻止するための具体的かつ即効性のある対応が求められ，それを10 

怠った時には「適切な措置」を講じなかったとされる。これに対し，予見可

能性の程度がそこまで具体的ではなく，「理論的には否定できない」といっ

た抽象的なものに留まる場合には，それに対して如何なる措置を講じるかも

ある程度行為者の裁量に委ねられる。とりわけ本訴訟では，原告らは本件事

故の発生について被告東京電力に故意又はそれに匹敵するほどの重過失が15 

あったと主張し，それを元に慰謝料の増額を主張しているのであるから，そ

のような主張が認められるためには，原告らにおいて，被告東京電力に本件

事故以前の時点において相当程度に具体的かつ切迫性をもった損害発生の

危険の予見可能性があり，かかる予見に導かれて一定の一義的な「適切な措

置」を採ることが法的義務にまで高められていることを根拠として，かかる20 

措置を講じなかったことが違法になるとの点について明確に主張･立証する

必要がある。後記のとおり，原告らが結果回避措置として主張する防潮堤の

設置，重要機器，非常用ＤＧの高所への配置などといった具体的な対策を講

じるためには，一定程度具体的な浸水高の津波を想定しなければならず，「Ｏ．

Ｐ．＋１０ｍを超える津波」という抽象的な予見対象では具体的な設置位置25 

等を定めるなどの対策を取ることができない。 
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  また，原告らは本件原発の浸水に対する脆弱性などと主張する。しかし，

地震及びこれに伴う津波によりＳＢＯに陥り，炉心冷却機能を失って放射性

物質を放出する事故に至るか否かは，地震及び津波による被災の範囲や程度，

津波の遡上経路，各種設備・機器への影響の有無や程度（地震による損傷の有

無・程度，津波による浸水の有無・程度・時間等）などの様々な要因によって定ま5 

る。これらの要因は襲来する地震及び津波の規模（地震の発生源，その大きさ，

津波の水量，水流，水圧等）に大きく左右されるから，単に敷地高を超える津波

が到来したというだけで本件事故が発生したということはできないから，予

見の対象として，原告らが主張するように，抽象的にＯ．Ｐ．＋１０ｍを超

える津波をもたらす地震及びこれに伴う同規模の津波すなわち原告ら主張10 

津波等であるとすることは誤りである。 

ｃ 予見可能性は，あくまで法的な過失を基礎付けるものであり，当該予見に

導かれて一定の法的な作為義務を生じさせるものである以上は，予見可能性

を基礎付ける科学的知見とは，客観的かつ合理的根拠を有する確立された科

学的知見であって，具体的な法益侵害の危険性が認められるものでなくては15 

ならない。すなわち，単に一部の専門家から論文等で学説が提唱されただけ

では足りず，少なくとも，その見解が，専門的研究者の間で正当なものと是

認され，通説的見解といえる程度のものに至った「形成，確立された科学的

知見」に基づいて予見可能であったか否かが問題とされるべきである。 

  また，後知恵によるバイアスを排して，本件事故当時に存在していた上記20 

知見のみを前提とすべきである。特に，いまだ発生していない被害の発生の

防止として被告東電に結果回避の措置を求めるためには，その行為の当時に

おいて，形成，確立された知見に基づく危険発生の具体的な予見可能性が必

要不可欠となる。 

  この点，伊方最高裁判決の，深刻な災害が万が一にも起こらないようにす25 

る」との判示は，科学技術の分野において達成不可能な「絶対的安全性」を
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いうものではなく，その危険性の程度と科学技術の利用により得られる利益

の大きさとの比較衡量の上で，これを一応安全なものであるとして利用して

いる「相対的安全性」を前提としている。このことは，当然，原子炉施設等

の安全性についても妥当するものであって，原告らが主張する絶対的安全性

をいうものではない。 5 

(ｲ) 発電用原子炉の安全確保に関する考え方と予見可能性との関係 

ａ 原告らは，設計基準事象に基づく安全確保及びＳＡ対策の観点のいずれに

照らしても，予見の対象について，ＳＢＯをもたらし得る程度の地震及びこ

れに随伴する津波か，あるいはＳＢＯをもたらす多様な原因としての地震及

び津波であるなどと主張する。 10 

  しかしながら，上記(ｱ)の主張のとおり，予見の対象は，具体的な結果回避

措置を講じる前提となるべき具体的事象を指す。他方，原告らが主張するよ

うな抽象的なＳＢＯをもたらすような地震及び津波を予見の対象とするこ

とは，結果回避措置を講じるべき原子力事業者である被告東電に不可能を強

いるものである。 15 

ｂ 設計基準事象とは，原子炉施設の安全設計とその評価に当たって考慮すべ

き事象であり，地震・津波という事実としての共通性を有するとはいえ，安

全性評価において想定，分析，検討されるべき概念であって，具体的な予見

の対象として捉えるべき事象とは異なるから，当然に具体的な予見可能性を

基礎付ける事情となるものではない。 20 

  また，ＳＡ対策についても，設計基準事象と同様の概念である上，ＳＡ対

策は，確率論的安全評価を踏まえて，より一層の安全性の確保のために電気・

原子力事業者である被告東電が自主的に取り組むよう努力が求められてい

たものであって，それ自体，具体的な予見の対象として捉えるべき事象とい

えるだけの特定性や内実を有するものとはいえないから，本件事故の具体的25 

な予見可能性を基礎付けるものではない。 
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ｃ したがって，平成１８年耐震設計審査指針などを引用し，設計基準事象に

基づく安全確保とＳＡ対策の観点から，単に「ＳＢＯをもたらすような地震

及び津波」が予見の対象となるとする原告らの上記主張は失当である。 

(ｳ) 原告らのその余の主張に対する反論 

ａ 原告らは，本件津波の津波高をもって「Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ」を超える高さ5 

の津波が襲来すれば同様の事故が起きたなどと主張する。しかし，上記(ｱ)

ｂで主張した点に加えて，浸水高（津波により建物や設備に残された変色部や漂着

物等の痕跡の基準面すなわちＯ．Ｐ．であり，一定の高さで押し寄せた津波が，護岸の

形状や津波の挙動等により敷地上で変動した結果を指す。）と津波の高さ（津波が発

生していない状態の平常潮位から津波によって海面が上昇した時の高さ）は異なる概10 

念であり，これを混同する原告らの主張は前提に誤りがあり，失当である。 

ｂ 原告らは，伊方最高裁判決を引用し，安全サイドに立った最新かつ相応の

科学的信頼性，妥当性が担保された知見であれば足りるなどと主張する。し

かしながら，上記(ｱ)ｃで主張した相対的安全性を前提とする伊方最高裁判

決はもとより，規制権限不行使の違法が問われている事案における各判例15 

（最高裁平成７年６月２３日第二小法廷判決民集４９巻６号１６００頁，最高裁平成１

６年４月２７日第三小法廷判決民集５８巻４号１０３２頁，最高裁平成１６年１０月１

５日第二小法廷判決民集５８巻７号１８０２頁）においては，いずれも予見可能性

が存在すると認めるに当たり，被害が現実化し，かつ，規制権限の行使が正

当化でき，その行使が作為義務にまで至っているといえる程度の知見が形成，20 

確立していたことを前提とする。 

  このように，判例は，形成，確立された知見を前提とするものであり，当

然それは規制権限の不行使の違法性のみならず，被告東電の事業者としての

注意義務の判断にも妥当するから，原告らの主張は，判例の判断枠組みから

しても，失当である。 25 

ｃ また，原告らは，規制による保護されるべき法益が国民の生命・身体・財



 

261 

 

産であるのに対し，規制されるべき法益は原子力事業者の経済的利益にすぎ

ないなどとも主張するが，行為時における予見可能性を考える上で対比され

るべきは，被告東電が薄弱な根拠の下に過剰な安全対策を実施したり，被告

国が規制権限を行使してこれを強制したりする結果としての不必要な費用

の増大とそれによる国民への過剰負担（電気料金などの増大）を招くリスクや，5 

電力の安定供給を損なうことによる国民生活を損なうリスクなどであり，そ

れゆえに，形成，確立された知見に基づくエビデンスを踏まえて，結果回避

措置や規制権限の行使がされなければならない。 

(ｴ) 原告らが主張する敷地内に浸水する津波が予見できなかったこと 

  仮に，原告らが主張する「Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ」を超える津波すなわち原告ら10 

主張津波等が予見の対象であるとしても，以下，イ～コのとおり，平成１８年

頃までにその予見可能性は存在しなかったし，同サのとおり，結果回避可能性

も認められない。 

イ ４省庁報告書，７省庁手引 

(ｱ) ７省庁手引 15 

  ７省庁手引は，現在の技術水準で津波の発生の予測が困難であり，津波が発

生した場合において地域の特性により津波の高さ，到達時間，被害形態など異

なり，津波という災害の特殊性を踏まえて総合的な観点から津波防災対策を検

討し，防災に携わる行政機関が沿岸地域を対象とした地域防災計画における津

波対策の強化を図るために，津波防災対策の基本的な考え方などを取りまとめ20 

たものであり，具体的な津波の規模などの評価手法まで定めたものではなく，

津波対策の設計条件に直接用いることができるような手法までは提示してお

らず，７省庁手引から直ちに被告東電の予見可能性が基礎付けられるものでは

ない。 

(ｲ) ４省庁報告書 25 

  ４省庁報告書は，既往津波だけでなく想定津波まで考慮すべきとした点では
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先駆的ではあったが，他方で，そこにいう「想定津波」の試算方法については，

４省庁報告書があくまで沿岸部における津波高の傾向の概略的把握を目的と

し，特定地点（原発立地点を含む）における津波高や遡上高を正確に把握する

ことを目的とするものではなかったことから，直接津波対策の設計条件に適用

し得るような解析手段までをも示すものではなかった。各地域における正確な5 

津波の規模及び被害予測のためには地形条件等をよりきめ細かな情報の下に

実施する詳細調査を行う必要があるなどとされ，同報告書が示した数値解析手

法の精度は「倍半分」とされていた。この「倍半分」との指摘は，４省庁報告

書の示した既往津波の再現計算には精度に不確定な部分が多いことから，その

「誤差の幅の想定」を念のために行ったというものであり，それは，そのよう10 

な範囲で津波対策の実際の設計条件が要求される客観的かつ合理的な科学的

知見を意味するものでは全くなかった。しかも，４省庁報告書において記載さ

れている１～４号機が所在する大熊町の想定津波の計算値は平均６．４ｍであ

り，本件原発の主要建屋の敷地高さを超えるものではなかった。 

  なお，４省庁報告書には想定を上回る津波の発生する可能性は否定できない15 

旨記載されているが，これは理学上そのような津波の発生を否定できないとい

うことにとどまり，想定津波を超えるような津波の発生を具体的に予見できる

という趣旨ではないことはいうまでもない。 

(ｳ) 被告東電の対応 

  被告東京電力は，１９９８年（平成１０年）６月に，４省庁報告書に基づき，20 

本件原発における想定津波高の計算を行い，その結果は，Ｇ２－３，すなわち

明治三陸津波の波源パラメータを使用した場合において，Ｏ．Ｐ．＋４．７～

４．８メートルとなり，本件原発の安全性が確保されることを確認している。

なお，この結果は，福島県沖海溝沿い領域において波源モデルを考慮しない「津

波評価技術」に基づく評価結果（Ｏ．Ｐ．＋５．４～５．７メートル）を下回25 

っている。そうすると，４省庁報告書の記載をもって，本件事故や原告ら主張
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津波等の発生が予見できたということはできない。 

  また，この段階では，具体的な津波の評価の手法は確立しておらず，それは，

後記ケの津波評価技術により可能となった。 

  被告東電を始めとする電気事業者は，被告国の指示も受けて，具体的な津波

評価の手法の確立を目指して調査，検討を進め，その結果として津波評価技術5 

が策定されるに至ったのであり，被告東電が何らの対策，検討もしていなかっ

たなどとする原告らの主張は全くの誤りである。 

ウ 津波浸水予想図 

  津波浸水予想図は，気象庁の予測地点における津波高さからグリーンの法則

により算出した沿岸の津波高さが，設計津波高となるように，便宜的な断層モ10 

デルを仮想した上で計算されたものであり，地震学的な根拠に基づいて断層モ

デルを設定し，計算されたものではない。すなわち，地震学的な津波の発生可

能性の検討を抜きに，フィクションとしての津波を想定した上で，同津波の浸

水範囲を計算したものにすぎない。また，津波浸水予想図は，住民等を対象に，

一般的な防災対策を策定することを念頭に作成されたものであり，原子力発電15 

所の安全対策として津波の発生を予測することを目的として作成されたもの

ではない。 

  具体的な評価手法としては，４省庁報告書，７省庁手引などを受けて専門家

による討議を経て土木学会において策定された津波評価技術によるべきもの

である。 20 

エ 長期評価 

(ｱ) 長期評価の意義 

  長期評価の目的は，全国を概観した地震予測地図の策定にあり，そのため，

被告国の機関である推進本部が将来発生する可能性が否定できないレベルの

知見以上のものをすべて評価対象に取り込み，国民の防災意識を高めるために25 

確率評価を公表したものである。 
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  それゆえに，施設の設計に用いることが可能となるような精度の高い決定論

的安全評価の考え方に基づき，日本列島の太平洋沿岸の特定の場所に到来する

津波の波高を予測したり，信頼性のある断層モデルや波源モデルを示したりし

たものではない。また，長期評価は，本件地震によって本件原発に到達した津

波の波高を予測したものではなく，原告が主張する津波等の発生を予測したも5 

のでもなく，これを安全評価の基準とすることを求めたものでも全くない。 

(ｲ) 決定論的安全評価としての長期評価の問題点 

ａ 長期評価の性格は，上記(ｱ)のとおりであるが，その内容として，日本列島

東北沿岸部の太平洋を８個の領域に区分し，その一領域である三陸沖北部か

ら房総沖の海溝寄りにおいて，Ｍ８クラスの大地震が発生する可能性がある10 

（今後３０年以内の発生確率６％程度）と指摘していた。 

  しかし，本件地震は，各領域をまたがり，かつ，それぞれが連動して発生

している上，地震規模もＭ９クラスとエネルギー的にＭ８の約３０倍となり，

すべり量も過去の大地震と比較にならないほど大規模で，長期評価により本

件地震が予測されていたものでは全くない。実際，推進本部は，本件地震後15 

に各領域が連動して発生する地震について想定外であった旨発表している。 

  このように，長期評価そのものは本件津波等の発生を予測したものではな

く，その具体的予見可能性を基礎付ける事情とはならない。 

ｂ 長期評価が示した上記ａの発生確率は，必ずしも，地震・津波に関する形

成，確立された知見を前提とするものではない。 20 

  そもそも，長期評価における領域区分は，地震地体構造論に基づくもので

はなく，このことは，長期評価の中でその旨明示されている。また，長期評

価は，断層モデルを示しておらず，具体的にどの領域で，どの程度の幅及び

長さの断層が生じるのか，すべり量はどの程度か，その結果としての津波が

どの程度の高さとなるかなどを明らかにするものではなく，具体的な予見可25 

能性を裏付けるものとはならない。 
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  上記発生確率の算定に用いられたポアソン過程（一定時間の中で偶然に起き

る事象の数の分布を示す数式に従って確率計算するための理論）による地震発生の

確率は平均的なものであり，時間とともに変化する地震発生の確率を反映す

るものではない。「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震」

については，新たな知見の獲得によりＢＰＴ分布（溶媒中に浮遊する微粒子が不5 

規則に運動する現象であるブラウン運動を表現する確率モデルであり，発生年や発生間

隔を取り入れて計算するため，平均回数のみに着目して計算するポアソン分布と異なり，

地震発生の確率は，毎年変化する。）を用いた地震発生確率の算定の検討が期待

されていた。 

  推進本部自らも，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震に10 

つき，発生領域の評価の信頼度及び発生確率の評価の信頼度をＣ（やや低い）

としていた。このことは，平成１７年に推進本部が公表した「全国を概観し

た地震動予測地図」のうち決定論的な地震ハザード解析の実施結果を地図上

に表示した「震源断層を特定した地震動予測地図」において宮城県沖及び三

陸沖を除く日本海溝沿いの津波地震がその対象とされていないことからも15 

明らかである。 

  長期評価の見解が信頼性を有する見解として専門家の間で認識されてい

たものでないことについては，被告国が提出した，地震・津波に関する複数

の専門家の意見書からも裏付けられている。 

ｃ 長期評価において，延宝房総沖地震，慶長三陸地震及び明治三陸地震をい20 

ずれも日本海溝沖で発生した津波地震としたことも従前にはない全く新し

い見解であった。特に，延宝房総沖地震は，当時，複数の研究者が津波地震

とすることについて疑義を呈し，平成２１年３月においても，推進本部自体

が同地震について震源域が明らかとなっておらず，津波地震とするのはあく

までも一つの説にすぎないと述べている。慶長三陸地震も同様であり，複数25 

の研究者から津波地震であったことに異議が唱えられている。 
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  津波地震とされる明治三陸沖地震についても，海洋側の沈み込むプレート

とその上盤の大陸プレートの固着の強さと地震の大きさの関係に関する比

較沈み込み学により，東北地方南部のように１億年以上もの古いプレートが

沈み込んでいる場所ではＭ９の地震はおろかＭ８の地震すらめったに起こ

せないと考えられていたため，明治三陸沖地震と同程度の地震が福島県沖で5 

起こることは想定されていなかった。 

ｄ また，長期評価の公表後の知見，調査などからしても，福島県沖の津波地

震等は想定されていなかった。 

  例えば，中央防災会議における日本海溝・千島海溝報告書において，福島

県海溝沿いの領域について検討対象とされず，長期評価の見解は採用されな10 

かった。すなわち，上記報告書の中で福島県沖・茨城県沖の領域においては，

Ｍ７クラスの地震が発生しているが，これらの地震の繰返しは確認されてお

らず，１～４号機がある大熊町における津波高さの最大値は５ｍ（東京湾平均

海面すなわちＴ．Ｐ．＋５ｍ）とされたにすぎなかった。 

また，本件事故前の時点においても，日本海溝寄り領域ではマグニチュー15 

ド９クラスの大地震は起きないと考えられており，特に東北地方南部では，

津波地震も含めてマグニチュード８クラスの地震も起きないと考えられて

いた。このことは，被告東京電力準備書面（２７）記載の地震学に関する地

震地体構造論，比較沈み込み学，アスペリティ・モデルの考え方，津波地震

の発生メカニズムに関する考え方から裏付けられる。 20 

ｅ このように，長期評価が発表された当時及びその後においても，長期評価

の前提に異を唱える見解が複数存在していた。津村元委員長の意見書の中で

も，長期評価の考え方にはかなりの問題があって，成熟した知見とか，地震・

津波学者の最大公約数的見解であったとはいい難いものであったことが指

摘されている。特に，三陸沖から房総沖にかけて過去に発生した津波地震は25 

歴史的記録に乏しく，津波地震は三陸沖の海溝寄りの領域のような特殊な海
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底構造を有する領域でのみ発生する特殊な地震であるとの見解が支配的で

あった。 

  加えて，その後の調査，検討において，福島県沖の海溝寄りは上記三陸沖

とは海底構造が異なることも次第に明らかとなってきていた。そうすると，

過去に津波地震の発生が確認されていない福島県沖・茨城県沖の日本海溝沿5 

いの日本海溝沿いの領域が陸側のプレートに太平洋プレートが沈み込んで

いる点においてその構造が同じであるという理由だけでその領域を一括り

にして，津波地震が発生する可能性があるとした長期評価の見解は，地震学

の基本的な考え方からして異質なものであった。 

ｆ 以上のような長期評価の見解の性質については，当該見解の策定に直接関10 

わった者も含めて，地震・津波学の専門家が一様に同趣旨の見解を述べてい

るところであり，被告東京電力準備書面（２７）３６頁以下で詳述している

とおりである。 

ｇ 結局，長期評価の見解は，地震本部内部では「国民の地震防災意識の高揚」

という目的を達成するという観点の限りで是認されるに留まり，対外的にも，15 

冒頭に「データとして用いる過去地震に関する資料が十分にないこと等によ

る限界があることから，評価結果である地震発生確率や予想される次の地震

の規模の数値には誤差を含んでおり，防災対策の検討など評価結果の利用に

あたってはこの点に十分留意する必要がある。」（甲Ａ２４の２・１頁）と

の「なお書き」が事後的に追記されるに至った。また，地震本部において長20 

期評価等の成果物に基づく施策立案，公表業務等を担っている地震本部政策

委員会も，まだ全ての長期評価が完了する前の平成１５年８月に「『成果を

社会に活かす部会」』の検討状況報告」を公表し，長期評価には様々な精度

のものが含まれており，その精度がどの程度かによって活用の仕方が変わる

ので，情報の精度を外部に分かりやすく示すため，Ａ，Ｂ…のように評価結25 

果の信頼性を示す指標を付す方針を採用した（丙Ａ１７１・３頁）。また，
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調査研究成果は公的機関，個人，企業等，活用主体に応じて活用方法が異な

り，活用主体ごとの特徴を踏まえる必要がある旨の注意喚起もなされた（同

６頁）。その上で，三陸沖から房総沖にかけての長期評価の見解については，

上記のとおり，発生領域及び発生確率のいずれについても「Ｃ」との自己評

価が付された。 5 

さらに，地震本部が平成１１年４月以降に行っていた一連の長期評価は，

上記のとおり，最終的には「全国を概観した地震動予測地図」の作成を目的

として行われていたが，地震本部が平成１７年３月にそれまでの長期評価を

取り纏めて策定した地震動予測地図においても，三陸沖から房総沖にかけて

の長期評価の見解は，確定論的手法に基づく地震予測地図では基礎資料とし10 

て取り入れられず，確率論的な地震予測における一知見として採用されるに

留まった。このように，長期評価の見解については，地震本部自身，国民の

防災意識を高めるのに足るだけの発生確率を示すといった防災行政上の目

的を超えて，原子力発電所を含む沿岸部における既存施設の津波対策に直ち

に取り込むことまでは想定していなかったものである。 15 

  以上のとおり，長期評価の見解は信頼性を有するものとは受け止められて

おらず，長期評価の見解に基づく津波の到来を合理的に予見できたというこ

とはできない上，被告東電が長期評価の見解に基づく津波を想定してこれに

対する結果回避措置を講じるべき法律上の義務が生ずるという状況にはな

かった。 20 

ｈ 他方，原告らは，被告国が策定に関与した長期評価をないがしろにするこ

とは許されない趣旨の主張をする。しかしながら，上記(ｱ)等で主張したと

おり，長期評価は，一般国民に対する防災意識の啓発という観点から，理学

上否定できない知見もすべて取り込み，発生の可能性が低いとしてもこれを

否定できないようなすべての地震の発生の確率評価を示したものであり，具25 

体的な施設の設計に用いることが可能となるような精度の高い決定論的安
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全評価の考え方に基づくものではない。原告らの上記主張は，長期評価の意

義を正解しないものであって，失当である。 

ｉ 本件の争点は，かかる長期評価の見解が公表されたことを前提として，被

告東電において，長期評価の見解に基づく津波を確定論的津波評価の対象と

して取り上げてハード面での津波対策を行うことが法的な義務となってい5 

たと評価されるのか否か，前述のとおりの知見の性格や専門家の認識状況を

基礎として，確率論的津波評価の観点からの検討を行うとともに，長期評価

の見解について専門機関である土木学会において知見の整理を委託し，その

結果を踏まえて対応するとすることが，本件事故発生以前の科学的知見の状

況に照らして法律上の義務違反に当たり，過失又は重過失を基礎付けるもの10 

であると評価されるのか否か，という点にあるところ，上記の事情に照らせ

ば，長期評価の見解の公表は，被告東電に対して，そのような一義的な法律

上の措置義務を基礎付ける程度の予見可能性を提示したものではなかった

ことが明らかである。 

(ｳ) 本件試算とこれに基づく被告東電の対応等 15 

ａ 長期評価には異論もあり，それが直ちに，一義的な法律上の措置義務を基

礎付ける程度の予見可能性と結びつくものではないものの，被告東電は，長

期評価の公表直後の平成１４年中に，安全評価に取り込むべきかどうかを佐

竹元委員にも確認し，長期評価について，客観的かつ合理的な知見として決

定論的安全評価に取り込むべきものではないとの結論に達し，保安院にもそ20 

の旨報告した。その上で，長期評価の見解については，確率論的津波評価の

対象として検討を行うこととし，マイアミ論文の発表などの研究を進めてき

た。 

平成１６年には，土木学会津波評価部会はロジックツリー作成のために長

期評価の見解も取り込んだ重み付けアンケートを行い，その結果を踏まえて，25 

被告東電は同年１２月に東電設計株式会社に委託して既設プラントに対す
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る津波ハザードの解析を行っている。その結果，本件原発において津波が敷

地高を超える年超過確率は，１０万年から１００万年に１回との試算結果が

出ており，津波対策について何らかの見直しを検討しなければならないよう

な結果ではなかった。また，被告東電は，平成１８年７月に米国フロリダ州

マイアミで開催された第１４回原子力工学国際会議（ＩＣＯＮＥ－１４）に5 

おいて，長期評価の見解も取り入れた確率論的津波ハザード評価手法を試行

的に実施したいわゆる「マイアミ論文」を発表している。 

平成２０年には，土木学会は第Ⅲ期の確率論の研究の中で改めて重み付け

アンケートを行い，平成２１年３月には確率論的津波ハザード解析の方法

（案）を取り纏めた。それを踏まえて，被告東電も平成２１年１０月には東10 

電設計株式会社に対して既設プラントに関する新たな津波ハザード解析を

依頼していた。 

  また，平成２０年に，被告東電は，耐震バックチェックの点検に係る指示

に係る社内検討に当たって，長期評価の見解についても改めて検討を行うこ

ととし，明治三陸地震をベースに本件試算を行うとともに，日本海溝沿いの15 

地震に関して津波評価技術とは異なる見解を述べる長期評価の見解をどの

ように取り扱うべきかについて継続的に検討した。津波評価の専門家にも意

見を聴取したところ，専門家の間でも意見が定まった状況ではなかったこと

を踏まえて，土木学会の「津波評価技術」による評価は保守性を有しており，

本件原発の安全性は担保されていること，長期評価の見解には具体的な波源20 

モデルもないことから，大きな地震は起きないとされてきた福島県沖海溝沿

いの津波地震の扱いについては土木学会の専門家に検討を依頼して，明確に

ルール化した上で対応することとし，同年１０月頃，被告東電は，このよう

な対処方針について複数の専門家に確認し，特段，専門家からの異論がなか

ったことを確認した上で，平成２１年６月には，土木学会・津波評価部会に25 

対し，具体的な波源モデルの審議，策定を依頼したのであり，長期評価の見
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解についての専門家の評価が定まっていない中で，必要な検討を進めていた

ものである。そして，上記検討の結果が出る前に本件事故が起きたものであ

る。 

  以上のとおり，被告東電が，本件事故前に本件試算に基づいて原告ら主張

津波等を予見できず，原告らが憶測で主張するような対策を意図的に遅らせ5 

たといった事実はなく，被告東電は，専門的科学的知見の収集・整理とこれ

を踏まえての対応の準備を行っていたものである。 

ｂ 原告らが主張する明治三陸地震については，そのすべり量が長期評価にお

いても１２．５ｍとされており，最大すべり量が４０～５０ｍあったとされ

る本件地震とは明らかに規模が異なる。すなわち，本件地震は，長期評価が10 

予測対象とした明治三陸地震の規模と比較して明らかに大規模な地震であ

り，これに伴う本件津波も明らかに規模が異なったものである。また，本件

地震の震源域には福島県沖海溝沿いが含まれるが，北部で起きた地震と連動

し福島県沖を含む南部でも岩石破壊が生じるなど，長期評価が想定した明治

三陸地震クラスの津波地震ではないことは，その震源域からしても明白であ15 

る。 

  その規模の違いは，被告東電の津波高の試算からも明らかである。すなわ

ち，長期評価に基づく津波高の試算は，１～４号機の取水口前面の水位が０

～６ｍ程度に達した後に再び０ｍに低下するまでの時間が約１０分弱であ

るが，本件津波についての再現計算においては，水位が５ｍを超えて最大１20 

３．１ｍに達した後に０ｍまで低下する時間が約１７分程度であるなど，そ

の水量や波力が全く異なることが読み取れる。 

  このように，仮に本件試算に基づいて対応を講じていたとしても，実際に

発生した本件地震や本件津波の規模は長期評価に基づく津波の試算を大き

く上回るものであって，本件津波による本件事故を防止することができたと25 

はいえない。 
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 (ｴ) 本件試算等に係る被告国への報告 

  上記(ｱ)のとおり，長期評価は，本件地震によって本件原発に到達した津波

の波高を具体的に予想したものではないが，被告東電は，被告国（保安院）に対

し，長期評価の公表直後に，上記(ｳ)のとおり，長期評価については確率論的安

全評価において検討する旨を報告し，その了承を得ていた。また，確率論的安5 

全評価の見地からこれをどのように扱うかについての情報収集や検討が継続

されていたが，本件事故時までにこれを取り込むような必要を裏付ける形成，

確立された知見を得ることはできなかった。 

  本件試算についても，陸上の構造物がモデル化されていないなど，実際に予

測される浸水域や浸水深を正確に反映したものではないことなどからすれば，10 

本件試算によって本件地震及びこれに伴う本件津波と同規模の地震，津波はも

とより，原告ら主張津波等の発生又は到来を予見することはできなかった。被

告東電が本件試算をしたのは平成２０年５，６月頃であり，仮に本件試算を踏

まえるとしても，被告東電が本件事故を予見することなど不可能であるし，対

策をとるには不可能な状況であった。無論，既に主張した経過に照らして，こ15 

のような対応の時期もやむを得ないものであり，もとより被告らが意図的に対

策を遅らせたなどという原告らの主張は全く根拠がない憶測にすぎない。 

(ｵ) まとめ 

    以上のとおり，長期評価は具体的な断層モデルを示すものではなく，本件津

波等はもとより，原告ら主張津波等を長期評価により予測し，本件事故までに20 

予見することはできなかった。 

オ スマトラ沖地震 

  原告らは，被告東電の予見可能性を基礎付ける事情として，スマトラ沖地

震と，それに伴う津波によりマドラス原発で非常用海水ポンプが運転不能

になる事故が発生したことを挙げるが，まずスマトラ沖地震は，いくつかの25 

陸寄りの領域で地震が複数連動したものであり，海溝寄りの領域と陸寄り
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の領域で異なるタイプの地震が連動して発生した本件地震とは性質が全く

異なる。また，本件地震のＭｗは９．１であり，連動型地震は，本件地震の発

生まで日本海溝沿いで発生することが全く予想されていなかった。長期評価に

おいても，三陸沖南部海溝寄りと宮城県沖の領域でのみ連動型地震の発生の可

能性が指摘されていたにすぎないし，本件地震の発生まで，福島県沖やその他5 

の日本海溝沿いでの連続型地震は全く想定されていなかった。 

  また，比較沈み込み学は，本件地震の発生まで，多くの地震学者に受容され

ており，本件地震の発生は多くの地震研究者にとって予想外のものであった。 

  いずれにせよ，かかるスマトラ沖地震の発生やマドラス原発での事故は，

本件原発立地点とは全く異なる場所で発生したものであり，スマトラ沖地震10 

の発生が被告らの予見可能性を基礎付けるものではない。 

カ 溢水勉強会 

(ｱ) 溢水勉強会の目的等 

  スマトラ沖地震に伴う津波による浸水事故やＮＲＣによる配管破断の仮定

による指摘などを受けて，保安院，ＪＮＥＳ，電気事業者らで構成される溢水15 

勉強会において，その調査検討が開始された。 

  この溢水勉強会においては，広く外部溢水及び内部溢水に関する調査，検討

が行われているが，もとより津波の到来可能性の有無，程度や到来した津波に

関する波高などの予見やそれに関する知見を得ることを目的とするものでは

ない。本来，津波に対する安全性は，設計条件において確保されており，あく20 

までも念のために行ったものであって，具体的な津波の襲来を予見していたも

のではないし，それがあり得るとの前提に立って行われたものではない。 

(ｲ) 溢水勉強会の内容等 

  溢水勉強会の内容から，国内原発への津波による浸水の具体的危険性やＳＢ

Ｏ発生の具体的危険性が認められるものではないことは，以下の同勉強会の内25 

容からしても明らかである。 
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ａ 溢水勉強会において想定する津波は「現行設計津波高さを超える水位を仮

定する（例：敷地高さ＋１ｍ，ｅｔｃ）」とされており（乙Ａ１５），代表

プラントとされた本件原発５号機の想定津波である「Ｏ．Ｐ．＋１４ｍ」は，

敷地高（Ｏ．Ｐ．＋１３ｍ）に１ｍを足したものである（乙Ａ１６・２頁）。

これと同様に，他の代表プラントについても，いずれも一様に敷地高＋１ｍ5 

の高さの津波を設定し，それぞれ溢水状況が検証されている（なお，本件原

発については，このＯ．Ｐ．＋１４ｍ以外にも，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの津波発

生を仮定して検証を行っているが，溢水勉強会の資料にも記載のあるとおり，

これは設計想定水位（Ｏ．Ｐ．＋５．７ｍ）と仮定水位（Ｏ．Ｐ．＋１４ｍ）

の中間値を便宜上採用して同様の検証を行ったものである。）。 10 

  このように，溢水勉強会において各代表プラントに関して想定された津波

の高さは，外部溢水状態を仮定するための所与の条件として位置付けられて

おり，本件原発５号機について想定された「Ｏ．Ｐ．＋１４ｍ」という数値

も上記の考え方に基づき設定されたものである。 

  また，本件原発以外の他の国内原発（浜岡原発４号機，大飯原発３号機，泊原15 

発１，２号機）における想定すなわち仮定の津波水位にしても，同様に，便宜

上，それぞれの敷地高さ＋１ｍとしたものであって，各原発の地理的状況に

応じて，どのくらいの高さの津波が到来するかといった観点からの津波水位

の具体的設定は全く考慮されていない。 

  要するに，想定外津波の水位は，全くの仮定にすぎないのであって，具体20 

的にこれが予見されるものとして，その設定をしたものではなく，このよう

な，あり得ないような仮定を前提に具体的な予見可能性が基礎付けられるも

のではない。 

ｂ 津波水位の継続時間についても，仮定水位の継続時間は考慮せず，無限時

間継続するものと仮定して影響評価をしていることからも明らかなとおり，25 

およそあり得ないような机上の数値を仮定して行ったにすぎない。 
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 (ｳ) 被告東電の認識可能性等 

  このように，溢水勉強会の内容をもって，被告らが本件事故に至る程度の津

波の発生を予見できたとはいえない。すなわち，溢水勉強会において，５号機

が，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの津波で非常用海水ポンプが機能喪失し，炉心損傷に至

る危険性があること，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍの津波で全電源喪失に至る可能性があ5 

ると示されたとしても，その津波水位や継続時間が全くの仮定にすぎない以上，

およそ具体的な予見可能性を基礎付けるものとはなり得ず，被告東電が津波に

よる浸水によって全電源喪失の事態を引き起こすことを予見できたなどとは

いえない。 

  他方，原告らは，敷地高を超える津波の浸水によりＳＢＯに至ることが被告10 

らの「常識」であったなどと主張する。しかし，溢水の原因や浸水経路・水量，

各原発における非常用電源設備等の機器の設置場所や設置状況等は各原発に

おいてそれぞれ異なるものであり，過去の事故や抽象的な被水の危険について

の調査，検討等が直ちに本件原発におけるＳＢＯの危険性を具体的に基礎付け

るものとはならないことは当然である。原告らの上記主張は具体的予見可能性15 

を基礎付けるものとしては意味がなく，失当である。 

キ マイアミ論文 

  マイアミ論文には，原告らが主張するような津波の確率の算定の記載はなく，

原告らの主張は失当である。マイアミ論文は，確率論的津波ハザード解析の手

法について触れている。確率論的津波評価手法は，津波の不確定性を定量的に20 

考慮し，特定の地点において特定期間中に到来する可能性のある津波の水位と

その津波の水位を超過する確率との関係を求める手法であり，具体的には，あ

る個別の地震が将来発生する確率を評価した上で，特定の地点において当該地

震から発生する津波の水位の評価を行うという作業を様々な地震について実

施し，その結果，特定の期間に任意の水位を超える津波が到来する確率（超過25 

確率）がどの程度になるかを算出する手法である。 
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  しかしながら，同手法は，各地震の「再来周期」を設定して津波評価を行う

ことができ，判断の分かれる事項について専門家ごとの見解の相違を評価に取

り込めるものであるもの，津波については過去の発生実績が乏しく，運転時の

機器故障確率といった内部事象と異なり，統計処理が容易ではない。すなわち，

同手法は，未だ研究途上であって，マイアミ論文で発表された内容は津波高さ5 

の予測に当たって確立した手法ではなかった。このことは，ＩＡＥＡ事務局長

報告書においても，「津波ハザードを評価するために各国で適用されている現

在の実務はない。確率論的アプローチを用いた津波ハザードの評価の手法は提

案されているが，標準的な評価手順はまだ開発されていない。」と指摘されて

いることからも明らかである。 10 

  上記のとおり，マイアミ論文は確立した手法とはいえないものの，マイアミ

論文において試算されているＯ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波の到来確率は，１

万年に１回の確率を超えない（１０万年から１００万年に１回とされていた。）もの

であり，炉心損傷の頻度を０．０００１％としたＩＡＥＡの安全目標にも合致

するものである。 15 

  このように，マイアミ論文をもって被告東電が本件事故に至る程度の津波を

予見できたといえるものではない。 

ク 貞観津波等 

(ｱ) 貞観津波等に関する知見の完成度 

  原告らが指摘する貞観津波等に関する各論文について，平成１４年当時の研20 

究の達成度を見ても，貞観地震は三陸沖で発生したものであるが，津波地震で

あると考えられていない上，本件原発付近の沿岸に到来する津波の規模につい

て言及していないものや本件原発付近の沿岸部の津波の波高を２～４ｍ程度

に評価するものなど，いずれも本件事故に至る程度の津波の発生についての予

見可能性を基礎づけるものではない。また，佐竹論文を始めとする平成１８年25 

以降の貞観津波に関する研究結果においても，貞観地震の波源モデルの特定に
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は至っておらず，福島県沿岸における貞観津波の影響がどのようなものであっ

たかはなお未解明とされている。その上，佐竹論文自体も多くの異論が唱えら

れており，貞観津波の波源モデルは，よるべき知見として，形成，確立されて

いなかった。この点は，佐竹元委員が，別件訴訟での尋問において，仙台平野

と石巻平野の２か所の波源モデルの仮定しかできておらず，断層モデルの確定5 

ができていなかったと供述することからも明らかである。 

  津波に対する適切，有効な防護措置を講じるためには，到来する津波の高さ

をある程度具体的に予見できなければならず，上記のとおり，波源モデルが確

定できていない佐竹論文をもってその予見可能性があったとはいえない。 

  貞観津波等に関する総括成果報告書においても，来襲する津波の規模や海岸10 

地域の広がり，その遡上範囲などは十分な結論が得るに至らず，さらなる調査

が必要とされていた。また，貞観地震が連動型巨大地震であるとの断定はされ

ておらず，連動型巨大地震の信頼性の高い発生履歴は十分に解明されていない

とされた。 

(ｲ) 被告東電の予見可能性 15 

  上記(ｱ)の貞観津波等に関する知見の程度を前提とすると，被告東電が同知

見を前提に平成１８年頃までに本件津波等はもとより原告ら主張津波等を予

見できたとはいえない。この点，被告東電は，佐竹論文も踏まえて，念のため，

これを波源モデルとして津波の試算をしたが，その試算結果は最大約８．９ｍ

であり，「Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ」を超えないものであった。 20 

  加えて，被告東電は，平成２１年に，佐竹論文を踏まえて，福島県相馬市以

南の津波堆積物の調査を実施したが，本件原発の位置する南部地域（富岡～いわ

き）では堆積物を確認できず，佐竹論文の裏付けを得るには至らなかった。 

  以上のとおり，貞観津波に関する知見を踏まえても，被告東電に予見可能性

があったということはできない。 25 

(ｳ) 貞観津波等と本件地震との関係 



 

278 

 

  本件地震は，連動型巨大地震であって，貞観地震と比較し，その震源域や幅

の長さ，すべり量などにおいて比較にならないほど大きく，貞観津波から推定

される津波より本件津波が相当大きく，貞観地震モデルは本件津波の津波高の

予測として不完全であることが本件事故後にも指摘されている。 

  このように，貞観津波等に関する知見をもって，本件津波を予見することは，5 

現時点においてもできない。 

ケ 津波評価技術について 

  前記イ～クのとおり，原告らが指摘する点はいずれも本件事故の予見可能性

を基礎付ける事情となり得ず，以下のとおり，津波評価技術が津波の予見可能

性に係る形成，確立された知見といえるが，この津波評価技術に照らして，原10 

告ら主張津波等を予見することは不可能であった。 

(ｱ) 津波評価技術の合理性 

  上記イの７省庁手引きは，津波対策にあたっては既往最大津波のみならず想

定最大津波をも考慮すべきとしたが，他方で当該手引きはあくまで沿岸部にお

ける津波高の傾向の概略的把握を目的としていたに留まり，津波対策の設計条15 

件に直接用いることができるような手法までは提示していなかった。そこで，

被告東電を含む電気事業者１０社は，原子力発電所における設計想定津波の評

価方法について統一的な基準整備を行うため，平成１１年に専門機関である土

木学会に対し電力共通研究として安全性評価技術の体系化及び標準化に係る

研究を委託した。これを受けた土木学会は，原子力土木委員会に新たに津波評20 

価部会を設置し，約３年に亘る審議を経て，平成１４年２月に津波評価技術を

取り纏めた。 

  この「津波評価技術」は，既往最大津波を再現する断層モデル（波源モデル）

を設定した上で，その断層パラメータを合理的範囲内で変化させた数値計算を

多数実施し（パラメータスタディ），その結果得られる想定津波群の中から，25 

評価地点における影響が最も大きい津波を設計想定津波として選定すること
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により，十分な裕度をもった設計想定津波が得られる仕組みとなっている。 

  「津波評価技術」では，算出結果に一定の補正係数を乗じるのではなく，解

析段階でパラメータスタディを多数回実施することにより，その結果導かれる

算出結果が十分な裕度をもった値となるよう設計されているのである。この点

については，「津波評価技術」の巻頭言においても「提案された手法の特長は，5 

津波予測の過程で介在する種々の不確定性を設計の中に反映できることであ

る」（甲Ａ２６の１・ⅰ頁）とされており，実際，同技術を用いて算出される

想定津波は，上記パラメータスタディを経ることにより評価対象地点における

過去（既往）最大津波に対して平均的に２倍程度の裕度を持つことが確認され

ている。 10 

  かかる「津波評価技術」は，津波評価方法を体系化した唯一の基準であり，

国内の原子力発電所における津波に対する安全性評価は，本件事故後の現在に

至るまで同手法に基づき行われている。国際原子力機関（ＩＡＥＡ）も，本件

事 故 後 の 平 成 ２ ３ 年 １ １ 月 に 発 表 し た 「 IAEA Safety Standard 

“Meteorological and Hydrological Hazards in Site Evaluation for Nuclear 15 

Installations (No. SSG-18)”」において，「ＩＡＥＡ基準に適合する基準の例」

として参照したり，米国原子力規制委員会（ＵＳ ＮＲＣ）が平成２１年に作

成した報告書において「津波評価技術」の手法を引用し「世界で最も進歩して

いるアプローチに数えられる」と紹介される等，国際的にも十分な科学的合理

性を有するとされている。 20 

(ｲ) 歴史記録外の地震・津波 

  原告らは，津波評価技術は，文献記録の残っていない古い時代により巨大な

津波が発生していたとしても，当該津波は評価対象として取り上げられないた

め，問題があると主張する。しかし，設計津波水位は，具体的な津波対策を講

じるためのものであるから，精緻な計算が求められ，信頼性の高い算定結果を25 

得るためには，信頼性の高い断層モデルの設定が極めて重要である。このこと
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は，津波工学分野の専門家である今村教授の意見書などからも裏付けられてい

る。信頼性の高い断層モデル（Ｍ７．５クラスの塩屋崎沖で昭和１３年に発生した福

島県東方沖地震）に基づき被告東電が試算をした結果は，敷地高さを超えないＯ．

Ｐ．＋５．４～５．７ｍであった。なお，慶長三陸地震の波源モデルを用いた

計算も行われたが，その計算結果は，上記信頼性の高い断層モデルによる試算5 

結果を下回った。 

  他方，信頼性の高い断層モデルのデータが得られない歴史上の地震・津波特

に貞観津波等については，平成１８年当時において，津波の堆積物を調査する

堆積物調査等により貞観地震の断層モデルを推定する研究が進められていた

ものの，未だ確定した具体的波源モデルが示されるような状況にはなく，貞観10 

津波等を設計条件として用いることはできなかった。念のため，未確定のまま

被告東電が試算した結果も，上記ク(ｲ)のとおり，Ｏ．Ｐ＋８．９ｍであり，敷

地高さを超えるものではなかった。中央防災会議における日本海溝・千島海溝

報告書において検討対象から除外された延宝房総沖地震についても津波評価

技術においては念のために既往津波として考慮している。 15 

  このように，津波評価技術は，既往最大津波を基礎とした信頼性の高い断層

モデルを前提としつつも，地震地体構造論などの地震・津波に関するよるべき

知見を踏まえ，できる限り安全サイドに立って多くの既往津波を波源モデルと

して取り込んでいる。すなわち，津波評価技術においては，既往最大津波のみ

ならず，安全サイドの見地から，これを超える津波つまり想定される最大規模20 

の津波の発生も考慮していたのであって，その結果が，上記のとおり，既往最

大津波の約２倍ということであり，原告らが主張する問題点が的外れなもので

あることは明白である。 

  なお，ＩＡＥＡ政府提出報告書において，津波評価技術がＩＡＥＡの安全目

標に照らして不十分であったとする点についても，その趣旨は，津波評価技術25 

がＩＡＥＡの安全指針にも反映されていることを前提に，安全目標との関係で
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津波の再来周期を特定していないということにすぎない。すなわち，安全目標

を原子力の設計手法に活用するためには，個々の工学的判断に基づく決定論的

安全評価と整合しないおそれがあり，その検討，試行のためのデータなどの集

積が必要となるほか，現時点においても達成されていないリスク評価の定量的

把握のための評価手法，評価技術の確立なども求められるのであって，結局，5 

本件事故当時はもとより現時点の知見に照らしても，未解決の問題が多々存在

し，津波の再来周期の特定ということができなかったという趣旨である。この

ように，再来周期を考慮しても具体的な波源モデルが示されていない以上，再

来周期を特定しない津波評価技術が不合理であるなどとはいえないし，もとよ

り津波評価技術によりその予見をすることもできない。 10 

(ｳ) 断層モデルの恣意性がないこと 

    原告らは，津波評価技術における基準断層モデルの想定位置は恣意的である

旨主張する。しかし，同じ領域で過去に大きな津波を伴う地震が発生した記録

が残っていない場合や，過去に発生した津波の痕跡（あるいはその痕跡につい

ての研究）が不十分な場合には，断層モデル（波源モデル）の設定に困難を極15 

めることとなる。日本海溝沿いの震源については，沖合の日本海溝寄りの領域

と陸寄りの領域に分け，さらに陸寄りの領域をいくつかの震源域に分けて考え

られてきたが，このうち福島県沖海溝沿い領域については，これより北部の日

本海溝沿いの領域とは異なり，地震活動の性質自体が異なり，相対するプレー

トの固着（カップリング）が弱く，大きな地震を発生させるような歪みが生じ20 

る前に「ずれ」が生じるため，大きなエネルギーが蓄積しないと考えられてい

た。また，現に過去に大きな津波を伴う地震が発生した記録もなかった。 

  こうしたこと等を踏まえ，専門家による既往津波や地震地体構造等の知見の

入念な検討の結果，「津波評価技術」においては，福島県沖海溝沿い領域には

大きな地震・津波をもたらす波源の設定領域を設けておらず，当該領域におけ25 

る断層モデル（波源モデル）も設定していない。そして，本件津波が発生した
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２０１１年（平成２３年）３月１１日当時においても，福島県沖海溝沿い領域

に設定すべき断層モデル（波源モデル）は確定していなかった。 

  しかも，上記(ｲ)のとおり，信頼できる波源モデルとはいえなくても，念のた

め，貞観津波等も考慮しており，断層モデルを恣意的に選択していたこともま

たあり得ない。 5 

(ｴ) 補正係数 

  津波評価技術の補正係数（工学分野における設計をする際の安全率）については，

津波工学の複数の専門家が協議の上で１．０というコンセンサスを得たもので

あり，その不確実性についてはパラメータスタディにより補われると，津波工

学の複数の専門家により考えられていた。 10 

    他方，原告らは，補正係数が１．０とされたことが問題であると主張する。

しかし，上記の経緯で１．０とコンセンサスが得られたものであり，かつ，前

記(ｱ)のとおり，津波評価技術は，そもそも安全側の発想に立って津波の評価

を行い，その結果は既往最大津波の痕跡高の約２倍になることが確認されてお

り，既に十分に保守的な想定となっていることからすれば，補正係数が１．０15 

とされたことが不合理であるとはいえない。 

コ 耐震バックチェック等 

(ｱ) 保安院は，平成１８年の耐震設計審査指針の改訂後（平成１８年耐震設計審査

指針），本来適用がない既設の発電用原子炉施設等に対しても，各耐震評価と

津波などの地震随伴事象に対する安全評価手法及び確認基準を示し，被告東電20 

を始めとする電気事業者に対し，耐震バックチェックルールに基づくバックチ

ェックに係る点検の指示をした。また，平成１９年７月１３日には，原子力安

全委員会事務局が，バックチェックに関する検討の全体イメージを示した。 

  被告東電は，これを受けて，福島県の「福島県沿岸津波浸水想定検討委員会」

が用いた波源モデル及び茨城県の「茨城沿岸津波浸水想定検討委員会」が用い25 

た波源モデルをそれぞれ入手し本件原発立地点における設計想定津波の評価
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を実施しているが，その結果はいずれもＯ．Ｐ．＋４．７メートル～５メート

ル程度となり，本件原発の設計想定津波高を上回らないことが確認されている。

また，被告東電は，中央防災会議の「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関

する専門調査会」が２００５年（平成１７年）６月に公表した波源モデルに基

づく津波評価も行ったが，その結果は最大でもＯ．Ｐ．＋４．８メートルであ5 

り設計想定津波高を上回るものではなかった。 

  その後の同月１６日に被告東電が設置していた柏崎刈羽原発の設計時に想

定されていた地震動を上回る新潟県中越沖地震が発生し，経済産業大臣は，同

地震を踏まえた耐震バックチェックを改めて指示し，これを受けて，被告東電

は，提出済みのバックチェック実施計画書を見直して中間報告書の提出をする10 

こととし，平成２０年３月３１日に耐震バックチェック中間報告書を提出した。 

(ｲ) 保安院は，平成２２年には電気事業連合会に対し，各事業者のバックチェッ

クの進捗状況をまとめた一覧表の提出を求め，新潟中越沖地震などへの対応の

ために最終報告が遅れていた被告東電に対しても，できる限り速やかに提出す

るよう求めていたし，被告東電もこれに対応していた。 15 

(ｳ) 既に主張したとおり，本件津波等及び原告ら主張津波等の発生が具体的に予

見できない状況の下，このような対応経過等に照らしても，地震対策を優先さ

せていた被告東電の措置が誤ったものとはいえない。 

サ その他の原告らの主張 

  その他の津波評価技術の信用性について原告らが疑義を呈している点につ20 

いては，原告らの憶測にすぎないものであり，争う。なお，土木学会は古い歴

史を有する国内有数の工学系団体であり，その会員には教育・研究機関のほか，

建設業などの各種関係者や行政機関等に所属する者など多岐にわたっている。

原子力土木学会は土木学会内に設置された委員会の一つであり，同委員会内に

設置されたのが津波評価部会であって，その所属メンバーは，関係学会のバラ25 

ンスが取れたものとなっており，原告らが主張するような団体ではない。 
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  また，同部会の主査や委員は，原告らも認める津波地震研究の権威であるし，

あくまでも原子力発電所の計画，設計に当たっての実務的な観点からの検討の

ために電気事業者の従業員が含まれていたにすぎず，その策定や内容に不当な

誘導や働きかけをした事実はないし，そのような誘導等が電気事業者と無関係

な上記委員らにできたはずもない。津波評価技術の合理性や客観性は，その内5 

容からしても十分に担保されている。現に，ＩＡＥＡやＮＲＣなど，国際的に

も科学的合理性を有するものと認知されていた。 

シ 一部原告らの指摘について 

  その点については争う。 

ス 結果回避可能性の不存在 10 

 (ｱ) 具体的な対策が取れる状況にはなかったこと 

  原告らの主張は，被告東電の対応は長期評価の見解を直ちに取り入れて具体

的な津波対策を講じるべきであったというものである。 

  しかしながら，長期評価の見解の科学的知見としての成熟度やその公表され

た目的や性質，本件事故前の知見の進展状況に照らせば，被告東電が長期評価15 

の見解の公表後にこれを直ちに確定論的津波評価の対象として取り入れるの

ではなく，確率論の中で取り扱うこととし，バックチェックを巡る対応方針の

決定においても，専門家の間でも意見が定まっていない長期評価の見解の取扱

いについては専門機関である土木学会に審議を委託して専門家意見の集約を

求め，その結論を得た上で適切に対応するとしたことは，本件事故発生以前の20 

専門的・科学的知見の状況からすれば何ら不合理ではない。むしろ，各原子力

発電所における「津波評価技術」に基づく津波対策が十分な裕度をもって講じ

られていると考えられており（保安院が指示した耐震バックチェックも，前述

のとおり既設発電用原子炉施設については従来の安全審査等によって安全性

が十分に確保されていることを前提にしていた。），かつ福島県沖海溝寄り領25 

域については波源モデルも策定されておらず，長期評価の見解に基づく確定論
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的津波対策を講じるべきとの専門的意見も明確に提示されていない中にあっ

て，まずは専門的知見の整理・集約を行って対応するとしたことは十分合理的

な経営判断の枠内にあるものであって，かかる判断をすることをもって，被告

東電に法律上の注意義務違反があったと評価することは到底できないもので

ある。 5 

  とりわけ，原告らは，被告東電が取るべきであったとする具体的津波対策と

して，長期評価の見解を踏まえれば，防潮堤や防波堤などを建設している余裕

はなく，本件事故後に取られているような敷地高への津波遡上（ウェットサイ

ト）を前提にした水密化や高所配置等の対策を直ちに取るべき義務があったと

主張するが，本件事故前にそこまでの津波襲来の具体的・現実的可能性，切迫10 

性を指摘していた者は専門家も含めて誰一人としていなかった。実際，被告東

京電力が土木学会津波評価部会（第Ⅳ期）における審議状況を踏まえて「津波

対策ワーキンググループ」で検討していた津波対策も，あくまでＯ．Ｐ．＋４

メートル盤の非常用海水ポンプの水密化や，既存防波堤の嵩上げ，防潮堤の新

設といったドライサイト対策にとどまり，それを超えて本訴訟で原告らが主張15 

しているような敷地高への津波遡上（ウェットサイト）を前提にした津波対策

は，検討はおろか議論の俎上にも上がっていなかった。また，それでは時機を

失するとか，上記のような津波対策では著しく不十分であり，本訴訟で原告ら

が主張しているような津波対策を一刻も早く講じるべきといった対外的指摘

も一切なかった。 20 

  そして，津波よりも地震の被害が圧倒的に多い日本では，本件事故発生以前

の時期においては，地震対策が最優先事項とされ，昭和５６年に策定された旧

耐震指針については平成１３年から改訂作業が行われ，平成１８年９月１９日

には，それまでの地震学及び地震工学に関する新たな知見の蓄積や耐震設計技

術の著しい進歩を反映し，旧耐震指針を全面的に見直すとの趣旨から新耐震指25 

針が策定された。そして，これを受けて保安院は原子力事業者に対し耐震バッ
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クチェックを指示し，各事業者ではこれに人的・物的資源を注力している状況

にあったところ，そうした中で平成１９年７月１６日には新潟中越沖地震が発

生し，これを受けて保安院は，被告東京電力を含む電力事業者に対し，同地震

から得られる知見もバックチェック評価に適切に反映させて耐震安全性を行

うよう指示し，全国的に耐震対応が喫緊の課題となっているような状況にあっ5 

た。 

  かかる本件事故前の客観的状況下，長期評価の見解を直ちに確定論的に取り

入れ，ドライサイトコンセプトからは必ずしも導かれない津波遡上（ウェット

サイト）を前提にした各種対策を，地震対策を差し置いてでも実施すべき法律

上の義務が生じていたとの原告らの主張は，まさに本件事故の結果を知ってい10 

る今だからこそ言える後知恵にほかならず，本件事故発生以前における長期評

価の見解に係る専門的・科学的な評価の状況を踏まえても，長期評価の見解に

基づく対策を講ずべき一義的な法律上の義務が生じていたなどとは到底言え

る状況にはなかった。長期評価の見解は原告らが主張しているような一義的な

結果回避措置を講じるべき法律上の措置義務を被告東京電力に課す程度の予15 

見可能性や切迫性を提示したものではなかったものである。 

(ｲ) 結果回避可能性を基礎付ける具体的な主張立証を欠くこと 

  上記３(2)ア(ｱ)ｂでも主張したとおり，そもそも，地震及びこれに伴う津波

によりＳＢＯに陥り，炉心冷却機能を失って放射性物質を放出する事故に至る

か否かは，地震及び津波による被災の範囲や程度，津波の遡上経路，各種設備・20 

機器への影響の有無や程度（地震による損傷の有無・程度，津波による浸水の有無・

程度・時間等）などの様々な要因によって定まる。これらの要因は襲来する地震

及び津波の規模（地震の発生源，その大きさ，津波の水量，水流，水圧等）に大きく左

右される。すなわち，これらの具体的な事実関係が主張立証されない以上，結

果回避可能性や因果関係が基礎付けられるとはいえず，当然，回避可能性等を25 

前提とした結果回避の措置も具体化されず，原告らの主張は，それ自体失当で
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ある。 

(ｳ) 主張立証責任の転換や事実上の推定がされる余地はないこと 

  原告らは，伊方最高裁判決の判示などを踏まえて，被告らに結果回避可能性

等がなかったことについての主張立証責任がある旨主張する。 

  しかしながら，伊方最高裁判決の事案は，実際の設置許可処分に係る判断資5 

料に基づいて規制行政庁がその旨の処分をしたというものであって，当然にそ

の資料等が規制行政庁に存することを前提とする。他方，本件は，規制権限の

行使に係る不作為の違法性という被告国（規制行政庁）の国賠法上の責任の有無

等が問題となっている事案であって，もとより何らかの裁量判断がされている

わけでもなく，当然その資料なども存在しない。すなわち，伊方最高裁判決と10 

の事案の相違は明白であり，その射程が及ぶものでもない。そもそも，被告東

電の過失等の帰責性あるいは国賠法上の違法すなわち当該公務員の職務上の

注意義務違反の内容を構成すべき結果回避可能性について，その帰責性又は違

法性を主張する者が主張立証責任を負うことは当然であって，原告らの上記主

張は失当である。また，伊方最高裁判決がされた当時と現時点では立証資料に15 

対するアクセスの状況も異なり，格段に証拠資料の入手が容易となった現代情

報化社会を前提とすると，その資料収集の困難を理由として，立証責任を転換

したり，事実上の推認を働かせたりする余地もない。 

(ｴ) 現実の結果回避措置を講じる期間がなかったこと 

  被告東電が，被告国に対し，本件試算の結果を報告したのは平成２３年３月20 

７日と，本件事故のわずか４日前であるから，本件試算を根拠とした規制権限

の行使がされることによって，本件事故の発生を回避することは不可能であり，

結果回避可能性がない。 

セ 原告らが主張する結果回避措置について 

(ｱ) 敷地への遡上防止措置（防潮堤等の設置） 25 

  防潮堤等の設置は，本件原発の周辺地域に大きな影響を与えるだけでなく，
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発生する津波の波源等によっては反射された波が周辺集落に向かう波を大き

くするから，そのような危険性も考慮する限り，その詳細な検討も経ないまま

に被告東電が防潮堤等を設置すべきであったとはいえない。 

  また，本件試算では，敷地南側から津波が遡上するという結果となっている

以上，本件試算に基づいて津波対策を施す場合，敷地南側の１０ｍ盤に防潮堤5 

等を設置することが合理的であり，これにより本件試算で示された津波の遡上

を防止することが可能である。しかし，本件津波は，長期評価の結果を踏まえ

た本件試算による津波とは異なり，敷地南側だけでなく敷地東側（１号機から４

号機の前面）からも遡上してきており，上記敷地南側のみの防潮堤等の設置によ

って本件事故を回避することはできなかった。 10 

  しかも，その規模の違いによる浸水深や津波の継続時間などに如実に表れて

いる。例えば，上記試算津波の１号機付近の浸水深は１ｍ未満であるが，本件

津波は総じて２～５ｍにも及ぶし，２号機Ｔ／Ｂの大物搬入口付近では，上記

試算津波が約１ｍであるのに対し，本件津波は約４，５ｍにも及んでいる。津

波の水位が０ｍまでの津波継続時間も，上記試算津波では約１０分であるのに15 

対し，本件津波では約３０分となっている。 

  このように，津波の遡上方向や規模が全く想定と異なる以上，本件試算を前

提にドライサイトを維持すべく防潮堤，防波堤を設置しても，その結果を回避

できたとはいえない。なお，上記アのとおり，本件試算の結果の報告は平成２

３年３月７日に被告東電から保安院にされており，防潮堤等の設置（仮に，必要20 

な防潮堤等を設置する場合には通常５年程度かかる。）は，到底間に合うものでもな

かった。また，本件試算がされた時期等についても既に主張したとおり，これ

が著しく遅れたなどとはいえず，その時期であったことはやむを得ない。 

(ｲ) 防潮扉の設置（建屋等の水密化） 

  被告東電は，内部溢水対策として，原子炉建屋階段開口部への「堰」の設置，25 

原子炉最地下階の残留熱除去系機器室等の入口扉の水密化，原子炉建屋１階電
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線貫通部トレンチハッチの水密化，非常用電気品室エリアの「堰」のかさ上げ，

タービン建屋内の非常用Ｄ／Ｇ室入口扉の水密化，復水器エリアへの監視カメ

ラ・床漏えい検知器の設置などの措置を講じていた。また，津波による浸水対

策として，津波が発生した場合の浸水ルートになると考えられる海水配管ダク

ト内への止水壁の設置などを行っていた。被告東電は，本件事故当時，可能な5 

範囲で対策を行っていたが，想定を大幅に上回る津波が発生したため，これら

の措置は功を奏さなかったのであり，原告らが主張するような措置を講じてい

たとしても本件事故を防止できたとは確認できず，結果回避可能性があったと

は認められない。 

  そもそも，上記(ｱ)のとおり，敷地南側に防潮堤を設置することでドライサ10 

イトを維持することができる以上，これに加えて，建屋等を水密化する必要が

あったとまでいえない。本件試算により予見できる津波対策として，防潮堤等

の設置のみとすることにも合理性があり，同措置のみで本件事故を回避するこ

とはできなかったのであるから，結果回避可能性がない。 

  付言すると，本件事故以前においては，安全上重要なすべての機器を設計基15 

準津波の水位より高い位置に設置することなどによって，それらの機器が津波

による被水することを防ぐというドライサイトコンセプトの発想が採用され

ていた。その結果，防災関係者一般の認識として，これに加えて主要施設の水

密化という対策を提言するという発想自体がなかった。このことは，原子力工

学，津波工学などの専門家の複数の意見書からも明らかである。 20 

  また，原告らが主張する対策のうち，防潮堤等の設置を考慮することなく，

建物の水密化を検討するという考え方は，本件事故の知見を踏まえた後の法規

制の下においてすら想定されていない。すなわち，設置許可基準規則における

Ｓクラスに属する設備が設置してある敷地には，津波の遡上を地上部から流入

させないようにした上，津波によって配管などが損傷した場合における溢水に25 

対して必要な対策をとることを規定しているのであり，原告らの主張は，設置
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許可基準規則における規制基準にすら求めていないようなものである。このよ

うに，ドライサイトコンセプトの合理性は上記限度で維持されており，原告ら

が主張するような措置をとることが，本件事故当時はもとより現時点において

すら，合理的かつ現実的な結果回避措置とはいえない。 

(ｳ) 重要機器の浸水防止措置（重要機器の水密化，高い位置への設置） 5 

  非常用高圧電源盤は，平成１８年耐震設計審査指針におけるＳクラスの耐震

性確保が求められており，十分な耐震性を確保するためには十分な支持性能を

有する地盤に近接している低層階に設置することが適切と考えられていた。現

に，本件事故に至るまでの間，各機器の設置高さに対して疑義が呈されたこと

はなく，被告東電が，このような措置をとるべきであったとはいえない。 10 

  また，上記(ｲ)と同様 ，原告らは，重要機器等をＯ．Ｐ．＋３５ｍの高い位

置に設置すべきであったと主張する。しかし，本件原発の立地地点の本来の地

盤（Ｏ．Ｐ．＋３５ｍ）の上部が比較的崩れやすい砂岩であったため，地盤を掘

り下げて主要地盤（Ｏ．Ｐ．＋１０ｍ）を造成して安定した地盤をつくったとい

う経緯に照らせば，原告らが主張するように重要機器を高い位置に設置した場15 

合，非常用ＤＧ等が耐震安全性を確保できるかについて疑問があり，結局，こ

のような措置を講じることが可能であったとはいえない。 

(ｴ) 非常用ＤＧの多重性・多様性について 

  非常用ＤＧは，各号機にそれぞれ２台ずつ設置されており，設置場所は分散

され，同一階に設置されている場合，その間に隔壁が設けられていた。また，20 

２号機，４号機に設置された非常用ＤＧのうち１台は，空冷式（空冷式と水冷式

は，いずれが安全性において優れているというものでもない。）であり，さらに１号機

から４号機の間で電源を融通しあうことも可能であった。 

  以上によれば，本件原発における非常用ＤＧは多重性又は多様性及び独立性

を備えていたものであり，原告らの主張は誤っている。 25 

(ｵ) 高位置の陸側に建屋等を設置する措置について 
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  非常用ＤＧは，平成１８年耐震設計審査指針におけるＳクラスの耐震性確保

が要求されており，かつ，重量物であることから，十分な確保するためには岩

盤等の十分な支持性能を有する地盤に接している建屋の１階又は最地下階に

設置することが適切であると本件事故当時は考えられていた。そうすると，非

常用ＤＧが１階又は最地下階に設置されていることには，科学的に十分な合理5 

性を有するのであり，原告らの主張は理由がない。 

(ｶ) 直流電源の容量アップについて 

  安全設計審査指針においては，ＳＢＯについては３０分程度の短時間を想定

すれば足りると考えられていた。もっとも，被告東電は，ＮＲＣが外部電源及

び非常用交流電源の信頼性に応じて，プラントが４時間又は８時間のＳＢＯに10 

対する耐力を持つことを要求するという規則案を公表したことを受け，自主的

に受託研究を実施した。その結果，本件原発は，ＳＢＯ時においても，直流電

源さえ使用できれば，ＲＣＩＣやＨＰＣＩを起動することで８時間程度は冷却

性能を維持することができることを確認していた。 

(ｷ) グレーデッドアプローチ 15 

  津波に対する安全確保対策は，敷地高さを想定津波の高さ以上ものとして津

波の侵入を防ぐことを基本設計方針としている。改正後の技術基準省令５条の

２第２項は，同方針に基づき，津波の侵入等によって施設の安全機能が重大な

影響を受けるおそれがないようにするために設けられた規定であり，同方針を

超えてＳＡ対策を要求したものではない。このことは，同項が「直ちに」機能20 

を復旧できるような措置を要求しており，長期間のＳＢＯのような直ちに復旧

できないＳＡに対する措置を規定していないことからも明らかである。  

  そもそも，工学的観点において，複数の原子力工学の専門家は，設計想定を

超えるＳＡのマネジメントについて，資源の配分や優先順位を考えつつ，総合

的な安全対策を行っていかなければならないもの（グレーデッドアプローチ）と指25 

摘しており，リスクの高いものを重点的にかつ緊急に対策すべきであって，お
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よそ津波のみを想定して対策を講じることなど，工学的観点からしてあり得な

いものであった。 

  このようなグレーデッドアプローチの観点からして，耐震バックチェックル

ールや新潟中越沖地震などの発生を受けて対応を急ぐべきは地震対策であっ

て，本件事故時までは優先度がより低いと考えられていた津波対策を優先する5 

ことは，より対応を急ぐべき地震に対する安全対策を遅らせる結果ともなりか

ねなかった。 

(ｸ) 小括 

  以上によれば，被告東電が，原告らが主張するＳＡ対策を講じていなかった

とはいえないし，それ以上に何らかのＳＡ対策を講じるべき必要があったとは10 

いえない。 

５ 争点５（相互保証の有無） 

(1) 原告らの主張 

  原告らのうち，原告番号２１０１～２１０８の各原告はいずれも韓国籍を有す

る外国人であり，同番号２２８６の原告は中国籍を有する外国人であるが，これ15 

らの原告についても，当然に国賠法の適用はある。 

  国賠法６条の「相互保証」は，当該外国人に同法１条の国家賠償請求を認める

ことがその衡平の観念に反しない程度の国家賠償の制度を有し，かつ，我が国の

国民も権利主体となることで足りるところ，韓国には国家賠償法が存在し，公務

員の不作為に係る国家賠償請求が認められ，外国人が被害者の場合にもその適用20 

がある。また，中国にも要件は限定されているものの，中華人民共和国国家賠償

法が存在し，相互保証に関する規定が置かれており，また，同法の適用がない行

政行為であっても，個別法令による賠償請求ができる場合があり，かつ，外国人

にも適用があると解される。 

  以上の解釈は，従前の同種裁判例においても広く承認されている。 25 

(2) 被告国の主張 
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  国賠法６条の相互保証主義は，我が国の国民に保護を与えない国の国民に我が

国が積極的に保護を与える必要がないとの衡平の観念に基づくものであるが，韓

国籍を有する原告らについて，必要な主張立証がされているとはいえない。 

  また，中国の国家賠償法は，賠償の対象とすべき行政行為を限定し，かつ，賠

償の対象となる損害について人身権及び財産権に限定するなど，本件事故のよう5 

な規制権限の不行使を対象とした慰謝料請求が国家賠償として認められるかは

明らかではない。原告らが主張する個別法令においても賠償の対象となるかは全

く明らかではなく，相互保証がされているとは認めがたい。 

６ 争点６（賠償すべき損害及びその額） 

(1) 原告らの主張 10 

ア 被侵害利益と損害の概要 

  本件事故により原告らが侵害された権利又は法的利益は，原告らの平穏生活

権と呼ばれる人格権である。 

  平穏生活権の内容は一義的ではないが，本件では身体権に直結した平穏生活

権すなわち生命・身体に対する侵害の危険ひいてはその危険から直接に引き起15 

こされる危機感，不安感とこれらの危機感等により精神的平穏や平穏な生活を

侵害されないという権利又は法的利益であって，生命・身体という重要な権利

又は法的利益に準じるものである。上記のような平穏生活権は，多くの裁判例

においても承認されている権利又は法的利益である。 

  原告らは，上記平穏生活権の侵害に係る精神的苦痛の慰謝料のみを本件訴訟20 

において請求しているが，それは，その時期ごとに，①本件事故直後における

大量に放出された放射性物質による健康被害への強い恐怖感等，それに伴う避

難や避難先でのあつれき，家族との別離などによる精神的苦痛，②避難の継続

に伴う周囲とのあつれき，偏見，家族との別離などの精神的苦痛，本件事故後

に再び事故が起きることへの強い不安，放射線被ばくによる健康不安やこれに25 

伴う社会生活上の不利益等に対する精神的苦痛，③本件事故後継続する放射線
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被ばくに対する健康不安，地域社会力の低下，社会生活上の様々な障害，不利

益等に対する精神的苦痛に分類できる。 

イ 本件事故直後の被害（上記ア①） 

(ｱ) 大量の放射性物質の飛散等とそれによる恐怖感等 

  本件事故における１号機及び３号機において発生した水素爆発の結果，大量5 

の放射性物質が環境中に放出され，本件原発の約４０kmに位置するいわき市に

大きな混乱をもたらした。すなわち，その規模は，チェルノブイリ原発事故と

同じレベル７の深刻事故であり，原子爆弾に換算すると約１６８発分というお

よそ考えられない量の放射性物質が放出された。そして，これがいわき市内に

も大量に降り注いだ。 10 

  当然，その結果としての屋内退避区域とされたいわき市久之浜小川地区，川

前町の一部に居住等する原告らは，放射線被ばくによる著しい健康不安や激し

い恐怖を感じ，大混乱に陥った。 

  また，上記屋内退避区域はもとより，本件原発に隣接するいわき市市民であ

る原告らも，同様に激しい恐怖を感じ，大混乱に陥った。被告らが十分な情報15 

開示をしなかったことなどもいわき市市民である原告らの恐怖や不安に拍車

をかけた。そのことは一般通常人の感覚として社会通念上相当なものである。 

(ｲ) 放射性物質の飛散等による様々な不利益 

  激しい恐怖等を感じたいわき市民である原告らの一部（なお，いわき市の全体

の自主的避難者は全住民の６割に上る。）は，このような恐怖や混乱から逃れるた20 

めに自発的な意思によることのない避難を強いられた。しかし，それによって

上記精神的不安等が和らぐものではなく，むしろ，避難の結果，避難先での差

別・偏見，避難先とのあつれき，家族との別離などの強い精神的苦痛を受けた。 

  また，原告らのうち，やむを得ずにいわき市にとどまった者も放射線被ばく

を始めとする大きな恐怖を感じて自宅内に籠るなどを余儀なくされ，本件事故25 

をおそれて物流が停止し，いわき市内への物資が欠乏する中，水や食料を始め
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とする多くの物資が欠乏する中での非常に不自由な生活を強いられ，強い精神

的苦痛を受けた。 

(ｳ) 原告らの主体ごとの区別 

  避難を余儀なくされた原告らとやむを得ずにいわき市内にとどまった原告

らとの間で，その精神的苦痛の程度に変わりはないが，特に，放射線感受性が5 

強いとされる子供，妊婦の精神的苦痛は，通常成人の精神的苦痛と比較すると，

大きく，その点を被害の内容として考慮すべきである。 

(ｴ) 小括 

  このように，いわき市民である原告らは，放射性物質によって汚染されてい

ない環境の中で平穏に生活する権利を侵害された。 10 

  以上のとおり，本件事故直後（本件事故から平成２３年５月頃まで）にもたらさ

れた原告らの混乱，恐怖，一時避難などによる精神的苦痛（生命身体に直結する

平穏生活権の侵害による精神的苦痛及び避難中の平穏生活権侵害による精神的苦痛）は，

本件事故と相当因果関係のある損害として賠償すべき対象となる。 

ウ 本件事故の影響が継続していることによる精神的不安，苦痛（上記ア②，③） 15 

(ｱ) 本件事故の再燃のおそれ 

  本件事故から数年以上経過した現在においても，なお本件事故は収束したと

はいえない状況にある。すなわち，本件事故の影響は現在まで継続しており，

この間，いわき市に居住する原告らにいつ再び大事故が起きるかもしれないと

いう恐怖を抱えて生活せざるを得ないという精神的苦痛を与えている。このよ20 

うな精神的苦痛もまた原告らの損害すなわち本件事故と相当因果関係のある

損害として賠償すべき対象となる。 

(ｲ) 自然環境，社会環境，経済活動などへのいわき市社会全体への影響 

  本件事故前，元来，いわき市は，豊かな自然環境の下，農業，水産業，観光

業などの産業も盛んであったが，これらが本件事故によりすべて失われた。例25 

えば，政府が本件原発について冷温停止を宣言した後の各種の報道の内容等を
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みても，本件原発内における高濃度の放射線量，原子炉の再度の溶融，大量の

汚染水の発生，漏水や海上への流出，被告東電による実態情報の隠ぺい，いわ

き市内のみならず近隣市町村における農業生産品などからの放射性物質の検

出と出荷制限，飲料水の汚染，魚を始めとする水産品における大量の放射性物

質の検出など，枚挙のいとまがないほどであり，本件事故が収束したというに5 

はほど遠い状況にあることは明白である。 

  いわき市内各所には，放射線量が高いホットスポットと呼ばれる地点が多数

存在し，それがどこにあるかは明らかではなく，風や雨などによってその場所

も変化する。しかも，土壌汚染はより深刻な状態にあってそのことによる内部

被ばくのリスクも無論あるから，被告らが主張するモニタリングポストによる10 

空間放射線量にのみこだわることは被害の実態から目を背ける結果となる。 

  食品汚染も継続している。水産物・農産物が汚染されていることの不安は合

理的なものであり，他県産品の入手を余儀なくされたり，水道水も浄水施設か

ら放射性物質が検出されるなど，安全・安心を置くことができず，飲料水の購

入を強いられたりしている。 15 

  その他の自然・生活環境の汚染，それに伴う健康等への不安，これらを原因

とする農林水産業や観光業などの各種産業への打撃，子供の教育環境の悪化，

避難指示区域からいわき市に避難してきた住民や廃炉除染作業に従事するた

めにいわき市に流入した者らとのあつれきなど，平穏生活権の侵害が多様な形

で継続している。これらの被害は，無論，社会通念上耐えがたいものであって，20 

一般通常人を基準にして，賠償すべき被害というべきである。 

(ｳ) 原告らの主体ごとの精神的苦痛 

  子供は放射線感受性が強く，そのために本件事故から相当期間経過後も野外

での活動を制限されるなど，子供らしい活動の基礎が奪われている。その結果，

放射線被ばくによる健康不安等はもとより，子供らしい活動の基礎が奪われる25 

結果が子供の成長発達にも影響し，そのことによる子供本人，子供の保護者や
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教育関係者らも強い精神的苦痛を受けている。特に，子供を対象とした甲状腺

検査なども本件事故の収束を示すものではなく，これまでに甲状腺がんやその

疑いのある子供が福島県内において１７４名も確認され，このうちいわき市内

の２９名の子供に小児甲状腺又はその疑いがあるとされるなど，子供や子供の

親である原告らにとって，健康不安に対する恐怖は一生続くものとなっている。 5 

  妊娠していた原告らも同様である。放射線感受性が強く，特に胎児への被ば

くを懸念し，出産後も育児に強いストレスを覚える結果となり，さらには上記

のとおり，その影響が一生続くのではないかという恐怖，不安すら覚えている。

このような精神的苦痛が通常の成人である原告よりも大きいことはいうまで

もない。 10 

  高齢者世代の原告らにおいても，家族との交流が絶たれるなど，強い精神的

苦痛を受けている。 

(ｴ) 本件事故による精神的ストレスの特徴等 

  本件事故のような原子力災害による精神的ストレス，苦痛は，きわめて特異

なものである。既に主張したところとも重なるが，それを列挙すれば，①被ば15 

くの有無を五感に感じられないまま，被ばくのおそれや健康不安（遺伝子レベル

での影響を含む。）を持ち続けること，②避難により回避できるがゆえにそのこ

とについて思い悩むこと，③感染症のように他者から拒絶，差別されること，

④後記エのとおり，低線量被ばく自体について多くの専門家の意見が対立し，

それ自体がストレスを生むこと，⑤報道内容の相違，原子力技術者の意見対立20 

がある上，被告国らによる情報開示がされないことによる不安，ストレスがあ

ること，⑥食品などへの風評被害やインターネットによる流言飛語を呼ぶこと，

⑦胎児や幼児は放射線感受性が強く，幼児等を抱える母親に強いストレス，不

安をもたらすことなど，多数の因子が存在する。 

エ 低線量の放射線被ばくによる不安，恐怖を慰謝料算定の基礎とすべきこと 25 

  被告東電は，低線量被ばくが健康に影響を与えることについてその証明がな
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いなどと主張するので，以下，この点について反論する。 

(ｱ) 低線量被ばくによる健康への被害 

  低線量被ばくによる健康への影響の危険性は，医学的に見れば否定すること

はできない。それにもかかわらず，被告東電は，その医学的な不確かさを自ら

に都合よくわい曲し，その危険性がないなどと主張しており，明らかに失当で5 

ある。 

  まず，ＩＣＲＰ勧告に係る低線量被ばくの考え方は，１００ｍＳｖを下回る

低線量域では，がん又は遺伝性影響の発生率が関係する臓器及び組織の等価線

量の増加に正比例して増加するであろうと仮定するのが科学的に最も確から

しいという見解すなわちＬＮＴモデル（線量反応モデル）に依拠している。ＬＮ10 

Ｔモデルは，しきい値がないものとして，予防原則を考えており，低線量・低

線量率での放射線防護についての基礎であって，例えば，年間１００ｍＳｖ当

たり約０．５％が致死リスクとすると，当然１０ｍＳｖ当たりでは約０．０５％

が致死リスクとなる。ＩＣＲＰ勧告は，ＵＮＳＣＥＡＲにおいて科学的に確認

された放射線リスクと，社会的要請，倫理そして基準適用の経験を考慮した価15 

値判断に基づくものである。この勧告については，これを裏付ける文献・医学

的知見が多数存在し，かつ，海外における疫学調査などからも裏付けられてお

り，ＬＮＴモデルこそが国際的に承認されている医学的知見である。 

  また，ＩＣＲＰは，被告国が採用している年間２０ｍＳｖという基準を採用

していない。すなわち，現在の福島県の状況として，「１～１０ｍＳｖ」の範20 

囲で許容レベルを採用すべきであり，最終的には「１ｍＳｖ／年」を目標とす

べきとしている（甲Ａ２４）。 

(ｲ) 被ばくによる精神的被害 

  低線量被ばくであっても健康への不安を生じることについて相当の理由が

あることは上記(ｱ)のとおりであり，ささいな体調の変化であっても，放射線25 

被ばくの影響かもしれないと感じることによる精神的苦痛は大きいものがあ
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る。特に，いわき市民である原告らが放射性ヨウ素による被ばくを受けた可能

性は強く認められ，上記ウ(ｲ)のとおり，子供への甲状腺検査の結果などをみ

ても，その被害を裏付けるものとなっている。 

(ｳ) 被告東電のリスク比較論の不当性等 

  被告東電は，ＷＧ報告書や経済産業省の考え方に依拠して，年間２０ｍＳｖ5 

基準の妥当性を主張するが，ＩＣＲＰ勧告に真っ向から反する上，汚染地域住

民に対し，防護対策の策定のみならず生活の質の向上をも求めるＩＣＲＰの考

え方も全く理解していないものであり，失当である。 

  また，被告東電は，低線量被ばくの影響について，生活習慣，喫煙などの他

のリスク要因よりも低い旨主張する。しかしながら，このようなリスク比較論10 

により低線量被ばくの危険性や原告らの精神的苦痛を否定したり，その緩和が

されたりするものではない。そもそも，肥満，喫煙などのリスク比較対象は，

人々が自らのベネフィットとの比較において選択しているものであり，低線量

被ばく自体は何らかのベネフィットを受けるものではなく，自らが望んで引き

受けているリスクとは全く性質が異なる。また，精神医学，心理学的観点から15 

は，いかに科学的に安全である旨を強調したとしても，そのような不安を完全

に払しょくできるものではなく，苦痛が和らぐということはない。 

(ｴ) まとめ 

  以上のとおり，原告らの精神的苦痛の大きな原因となるべき低線量被ばくに

ついて健康への影響が認められる以上，当然，慰謝料額の算定に当たって大き20 

く斟酌されるべき事情であり，仮に，そのような影響が認められないとしても，

科学的にみて，完全に安全であるとのエビデンスがあるものでもない以上，そ

のような健康不安を抱くことは，専門家ではない一般通常人を全とする限り，

社会通念上当然であって，当然慰謝料額算定の基礎となるべき事情となる。 

オ 個別の慰謝料の額と被告東電による弁済の充当等 25 

(ｱ) 本件事故直後の平穏生活権侵害に対する慰謝料 
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  妊婦及び子供を除く原告ら（Ｄ原告）並びに子供（Ａ原告）のうち，本件事故

直後の時期における原告らの平穏生活権の侵害についての慰謝料は，金額で換

算できないほど大きいが，Ｄ原告及びＡ原告に属する原告らは，その一部請求

として，一人当たり２５万円を求める。 

  原告らのうち，本件事故時に妊娠していたＣ原告については，自らが生命・5 

身体に受ける放射性物質の影響により胎児の生命・身体に不健全な影響がもた

らされるのではないかとの強い不安感を抱き続けており，その余の原告らとは

異なる内容の平穏生活の侵害を受けているから，Ｃ原告については，上記一部

請求の額に加えて２５万円の損害を加算すべきであり，一人当たり合計５０万

円の慰謝料を求める。   10 

(ｲ) 被告東電による弁済を超える額の損害 

ａ 被告東電が，中間指針追補に基づいて，本件事故時に①妊婦及び子供であ

った各原告を除く原告らについて各８万円を，②妊婦であった原告らについ

て各４０万円を，それぞれ包括慰謝料として支払っているとしても，それぞ

れの２分の１に当たる額は本件事故による生活費増加分（物資不足の中，放射15 

性物質による汚染を恐れて飲料水や食料などを購入した費用やその他の費用等）や避

難費用等に充当され，その残部が精神的苦痛に対する慰謝料としてこれに充

当されるべきであるから，その充当額を超える部分について賠償請求をして

いる。上記中間指針追補に基づく額の２分の１の額が生活費増加分等に充当

されることは，原発ＡＤＲの和解内容からも明らかであり，被告東電が中間20 

指針第２次追補に基づき，別途実費分として４万円の支払をしているとして

も，原発ＡＤＲの内容等に照らして，上記８万円や４０万円全額が慰謝料と

して充当されることはない。 

ｂ また，屋内退避区域に居住等していた原告らについては，平成２３年３月

から同年９月までの７か月分に月額１０万円を乗じた７０万円が中間指針25 

において認められているが，これも同様にその２分の１が精神的苦痛に対す
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る慰謝料とされることから，その充当額を超える部分について賠償請求をし

ている。 

ｃ 以上のとおり，被告東電の弁済の抗弁は本件請求における損害とは無関係

な部分にされており，意味をなさない。 

(ｳ) 本件事故以降の平穏生活権の侵害に対する慰謝料 5 

  原告らの平穏生活権の侵害は，本件原発から漏れ出た放射性物質の影響が完

全に除去されるまで，すなわち，少なくとも空間放射線量が毎時０．０４μＳ

ｖとなるまで継続し，かつ，事故の再燃のおそれなどの被害の停止のために本

件原発の廃炉措置が取られるまで当然に継続する。このような原状回復措置等

が講じられるまでの間に継続的に原告らが受ける精神的苦痛を慰謝するには，10 

放射線感受性が高く，より深刻な精神的被害を受ける子供であるＡ原告及びＢ

原告については１か月当たり８万円，また，成人であっても同種の精神的被害

を受けるＣ原告及びＤ原告については１か月当たり３万円が相当である。 

カ 被告らの悪質性 

  前記のとおり，被告らは，「原発安全神話」の下に原発政策を積極的に推し15 

進め，しかも，前記で主張したとおり，被告らは，平成１８年までの地震，津

波に関する各科学的知見の進展により本件原発の敷地に遡上する津波の到来

を認識していたが，これを都合の悪いものと隠ぺいし，電事連などの関与して

いる土木学会が作成した津波評価技術により予見可能性がなかったなどと正

当化しようとしており，その悪質性もまた原告らの慰謝料額の算定に当たり，20 

考慮すべき重要な事情となる。 

キ 中間指針等 

  被告東電は自らが支払をした賠償額について，中間指針等を踏まえた妥当な

額であると主張するが，中間指針等は，法令とは異なる上，その中で明示され

ているとおり，十分な審議を経ないままに和解などの自主的解決を念頭に置い25 

て暫定的に策定された基準であって，裁判規範として損害賠償の範囲やその額
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を画するものではない。特に，中間指針追補は，避難者の慰謝料の算定に当た

り，明確な根拠のないままに自賠責の傷害慰謝料を比較対象としている上，放

射線に被ばくしたこと自体の精神的苦痛や被告らの帰責性を考慮していない

点においても，不合理かつ不十分な賠償しか認めていない。このように，中間

指針等を根拠に妥当な額などと主張することは許されない。 5 

(2) 被告東電の主張 

ア 被侵害利益について 

  原告らが主張する平穏生活権の侵害は，本件事故による放射線の作用に対す

る不安を根底とするものであるところ，原告らが本件事故後に不安を感じるこ

とがあったとしても，それが不法行為法上の「法律上保護される利益に対する10 

侵害」に当たると評価されるためには，法益の性質及び侵害の態様に照らして

受忍限度を超えるものであったと評価できる場合でなければならず，抽象的で

漠然とした不安感や危惧感を感じるというだけでは足りず，具体的な危険を前

提とした不安が生じていることが必要である。したがって，仮に「法律上保護

される利益」の侵害を観念し得るとしても，本件事故の発生態様等の固有の事15 

情（本件事故の特殊性）を踏まえて，被告東京電力が提示して賠償している考

え方のとおり，一般的・平均的な人を基準として，本件事故発生直後の客観的

な状況の下で抱くことが不合理ではないと考えられる相当程度の不安によっ

て平穏かつ正常な日常生活が相当程度阻害されたと認められる範囲内におい

てのみ，「法律上保護される利益」の侵害を観念し得るものというべきであり，20 

そのような客観的な事情を離れて，単に主観的・抽象的に不安や危惧感を抱い

ているということそれ自体は，本件事故の放射線の作用によって原告らの「法

律上保護される利益」が侵害されていることを意味するものでない。換言すれ

ば，客観的な放射線の作用から離れて，専ら原告らの主観面のみを根拠として，

原告らの原子力損害としての慰謝料請求権が基礎付けられるものではない。 25 

イ 原告らが主張する本件事故直後の被害の有無 
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(ｱ) 放射性物質の飛散状況等 

  原告らは，本件事故がチェルノブイリ原発事故に匹敵することや，放出され

た放射性物質量の原子爆弾への換算値を前提として，平穏生活権の侵害を主張

する。 

  しかしながら，本件事故の被害規模は，チェルノブイリ原発事故のそれと比5 

較すると，セシウム放出量はその６分の１であり，汚染面積は約６％で，放出

距離は約１０分の１にとどまり，チェルノブイリ原発事故に匹敵するとはいえ

ない。 

  そもそも，爆風，熱線，中性子線を放出して大量の殺傷，破壊を行う原子爆

弾と，本件事故とを，その放射性物質の放出量のみで単純に比較することがで10 

きるはずもない。 

(ｲ) 本件事故直後の状況等 

  本件事故後における避難指示等対象区域外の区域における本件放射線作用

の状況やその健康影響に関する新聞報道等による情報提供の状況，これを踏ま

えた自主的避難の状況，社会的活動の状況等は，以下のとおりである。 15 

ａ 避難指示等対象区域外においては，本件放射線作用によって住民の健康に

影響が生ずる状況にはなく，政府による避難指示等の対象とされておらず，

ほとんどの住民は避難をしていないこと 

ｂ 本件事故の直後である平成２３年３月１６日頃から，避難指示等対象区域

外における空間放射線量によって直ちに健康影響が生ずるものではないと20 

の専門家の見解が繰り返し地元紙及び全国紙において報道され，自治体から

も冷静な対応をとることが促されており，避難指示等対象区域外の住民が避

難することが必要であるという論調は新聞報道において見当たらないこと 

ｃ 本件原発の状況についても連日報道されており，平成２３年４月１７日に

は，事故の収束に向けての道筋が公表され，今後６～９か月程度で原子炉の25 

冷温停止を目指すスケジュールが公表され，冷温停止のためになすべきこと
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が明確化されるなど収束に向けての方向性が示されていること 

ｄ 平成２３年３月下旬以降は本件原発敷地内での汚染水の問題なども報道

されているが，避難指示等対象区域外における空間放射線量の状況は同月１

６日以降日々報道がなされ，時間の経過とともに大きく低減していることが

報じられており，汚染水の問題等の本件原発の敷地内の状況によって避難指5 

示等対象区域外の住民の生活環境中の放射線量が上昇するという状況には

ないこと 

ｅ むしろ，平成２３年４月１日には地元自治体である福島県が県産農産物の

安全性をＰＲする「がんばろう ふくしま！」と題したキャンペーンを開始

し，福島県知事が出荷停止等の対象品目以外の農産物の安全性をＰＲしてお10 

り，同月７日には，一部の地域を除き，福島県内の避難指示等対象区域外の

地域において，農家に対する作付け延期要請が解除され，避難指示等対象区

域外での農業再開が見込まれる状況になったこと 

ｆ 平成２３年４月１９日には文部科学省・厚生労働省より，小・中学校等の

校庭・園庭利用の基準として毎時３．８μＳｖの基準が示され，４月末にか15 

けて学校での屋外活動の制限が概ね解除されていること 

ｇ 平成２３年４月２２日には，避難指示区域と接する２０～３０ｋｍ圏内に

おいて屋内退避区域の指定が解除され，屋内退避は必要ないものとされ，計

画的避難区域に指定された一部区域を除いて，緊急時避難準備区域として再

編されるに至っていること 20 

ｈ 避難指示等対象区域外の空間放射線量は年間２０ｍＳｖを大きく下回る

水準で推移しており，そのことは日々報道されており，かつ，空間放射線量

は時間の経過とともにさらに低減していること 

ｉ 避難指示等対象区域外では，平成２３年３月下旬以降企業等の活動が再開

されており，同年４月上旬以降，小・中学校でも新学期の授業が開始されて25 

いること 
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ｊ 本件原発の状況や避難指示等対象区域外の空間放射線量の状況，社会的活

動の状況，避難指示等対象区域外の放射線被ばくと健康影響に関する科学的

知見の状況等については，新聞報道等によって本件事故発生直後から繰り返

し情報提供がなされており，政府及び自治体からも冷静な対応が繰り返し呼

びかけられており，その結果として，自主的避難等対象区域内の住民はその5 

ほとんどが自主的避難をしておらず，新聞報道等によって情報の提供がなさ

れたことにより，ほとんどの住民において広く冷静に事態が受け止められて

いた実情があること 

  このように，避難指示等対象区域外においては，本件事故の放射線の作用

の状況からして，科学的知見に照らし住民の健康に影響を及ぼすものではな10 

く，客観的・具体的な健康被害の危険が生じていたとは評価できない（もし

仮にそのような危険が生じていれば避難指示の対象となるべきものである。

年間２０ｍＳｖの避難指示の基準は，１００ｍＳｖ未満では放射線被ばくに

よる健康リスクは他の要因に隠れてしまうほど小さいとされている国際的

にも合意された科学的知見に照らして，十分に余裕のある基準となっている15 

ものである。）。そして，その旨は広く全国紙・地元紙等によって繰り返し

情報提供がなされている。そのような避難指示の対象区域外の放射線量の状

況が住民の健康に影響を及ぼすものであり，避難が必要であるとの新聞論調

は見られない。このような情報提供は実際に住民に広く受け入れられており，

平成２３年４月下旬にかけての時間の経過の中で，学校や企業の再開なども20 

進んでおり，生活も落ち着きを取り戻しているものである。 

  このような客観的な事情に鑑みると，原告らが，本件事故の放射線の作用

によって客観的な健康被害の危険にさらされたものとはいうことができず，

「法律上保護される利益」が侵害されたとは直ちに評価することはできない。 

  もっとも，本件事故発生当初の時期においては，本件事故の状況は必ずし25 

も明確でなく，自己の置かれている状況についての情報を正確に把握するこ
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とが困難な時期があったことも確かであり，また，本件事故の今後の進展に

ついて恐怖や不安を覚えることも合理的と解される状況にあった可能性も

ある。 

  したがって，本件事故の発生態様等の固有の事情を踏まえれば，本件事故

の今後の進展や健康影響がわからないことにより，本件事故が発生しなけれ5 

ば生じなかった平穏な日常生活の阻害が生じると考えられる範囲において

は，これによる精神的苦痛は，法律上保護される利益に当たり得ると解する

ことも可能であると考えられる。その場合でも，あくまでも賠償の対象とな

るべき被害は，本件事故の初期段階において本件事故の今後の展開や健康影

響がよく分からない状況の下で，平均的な一般人・通常人を基準として，社10 

会通念上，生じ得る相当程度の不安，恐怖に基づき，自主的な避難を選択し，

あるいは不安，恐怖の中で居住等を継続しなければならなかった日常生活上

の阻害による不利益に限定されるべきである。 

  また，法律上保護される利益に当たり得るか否かは，個々人の事情に依存

するものであるが，その個人の事情を精査した上で精神的苦痛に対する賠償15 

を行うか否かを判断することは，必要な賠償の大幅な遅延を生じさせるリス

クがあるため，かかるリスクを回避するために，生じた精神的苦痛が法律上

保護される利益であると評価し得ると考えられる者を基準として，裁判外で

の紛争解決の促進の観点から，一定の合理的な地理的範囲に居住する住民に

対しては一律に賠償するとすることにも必要性・合理性を認め得る。 20 

  そして，本件のような本件事故の放射線の作用による「原子力損害」を考

える上では，「侵害行為の中心」である放射線の作用（放射線量）による客

観的な侵害の態様や程度に「相応する」ものとして判断されるべきであり（最

高裁判例の採用する受忍限度論），避難をしたか否かや本件事故後の生活が

どうであったかといった要素で判断されるべきではない。客観的な状況から25 

みて，元の居住地に留まることができ，又は早期に帰還して従前通りに生活
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を送ることができる中でも，自らの判断で「帰還せずに避難生活を続けた」

のであれば，仮にそれに伴い何らかの精神的苦痛があっても，それは本件放

射線作用という侵害による損害とはいえない。本件事故の放射線の作用の客

観的な危険を離れて，自主的避難者の選択判断に基づく行動の結果を加害者

に帰責することは，「侵害に対する損害」の賠償の域を超えるものといわな5 

ければならない。 

  被告東京電力においては，このような考え方に基づいて，中間指針追補等

を踏まえ，自主的避難等対象者に対する精神的損害の賠償を行っている。 

  なお，原告らが主張するいわき市の住民の６割が自主的避難を選択した点

について，そのような事実を裏付ける証拠はなく，争う。福島県が推計・公10 

表しているデータによれば，平成２３年３月１５日時点における，いわき市

から他の地域へ避難をした自主的避難者数は１万５３７７人であり，いわき

市の本件事故時点の人口に占める割合は約４．５％であり，平成２５年４月

１日時点におけるいわき市内の１８歳未満の避難者数は２８０３人であっ

て，これは，平成２３年３月１日時点の１８歳未満の人口５万７５９８人の15 

うち４．８７％にとどまる。また，かかる自主的避難者数には，地震及び津

波による被害を原因として避難を余儀なくされた者も含んでいると考えら

れる。  

(ｳ) 自主的避難等対象者についての精神的損害の発生期間 

  前記のとおり，自主的避難等対象区域においては本件事故の放射線の作用に20 

より住民の健康に影響が及ぶ状況にはなく，その旨の情報提供も繰り返しなさ

れている状況にあったが，本件事故の発生態様等の固有の事情を踏まえれば，

本件事故の今後の進展や健康影響がわからないことにより，本件事故が発生し

なければ生じなかった平穏な日常生活（法律上保護される利益としての「平穏

生活利益」）の阻害が生じると考えられる範囲においては，これによる精神的25 

苦痛は，法律上保護される利益に当たり得ると解することも考えられる。 
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  しかしながら，そもそも客観的な危険が生じておらず，それゆえに避難指示

等の対象とされず，そのことは広く周知されているという状況の中で，原告ら

が抱くことのあり得る放射線に対する不安感による自主的避難の選択を含む

日常生活の阻害によって慰謝料が基礎付けられ得ると解するとしても，前述の

とおりの本件事故後の客観的事情を踏まえれば，いわき市内において社会生活5 

が落ち着いて再開されるに至ったと評価し得る遅くとも平成２３年４月２２

日ころまでには，「客観的な危険は生じておらず，そのことは広く情報提供さ

れている中でも，なお精神的損害を基礎付け得る」という状況は解消されたと

みることが相当である。このような考え方は，原賠法に根拠を有する中間指針

等の考え方も同様である。 10 

  実際には，例えば，平成２３年３月下旬ころまでには操業を再開している企

業なども相当数あり，そのような企業の従業員においては，平穏な日常生活に

対する不安による阻害の状況は，このころまでには概ね解消されている。また，

新聞等による情報提供に基づいて，居住継続に問題はないと考えて，不安に基

づく日常阻害を生じさせることなく，通常の日常生活を継続していた方も多数15 

いると考えられるから，実際にはより早く侵害状況が客観的に解消されている

住民もいると考えられる。 

  したがって，自主的避難等対象者の精神的損害の把握としてはどんなに遅く

とも，平成２３年４月２２日頃までをもって賠償対象期間とすることが相当で

ある。 20 

(ｴ) 自主的避難等対象者に対する被告東京電力による賠償額は当該原告らの損

害を慰謝するに足る水準であること 

    前記のとおり，健康被害に及ばない程度の放射線に関する不安感・危惧感に

ついて，「損害」として賠償することを要するかという点の問題もあり得るも

のの，被告東京電力としては，最大限の被害者保護を図るという観点から，本25 

件事故の放射線の作用に基づく直接の健康上の影響はないものの，不安を払拭
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するための措置の費用の填補や不安感に対する慰謝の意味も込めて，自主的避

難等対象区域に居住していた者に１人当たり８万円の支払を行うとともに，４

万円の追加的費用の実費賠償を行っている。また，妊婦及び子供には，それぞ

れ不安感に対する慰謝等の意味を込めて１人４８万円（平成２３年１２月まで

を対象として４０万円及びその後平成２４年８月までを対象として８万円）を5 

支払うとともに，自主的避難を行った場合は，それによる費用相当額として１

人２４万円（平成２３年１２月までを対象として２０万円及びその後平成２４

年８月までを対象として４万円）を支払っている。 

  かかる被告東京電力による賠償額は，以下の事情からして，十分に自主的避

難等対象区域の住民の精神的苦痛を慰謝するに足りるものであり，これを超え10 

る当該原告らに共通する損害の発生は認められない。 

① 遅くとも平成２３年４月２２日までには平穏な生活を送ることができるよ

うになっていたこと 

  自主的避難等対象区域に居住する平均的・一般的な人を基準にみると，遅く

とも平成２３年４月２２日ころまでには，放射性物質の状況について合理的に15 

判断するための情報が十分に提供され，同区域での生活に客観的な危険性が存

しないことが明らかになるとともに，社会活動も正常化したものであり，平穏

な生活を送ることに支障のない状況に至っていたということができる。 

② 屋内退避区域の住民との対比からも十分合理性があること 

  中間指針においては，屋内退避区域の住民に対しては当該指示の期間が約４20 

０日間で１０万円の慰謝料額が定められているところ，自主的避難等対象者に

ついては，政府指示によって屋内退避を余儀なくされた住民の精神的苦痛を上

回る精神的苦痛が生じていると解することは合理的でない。 

  避難指示等の対象とはされていない自主的避難等対象区域においては，本件

事故後の空間線量率の情報（平成２３年４月１日時点で多くは毎時１μＳｖ前25 

後であり，平成２４年４月１日時点で多くは毎時０．２３μＳｖを下回ってい
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る。）に照らしても，放射線被ばくによる客観的な健康リスクにさらされてい

るとは評価できず，そのような科学的な知見は新聞報道等によって本件事故発

生直後の時期から地元紙及び全国紙において継続的に情報提供がなされてい

ると認められ，そのような中で，それでもなお生じる不安や恐怖に基づく日常

生活阻害の精神的苦痛がここでの賠償対象であり，仮にそれが単なる不安感を5 

超えて，具体的な法律上保護される利益に対する侵害を認め得るとしても，そ

の侵害の程度は，屋内退避区域に比して大きいものではない。 

③ 平穏生活侵害に関する裁判例との対比からも十分合理性があること 

  過去の裁判例においても，排ガスなど，有害物質の拡散により健康被害への

不安感が生じ得る，いわゆる生活妨害のケースであっても，平穏生活権の侵害10 

として認容される慰謝料の額は，概ね月額数千円からせいぜい１万円である。 

  これらの事案とは異なり，本件事故に関しては，自主的避難等対象区域での

居住を継続したとしても，中長期的にみても健康被害・健康への悪影響を生じ

る状況はなかったものである。そうである以上，そもそも法的に保護された利

益の侵害が生じたと言えるかどうかという点の問題もあり得るものであるが，15 

仮にこの点を措くとしても，同区域の住民らに生じたと考え得る不安感等を慰

謝するに足りる金額水準は，上記各事案における認定額を大きく下回るものと

考えられる。 

  なお，東京高判平成２８年３月９日（乙Ｃ５６の２）においては，年間１ｍ

Ｓｖ程度の追加被ばくを受けることについて健康への影響が生じることにな20 

るという控訴人の不安を理由とした慰謝料請求が否定されているほか，福岡高

判平成３０年１２月１０日においても，１００ｍＳｖ以下の低線量被ばく

による慰謝料が否定されている（乙Ｃ５９）。 

  そのほかにも，水戸地裁土浦支部判平成５年６月１５日・判時１４６７号

３頁は，ＤＮＡ実験を行う施設について「原告らが主張する生命，身体の安25 

全性の意識はその内容が極めて抽象的かつ曖昧といわざるを得ないうえ，
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一般に精神的被害として慰謝料をもって償われるべきものとされる現実の

精神的苦痛や恐怖心などとは異なり，漠然とした懸念，不安感，或いはせい

ぜい危惧感という程度の心理的負担ないし感情であって，差し迫ったもの

とは認められないので，これをもって法律上保護されるべき利益というこ

とはできず，仮に，原告らがその主張するような安全性の意識を侵害された5 

と感ずることがあるとしても，法的には原告らの主観的感情が害されたと

いう以上にその権利ないし法律上保護に値する利益が侵害されたものとは

認められない。」と慰謝料請求の基礎になる「損害」とならないとしている。

当該事案において原告らに生じたとされる「漠然とした懸念，不安感，或い

はせいぜい危惧感という程度の心理的負担ないし感情」は，健康に影響はな10 

く，避難の必要はないことが広く情報提供されている中で，本件事故によっ

て自主的避難等対象区域の住民に生じ得た不安感等と同様のものであり，

当該裁判例との対比からしても，少なくとも被告東京電力による賠償額を

超える慰謝料が認められるものではない。 

③ 妊婦・子供がいる場合は特別の配慮をしていること 15 

  自主的避難等対象区域における本件事故の放射線の作用により，中長期

的にみても健康被害・健康への悪影響を生じるものでもないが，妊婦・子供

がいる世帯においては，放射線被ばくに対する不安が大きいものとなると

考えられることを踏まえ，妊婦・子供に対しては，より多額の賠償を行うこ

ととしている。 20 

  被告東京電力は，最大限の被害者保護を図るという観点から，本件放射線

作用による健康上の影響はないものの，不安を払拭するための措置の費用

の填補や不安感に対する慰謝の意味も込めて支払いをしており，特に妊婦・

子供がいる世帯においては，放射線被ばくに対する不安が大きい場合があ

り得ることを踏まえ，妊婦や子供各１人当たり，精神的損害と生活費の増加25 

費用等を一括した一定額として，平成２３年分として４０万円及び平成２
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４年１月から同年８月までに相当する分として８万円の合計４８万円を支

払うとともに，妊婦・子供のうち実際に自主的避難を実行した者に対して

は，追加的費用として平成２３年分２０万円及び平成２４年１月から同年

８月までに相当する分４万円の合計２４万円を支払っている。 

  これにより，世帯の中で子供１人当たり７２万円，子供２人であれば１４5 

４万円の賠償が行われるものであり，親子４人の世帯を想定すれば，世帯当

たりで１６０万円余りが支払われているのであって，世帯内に妊婦・子供が

いることによる精神的苦痛や実費の支出分については十分に填補されるも

のであり，大人個人に対する１人当たりの精神的損害の賠償額として８万

円という額も決して低いものではない。 10 

④ 小括 

  以上のとおり，自主的避難等対象区域の住民であった原告らについて，本

件事故の放射線の作用の状況に照らしてみれば，（「損害」自体の存在にも疑

義はあるものの，少なくともなにがしかの「損害」が存在するものとしても）

被告東京電力による賠償額は身体障害を伴わない生活阻害に係る他の裁判15 

事例における慰謝料認容水準に照らしても十分な額の賠償を行うものであ

ることが明らかであり，これを超える精神的損害が当該原告らに共通する

損害として認められるとは到底解することができないから，被告東京電力

による賠償額を超える原告らの請求には理由がない。 

(ｵ) 自然環境，社会環境等への影響 20 

  原告らは，本件事故による自然環境や社会・経済活動等のいわき市社会全体

への影響が継続し続けているなどと主張する。 

  しかしながら，既に主張したとおり，一般人・平均人を基準として，本件事

故による相当程度の不安や恐怖によって日常生活が相当程度に阻害され，これ

により原告らの法律上保護される利益である平穏生活利益に対する侵害が生25 

じて慰謝料を基礎付け得ると解される状況については，遅くとも平成２３年４
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月２２日ころまでには解消されているべきである。 

  その後の状況を検討しても，平成２３年４月から同年１０月頃までに原子力

災害対策本部や文部科学省による環境モニタリングとその実施等に基づく空

間放射線量や土壌汚染の状況等に関する情報の収集・開示・周知が適切に行わ

れており，現在まで継続している。このような行政の施策に関しては多くの新5 

聞報道等がされており，さらなる不安除去のための試みが行われているものと

評価されるべきであり，そのような取り組みが継続されていることをもって，

原告らの法律上保護される平穏生活利益に対する侵害が継続しているとは評

価できない。 

  また，本件原発に関して原子炉の安定的冷却がされていること，本件原発の10 

廃炉に向けた取組みも示されたこと，緊急避難準備区域の解除，警戒区域及び

避難指示区域の見直し（縮小）も順調に進んでいること，モニタリングポストに

おける空間放射線量も健康被害のリスクがない数値で安定していることなど

が認められ，かつ，そのことの報道等も多数されていることからしても，本件

事故自体の社会的影響が全くなくなったわけではないとしても，平成２３年４15 

月２２日頃以降，本件事故の状況は安定，収束へと向かっているのであり，一

般人・平均人を基準として，本件事故の放射線の作用による原告らに対して賠

償すべき具体的被害が継続していたとは評し得ない。 

  他方，原告らが主張するような，土壌汚染，汚染水などの状況，食品などの

各種汚染などに関しては，土壌汚染に関しては，放射性物質それ自体と言うよ20 

り結局健康に影響を及ぼす尺度となるべき空間放射線量の問題であるところ，

いわき市内の空間放射線量の状況は健康に影響を及ぼすものではなく，本件事

故直後より，社会活動や生活などを問題なく行うことが可能な状態にあった。

また，本件原発周辺海域の放射性物質の状況を見ても本件原発付近港湾付近で

は放射性物質の検出限界値未満のレベルに至っており，沖合での測定結果も同25 

様であって，海水モニタリングの結果からしてもＷＨＯの飲料水ガイドライン
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の基準値を下回っているなど，原告らの法律上保護される利益を侵害する状況

には至っていない。 

  また，本件事故後に流通している食料品などは，安全性が確保された上で提

供されている。除染も必要な範囲で適切に行われている。 

  なお，本件事故後のいわき市内の空間放射線量の状況及びその推移からすれ5 

ば，本件事故由来の放射性物質が同市内に存するとしても，そのことによって

いわき市の住民である原告らの健康に影響が及ぶ状況にはなく，そのことにつ

いては新聞報道等によって広く情報提供がなされて周知されており，平成２３

年４月６日からはいわき市内で小中学校も開校している実情にあることなど

から，放射性物質の存在を理由に，平成２３年４月２２日ころ以降も，原告ら10 

の法律上保護される利益に対する客観的な侵害が継続しているかのようにい

う原告らの主張には理由がない。その他の原告らが主張する精神的苦痛も，一

般人・平均人を基準として，本件事故の放射線の作用と相当因果関係のある賠

償すべき損害に当たるのではなく，賠償されるべき精神的苦痛については前述

のとおり被告東電が賠償している損害額において考慮されて賠償されている15 

から，これを超える原告らの請求には理由がない。 

  なお，原告らが指摘する子供の甲状腺がんなどの発生については，科学的知

見に基づき，本件事故によって生じたものと評価される状況にはなく，甲状腺

がんに関する報道がなされることによって，原告らの法律上保護される利益に

対する侵害が生じているとも，慰謝料請求権が基礎付けられるとも解し得ない。 20 

(ｶ) 原告らが主張する本件事故による精神的ストレス等 

  原告らは，本件事故のような原子力災害による精神的ストレス，苦痛は特異

なものであるなどと主張する。 

  しかしながら，個々人の不安感やリスク感はまさに個々人により異なるもの

であり，直感的に危険を感じるとしても，問題がないとする情報の分析などに25 

より不安感のみで行動するようなものではなく，不安の感じ方は人それぞれで
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ある。それゆえにこそ，一般通常人を基準に社会通念に従い賠償すべき被害と

いえるかどうかが問題となるが，結局，個々人の感じ方つまり主観による漠然

とした危惧，不安などは法的利益には当たらず，賠償されるべき被害・損害と

はいえない。また，原告らが主張する不安，ストレスをもたらす多数の因子も，

上記のとおり，個々人の主観の問題であって，賠償されるべき被害・損害とは5 

いえない。上記(ｱ)，(ｲ)で主張したとおり，政府，地方自治体などによる健康

リスクへの説明や各種の施策，実際上も問題がないなどといった報道等がなさ

れており，原告らが不安を感じることがあるとしても，同時にこれを十分打ち

消すに足りる情報提供がなされており，そのような中でも，被告東京電力によ

る賠償額は，原告らの感じる主観的な不安を最大限評価して，これを慰謝する10 

に足る額として賠償されているものである。福島県が推計・公表している人口

データによれば，現にいわき市民の大多数の１８歳未満の人口は自主的避難を

選択しておらず，一般人・平均人を基準として，被告東京電力による賠償額を

超える損害が発生しているとは評価し得ない。 

(ｷ) その他の被害 15 

  その他の被害に関する原告らの主張も争う。なお，原告らが各精神的苦痛の

根拠として主張する事情のうち，いわき市の産業への打撃といった経済的損害

については，本来別個の損害として構成できるものであり，しかもそれについ

ては，被告東電が個々の被害者に対して風評被害の賠償等において別途相当な

範囲で適切に賠償することとしているのであり，そうすると，上記経済的損害20 

の発生については，本件訴訟の慰謝料の算定の中で斟酌されるべきではない。 

ウ 低線量の放射線被ばくの健康リスク等 

(ｱ) 放射線量の状況に照らし，健康被害のリスクはないこと 

  本件事故後のいわき市内の空間放射線量の状況については，政府による避難

指示の基準である年間２０ｍＳｖ（時間換算３．８ｍＳｖ）を大きく下回る状25 

況にあり，かつ，時間の経過とともに大幅に低減している。 
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  この点，ＷＧ報告書の中で，国際的な合意としては，放射線による発がんの

リスクは，年間１００ｍＳｖ以下では明らかな増加を証明できず，年間２０m

Ｓｖ（時間換算値毎時３．８μＳｖ）以下の被ばくについても，喫煙，肥満，

野菜不足などの他の要因によるリスクと比較しても低いとされている。また，

低線量被ばくのリスクを多人数の集団線量に適用して死亡者数等の予測に用5 

いることは不適切である（例えば，１００ｍＳｖの被ばくしたことにより発がんによ

る生涯死亡のリスクが０．５％増加するからといって，１０万人に０．５％を乗じて５０

０人ががんにり患する者が増加するという趣旨ではない。）と指摘されている。 

  この点，ＩＣＲＰの緊急時被ばくに関する見解（乙Ａ４２）も同様であって，

文部科学省においても年間２０ｍＳｖ以下では学校の校舎・校庭の利用の観点10 

から支障はないとされている。 

  いわき市内の空間放射線率は年間２０ｍＳｖを大きく下回る水準で推移し

ており，原告らが本件事故後にいわき市に内に滞在することによって，本件事

故の放射線の作用によって原告らの健康に影響を及ぼすような状況は生じて

いない。 15 

(ｲ) 被ばく線量 

  外部被ばくのおそれに関しては，福島県が実施している全県調査において，

いわき地区の９９％以上が年間１ｍＳｖ未満となっており，健康に影響を及ぼ

す値ではない。 

  内部被ばくによる健康被害のおそれも生じておらず，福島県において実施さ20 

れているホールボディカウンターによる測定では，６６０８人のうち９９％以

上の人がセシウム１３４及びセシウム１３７による預託実効線量（体内に取り込

まれた放射性物質から受けると考えられる内部被ばくについて，成人で５０年間，子供で

７０歳までの線量を合計したもの）が年間１ｍＳｖ未満にとどまり，最大でも年間

３．５ｍＳｖにとどまっている。 25 

  また，ヨウ素１３１の影響についても，ヨウ素１３１の本件事故による放出
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量は，チェルノブイリ原発事故の８．９％にとどまる。チェルノブイリ原発事

故における小児甲状腺がんの増加の原因は，放射性ヨウ素に汚染された牛乳の

摂取によるものであり，本件事故の環境中の影響によって大量の放射性ヨウ素

を摂取することは考えられない。現に，いわき市内９か所における水道水の全

てで放射性ヨウ素が検出されていないと確認されている。 5 

  上記被ばくの検査の結果を踏まえると，本件事故後にいわき市内に滞在した

としても，その被ばく量は，年間２０ｍＳｖという基準を大きく下回るもので

ある。なお，甲状腺検査において，のう胞，結節，がんの発見率の増加はみら

れるが，検査の増加による高い検出効率によるものと見込まれ，本件事故の影

響を受けていない地域と同様の手法による検査を行った結果と比較して，その10 

発見率の増加が本件事故による放射線被ばくの影響とは考えにくいと示唆さ

れている。 

(ｳ) 被ばくによる精神的被害の不存在 

  上記(ｱ)，(ｲ)に照らせば，原告らが受けた放射線被ばくは，年間２０ｍＳｖ

の水準を大きく下回るものであり，かかる放射線被ばくによる健康リスクのお15 

それは認められず，社会通念上，かかる被ばくを受けたことそれ自体による損

害は生じておらず，かかる被ばくを受けたことそれ自体により慰謝料請求権が

生ずるものではない。 

エ 被告東電による相当な賠償の事実とこれを超える損害の発生がないこと 

(ｱ) 中間指針等の考え方 20 

  中間指針等は，法令そのものではないが，複数の法律専門家（学者，実務家）

から構成される原陪審が，損害賠償の一般法理の観点から，他事案における多

数の裁判例を検討した上で，審議を重ねて，迅速に公平かつ合理的な賠償を実

現できるように定めた指針であり，その内容は合理的であるから，賠償額の算

定に当たっては尊重されるべき基準である。 25 

  また，原告らは，本件事故当時に旧屋内退避区域に居住していた原告らに対
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する慰謝料額について，中間指針が何の根拠もなく自賠責の基準を用いたなど

と論難するが，身体障害を伴わない本件事故による精神的損害の賠償額を定め

るに当たり，身体障害を前提とする自賠責の基準を参考にすることは，被害者

の保護を十分に斟酌するものである上，これまでの身体傷害を伴わない公害等

の慰謝料の事案に係る裁判例をみても，月額１０万円を超えるようなものはな5 

く，原告らの主張には理由がない。 

(ｲ) 本件事故時に旧屋内退避区域に居住していた原告らについて 

  被告東電は，中間指針や公表賠償基準を踏まえて，旧屋内退避区域の各原告

に対し，原則として，平成２３年３月から同年９月までの７か月間について一

人月額１０万円，合計７０万円を包括慰謝料として支払っているほか，自主的10 

避難等対象区域に避難をした各原告に対しては，後記(ｳ)の自主的避難等対象

区域への滞在に伴う包括慰謝料及び追加的費用についても重ねて支払ってい

る。その詳細は，別紙「弁済一覧」（被告東電準備書面(29)の別紙）のとおり

である。 

(ｳ) 本件事故時に自主的避難等対象区域に居住していた原告らについて 15 

  被告東電は，中間指針追補や公表賠償基準を踏まえて，本件事故時に自主的

避難等対象区域に居住していた原告のうち，本件事故時に子供や妊婦であった

原告ら各人に対し，原則として，平成２３年分４０万円及び平成２４年１月か

ら同年８月までの分８万円の合計４８万円の包括慰謝料（生活費増加分なども含

めた包括慰謝料）及び追加的費用４万円の各賠償をしている。また，これらの原20 

告のうち，自主的避難をした者に対しては，追加的費用分として一人当たり合

計２０万円の各支払をしている。その詳細は，別紙「弁済一覧」のとおりであ

る。 

   また，被告東電は，中間指針追補や公表賠償基準を踏まえて，本件事故時に

自主的避難等対象区域に居住していた子供及び妊婦以外の大人に対しては，原25 

則として，一人当たり８万円の包括慰謝料及び追加的費用４万円の合計１２万
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円を支払っている。確かに，ＡＤＲ手続において慰謝料額８万円のうち，４万

円を実費分とし，残りの４万円を慰謝料として支払っていた取り扱い例もあっ

たが，それは，あくまでもＡＤＲ手続における原子力損害賠償紛争解決センタ

ーの内部的な取扱いによるものである。また，被告東電は追加的費用として別

途４万円の支払をしており，原告らが個別に生活費増加分等に係る財産的損害5 

の主張立証をしない限り，包括慰謝料８万円及び追加的費用である４万円の合

計額である１２万円はその全額を精神的苦痛に対する損害金の支払とされる

べきである。その詳細は，別紙「弁済一覧」のとおりである。 

(ｴ) その他の原告らについて 

  旧屋内退避区域及び自主的避難等対象区域以外の区域である被告東京電力10 

の自主賠償基準の対象区域（福島県県南地域及び宮城県丸森町）及び区域外に

本件事故時に居住していたとされる原告らについては，居住地の本件原発から

の距離や避難指示区域との近接性等の地理的状況や空間放射線量の状況など

からして，本件放射線作用によって法律上保護される利益が侵害される状況に

あったとは解し得ない。 15 

  ただし，本件事故時に，被告東京電力の自主賠償基準の対象区域に居住して

いたとされる原告番号２１８８に対しては，別紙「弁済一覧」のとおり，本件

事故時に自主的避難等対象区域に居住していた子供及び妊婦以外の大人とし

て，８万円の包括慰謝料及び４万円の追加的費用を支払っている。 

(ｵ) 原告らが主張する継続的損害について 20 

  既に主張したとおり，本件事故それ自体は収束したと評価でき，原告らが主

張する低線量被ばくなどの危険も医学上のエビデンスを欠くものであって，原

告らが求める原状回復措置等が講じられるまでの間に原告らに賠償すべき被

害が発生し続けているなどと評価することはできない。 

(ｶ) まとめ 25 

  以上のとおり，被告東電は，原告らを含む屋内退避区域及び自主的避難等対



 

320 

 

象者に対する精神的損害について，必要かつ相当な賠償を実施しており，これ

を超える損害の発生はない。 

(3) 被告国の主張 

ア 被告国による避難等の指示等に基づく避難指示等対象区域 

(ｱ) 中間指針を提示した平成２３年８月５日の時点で，被告国による避難等の5 

指示等があった後記ａないしｆの対象区域(後記ｅの地点も含む。)は，以下

のとおりであった。 

ａ 避難区域 

  避難区域とは，被告国が，原災法に基づき，各地方公共団体の長に対して

住民の避難を指示した区域であり，本件原発から半径２０ｋｍ圏内，福島第10 

二発電所から半径１０ｋｍ圏内の区域である。なお，平成２３年４月２１日

に，福島第二発電所の半径１０ｋｍ圏内から半径８ｋｍ圏内に縮小したほ

か，同月２２日には，本件原発の半径２０ｋｍ圏内を「警戒区域」としても

設定している。 

ｂ 屋内退避区域 15 

  屋内退避区域とは，被告国が，原災法に基づき，各地方公共団体の長に

対し，住民の屋内退避を指示した区域であり，本件原発から半径２０ｋｍ

から３０ｋｍ圏内の区域である。なお，平成２３年４月２２日，後記ｃの

計画的避難区域及び後記ｄの緊急時避難準備区域の指定に伴い，この区域

指定が解除されている。 20 

ｃ 計画的避難区域 

  計画的避難区域とは，被告国が，原災法に基づき，各地方公共団体の長に

対し，計画的な避難を指示した本件原発から半径２０ｋｍ以遠の周辺地域の

うち，事故発生から１年内に積算線量が２０ミリシーベルトに達するおそれ

のある区域であり，おおむね１か月程度の間に，同区域外に計画的に避難す25 

ることが求められる地域である。 



 

321 

 

ｄ 緊急時避難準備区域 

  緊急時避難準備区域とは，被告国が，原災法に基づき，各地方公共団体の

長に対し，緊急時の避難又は屋内避難が可能な準備を指示した区域であり，

本件原発から半径２０ｋｍ以上３０ｋｍ圏内の区域から計画的避難区域を

除いた区域のうち，常に，緊急時に避難のための立退き又は屋内への退避が5 

可能な準備をすることが求められ，引き続き自主避難をすること，及び，特

に子供，妊婦，要介護者，入院患者等は立ち入らないこと等が求められる区

域である。 

ｅ 特定避難勧奨地点 

  特定避難勧奨地点とは，被告国が，住居単位で認定し，その住民に対して10 

注意喚起，自主避難の支援・促進を行う地点であり，計画的避難区域及び警

戒区域以外の場所であって，地域的な広がりが見られない，本件原発事故発

生から１年間の積算線量が２０ミリシーベルトを超えると推定される空間

線量率が続いている地点であり，被告国が住居単位で設定した上，そこに居

住する住民に対する注意喚起，自主避難の支援，促進を行うことを表明した15 

地点である。 

ｆ 南相馬市が住民に一時避難を要請した区域 

  南相馬市は，独自の判断により，同市内に居住する住民に対し，一時避難

を要請したが，地方公共団体が住民に一時避難を要請した区域とは，このう

ち同市全域から前記 aないし dの区域を除いた区域を指す。 20 

(ｲ) その後の避難指示等対象区域の見直し 

  緊急時避難準備区域(前記(ｱ)のｄ)は，平成２３年９月３０日をもって解除

された。 

  その後，避難区域(前記(ｱ)のａ)及び計画的避難区域(同ｃ))の見直しが行わ

れ，平成２５年８月には，両区域のすべての見直しが完了し，両区域は，以下25 

のとおり，新たな３つの対象区域となった。 
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  なお，避難指示等対象区域の見直しに併せて，警戒区域は解除された。 

  また，特定避難勧奨地点(前記(ｱ)のｅ)は，平成２６年１２月２８日までに

すべて解除された。 

ａ 帰還困難区域 

  帰還困難区域とは，長期間，具体的には事故後６年間を経過してもなお，5 

年間積算線量が２０ミリシーベルトを下回らないおそれのある，平成２４年

３月時点で年間積算線量が５０ミリシーベルト超の地域であり，将来にわた

って居住を制限することを原則に，区域境界において，バリケードなど物理

的な防護措置を実施するなどして，住民に対して避難の徹底を求めている区

域である。 10 

ｂ 居住制限区域 

  居住制限区域とは，平成２４年３月時点の年間積算線量が２０ミリシーベ

ルトを超えるおそれがあり，住民の被ばく線量を低減する観点から引き続き

避難を継続することを求める地域であり，例外的に，住民の一時帰宅(ただ

し，宿泊は禁止)，通過交通，公共目的の立入り(インフラ復旧，防災目的な15 

ど)などを認めている区域である。 

ｃ 避難指示解除準備区域について 

  避難指示解除準備区域とは，年間積算線量２０ミリシーベルト以下となる

ことが確実であることが確認された地域であり，当面の間は，引き続き避難

指示を継続するが，主要道路における通過交通，住民の一時帰宅(ただし，宿20 

泊は禁止)，公益目的の立入りなどを柔軟に認めている区域である。 

 (ｳ) 居住制限区域，避難指示解除準備区域の解除 

  前記(ｲ)の見直しに当たって，避難指示を解除する要件を，「①空間線量率で

推定された年間積算線量が２０ミリシーベルト以下になることが確実である

こと」，「②電気，ガス，上下水道，主要交通網，通信など日常生活に必須な25 

インフラや医療・介護・郵便などの生活関連サービスが概ね復旧すること，子
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どもの生活環境を中心とする除染作業が十分に進捗すること」，「③県，市町

村，住民との十分な協議」とすることとされた。これを受け，前記の３つの要

件を満たしたとして，平成２８年６月１２日，葛尾村の居住制限区域及び避難

指示解除準備区域，同月１４日，川内村の避難指示解除準備区域，同年７月１

２日，南相馬市の居住制限区域及び避難指示解除準備区域がそれぞれ解除され5 

ている。このほか，平成２９年３月３１日をもって，飯舘村及び川俣町の居住

制限区域及び避難指示解除準備区域，同年４月１日，富岡町の居住制限区域及

び避難指示解除準備区域，平成３１年４月１０日，大熊町の一部の居住制限区

域及び避難指示解除準備区域，令和２年３月４日，同月５日及び同月１０日に，

双葉町の避難指示解除準備区域並びに双葉町，大熊町及び富岡町の帰還困難区10 

域の一部がそれぞれ解除されている。 

(ｴ) 被告国が定めた避難指示区域等の設定基準に合理性があること 

  前記(ｱ)及び(ｲ)でみたように，被告国は，本件事故後，年間積算線量２０ミ

リシーベルトをもって，避難指示区域等を指定したり，解除したりする基準と

しているが，これは，ＩＣＲＰ２００７年勧告の緊急時被ばく状況の参考レベ15 

ルである２０～１００ミリシーベルトの下限値を適用することが適切との原

子力安全委員会の判断を踏まえて決定した基準であって，合理性を有する。 

  この点，佐々木ほか連名意見書も，被告国が年間２０ミリシーベルトをもっ

て避難指示・避難指示解除の基準としていることが合理的であることを裏付け

ている。また，本件事故当時，福島県南相馬市の旧緊急時避難準備区域に居住20 

し，本件事故により，平成２３年３月１１日に避難し，同年８月上旬に帰還し

た原告が，被告東電に対して，慰謝料１１８３万６０００円の支払いを求めた

事案において，原告が本件事故によって被った精神的損害についての慰謝料額

は，中間指針等を踏まえた精神的損害の賠償額である１８４万円(既払い)を超

えるとは認められないとして，その請求を棄却した東京地裁平成２７年６月２25 

９日判決は，「科学的知見等に照らせば，年間２０ミリシーベルトの被ばくで
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すら，それが健康に被害を与えることを直ちに認め得るものではなく，年間１

ミリシーベルトの追加被ばくが健康に影響を及ぼすと認めることはできない」

と判示しており，これも年間２０ミリシーベルトを避難等の基準としているこ

との合理性を裏付けるものである。 

イ 中間指針等で示された精神的損害の内容 5 

  被告国は，前記アで行った区域設定を前提に，原賠法に基づき被告東電が賠

償を行うに当たり原子力損害の範囲に関する考え方を示した中間指針及び中

間指針２次追補において，避難指示等対象区域内(前記アの(ｱ)のｆを除く。)

の者について，自動車損害賠償責任保険における慰謝料や民事交通事故訴訟損

害賠償額算定基準による期間経過に伴う慰謝料の変動状況を参考にした上，大10 

きな精神的苦痛を被ったことなども考慮し，損害額の基準を示した。すなわち，

本件原発事故から６か月間(第１期)は一人月額１０万円(避難所等において避

難生活をした期間は一人月額１２万円)，その後の避難指示区域見直しの時点

まで(第２期)は一人月額５万円，その後の終期まで(第３期)は避難指示解除準

備区域，居住制限区域に設定された地域は一人月額１０万円，帰還困難区域に15 

設定された地域については一人６００万円を目安とした。 

  また，前記の損害算定期間の終期について，中間指針等では，①避難指示区

域については，解除等から１年間を当面の目安とする，②平成２３年９月に区

域指定が解除された緊急時避難準備区域については，支払終期は平成２４年８

月末までを目安とする，③特定避難勧奨地点については，避難指示等の解除後20 

３か月間を当面の目安とするとされており，相当期間経過後に「特段の事情が

ある場合」については，個別具体的な事情に応じて柔軟に判断することが適当

であるとされていた。 

  加えて，被告国は，中間指針第四次追補において，長年住み慣れた住居及び

地域が見通しのつかない長期間にわたって帰還不能となり，そこでの生活の断25 

念を余儀なくされた精神的苦痛等による損害に対する賠償金額の基準を示し
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た。すなわち，①帰還困難区域又は大熊町若しくは双葉町の居住制限区域若し

くは避難指示解除準備区域については，中間指針２次追補で示した一人６００

万円に１０００万円を加算し，６００万円を月額に換算した場合の将来分(平

成２６年３月以降)の合計額(ただし，通常の範囲の生活費の増加費用を除く。)

を控除した金額，それ以外の地域については，引き続き一人月額１０万円を目5 

安とした。 

  また，被告国は，避難指示等対象区域以外の，放射線量が２０ミリシーベル

トを下回る区域においても，本件原発からの距離，避難指示等対象区域との近

接性，被告国や地方公共団体から発表された放射線量に関する情報，居住する

市町村の自主的避難の状況等の要素を総合的に勘案し，一般人が放射線被ばく10 

への恐怖や不安を抱くこともあると考えられることを踏まえ，損害賠償の対象

とすることとし，その金額の基準を示した。すなわち，自主的避難等対象区域

の者についても，中間指針追補において，具体的損害額を，身体的損害を伴わ

ない裁判例等を参考にしつつ，子供及び妊婦の場合の同伴者や保護者分も含め

た生活費の増加費用等を一定程度勘案し，自主的避難等対象者の本件原発事故15 

発生当初の時期の損害として一人８万円を目安とした(ただし，子ども及び妊

婦については，本件原発事故発生から平成２３年１２月末までの損害として一

人４０万円を目安とした。)。 

ウ 健康影響のリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考え

られるような低線量被ばくに対する不安感についての賠償の考え方 20 

(ｱ) 慰謝料の支払が必要な程度の精神的苦痛についての考え方 

  国賠法１条１項は，「違法」に他人に損害を加えたことを要件としていると

ころ，公権力の行使は本質的に権利侵害を伴うものが多いことから，国賠法１

条１項における違法性と，民法７０９条の適用上考慮される違法性とを全て同

列に論じることはできない。しかし，国賠法１条１項における違法性を判断す25 

るに当たっても，被侵害利益の種類・性質，損害の重大性は重要であって，一
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般不法行為において，受忍限度論が妥当するような軽微な損害については，国

賠法においても責任が認められるべきでないのは当然のことである。本件は，

「公権力の行使」に必然的に伴うような内在的な権利侵害が「損害」として問

題となっているわけではないが，「公権力の行使」の前後で何らかの事実状態

の差が生じ，一般人を基準として「不利益」と評価されるものであるとしても，5 

これが直ちに賠償の対象となる「損害」と評価されるものではない。 

(ｲ) 健康影響のリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考え

られる事象に対する単なる不安感は，直ちに賠償の対象とすべきではないこ

と 

  そこで，健康影響のリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さい10 

と考えられる事象に対する不安感について検討すると，一般に，生命・身体へ

向けられた加害行為による精神的苦痛は，傷病等の身体的被害の結果が大きく

なるにつれて増大すると考えられるところ，前記のような不安感によって生じ

る精神的苦痛は，肉体的な痛みを伴わないことはもとより，健康影響へのリス

クが，日常生活上の他の要因によるリスクと同程度ないしそれより小さいと考15 

えられることから，その苦痛の程度も軽微なものということができる。 

  特に，現代社会においては，情報化社会の名の下，様々な情報が溢れている

が，健康に関連する情報についても同様であって，根拠が薄弱ないし不明確な

情報も少なくない。そうすると，不安感が科学的，合理的根拠に欠けるもので

あれば，実際に感じる不安感がいかに大きいものであったとしても，それは，20 

単なる主観的な不安にとどまるのであって，直ちに損害賠償の対象となるもの

ではない。 

  そもそも，誰もが放射線を被ばくしながら日常生活を送っているにもかかわ

らず，このような被ばくやそのリスクをそれぞれ意識しながら毎日を送ってい

るわけではない。これは，裏を返せば，日常生活上も受けるような被ばくにつ25 

いては，金銭賠償を伴うような場面とはいえないということを意味する。さら
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に，地域差はあるが，自然の中でも一定の放射線は存在し，比較的高線量の地

域も存するが，そのような地域から避難するとか，立ち入らないように意識し

ながら生活するということは行われていない。 

  放射線被ばくと同様に発がんなどのリスクが問題とされている化学物質に

ついてみると，放射線と同様，自然界にも一定の化学物質は存在する上，排気5 

排ガス，食品や化粧品の添加物等，身近に化学物質が溢れ，自家用車に乗るこ

とによって排気ガスを産生する等，個人が多かれ少なかれ化学物質の産生に寄

与している現代社会において，健康被害やこれに対する有意なリスクを伴わな

い限り，ある者が何らかの不安を抱くことはあっても，これが賠償の対象にな

るとは考えられていない。 10 

  以上によれば，低線量被ばくの健康影響のリスクは，他の要因による影響に

隠れてしまうほど小さいと考えられる事象に対する不安感が生じたとしても，

それは科学的根拠を欠く極めて主観的なものというべきであり，直ちに賠償の

対象とされるべきようなものではないというべきである。 

(ｳ) 裁判例においても，単なる漠然とした不安感は直ちに賠償の対象とはされ15 

ていないこと 

ａ 裁判例は客観的根拠ないし科学的根拠を伴わない主観的利益について損

害賠償責任を認めることに消極的であること 

(a) 「平穏生活権」として主観的利益侵害が問題とされるようになったこと 

  人権意識の高揚に伴い，従来不法行為法上保護されてきた人格的利益とは20 

異なる利益の侵害についても，裁判で争われるようになり，その中で，「平

穏生活権」として，様々な主観的利益の侵害が問題となった。「平穏生活権」

の内容は多岐にわたるが，公害，生活妨害の分野についてみると，廃棄物処

分場の設置や操業の差止めが求められた事案において，一般通常人の感覚に

照らして飲用・生活用に供するのを適当とする水を確保する利益があるとし25 

て，これらの権利が将来侵害されるべき事態に置かれた者に差止請求権が生
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じるなどとした裁判例が現れた(仙台地裁平成４年２月２８日判決・判例時

報１４２９号１０９ページ，熊本地裁平成７年１０月３１日決定・判例時報

１５６９号１０１ページ等)。 

(b) 裁判例は，生命・身体に対する危険について侵害を認めるには，少なくと

も，危険の現実化する客観的な蓋然性を求めていること 5 

  しかしながら，一般通常人の感覚を理由に差止請求を認める前記のような

考え方は，一般化せず，かえって，水戸地方裁判所土浦支部平成５年６月１

５日判決(判例時報１４６７号３ページ)は，研究施設の近隣住民らが，遺伝

子組換えＤＮＡ実験により，その生命，身体に回復しがたい重大な被害を受

ける危険性があり，そのため，現在，平穏で安全な生活を営む権利や生命，10 

身体に対する安全性の意識が侵害されているなどとして，不法行為及び人格

権侵害に基づき，当該研究施設における，遺伝子組換えＤＮＡ実験等の差止

めを請求するとともに，不法行為に基づく損害賠償請求をした事案におい

て，平穏生活権又は人格権の侵害は，それが客観的に違法といえる程度に重

大で，社会生活上，通常人が一般に受忍すべき限度を超えたものであること15 

を要し，その前提である生命，身体の侵害は既に発生しているか，いまだ発

生していなければ，これが発生することの客観的な蓋然性がなければならな

いとした上で，このような蓋然性が認められない以上，住民らの主張すると

ころは，被害発生の抽象的な可能性であり，これから住民らの意識を媒介に

して主観的な不安感が生じ，平穏で安全な生活を営む権利が侵害されている20 

と主張しているものであって，更に利益衡量をするまでもなく，一般に受忍

すべき限度を超えた平穏生活権あるいは人格権の侵害とはいえないとして，

差止請求を棄却し，住民らの生命，身体に対する安全性の意識の侵害につい

てみても，住民らの主観的感情が害されたという以上に法律上保護に値する

利益が侵害されたとは認められないとして，損害賠償請求も棄却した。また，25 

東京地方裁判所平成９年４月２３日判決(判例時報１６５１号３９ページ)
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は，厚生大臣の食品の成分規格の規定及び食品添加物の指定により残留農薬

基準が緩やかになった結果，身体の安全・健康への不安に脅かされることな

く平穏に生活する権利(健康権)が侵害されたとして，国家賠償請求をした事

案において，「人の生命，身体及び健康が法的に保護されるべき利益である

ことはいうまでもなく，(引用者略)，そのような人格的な利益は，これを健5 

康権という独立の権利ととらえることはできないとしても，不法行為法上も

保護されるべき法的利益であることは異論のないところといえよう。」とし

た上で，「恐怖感とか不安感なるものは，個人の内心の感情であり，その発

生，程度等は人により千差万別であるから，単に他人の行為によって不安等

を感じたからというだけで，これを全て不法行為法上賠償の対象となる損害10 

とすることが妥当でないことはいうまでもなく，したがって，原告らの主張

する不安等が，(引用者略)単なる主観的な危惧や懸念にとどまらず，近い将

来，現実に生命，身体及び健康が害される蓋然性が高く，その危険が客観的

に予測されることにより，健康等に対する不安に脅かされるという場合に

は，その不安等の気持ちは，もはや社会通念上甘受すべき限度を超えるもの15 

というべきであり，人の内心の静穏な感情を害されない利益を侵害されたも

のとして，損害賠償の対象となると解するのが相当である。」と判示し，不

安感等を理由とした損害賠償を認めるためには，危険の現実化する客観的な

蓋然性が必要であって，漠然とした恐怖感や不安感という程度では足りない

としており，これも前記水戸地裁土浦支部の判示と軌を一にするものであ20 

る。その後，他の裁判例においても，これらと同様の判断がなされている(東

京地裁平成１３年３月２７日判決・判例時報１７６７号５１ページ，その控

訴審である東京高裁平成１５年９月２９日判決・訟務月報５１巻５号１１５

４ページ参照)。 

  このように，裁判例は，生命・身体に対する危険について侵害を認める上25 

で，少なくとも，危険の現実化する客観的な蓋然性を求める傾向にあるとい
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える。 

(c) 最高裁も，人格権や法的保護に値する利益について客観性を求めているこ

と 

  事案は異なるが，最高裁判所は，葬儀場の様子が居宅から見えることによ

って，近隣住民が強いストレスを感じているとしても，これは専ら近隣住民5 

の主観的な不快感にとどまり，社会生活上受忍すべき限度を超えて近隣住民

の平穏に日常生活を送るという利益を侵害しているということはできない

として，葬儀場の営業を行う業者について，目隠しを設置する義務や不法行

為責任を否定している(最高裁平成２２年６月２９日第三小法廷判決・集民

２３４号１５９ページ)。また，最高裁判所平成１８年３月３０日第一小法10 

廷判決(民集６０巻３号９４８ページ。いわゆる国立景観訴訟)は，従来主観

的利益とされてきた景観利益の侵害に関し，都市の景観が，一定の場合には

客観的価値を有するとした上で，かかる良好な景観が有する客観的な価値の

侵害に密接な利害関係を有する者が当該良好な景観の恵沢を享受する利益

は，法律上保護に値するものとした(もっとも，最高裁は，このような景観利15 

益の内容は私法上の権利といい得るような明確な実体を有するものとは認

められず，景観利益を超えて「景観権」という権利性を有するものを認める

ことはできず，ある行為が景観利益に対する違法な侵害に当たるといえるた

めには，少なくとも，その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制に違反する

ものであったり，公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど，侵20 

害行為の態様や程度の面において社会的に容認された行為としての相当性

を欠くことが求められ，当該事案においては，景観利益を違法に侵害する行

為は認められないとした。)が，ここでも，都市の景観が，飽くまで，良好な

風景として，人々の歴史的又は文化的環境を形作り，豊かな生活環境を構成

する場合には客観的価値を有することが法律上保護に値する利益と判断す25 

る根拠となっているものであって，景観について単に主観的な価値を有する
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にすぎない場合についてまで保護の対象としているものではない。 

  このように，最高裁は，単なる主観的な利益にとどまるものは損害賠償責

任の対象とならないことを前提としているとみることができる。 

(d) 小括 

  以上によれば，最高裁判例や裁判例は，客観的根拠を伴わない主観的利益5 

侵害を認めることに消極的であって，人格権や，法的保護に値する利益への

侵害を認めるに当たって客観性を求めており，健康リスクに対する侵害を認

めるに当たっては，抽象的な危険では足りず，具体的な危険，すなわち，客

観的ないし科学的根拠により被害の生じる蓋然性を求めているということ

ができる。 10 

ｂ 原賠法に基づく賠償に関する他の裁判例 

  原賠法に基づく賠償に関する裁判例として，前記東京地裁平成２７年６月

２９日判決，その控訴審である東京高裁平成２８年３月９日判決,東京地裁

平成２５年１０月２５日判決，その控訴審である東京高裁平成２６年５月７

日判決(確定)，東京地裁平成２７年３月３１日判決，その控訴審である東京15 

高裁平成２８年１月１３日判決(確定)，東京地裁平成３１年３月２７日判決

は，いずれも，被告国の前記主張に沿う説示をしている。 

  この点，前記東京高裁平成２６年５月７日判決は，東京都内の住民が，本

件原発事故により，自主的避難等の費用負担を余儀なくされたほか，人格権

侵害や精神的損害を受けたと主張して，原賠法３条１項及び不法行為に基づ20 

き，避難に伴う費用や慰謝料等の請求をした事案において，請求をいずれも

棄却した原判決の結論を維持したところ，控訴人(一審原告)の被ばくの程度

は，自然被ばくをわずかに上回る程度であると認められ，社会的に受忍でき

ない限度に健康上のリスクを侵害されたとはいえないなどとした上で，その

ような状況にある者が，通常，被ばくを回避するために避難したり，マスク25 

を購入するとまでは認められず，避難やマスクを購入する等して財産的損害
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を被ったとしても，事故から通常生ずべき損害とは認められないと判示し

た。これは，財産的損害に関する因果関係に対する判断であるが，事故後の

行動の合理性を判断する上で参考となる。 

  これらの判決は，客観的根拠ないし科学的根拠を伴わない主観的利益につ

いて損害賠償責任を認めることに消極的な，最高裁判例をはじめとする裁判5 

例の傾向にも沿うということができる。 

エ 自主的避難等対象区域の居住者に対する賠償の考え方について 

(ｱ) 自主的避難等対象区域について 

  自主的避難等対象区域は，平成２３年１２月６日，中間指針追補において，

賠償の指針を示すために設定された。これは福島県内の一定の地域であり，平10 

成２３年３月から同年４月にかけて，住民の安全を確保すべく，避難のために

設定された，避難指示等対象区域とは性質を異にする。 

  自主的避難等対象区域は，本件原発からの距離が，３０ｋｍから約１００ｋ

ｍの広範囲にわたる地域であるが，下図のように同一行政区画内は本件原発か

らの距離を問わずに画一的に指定されたため，同発電所を中心とした同心円状15 

とはなっておらず，本件原発から外延までの距離は，場所により相当な差があ

るなど，同一行政区画内での住民の被ばく量も均一ではない。自主的避難等対

象区域における放射線測定結果は様々であり，例えば，本件原発からの距離が，

西南西約３９ｋｍの小野町役場における平成２３年の放射能測定結果をみる

と，３月３１日０．１９，４月３０日０．１５，５月３１日０．１２，６月３20 

０日０．１３，７月３１日０．１１，８月３１日０．１，９月３０日０．１，

１０月３１日０．１，１１月３０日０．１，１２月３１日０．１，１月３１日

０．０９，２月１６日０．０９，平均０．１１５(μGy/h≒μSv/h)であり(原賠

審２４回配付資料・各市町村の環境放射能測定結果の推移参照)，１年間の積

算線量に換算すると，相当程度ある自然放射線量を含めても，約１ミリシーベ25 

ルト程度と極めて低い(0.115×24×365≒1007.4μSv=1.007ｍSv。なお，人が一
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日中屋外で生活することは考えられないことを踏まえると，実効線量はより低

い数値となるものと考えられる。)。一方，本件原発からの距離が，北西約６２

ｋｍの福島市役所における平成２３年の放射能測定結果をみると，３月３１日

２．６１，４月３０日１．４９，５月３１日１．３６，６月３０日１．０５，

７月３１日１．０８，８月３１日０．９９，９月３０日０．９３，１０月３１5 

日１．１８，１１月３０日１．１６，１２月３１日１．１２，１月３１日１．

０６，２月１６日１．０８，平均約１．２６(μGy/h≒μSv/h)であり，１年間

の積算線量に換算すると，相当程度ある自然放射線量を含めても，約１１．３

ミリシーベルト程度である(1.26×24×365≒11037.6μSv=11.037ｍSv)。(以上

につき，原賠審第２４回の配付資料・各市町村の環境放射能測定結果の推移参10 

照。) 
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  自主的避難等対象区域について，避難指示や，自主的に避難するようにとの

勧告が出されることはなかった。 

  中間指針追補では，このような自主的避難等対象区域の住民に対し，避難指

示等対象区域に比べると低額ではあるものの，一定の賠償をすることが示され5 

た。 

  いわゆる低線量被ばくに関し，「現時点での国際的なコンセンサスは，１０

０ミリシーベルト以下の低線量域においては疫学データの不確かさが大きく，

放射線によるリスクがあるとしても，放射線以外のリスクの影響に紛れてしま

うほど小さいため，統計的に有意な発がん又はがん死亡リスクの増加を認める10 

ことができない，というものであ」り，いわゆるＬＮＴモデルも科学的根拠に
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より実証されたものと認められているわけではないところ，自主的避難等対象

区域は，１年間の積算線量が２０ミリシーベルトに達するおそれがないのであ

るから，当該区域の住民について，本件原発事故前以上の放射線に被ばくした

としても，このような低線量被ばくの健康影響は，他の要因による影響に隠れ

てしまうほど小さいと考えられる。 5 

(ｲ) 自主的避難等対象区域の住民の感じる不安は，慰謝料の発生を直ちに認め

る程度の精神的苦痛ではないこと 

  自主的避難等対象区域の住民について，本件原発事故前以上の放射線に被ば

くしたとしても，このような低線量被ばくによる健康影響は，他の要因による

影響に隠れてしまうほど小さいことからすると，本件事故により自主的避難等10 

対象区域の住民が放射線に被ばくしたことについて不安感を抱き，精神的苦痛

を感じたとしても，前記ウで述べたことと同様に，一般不法行為法のみの観点

から検討した場合には，自主的避難等対象区域の住民が受けたであろうと推測

される放射線の被ばくは極めて小さいと評価すべきものであるから，慰謝料の

発生を認める程度の精神的損害が直ちに発生するとはいえない。 15 

(ｳ) 放射線量，避難者の割合，本件原発からの距離，避難指示の存否等に照ら

し，被告国の行為と避難に伴う損害との間に直ちに相当因果関係はないこと 

  まず，自主的避難等区域内の住民が，本件事故により放射線に被ばくしたこ

とに対して何らかの不安感を抱いたとしても，前記のとおり，健康被害を伴わ

ず，そのリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考えられる20 

ような低線量被ばくに対するものである上，下図のとおり地震・津波による自

主的避難者も含め，平成２３年３月１５日時点における人口に占める自主的避

難者数(地震・津波による自主的避難者数を含む。)割合は，いわき市４．５％，

郡山市１．５％，二本松市１．１％，福島市１．１％であり，田村市０．１％，

小野町０．１％など１％に満たない市町村も含まれていた(原賠審第１８回の25 

配付資料)。 
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  そして，福島県民の自主的避難者総数が，平成２３年３月１５日時点に比し，

大幅に増加することがなかったことからすれば，前記統計において若干補足さ

れていない避難者がいることを考慮しても，自主的避難等対象区域の住民のほ

とんどは，避難することなく，当該区域に滞在し続けたということができる。

この点は，中間指針追補にも，「当該地域の住民は，そのほとんどが自主的避5 

難をせずに，それまでの住居に滞在し続けて」いたと明記され，異論のないと

ころである。 

  しかも，自主的避難等対象区域は，３０ｋｍから約１００ｋｍ程度，本件原

発から離れており，同所から遠く離れた所に位置するということができる。単

純に本件原発からの距離で約１００ｋｍの地点といえば，宮城県，山形県，栃10 

木県及び茨城県の一部地域を含むほどである。 

  さらに，前記のとおり，当該区域の住民に対しては，避難指示等が出されて

おらず，避難の勧奨もされていなかった。 

  加えて，本件原発事故当初の期間の目安とされた，平成２３年４月２２日ま

での間に，自主的避難等対象区域は，避難指示等の出されている区域と隣接さ15 

えしておらず，屋内退避の指示が出された区域に隣接していたにすぎなかっ

た。そして，一般住民に対し，万が一にでも健康影響を生じさせないという，

予防的観点から避難指示等が出されていたことも考慮すると，自主的避難等対

象区域の住民が，避難指示等が出されていない状況下で避難することは，一般

的とはいえない。 20 

  以上のように，自主的避難等対象区域における放射線被ばく量が，健康影響

を伴わず，その健康影響が他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいこと

のほか，住民のほとんどが避難しなかったこと，自主的避難等対象区域が本件

原発から遠く離れており，避難指示等の対象でなかったこと，本件原発事故当

初については，自主的に避難することが一般的ではなかったことに照らすと，25 

当該区域内の住民が自主的に避難したことにより生じた精神的損害と被告国
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の行為との間に直ちに相当因果関係を認めることはできない。 

(ｴ) 自主的避難等対象区域に関する中間指針等の評価について 

ａ 中間指針等の性質 

  中間指針等は，原賠法１８条に基づき，文部科学省に設置された原賠審が，

福島第一，第二原子力発電所事故に係る原子力損害について策定した，原子5 

力損害の賠償に関する紛争について原子力損害の範囲の判定の指針その他

の当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針である。この

ような指針の公表は，当事者の自主的な紛争解決を促進し，被害の早期回復

に資するとともに，裁判所に民事訴訟が殺到することによる民事司法全体の

機能不全を予防することができるなどといわれている(判例時報２１４０号10 

３ページ以下参照)。 

  原子力損害賠償紛争解決センターは，原賠審のうち和解の仲介の手続きを

実施する組織の呼称であるが，同センターが和解の仲介を行うに際して，原

賠審が定める指針を適用するにあたり，多くの申立てに共通すると思われる

問題点に関して，統一的な解決を図ることを確保し仲介委員が和解の仲介に15 

当たって参照するための基準となる総括基準が策定され，これを示して和解

仲介が行われている。 

  被告東電は，中間指針等や総括基準を十分尊重し，適切な賠償をしており，

対象者の要望に応じて対象者が被告東電から賠償を受けるに当たって必要

な請求書類を送るなどして，迅速かつ公平な賠償に努めている。 20 

  中間指針等を踏まえ，多数の和解が成立している現在，中間指針等の果た

している役割は大きい。そして，中間指針等は，原賠法に基づく本件原発事

故に関する損害賠償の範囲について，一般の不法行為に基づく損害賠償請求

権における損害の範囲と特別に異なって解する理由はないとして，相当因果

関係があるものとされる損害の範囲について指針を示している。もっとも，25 

中間指針等については，裁判規範ではなく，従来の相当因果関係説によって
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は導かれない，新たな損害の賠償を認めたのではないか(淡路剛久「『包括的

生活利益』の侵害と損害」・福島原発事故賠償の研究１７ページ)，原子力損

害の特性を踏まえ，従前の学説・実務が不法行為損害賠償における実体ルー

ルとしてきたものを超えたルールを採用し，相当因果関係における予防原則

を取り込むなどした(潮見佳男「福島原発賠償に関する中間指針等を踏まえ5 

た損害賠償法理の構築」前掲福島原発事故賠償の研究１１３ページ以下参

照)などの指摘があるとおり，相当因果関係があるものとされる損害の範囲

を示すにあたっては，被災者の早期救済のため等の政策的観点も加味された

上でその範囲を示している。 

  このため，本件においては，中間指針等の前記性質を十分に踏まえた上で，10 

別途，相当因果関係の存否や損害額が認定されるべきであるし，既払金のあ

る場合には，これを損害額から控除するとともに，慰謝料の算定に当たって，

早期に十分な被害回復のなされたことが考慮されるべきである。 

ｂ 自主的避難等対象区域に関する中間指針等の賠償の範囲や項目の目安が，

被災者に配慮したものであること 15 

(a) はじめに 

  中間指針追補は，以下に述べるとおり，自主的避難や滞在を行った住民の

損害賠償を検討するに当たり，本件原発の状況が安定しない中で，放射線被

ばくへの恐怖や不安，発電所からの距離，避難指示等対象区域との近接性，

自己の居住する市町村の自主的避難の状況等を総合的に考慮し，被災者救済20 

という政策的観点も加味した上で賠償が認められるべき一定の範囲を示し

ている。 

(b) 自主的避難等対象区域に関する中間指針等が，線量評価のみを考慮して策

定されたものではないこと 

  中間指針等では，自主的避難等対象区域の住民が，放射線被ばくへ恐怖や25 

不安感を抱いたことに起因する損害の賠償を認めているところ，前記ウの裁
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判例の考え方を前提にすれば，不安感等の対象である放射線量の科学的な評

価が賠償の可否，内容を決するに当たって最も重要な要素となると考えられ

るところ，前記のとおり，中間指針追補においては，平成２３年４月以降，

放射線量が客観的に明らかにされるようになった後の期間に係る賠償につ

いても，線量の非常に低い地域を含んだ対象区域が設定されている。 5 

  中間指針等に対しては，その性質上，和解仲介に資する賠償基準を示すこ

とが期待されていたことから，基準が明確であることが望ましく，中間指針

２次追補策定時においては，自主的避難等対象者区域の住民に対する避難に

係る賠償の範囲を決するに当たり，先に２０ミリシーベルトを下回るところ

について線量でお金を払うべきではない(田中委員・原賠審第２３回議事録10 

３６ページ)との意見が出されたほか，２０ミリシーベルト以外の基準を示

すことは難しいとの意見が出される一方で，２０か１かしかないことでは必

ずしもない(原賠審第２４回議事録３６ページ以下)との意見も出された。そ

の後，１ミリシーベルトのところも含めて基準を示すべきことを前提とした

意見も出されるなど(能見会長・原賠審第２６回議事録３３ページ)，線量を15 

基準とすることに対しては，様々な意見が示された。 

  これらのことからも，中間指針等が，健康影響が他の要因による影響に隠

れてしまうほど小さいと考えられる低線量被ばくに対する不安感という主

観的利益侵害について，被災者救済の政策的観点も踏まえた様々な事情を考

慮していたことが分かる。 20 

(ｵ) 本件原発事故当初の特殊性を踏まえ，自主的避難等対象区域の住民の避難

に係る慰謝料を認めるとしても少額にとどまること 

ａ 本件原発事故当初の特殊性 

  前記(ｱ)ないし(ｴ)で述べたところに照らせば，自主的避難等対象区域の住

民による損害賠償請求については，福島第一原子力発電所の状況が不安定で25 

あり，将来的な飛散放射線量の予測ができない状況下において，万一の事態
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を想定して緊急避難的に避難することは，正当化できるとしても，自主的避

難等対象区域が広域にわたっていること，その範囲が本件原発からの距離や

放射線の線量に必ずしも対応していないことなどに照らし，慰謝料を認める

対象者については，行政区画ごとに一律に考えるべきではなく，細やかな検

討を要すると考えられる。 5 

ｂ 適正な慰謝料額について 

  このような慰謝料の算定に当たっては，本件原発事故前以上の放射線に被

ばくしたとしても，このような低線量被ばくの健康影響は，他の要因による

影響に隠れてしまうほど小さく，自主的避難等対象区域の住民について，客

観的にみて，健康被害は生じていないし，肉体的苦痛も受けてないことが考10 

慮されなければならない。また，本件原発の状況が刻々と変化し，情報が不

足していた期間は僅かであったことや，政府においても，予防的観点に立ち

つつ，当初から情報提供をしていたことなどについても十分に併せ考慮して

慰謝料が算定される必要がある。 

  交通事故損害賠償事件における慰謝料の算定に当たっては，個々の裁判官15 

の主観性・恣意性を排除して，被害者相互間の不公平，不均衡を避けるとと

もに，同種大量の交通損害賠償事件を効率的に処理する目的で，基準が設け

られており，このような基準は，生命・身体に対する人体損害に対する適正

な賠償額として，交通事故以外の不法行為の場合にも重要な意義を有してい

る(齊藤修「慰謝料に関する諸問題」・新現代損害賠償法講座６巻２２６及び20 

２２７ページ参照)ことに照らせば，慰謝料の算定に当たっては，被害に関

わる事情の類似した裁判例を参考にすることができるというべきである。 

  そこで，中間指針等の策定に当たって参照された当時の裁判例のうち，身

体的損害を伴わない，騒音・悪臭等に関する裁判例をみると，基地や空港の

騒音，道路の騒音や排気ガス等が問題になった裁判例において認容された慰25 

謝料額は，最も高いもので月額１万８０００円であり，下水，産業廃棄物，
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豚舎の悪臭が問題になった裁判例において認容された慰謝料額は，最も高い

もので月額９０００円である。 

  このように，中間指針追補において，自主的避難等対象区域の滞在者に対

し，子ども及び妊婦に対しては一人４０万円(本件原発事故発生から平成２

３年１２月末までの損害として)，その余の者に対して８万円(本件原発事故5 

発生当初の時期の損害として)を目安として賠償するという考え方は，種々

の議論の結果，前記の裁判例も参照しつつ，低線量被ばくに対する不安を中

心に，自主的避難と滞在を分けずに初期の情報が十分でなかったこと等も総

合的に考慮したものであって，合理性のあるものということができる。 

  したがって，自主的避難等対象区域の住民の避難に係る適正な慰謝料額10 

は，個別事情に基づく主張立証がなされない限り，これらの金額を上回るこ

とはないというべきである。 

(ｶ) 自主的避難等対象区域の住民の避難に係る慰謝料を認めるとしても，その

額は，避難指示等対象区域の住民の受ける慰謝料よりも相当に小さくなるは

ずであること 15 

  慰謝料額の算定に当たっては，①自主的避難をした者は，本件原発事故当初

の滞在期間が短い分，滞在者に比し，被ばくによる健康被害に対する不安感は

小さいこと，②避難指示等を受けず，避難を余儀なくされているとはいえない

上に，避難指示等対象区域の住民に比し，帰還が容易なため，避難指示等対象

区域内の住民よりも，一定期間内に受ける精神的苦痛の小さいことが十分に考20 

慮されるべきである。そうすると，自主的避難等対象区域内の住民については，

後記のとおり避難指示等対象区域の住民の受ける慰謝料額として十分な金額

である月額１０万円よりは，相当に小さくなるはずである。 

  確定判決である，福島地方裁判所いわき支部平成２６年９月１０日判決，そ

の控訴審である仙台高等裁判所平成２７年１月２１日判決は，自主的避難をし25 

た者に対する精神的損害として，４万円を上回らないとしている。 
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(ｷ) 小括 

  以上のとおり，自主的避難等対象区域の住民の避難に係る慰謝料は，個別事

情に基づく主張立証がなされない限り，中間指針等が示した賠償の目安を上回

ることはなく，仮に認められるとしても，避難に伴う高額な損害の賠償を認め

るのは相当でない。 5 

オ 避難指示等の対象区域の居住者に対する賠償の考え方について 

(ｱ) 避難指示等の対象区域について 

  前記イで述べたとおり，避難指示等対象区域は，本件原発から３０キロメー

トル圏内にあったり，本件原発事故発生から１年間の積算線量が２０ミリシー

ベルトを超えると推定される空間線量率が続いている地点等であって，政府に10 

より，避難指示等が出されたり，自主的に避難することが求められた区域であ

る。これまで述べてきたとおり，１００ミリシーベルト以下の放射線に被ばく

することにより，健康被害の生じることが科学的に証明されていないことによ

れば，本件原発事故前以上の放射線に被ばくしたことのみをもって，避難指示

等対象区域の住民が，通常避難するとはいえないが，これらの地域については，15 

政府の指示等があるため，これを踏まえると，当該区域内の住民は，通常の場

合，避難することになると考えられる。 

  そのため，仮に，被告国の行為に違法性が認められた場合には，避難に伴っ

て生じた精神的損害は，避難に必要かつ相当と認められる限り，被告国の行為

との間に相当因果関係のある損害と認められるとしてもあながち不合理とは20 

いえない。 

(ｲ) 精神的損害について 

ａ はじめに 

  避難指示等を受けて避難した者は，自主的に避難した者と異なり，避難を

余儀なくされたということができる上，避難生活が長期間にわたったため，25 

相応な精神的苦痛を受けていると考えられるから，これについて慰謝料を認
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める余地がある。しかし，慰謝料額は，精神的苦痛の内容や類似事案におけ

る慰謝料額等を踏まえ，適切に算定される必要がある。 

  この点，中間指針等において，避難指示等に係る損害として，精神的損害

の賠償に係る指針も示されているが，その内容は，交通事故における損害賠

償実務や類似事案の裁判例と比較すると十分な内容となっており，政策的判5 

断も加味されている。そうすると，避難指示等対象区域の住民の避難に係る

適正な慰謝料は，個別事情に基づく主張立証がなされない限り，これらの金

額を上回ることはないというべきである。 

  このため，本件においては，精神的損害について，中間指針等の内容を踏

まえつつも，適切な慰謝料額が算定されるべきである。また，被告国の支援10 

の下，被告東電が，中間指針等を尊重し，適切な賠償を早期に行っているこ

とや，対象者の要望に応じて対象者が被告東電から賠償を受けるに当たって

必要な請求書類を送付するなどして早期の賠償に努めていることは，慰謝料

の算定に当たっても，十分に考慮されるべきである。 

ｂ 避難を余儀なくされたことに伴う精神的損害について(帰還困難区域にお15 

ける一括賠償を除く。) 

(a) 適正な慰謝料額について 

  避難者は，突然の事故によって，平穏な日常生活とその基盤を失い，避難

による不便な生活を余儀なくされるとともに，帰宅の見通しが不透明なこと

について不安を抱くため，精神的苦痛を受けると考えられる。 20 

  他方，避難者は，本件事故による身体的傷害や健康被害を負っておらず，

これらに伴う肉体的苦痛や精神的苦痛を受けていない。また，避難者は，実

際に，入通院等を余儀なくされていないので，入通院を余儀なくされる場合

に比し，時間や行動の制約は小さい。さらに，避難生活の長期化に伴い，当

面の間避難を継続することを前提とした生活基盤が整備され，避難者が避難25 

先の生活に徐々に適応することにより，前記のような精神的苦痛は相当に軽



 

344 

 

減されていくと考えられる。これらの事実に照らすと，避難者の受ける精神

的苦痛は，交通事故のため入通院を余儀なくされた被害者に比しても，相当

に小さいはずであり，自動車損害賠償責任保険における慰謝料(日額４２０

０円，月額換算１２万６０００円)より低額であっても不合理ではない。 

(b) 中間指針等の内容は十分なものであること 5 

  前記イのとおり，中間指針等では，避難指示等の対象区域住民の受けた，

避難に伴う精神的苦痛の損害額として，福島第一，第二発電所事故から６か

月間(第１期)は一人月額１０万円(避難所等における避難生活をした期間

は，一人月額１２万円)，その後の避難指示区域の見直し時点まで(第２期)

は一人月額５万円，その後の終期まで(第３期)は避難指示解除準備区域，居10 

住制限区域に設定された地域は一人月額１０万円を目安として賠償するこ

ととされている。なお，第２期については，実際には，一人月額１０万円が

支払われている。 

  このような中間指針等の内容は，「通常はさほど高額となるものではない」

とされている生活費増加費用が含まれているとしても，十分なものである。 15 

  加えて，前記の損害算定期間の終期について，中間指針等では，①避難指

示区域については，解除等から１年間を当面の目安とする，②平成２３年９

月に区域指定が解除された緊急時避難準備区域については，支払終期は平成

２４年８月末までを目安とする，③特定避難勧奨地点については，避難指示

等の解除後３か月間を当面の目安とするとされており，帰還やその後に安定20 

した生活を営むために一定の期間を要することを踏まえても，中間指針等で

は，十分な慰謝料額が認められているということができる。 

ｃ 帰還困難区域の住民に対する一括払の慰謝料について 

(a) 適正な慰謝料額について 

  帰還困難区域の住民は，非常に長期間にわたって帰還不能となった上，帰25 

還の見通しが立たないため，同区域内における生活の断念を余儀なくされた
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ことなどによる精神的苦痛を受けている。 

  この点，裁判例上，高額の慰謝料が認容される場合についてみると，約１

３００万円の後遺障害慰謝料が認められるのは，両眼の視力が０．１以下に

なる，咀嚼又は言語の機能に著しい障害を残す，両耳の聴力が耳に接しなけ

れば大声を解することができない程度になる，１手の５手指又は親指を含み5 

４の手指を失うなどした場合である。約１０００万円の後遺障害慰謝料が認

められるのは，片目を失明する，片耳の聴力を全て失う，３本以上の手指を

失うなどした場合である。約６００万円の賠償が認められるのは，鼻を欠損

する，１耳の聴力を全く失う，１手の親指又は親指以外の２の手指を失うな

どして，回復を期待できない重い傷害を負った場合である。 10 

  また，山の斜面で発生した地すべりにより山腹の居住家屋等が家財道具も

ろとも破壊された住民らについて，長野地方裁判所平成９年６月２７日判決

(判例時報１６２１号３ページ)は，地すべり後に一定期間避難生活を送り，

その後，新たな場所での居住を開始した原告について，慰謝料として，災害

見舞金以外に最高４００万円の支払を命じた。同事案は，国賠法２条１項の15 

責任が問題となった事案であって，同法１条が問題となった事案ではない

が，特定の地域に居住する多数の住民が，自然災害を契機として，一定期間

避難生活を余儀なくされ，災害の結果，元々居住していた場所での居住が不

可能となり，新たな居住地での居住での生活を余儀なくされた点において，

帰還困難区域の住民の本件事故後の行動と共通する部分がある。 20 

(b) 中間指針等の内容は被災者の精神的損害を慰謝するものとして十分なも

のであること 

  中間指針等では，帰還困難区域の住民が受けた精神的損害の損害額とし

て，前記ｂの第１期及び第２期分に加え，中間指針２次追補で一人６００万

円，中間指針第四次追補で一人１０００万円を目安とするとされている(た25 

だし，支給調整があり，第３期の始期が平成２４年６月の場合の加算額は７
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００万円とされる。)。 

  このような中間指針等の内容は，前記のような交通事故における後遺障害

慰謝料等の裁判例に比しても，十分なものと考えられる。 

カ 区域外居住者の精神的苦痛に対する賠償の考え方について 

  前記エで詳述したとおり，中間指針第一次追補は，その策定の段階で自主5 

的避難等対象区域内に住居があった者等に対する損害賠償を検討するに当

たり，本件原発の状況が安定していない状況下で，放射線被ばくへの恐怖や

不安，本件原発からの距離，避難指示等対象区域との近接性，政府や地方公

共団体から公表された放射線量に関する情報，自己の居住する市町村の自

主的避難の状況等を踏まえ，総合的に考慮され，被災者救済という政策的観10 

点も加味した上で賠償が認められるべき一定の類型とその場合の賠償額等

を示したものである。中間指針第一次追補は，可能な限り早期に一定の指針

を示すという観点から示したものであり，同追補以降において自主的避難

等対象区域の追加設定や，避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域

以外の区域の居住者，つまり区域外居住者に対する賠償については，新たな15 

指針として示されていない。 

  避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以外の区域では，自主的

避難等対象区域と同様，１年間の積算線量が２０ミリシーベルトに達する

おそれがなく，本件事故前以上の放射線に被ばくすることにより，健康影響

が生じるといったリスクがあるとしても，そのリスクは日常生活の他の要20 

因による影響に隠れてしまうほど小さいと考えられているという事実関係

を前提とすると，前記のような科学的根拠を伴わない主観的利益や，現実化

する客観的な蓋然性を欠くような生命・身体に対する危険を保護していな

い裁判例の枠組みと整合的なものということができる。 

  しかも，従前の裁判例の枠組みに照らせば，仮に，このような区域外居住25 

者が放射線被ばくによる健康影響に対する精神的苦痛を感じたとしても，
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それは危険の現実化する客観的な蓋然性を伴わない漠然とした恐怖感や不

安感程度のものにほかならず，慰謝料の発生を認める程度の精神的苦痛と

はいえないことは論を待たない。 

  したがって，区域外居住者の相当因果関係のある損害に対する賠償とし

て直ちに認めることはできない。 5 

  この点，本件事故当時，東京都練馬区の居住者が本件事故により自主的避

難をし，精神的損害等を受けたとして，被告東電に対して，その損害賠償等

の支払を求めた事案や，東京都渋谷区の居住者が本件事故により精神的損

害等を受けたとして，被告東電に対して，その損害賠償等の支払を求めた事

案において，東京地裁は，低線量被ばくによる健康影響に関する知見等に照10 

らせば，本件事故による生命・身体等に対する具体的危険の発生は認められ

ず，本件事故と相当因果関係のある被害が発生していたとはいえないとし

て，いずれも原告らの請求を棄却しているが，これは，前記裁判例の枠組み

が，本件においても妥当することを裏付けるものである。 

キ 豊かな自然環境，日々の安定した生業を破壊されたことなどに対する慰謝料15 

について 

(ｱ) 原告らの主張 

  前記ウないしオでは，主に，放射線被ばくによる健康影響に対する恐怖・不

安による精神的苦痛及び避難に伴って生じた精神的苦痛について論じてきた

が，原告らは，これらの他にも，原告らに共通する損害として，いわき市の豊20 

かな自然環境，日々の安定した生業を破壊されたことなどによる精神的損害も

挙げており，これに対する慰謝料も支払うよう求めている(訴状第３章第１・

４１ないし７１ページ，原告ら準備書面(５６)１２，１３ページ等参照)。 

(ｲ) 被告の主張 

  前記原告らが主張する精神的損害は，既に中間指針等で示している精神的損25 

害に含まれていると考えられる。 
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  すなわち，中間指針は，「本件事故においては，少なくとも避難等対象者の

相当数は，その状況に応じて，①避難及びこれに引き続く対象区域外滞在を長

期間余儀なくされ，あるいは②本件事故発生時には対象区域外に居り，同区域

内に住居があるものの引き続き対象区域外滞在を長期間余儀なくされたこと

に伴い，自宅以外での生活を長期間余儀なくされ，あるいは，③屋内退避を余5 

儀なくされたことに伴い，行動の自由の制限等を長期間余儀なくされるなど，

避難等による長期間の精神的苦痛を被っており，少なくともこれについて賠償

すべき損害と観念することが可能である。したがって，この精神的損害につい

ては，合理的な範囲において，賠償すべき損害と認められる。」とし，避難等

による長期間の精神的損害について包括的に考慮した上で，精神的損害の内容10 

と賠償額等を示している。そして，中間指針では，第１期における避難等対象

者の精神的損害について，「地域コミュニティ等が広範囲にわたって突然喪失」

したことなども挙げられている上，中間指針２次追補では，第３期における避

難等対象者の精神的損害の内容として，「帰還困難区域にあっては，長年住み

慣れた住居及び地域における生活の断念を余儀なくされたために生じた精神15 

的苦痛が認められ」るとされ，さらに，中間指針第四次追補では，帰還困難区

域又は大熊町若しくは双葉町の居住制限区域若しくは避難指示解除準備区域

からの避難等対象者に対して，故郷を喪失する者への精神的苦痛部分を慰謝料

として一括して賠償することとされた。中間指針に定める避難等に係る精神的

損害は，避難等対象者が，避難を余儀なくされ，いつ自宅に戻れる分からない20 

という不安な状況に置かれることをも踏まえて策定されたものであり，中間指

針第四次追補において賠償の対象となっている精神的苦痛，すなわち「長年住

み慣れた住居及び地域が見通しのつかない長期間にわたって帰還不能となり，

そこでの生活の断念を余儀なくされた精神的苦痛等」は，原告らが居住するい

わき市の豊かな自然環境，日々の安定した生業を破壊されたことなどに対する25 

慰謝料として損害賠償の支払を求める精神的損害の範囲に含まれると考えら
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れる。 

  このように，前記原告らが主張するいわき市の豊かな自然環境，日々の安定

した生業を破壊されたことなどによる精神的損害は，中間指針等で示された賠

償の対象となっている精神的損害に含まれていると考えられるため，原告らが

中間指針等の範囲を超えて慰謝料の支払を求めることはできない。 5 

ク まとめ 

  以上のとおり，原告らは，本件訴訟において平穏生活権を侵害されたなどと

主張して慰謝料の支払を求めているが，中間指針等は，原賠審における法律，

医療又は原子力工学等に関する学識経験を有する者による審議を経た上で策

定されたものであり，低線量被ばくに関する合理的な知見を基に設定した避難10 

区域等を前提として，自動車損害賠償責任保険における慰謝料や民事交通事故

訴訟損害賠償額算定基準による期間経過に伴う慰謝料の変動状況等を参考に

賠償の目安を示したものであることからすると，中間指針等で示された賠償の

範囲や項目の目安は，裁判規範ではないものの，合理的な内容を定めたものと

いうことができる。また，中間指針等に関する策定経過の議事録を子細に検討15 

すると，中間指針等の策定に当たっては，被災者救済に力点を置いた政策的観

点が加味されており，このことからしても，中間指針等で示された賠償の範囲

や項目の目安は，被災者に十分配慮したものということができる。 

  したがって，中間指針等で示された賠償の目安を超える部分については，個

別事情に基づく主張立証がなされない限り，福島第一発電所事故との間に相当20 

因果関係が認められる損害とはいえない。 

７ 争点７（被告らの連帯責任の成否） 

(1) 原告らの主張 

  被告東電と被告国に共同不法行為が成立することからも，被告国は，損害全部

についての賠償責任を負うべきものである。 25 

  以下，理由を述べる。 
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ア 被告国の規制権限不行使と損害全部との間の相当因果関係の存在 

  被告国の規制権限不行使と原告らの被った損害全部との間には，相当因果関

係が認められる以上，原則に従って，被告国は，原告らの被った損害の全部に

対して賠償すべき義務を負担するものである。 

イ 被告国による国策としての原子力発電の推進等は全部責任を強く基礎づけ5 

ること 

  被告国が，国策として，被告東電ら原子力事業者と共同して原子力発電を推

進し，かつ広く国民に対して安全性の保証を行ってきたという事実があり，被

告国自身も，本件原発事故について「これまで原子力政策を推進してきたこと

に伴う社会的な責任を負っている」（汚染対処特別措置法３条等）と自認して10 

いるところである。 

ウ 関連事件の判決例（全部責任，共同不法行為の成立） 

  なお，本件事故に基づく国賠法上の責任が問われた同種事件においても，被

告国の責任を認めた判決においては，いずれも，本件事故の被害者との関係に

おいては被告国の責任を限定しないという判断が重ねて示されている。 15 

  このうち，東京地裁判決は，「被告東電の本件事故に基づく損害賠償債務と

被告国の本件事故を回避できたと認められる本件各規制権限を行使しなかっ

た不作為に基づく損害賠償債務は，民法７１９
．．．．．

条
．
１項にいう
．．．．．

共同不法行為
．．．．．．

に基

づく損害賠償債務と同様，不真正連帯債務の関係に立つと解される。」と明快

に判示している（同判決３５１～２頁）。 20 

(2) 被告国の主張 

  本件原発を管理・運営し，その利益を享受しているのは被告東電であり，被告

国ではない。そして，被告国は，その設置等に際し，許認可をしたり，定期検査

等をしているものの，これらは，被告東電の原子力施設に対する安全管理義務を

軽減したり，免責するものではない。したがって，本件原発の安全管理は，一次25 

的には，被告東電において行われるべきものであり，被告国は，これを，後見的・
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補充的に監督するにとどまる。 

  そして，民法７１９条１項前段の共同不法行為が成立するためには，客観的に

みて一個の共同行為があるとみられることが必要と解される(加藤一郎・不法行

為〔増補版〕２０５ページ以下参照)ところ，被告国の規制権限の行使は，対象者

の自由な活動に一定の制約を課し，不利益を与えるものであって，対象者に対し，5 

責任や注意義務を軽減し，免責するという性格のものではなく，両者は次元を異

にする責任である。また，被告国と被告東電では，安全対策の要否を検討するた

めに必要な情報の収集や，これを分析する能力に大きな差があり，同じ情報を把

握していたとしても，被告国と被告東電では検討に要する時間を異にする上，何

らかの対策が必要との結論に達したとしても，それから，規制権限の行使に至る10 

ためには，様々な過程を経る必要のあることも考慮すると，被告国の規制権限行

使と規制対象者である原子力事業者の不法行為との間に，客観的にみて一個の不

法行為があるとみることはできない。 

  そうすると，仮に被告国の規制権限不行使について，国賠法１条１項の違法が

認められるとしても，これと被告東電の不法行為は，共同不法行為とはならず，15 

単に不法行為が競合しているにすぎないこととなる。 

  このような場合において，損害の公平な分担という損害賠償の基本理念に照ら

し，前記諸事情を勘案すると，被告国の責任の範囲は，第一次的責任者である被

告東電に比して，相当程度限定されたものになるべきである(関西水俣病訴訟に

係る大阪高裁平成１３年４月２７日判決・判例時報１７６１号３ページ，じん肺20 

訴訟に係る札幌高裁平成１６年１２月１５日判決・判例時報１９０１号７１ペー

ジ，福岡高裁平成１３年７月１９日判決・判例時報１７８５号８９ページ，福岡

地裁平成１９年８月１日判決・判例時報１９８９号１３５ページ等参照)。 

８ 争点８（弁済の抗弁の成否） 

(1) 被告東電の主張 25 

ア 自主的避難等対象区域及び被告東電の自主賠償基準の対象区域（福島県県南
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地域及び宮城県丸森町）に居住していた者に対する弁済の抗弁の考え方 

  自主的避難等対象区域や被告東京電力の自主賠償基準の対象区域に居住し

ていた者に対する賠償は精神的損害に対する賠償と生活費増加分等の実費の

賠償が一体として行われている実情にあり，また，避難指示の対象区域と異な

って被害の程度が小さくその範囲も限定されることから，実際の被害発生のあ5 

りようにおいても，精神的損害と財産的損害とを明瞭に区分しがたい特徴があ

る。そもそも本件事故という同一の不法行為により生じた財産上の損害と精神

上の損害とは，その賠償の請求権は一個であるとする最高裁判例（最判昭和４

８年４月５日民集２７巻３号４１９頁）からも明らかなように，同一の請求権

を構成するものであって，その細目ごとにそれぞれ独立の損害としてそれぞれ10 

に損害賠償請求権が成立するという扱いは取られておらず，費目相互間の融通

も認められている。そして，実際に生活費増加分や避難に要した費用等の財産

的損害が賠償によって填補されれば，かかる賠償によって平穏な生活が回復す

ることに伴い，精神的苦痛は慰謝されることになること，特に自主的避難等対

象区域や被告東京電力の自主賠償基準の対象区域に居住していた者について15 

は，財産的損害と精神的損害を截然と峻別すること自体が困難である上，同一

の請求権を構成する以上，精神的損害の賠償請求に対して，財産的損害を考慮

した包括的慰謝料として裁判所が慰謝料額を認定する可能性があることも否

定できないことを想起すれば，原告らによる精神的損害の賠償請求に対する弁

済の抗弁として，裁判外における精神的損害及び財産的損害の賠償額の総額を20 

もって弁済の抗弁を主張することは被告東電における適切な防御権の行使で

あり，そうすることは当然に許されるというべきである。 

  このような弁済の抗弁の考え方は，本件と同種事案に関する千葉地判平成３

１年３月１４日においても既に認められており，ほかにも札幌地判令和２年３

月１０日，福岡地判令和２年６月２４日においても同様の考え方が採られてい25 

る。 
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  したがって，本件訴訟においては，原告らに対する精神的損害の賠償額及び

財産的損害の賠償額の合計額（ＡＤＲ手続による和解を経ている場合の和解契

約に基づく支払額を含む。）をもって，原告らの請求に対する弁済の抗弁を主

張する。具体的には，各原告について，別紙「弁済一覧」中の「⑦弁済の抗弁

主張額」記載の額を弁済の抗弁として主張する。 5 

イ 旧屋内退避区域についても賠償額全額が弁済の抗弁の対象となること 

  原告らが本件事故時に居住していた旧屋内退避区域についても，精神的損害

と財産的損害を含むその余の損害（避難費用，就労不能損害等）に対する賠償

が区別してなされている実情にはあるものの，本件事故という一つの不法行為

により発生した精神的損害と財産的損害に係る損害賠償請求権が実体上一個10 

の請求権であることから，原告らに対する賠償額の総額をもって，原告らの請

求に対する弁済の抗弁を主張する。具体的には，各原告について，別紙「弁済

一覧」中の「⑦弁済の抗弁主張額」記載の額を弁済の抗弁として主張する。 

ウ 世帯内の既賠償額の超過分については世帯内での融通・充当が認められるべ

きであること 15 

  被告東電は，被告東京電力準備書面（２８）で詳述しているとおり，原子力

損害の賠償が各世帯単位でなされていること，本件事故により発生した損害賠

償請求権は一個の請求権を構成するものであることに鑑み，原告らが所属する

世帯に対してなされた賠償に関し，当該賠償金を受け取った世帯構成員の受け

た損害の認定額が実際の受領額を下回る場合には，当該過払分は他の世帯構成20 

員の未受領の損害賠償請求権に充当されるべきであり，このような世帯内融通

は精神的損害・財産的損害の別を問わず，本件訴訟の原告であるか否かの別を

問わないものであることを主張する。なお，この考え方は，本件と同種事案に

関する千葉地判平成３１年３月１４日においても採用されている。 

  世帯内部で融通する際には，当事者の合理的な意思及び複数の債務の間で弁25 

済の利益が等しい場合に各債務の額に応じて充当する民法の規定（民法４９０
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条，４８９条４号）に鑑み，世帯の構成員のうち特定の者に支払われた金額が，

その者が被った損害の額を超える場合，超えた分については，その余の構成員

の未賠償額の比率に応じ，その余の構成員に按分して充当されるべきである。 

  具体的な按分の計算の方法としては，例えば，世帯の代表者であるＡは８０

の損害を被りながら１００の弁済を受領する（２０の超過がある。）一方，Ｂは5 

８０の損害を被りながら５０の弁済しか受領しておらず（３０の不足がある。），

Ｃは７０の損害を被りながら５０の弁済しか受領していない（２０の不足があ

る。）場合，Ａに対する超過分である２０は，Ｂに対する不足分である３０とＣ

に対する不足分である２０の比率である３：２で按分し，Ｂに対して１２，Ｃ

に対して８の弁済にそれぞれ充当すべきである。 10 

(2) 原告らの主張 

ア 適時提出主義に反し，時機に後れた攻撃防御方法であること 

  被告東電は，訴訟の最終段階において，１５００人余の原告らそれ

ぞれに対する既払い金の金額を明示し，その既払い金のすべて（財

産的損害も含めて）について，原告らが本訴訟で請求している損害15 

賠償請求権に対し，「弁済の抗弁」となると主張している。しかも，

家族への賠償金の支払いが，「世帯間で融通」され。他の家族の賠償

額によっても「弁済の抗弁」が成立するとの主張を展開している。  

  本件のような集団訴訟において，原告ら代表者の証人尋問も終了

し，結審日が指定された訴訟の最終局面において，このような抗弁20 

を提出すること自体，適時提出主義（民事訴訟法 156 条）の原則に

反し，時機に後れた攻撃防御方法として却下すべきである。  

イ 精神的損害と生活費増加分等の実費損害の区別について 

  被告東電は，自主的避難等対象区域や被告東電の自主賠償基準の

対象区域に居住していた者に対する賠償は，精神的損害に対する賠25 

償と生活費増加分等の実費賠償が一体として行われている実情にあ
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り，精神的損害と財産的損害とを明瞭に区別し難いと述べる。  

  しかし，この主張は，原子力損害賠償紛争解決センター（ ADR）の

和解手続における被告東電の態度と矛盾する。被告東電は，ADR の手

続の中で，妊婦・子どもへの６０万円（避難していない場合４０万），

その他の対象者への８万円（被告東電 H24 2.28 プレスリリース5 

（ H23.12.6 中間指針追補を受けたもの））の内訳として，６０万円の

内の２０万円を精神的損害に対する慰謝料，残りの４０万円（避難

していない場合２０万円）を実費，８万円の内の４万円が精神的損

害に対する慰謝料，残りの４万円を実費として和解に応じているか

らである。 10 

  それにもかかわらず，訴訟手続の中において，全額を精神的損害に充当する

と主張するのは，自らの言動を，それも訴訟の終盤になって覆し，当事者に不

合理な不意打ちを与えるものであり，禁反言の原則（民法１条２項，民事訴訟

法２条）に悖るものであり，到底受け入れられるものではない。 

  被告東電の支払っている定額の生活費増加分（上記８万円のうちの４万円，15 

６０万円のうちの４０万円ないし２０万円）は，実損はあるが個々の立証・算

定が困難であることから，「避難者の大多数に共通して発生して金額も比較的

少ない食費，日用品購入のような費用の増加分を，立証の負担軽減を主目的と

して，精神的損害に合算することとした」ものであって（中島肇『中間指針の

考え方』商事法務 2013 年 53 頁），精神的損害と区別することが困難なもので20 

もない。 

ウ 昭和４８年判決を根拠とする弁済の抗弁について 

  被告東電によると，「本件事故という同一の不法行為により生じた

財産上の損害と精神上の損害とは，その賠償請求権は１個である」

（最判昭和 48・4・5 民集 27 巻 3 号 419 頁）こととを根拠に，「同一25 

の請求権を構成するものであって，その細目ごとにそれぞれ独立の
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損害としてそれぞれに損害賠償請求権が成立するという扱いは取ら

れていない」と主張し，さらに「費目相互間の融通も認められる」

と主張する。  

  そして，訴外で任意に応じてきた定額の賠償金の支払により，原

告らの請求は補填される（弁済されている）との主張を展開してい5 

る（被告東電準備書面（ 26）の 4 頁）。  

  しかしながら 48 年判決は，原審が，原告の逸失利益額について，

その請求額を超える金額を，しかし慰謝料と合算した請求総額の範

囲内で認容したところ，そのことが，申立事項と判決事項の一致を

要請する現行 246 条に抵触するとして，上告された事案に関するも10 

のである。最高裁は，同一の身体傷害による逸失利益と慰謝料とを

「訴訟上合わせて請求する場合」には，両損害項目は一つの訴訟物

と理解されるため，現２４６条に反せず，上告には理由がないと判

断したにすぎない。被侵害法益が同一である全ての財産的損害と精

神的損害が常に 1 つの訴訟物を構成するとまで述べるものではない。 15 

  したがって，48 年判決は，被告東電が主張するような，およそ被

侵害利益を共通とするあらゆる損害項目（財産的損害費目と非財産

的損害費目）が，常に一つの訴訟物を構成することまでを要請する

ものではない。  

エ 費目相互間の融通に対し 20 

  被告東電は，「生活費増加分や避難に要した費用等の財産的損害が

賠償によって補填されれば，平穏な生活は回復し，精神的損害は慰

藉される」と主張し，既に，訴外で支払っている金額をもって「弁

済の抗弁」が許されると主張しているようである（被告東電準備書

面（２６）４頁）。  25 

  しかしながら，本件訴訟は，中間指針等が定める基準による賠償
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額では，到底，原告らいわき市民の受けた損害を補てんすることは

出来ないことから，それを超えた損害を求め，主張・立証を展開し

てきた訴訟であり，被告東電が訴外で支払ってきた賠償金が弁済の

抗弁となるという主張は，そもそも噛み合わない主張である。  

  原告ら被害者の中には，実際に被った損害（逸失利益，休業損害，5 

治療費，入通院慰謝料等）があるものの，様々な理由でその責任追

及を諦めている者も相当程度存在している。いわき市民のような強

制的避難の対象区域外の住民たちには，いわば泣き寝入りをしてい

る被害者が相当数存在している。それにもかかわらず本件訴訟外で

の財産的損害に対するわずかな賠償金をもって，これにより「平穏10 

な生活が回復することに伴い，精神的苦痛は慰藉される」などとす

る被告東電の主張は，的外れである。  

  そもそも，弁済充当とは，債務者間に同種の目的を有する数個の

債務（民法 488 条 1 項）がある場合などに，債権者が債務者から債

務の全部には満たない給付を受領した場合に，当該給付をどの債務15 

（又は，ある債務のどの部分）に割り当てるかという問題である。  

  この点，本件訴訟の原告は，訴訟物を慰謝料に限った「明示的一

部請求」を行うものである。そうである以上，従前の最高裁判決に

照らせば，そこで明示された部分（損害項目）だけが訴訟物となり，

既判力も当該部分（損害項目）にしか発生しないと理解するのが正20 

当である（松下淳一・民訴判例百選［第 5 版］170 頁等参照，最判昭

和 37・8・ 10 民集 16 巻 8 号 1720 頁。数量的一部請求について最判

平成 10・6・ 12 民集 52 巻 4 号 1147 頁，質的一部請求について最判

平成 20・7・10 判時 2020 号 71 頁）。訴訟物外の財物損害に対する弁

済は，本件訴訟債務とは質的にも目的も異なるのであるから，被告25 

の主張は認められない。  
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  この点に関し，最高裁は，本件訴訟のように，特定の損害項目（甲）

のみを請求する事案にあっては，前訴において一部棄却された場合

であっても，損害事実を異にする別の損害項目（乙）については，

前訴の既判力が及ばないことを近時の判決においても確認している

（最判平成 20・7・10 判時 2020 号 71 頁）。  5 

  被告東電が財産的損害に対する既払金について，本件訴訟の訴訟

物たる慰謝料（精神的損害・無形の損害に対するもの）の弁済にあ

たると主張し，控除を求めるならば，既払金が，本件認定の損害項

目を填補する性質をもつこと，すなわちこれまでの最高裁法理およ

び学説の理解によれば，既払金と損害項目（本件訴訟の訴訟物であ10 

る慰謝料）との同質性・相互補完性を，被告が主張・立証するより

他ない（最大判平成 5・ 3・24 民集 47 巻 4 号 3039 頁，最大判平成

27・3・4 民集 69 巻 2 号 178 頁，窪田充見編『新注釈民法（ 15）』有

斐閣 2017 年 450 頁［前田陽一］）。  

オ 千葉地判平成31・3・14の考え方に対し 15 

  千葉地判平成 31・3・ 14 は，慰謝料と認容した額に，既払金の性

質を精査することなく全額控除対象とする。従前の判例・通説によ

れば，過剰控除と言え，適切な控除方法と言えない（さらに当該過

剰控除分をもって，他の家族構成員である被害者である原告らにつ

き，当該個人にその精神的損害を慰謝すべき給付を与えることなく20 

家族間（異主体間）控除を行うものであり，不当である。  

  むしろ，同種の事案においては，前橋地判平成 29・3・17 判時 2339

号 3 頁が，広く原発ＡＤＲにおいて用いられている整理に従い，自

主的避難等対象区域への既払金については， 4 万円（子・妊婦は 20

万円加算）に限り，本件慰謝料と同質性のあるものとして控除の対25 

象とする。このような理解は，中間指針および従来の東電の説明に
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沿うものでもあり，その限りで当事者の合理的意思にもかなう処理

であると言える。  

  理論的にも，判例・学説が支持する上記の同質性原則に則った処

理である。 

カ 財産的損害への賠償額も弁済の抗弁となるとの主張に対し 5 

  原告らの中には，就労不能損害，営業損害など，他の財産的損害

について，任意による支払や，ADR を経ての支払を受けてきた者もい

る。被告東電は，これらの財産的損害についての賠償も，原告らの

精神的苦痛を慰謝するとの主張を展開している。  

  既述のとおり，加害者による既払い金を訴訟物である債権に充当10 

すべきか否かは，当該債権の目的・性質の同一性があるかどうかに

より決せられる。  

  財産的損害に対する賠償は，物の失われた交換価値など，客観的

に算定された当該財産等の損害を補てんするものであるから，その

財産的被害を賠償する以外に，精神的被害まで賠償する（弁済する）15 

ことなどあり得ない。  

  就労不能損害や営業損害，治療費などの比較的算定可能な損害に

対する賠償は，当該損害費目の損害を補填するものである。入通院

慰謝料についても，その目的は病院への入通院に伴う精神的苦痛へ

の慰謝であるから，本件訴訟の訴訟物である慰謝料（被ばくへの恐20 

怖・深刻な不安からくる精神的損害・無形の損害の補填）とは目的

を異にする。  

  そして，賠償の実例からみても，これらの個別性の高い算定可能

な費目を含んだ各賠償では，費目を特定し，損害賠償額は１円単位

で算定され合意の上支払われている。これはすなわち，各損害費目25 

について領収証等の資料に基づき算定された額について，被告東電
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が合意の上支払っているという事実を示している。  

  したがって，これらの財産的損害や入通院慰謝料等の個別具体的

かつ算定可能な損害に対する既払金は，具体的に算定された当該被

害を補てんするに過ぎず，本件訴訟の訴訟物である精神的損害に対

する慰謝料に繋がるものではない。  5 

キ 世帯内融通の主張に対し 

  被告東電は，「同一世帯は家計を共通にすることから，充当に際し，

同一世帯内では，名目上うち一人の原告に対する既払金であっても，

世帯の構成員全体の損害にてん補するもの」とする旨の主張を展開

している（被告東電準備書面（ 26） 7 頁等）。  10 

  しかし，不法行為法における保護法益である権利や利益は，個人

を単位として考えるのが，近代法としての不法行為法における基本

であり，不法行為による損害賠償請求権は，被害を受けた個々人に

発生する。また，中間指針２０頁第 3-6 でも，賠償は世帯単位では

なく，個々人に対してなされるべきことを前提とする。  15 

  また，未成年者の請求権についていえば，子どもの請求権を親が

代わって行い，それを子どもの利益のために遣う（通常そのように

合理的に推測される。）のは，親権者の財産管理及び代表行為として

至極当然のことであって（民法 824 条），その親権行使の内容につい

て，加害者である被告に限定される理由はない。  20 

  被告は，「千葉地裁第二次訴訟判決」が，「経済的に同一体とみな

すべき関係があるか否かということを判断基準」として既払金を世

帯内で融通することを認めた点を指摘するが，かかる判決の考え方

は，個人の権利擁護という法の根本理念を軽視した誤った判断とい

うほかなく，大きな批判を受けているところであって，参考にすべ25 

きものではない。  
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  また，各損害項目は，指針や被告東電の自主賠償基準に基づき，

最小限を抽象的に算定したものに過ぎず，他に充当すべき過払いは

なく，不当利得は生じていない。  

以上 
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